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公 益事業の 負荷平準化 に よ る利益管理
一

規制緩和後 の 電力産業へ の 非協力 ゲ ー ム の 適用一

樫 尾　博
＊

小倉　昇 †

〈 論文要 旨〉

　本論文で扱 う電力，ガ ス 等の 公益事業の利益管理 は，他 の 産業 とい くつ かの 点で 異な

る 特徴を持つ ．

1）サ ービ ス の 価格 （コ ス ト）と設備利用率 と の 関係

　需要の 平準 化に よ る設 備利用率 の 向上 が コ ス トの 低減，利益 の 増大 ，サ
ービ ス 価 格の

低下 に結びつ く．

2）公共サ ービス に対する利用者選択の 硬直性

　規制料金の ため ，柔軟 な料金設 定がで きな い ．また，利用 者側 で もサ
ービ ス を利用す

るた め に初期投資が必要で
，

一
旦 選択す る と簡単 には代 替サ ービ ス に移行 で きない ．

3）利用者の サ
ー

ビ ス 購入価格 とサ
ー

ビス の 社会 コ ス トの コ ン フ リク ト関係

　
一般的に 既存サ

ービ ス の 利用 機器の 価格 は，新サ
ービ ス の 利用機器の 価格を下 回る ．

一方，サ
ービ ス の 利用量が増加 し，設備能力の 上 限に達 す る と，サービ ス 提供 に機会原

価が生 じ る が
， 公共料金 で は機 会原価 を反映 した価格設定は難 しい ．

　本論文で は 2 つ の 代替 的 な公 益サ
ービ ス （電 力 とガ ス ）の 設備利用率の ア ン バ ラ ン ス

に着目 し，需 要 を平準化 させ る た め の コ ン トロ ール の 手段 と して ，利用者 の 機器導入時

におけ る補助金 政策 を提案す る ．電力会社 と ガ ス 会社 をそれ ぞれ プ レ ーヤ ーとみ な し，

ビ ル 空 調需 要家 の 獲得を非協力ゲ
ー

ム と して 定式化 し，以下 の 2 ケ
ー

ス につ い て 定量的

に分析 し，負荷平準化 に よる利益管理 の 提案 を行 う．

1）現状 の規制 を前提 と して
， 電力会社 は電気蓄 熱式 に

，
ガ ス 会社 は ガ ス 空調 に 対 し補助

金 を出す．

2）規制緩和 を前提 と して ，電力会社がガ ス 会社の ガ ス 空調に対 して も補助金 を出す．

　 東京電力 と東京 ガ ス に つ い て 数値例 に 適用 し て み た と こ ろ
， 現実 に は両者が 熾烈な競

争を し て い る事実に反 し，規制緩和 され る と電力会社が ラ イ バ ル の ガ ス 空調 に対 して も

機器導入時に利用者 に補助金 を出せ ば ， よ り利益 を上 げる こ とが 可 能な こ とを定量的 に

示す こ とが で きた．

〈 キ
ー

ワ
ー ド〉

利益管理 ，公 共サ
ービ ス

， 需要 コ ン トロ ール
， ゲーム 理論 ， 価格政策
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1． は じめ に

　本 論文で 扱 う電力， ガ ス 等の 公益 事業の 利益管理 は ，他の 産業 とい くつ か の 点で異 な る

特徴 を持 つ ．以 下 に い くつ か 整理 して み 翫

1）サ
ー ビス の 価格 （コ ス ト）と設 備利 用 率 との 関係

　公 益事業は ピー ク需要 に対 応 す る だ けの 設備 を保 有す る義務が あ る た め ，サ ー ビ ス 需要

の ピー ク時以外 には 生 産能力の 余剰 （ア イ ドル キ ャ パ シ テ ィ）が 生 じて い る．需 要の 平準

化 が コ ス トの 低減 ， その 結果 と して 利益 の 増 大 ，価格低 下 に 結 び つ く．

2 ）サ ー ビス に対 す る利用 者選択の 硬直性

  規 制料 金 （総括原価 主義 〉の た め
，

一
部季 節別料 金 制度等 は あ る もの の

， 増分 需要 を直

　接 コ ン トロ
ー

ル す る よ うな料金設 定が で きない ．

  サ ー ビス を利用す る た め に利 用 者 も初期投 資が 必 要で ，利 用サ ー ビ ス を一旦 選択す る と

　 簡単 に は代替サ
ー ビス に移行で きな い ． した が っ て ， 代替サ ー ビス 問の 利用 者の 移行 を

　促進す るた め に初期投資 コ ス トへ の 補助 金 （以 下 イ ニ シ ャ ル 補填 と言 う）が行 わ れ る こ

　 とが あ る ． た と え ば
， 消費 者 を囲 い 込 む た め

，
PHS の 通信 サ

ー ビ ス 業 者 が た だ 同然 で

　 通信機 を販 売 し，切 り替 えを促進 して い る の は こ の 例 で あ る ．

3）利用者 の サ
ー ビス 購入価格 とサ

ー ビ ス の 社会 コ ス トの コ ン フ リク ト関係

　 社会全 体か らみ て ある サ ー ビス の 提供が ボ トル ネ ッ ク に な っ て い な い 状況 で は ，最 も社

会 コ ス トの 安 い サ ー ビス の利 用 が 奨励 され る ．そ の サ
ー ビス の 利用 量が増 加 し， 設備 能 力

の 上 限 に 達す る と，サ ー ビ ス 利 用 に 機会原 価 が 生 じる ， よ っ て ， サ ー ビ ス 提供 コ ス トは
，

社 会的 に 最 も経 済的 な選択 で は な くなる が ， 公 共料 金 で は 機 会原価 を反映 した 価格 設 定

は難 しい ．

　
一

方，利用 者か らみ る と既存サ ー ビス に つ い て は
，

こ れ まで の 既存機 器 の 利用 ， 既存利

用 者の 機 器取替需 要等 に よ る 規模 の 経 済性 に よ っ て ， 既存 サ
ー ビス の 利 用機器 の 初期導入

（購 入 ）価 格 は 新 サ ー ビス の そ れ を 下 回 る． した が っ て ， 既 存サ ー ビ ス の 利用 が 社 会 的 に

最適 な選 択で ない に もか か わ らず，利用 者の 既存サ ー ビ ス 需要 は増加 し続 け る ．

　 本論文で は 以 上 の よ うな 公 益 事業の サ ー ビ ス の 特 徴 を考 え， 2 つ の 代 替 的 な 公益 事 業

（電力 とガ ス ）の 設備 利用 率 の ア ン バ ラ ン ス に着 目 し， 需要 を平準 化 させ る た め の コ ン ト

ロ ール 手段 と して ，利用 者 の 機器 導入時 に イ ニ シ ャ ル 補填 の 提 供 に よ る導入促進策 を提案

す る ． イ ニ シ ャ ル 補填 を使 っ て 電力需要 の ピー
ク時 （夏季 ）の 利用 者 をガ ス の 利 用 ヘ シ フ

トさせ る こ と に よ り ， 電力会社 とガ ス 会社 の コ ス ト低減 を図 る ． こ れ は
，

一
種の 価 格政策

で あ る ． こ の よ うな需 要平準 化政 策の 実現性 に つ い て ゲ ー
ム 理論 を適 用 し ， 検証 した ．
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2． 電力 ・ ガス 供給 サ ー ビス へ の 適用

　は じめ に
， 電力 産業 の 現状 に つ い て 概略 す る ． 日本 の 電力料 金 が 欧米各 国に 比べ 高 い こ

とか ら ， 現在 ， 政 府の 審議会で ， 供給側 に対 して は ， 新規発 電設備 の 入札 制度 （今後電力

会社 が 必 要 とす る 新規 の 長期 火力発 電設備 に つ い て は
， 電力 会杜 の み で な く， 独 立 発 電事

業 者 も建 設す る こ とが で き ， 第三 者機 関が 入 札 に よ り決定す る 仕組 み ）や
一

部小 売 り自由

化 （2 万 ボ ル ト以 上 の 特別 高圧 需要家 ，主 に 工 場 等 ，に 対 して 電 力会社 以 外 の 独 立 発 電事

業 者 が電 力会社 の 送 電線 を利用 して ， 自由に 電気 を販売 で きる 仕組 み ）等 の 競 争促進策 が

検討 され て い る （参考文献 ［4］）． また
， 需要側 に つ い て み る と

， 電力会社の 設備投資は

需要の ピ ー
クで あ る 夏期の 昼 間に合わ せ て 行わ れ る た め

，
ピ ー

ク を押 し上 げ る ビル の 冷房

需要 の 伸び は ，設備 稼働 率 の 低 下 に つ な が り，電 気料 金 の 高 い 理 由 の
一

つ とな っ て い る ．

そ の た め
， 電気 蓄 熱式冷房 （夜 間 に蓄熱槽 に電気 冷凍機 に よ り氷 や 冷水 を貯 め

， 昼 間 にそ

の 冷熱 を利 用す る冷房 方式 ）や ガス 冷房 （都 市 ガス に よ る冷房 ）の さ ら な る普 及 に よ る電

力 需要の 平準化 も検討 され て い る （図 1）．

電 力使 用量

0 　 　 6　　　　　 　　　 12　　　 　　　　 18

図 1　蓄熱式空調 に よ る 負荷平準化 の し くみ

24 （時刻 ）

　本研 究で は ，電 力需 要の ピー クが 業務 用 ビル の 空調利用 に よ る 夏場 の 昼 間で あ る の に対

し （図 2），
ガ ス 需要 の ピー

ク は 家庭 の 入 浴 に よ る冬場 の 夜 間 （8 − 9 時頃）で あ る こ とに

着 目 し （図 3）， 負荷 平準 化 に よ る 電力会社 と ガス 会社 の そ れ ぞ れ の 利益 管理 を検討 した ．

そ こ で
， 電力 会社 と ガス 会社 を それ ぞれ プ レ

ー
ヤ

ー とみ な し
，

ビ ル 空 調需 要家獲得 競争 を

非協力ゲ
ー

ム とし て定式 化 し ， 以下 の 2 ケ
ー

ス に つ い て 定量 的に 分 析 し
， 負荷平 準化 の た

め の 新た な価 格政 策 に つ い て 提案 を行 う．
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1）現状 の 規 制の 枠組み で ，電 力会社は電 気蓄熱式 に ， ガス 会杜 は ガ ス 空調機 に 対 しイ ニ

　 シ ャ ル 補填 を行 う場合 ．

2）規制緩和 を前提 と して ， 電力会社 が ガス 空調 機に対 して もイ ニ シ ャ ル 補填 を行 う場 合 ．

電力需 要

0　　　　 6　　　　 12　　　　　 18

図 2　電力需 要パ ター ン （夏 季）

24 （時刻 ）

ガ ス 需要

0　　　　 6　　　　 12　　　　　 18

図 3　ガ ス 需要パ タ ーン （冬季）

24 （時刻〉

　従来 の 餅 究で は ，高橋 ［9］，
Gately ［5］の よ うに 電力会社 内の 負荷平準化 や ，浅野 ［2］

の よ うな発 電部 門で の 競争 を扱 っ た もの が あ る ． また
， 西 川等 ［11］ は

， 季 節別時刻 別料

金 の 導入 に よ っ て 負荷平準 化 の 提 案 をお こ な っ て い る が
，

こ れ らの 負荷平準化 策で は本研

究 の よ うな代 替的 な エ ネル ギ
ー

へ の 積極的 な移行促 進 を実 現す る こ とは 難 しい ．

　また，費用 に 関 して 簡単な 理 論式 を与え て 分析す る こ とが 多い が ，本研究で は Kaplan

et．　al．［3］の 活動基準 原価計算の f法 を参考 に し
，

よ り現実的 な費用 関数を作成 した ．具

体 的 に は 各社 の セ グ メ ン ト別財務 デ
ー タ か ら原価 を コ ス トプ ール に ま とめ

，
そ れ ぞ れ 費用
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発生要因を設定 して
， 回帰分析 に よ り費用 関数 を推 定 した ． さ らに 推 定 した費用 関数 に基

づ き ， イ ニ シ ャ ル 補填 に よる負荷 平準化 策の 効 果 に つ い て 実証研 究 を行 っ た ．

　営業 の 第
一

線で は ，電力会社 とガ ス 会社 は ビル の 空調機 器 の 導入 をめ ぐっ て 熾 烈 な競 争

を して い る ． しか しなが ら ， 本研 究 の 結 果 は現 実 に 反 して
， 電力会社 が 当面 の ラ イバ ル で

あ る ガス 空調機器 に対 して イ ニ シ ャ ル 補填 し ， 移行促進 を行 っ た方が ，
ガ ス 会社 の み な ら

ず電 力会社 に と っ て も利益 を増 大 させ る こ とが わ か っ た ．

3． モ デ ル の 概 要

3．1　ゲ ー ム の し くみ

　 ビ ル の 空調機器 の 導入 をめ ぐ っ て 電力会社 と ガ ス 会社 が競争 を行 う状況 を，非協力 ゲ ー

ム と して モ デ ル 化 す る ．導入 され る 空 調機 器 は
， 負荷平準 化 を可能 とす る 電気 蓄熱式 と ガ

ス 空調 ， 負荷平準 化 に反す る従 来型電気 の 3 種類 で あ る ． もち ろ ん ，そ れぞ れ の 機器 に イ

ニ シ ャ ル 補填 す る こ とは 理論 上 可能 で あ る ． しか し ， 電 力負 荷 の ピー
ク をさ らに 押 し上 げ

る 従来型電気 に ， 電力会社が イ ニ シ ャ ル 補填 して まで 導入 を促進する こ とは
， 利益 管理 と

い う点 か らあ り得な い ． ま た
，

ガス 会社 が ガス 需要の 負荷 平準化 に 貢献 す る夏期 の 空 調需

要 を失 うこ とに な る 電 気蓄 熱式 や従 来型 電気 に対 して イ ニ シ ャ ル 補填す る こ ともあ り得な

い ． した が っ て
，

こ こ で は空調機 器導入 時 に
， 電力会社 が ビ ル オ ー

ナ
ー

に 対す る電気蓄熱

式 とガ ス 空調 へ の イ ニ シ ャ ル 補填 額を い く らに す るか と ， ガ ス 会社 が ガス 空 調 へ の イ ニ シ

ャ ル 補填額 を い くらに す る か を
， 各社 の 価 格政 策 とす る （図 4）．利用 者 の ラ ン ニ ン グ費用

に あた る 電気料 金や ガ ス 料 金 は 規制 を受 けて い る た め
， 電力会 社 ，

ガ ス 会社 ともに戦 略的

に は変 え られ ない とす る． また ， ビ ル の オ ーナ ーは ，空 調機器 に 関す る イ ニ シ ャ ル 費用 と

ラ ン ニ ン グ費用 の 情 報 だ け に基づ い て 空調 機 を選択 す る と仮 定す る ．

　 電力会社や ガ ス 会社 は設備産業の た め ，負荷平準化の 効果 は長期的に 現 れ て くる ．そ こ

で 本研 究 で は各企業 は 長期 的 な利益 最大 を 目指 して
， 利 用者 へ の イ ニ シ ャ ル 補填 額 を意 思

決定す る ． こ こ で はあ る年に空 調機器 を導入 す る ビ ル 群が競争対 象で あ る ．各社 は ，次の

機 器更 新時 まで に （機 器更新 年数 を 20 年 と仮 定 して 計 画期 間 は 20 年） ビ ル 群 か ら得 られ

る 利益 の 現在価 値か ら ， 初期年 （設備導入 年）の イ ニ シ ャ ル 補填額 を減 じた 累積利益 を最

大化す る． こ こ で は ，各社 が そ れ ぞ れ 最適 な価 格政 策 を と る ケ ース と
， 電 力会社 を リー ダ

と しガ ス 会杜 を フ ォ ロ ワ
ー と して 最適化 す る ケ ース の 2 通 りを検討 す る ．後者 の ケ ース で

は ， リー ダで あ る 電力 会社 は 自分 の 戦略 （イニ シ ャ ル 補填 額）に 対 す る フ ォ ロ ワ
ー

で あ る

ガ ス 会社 の 戦 略 （イ ニ シ ャ ル 補填額） を予 想 して
， 自分 の 戦略 を先 手で 決定す る ． フ ォ ロ

ワ
ー

は 後 手で （リ ー ダ の 戦 略を知 っ て か ら），最適 な 自分 の 戦 略 （イ ニ シ ャ ル 補填 額 ） を
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決定 する．

、

、、
κ
、

、、

→

一一一一レ

電気蓄熱式へ の

イ ニ シ ャ ル 補填

ガス 空調 へ の

イ ニ シ ャ ル 補填

電力会社 へ の イニ シ ャ ル 補 填額 （Xle ，
　X2e ）　ガ ス 会社 へ の イ ニ シ ャ ル 補填額 （x9 ）

　　　　　　　　　　　　　　　 図 4 ゲ
ーム の しくみ

3．2　民生 用 ビル 需要家の 機器 選 択モ デル

　 ビ ル の オ ー ナ ーが 選択 で きる 空 調機 の 種類 iを 3 通 り （i ＝ 1 ： 電 気蓄熱式 ，i： 2 ： ガ ス

空調， i ＝ 3 ：従来型 電気空調機） とす る ． こ こ で ビル オ
ー

ナ
ー

の 各空調機 ゴの 効用 Ui を空

調 自体の 効用 Uo と， イ ニ シ ャ ル 機器費用 INi か ら電力会社の イ ニ シ ャ ル 補填額 （
　 　 e　 　 　 e

Xl
，
x2 ）

と ガ ス 会社 の イ ニ シ ャ ル 補填額 x9 を減 じた もの に
，

ビ ル オ ーナ ー
の 設備 回収検討期 間の

総 ラ ン ニ ン グ費用 （各空 調機 iの 年間 ラ ン ニ ン グ費用 Ri ＊ 回 収検討期 間） を足 した 合計費

用 で 定 義 す る ． た だ し ， 電力会社 は電気 蓄熱式 とガ ス 空 調 へ
，

ガ ス 会社 は ガ ス 空 調 の み に

イ ニ シ ャ ル 補填 を行 う．費用以外 の 要因 は本研 究 で は 無視 した ．合計費用 に よる 機 器 選 定

の 効果 を表 すパ ラ メ
ー タ α （た だ し

，
α は正 ） と イ ニ シ ャ ル 費用 と ラ ン ニ ン グ費用 との バ

ラ ン ス を表すパ ラ メ ー タ ーb を導入 す る と
， 各空調機 iを設 置 した と きの ビル オー ナ

ー
の

効 用 Ui は ，

　　σ、
＝ σ。

一
α ｛（刀Vr κf）＋ うRl｝　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （1＞

　　ひ2 ＝ Uo 一
α ｛（ヱ〈12一 κぎ

一
κ
9
）十 b石12｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2）

　　 U3 ＝ Uo一
α ｛（IN3＋ bR3｝　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3）

　　　 ＝σ。
一

α （刀V3＋ bR3）

とな る ．

　誤 差分 布 ε iに 2 重指 数 分布 を仮 定す る と，多項 U ジ ッ トモ デ ル （付録 1 参照 ） とな り，

上 記 の 効 用値 Uiを使 っ て 各空 調機 は 以 下 の よ うな確 率 Pi で 選 択 さ れ る．　 Pi は 式の 形 か ら

σo の 大 きさ に依 存せ ず ， 合計費用 の み に よ っ て 決定 され る ．
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 3

醐 ・ 励
9）・ exp （聊 暑・xp （の （4）

4 章 ，
5 章の 適 用事例 で は

，

一
般 的 に い わ れ て い る 空 調機 器等 の ビ ル オ ー

ナ
ー

の 回収 年

か ら （1）式の パ ラ メ
ー タ b を 3 年 と して ， また （5）式が ，最近 の 従 来型 電気 とガ ス 空 調

との 現 実 の 市 場 シ ェ ア （東京 ガス 調べ ） に整合 す る よ う ，
パ ラ メ

ー
タ

ー
α を 0．005 と設 定

した．

3．3　民生 ビル の 電力需要 とガ ス 需要

　 あ る年 に 空調機 iを導入 した ビル 群 （電 力需要群 i と呼ぶ ）の 電力需要 の 合計 を Dei とす

る ． ガ ス 空調が 導入 され て も， 照 明
・動力分 と して 電気が 消費 され る ．各電力需要群 内で

は 1件あた りの 年間販 売量 diや 年間稼働 率等の 負荷 フ ァ ク タ
ー は 同

一．一と考 える． あ る 年に

空調 機 を導入 す る ビル の 総件 数 を K
， 空調機 iを導入 す る ビル の 件 数 を kiとする と

，
　 kiは

Xle
，
　x2e

，
　x9 の 関数 で 以 下 の よ うに な る ．

　　ki（κ f， κ∫，
　xg ）＝ KPi （xle

，
　x2e ，

　xg ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）

こ れか ら空調ec　iを導入 した ビル の 電力需 要の 合計 D 『は 以下の よ うに な る ．

　　1）『（Xle
，
　x2e

，
　xg ）＝ hi（κ f，

κ豸，
　xg ）di　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （6）

　 次 に ガ ス 需 要 に つ い て も同様 に考 える． ガ ス 空調 を導入 した ビ ル の ガ ス 空 調需要 の 合計

を D9 とす る、 ガ ス 空調 需要 は 1 件 あた りの 年 間販 売量 g ， 年 間稼働 率 ， 季節備蓄 量等 の 負

荷 フ ァ ク タ ー は同
一

と考 える ． ビ ル の ガ ス 空調 需要 の 合計 1）9 は ，電 力需 要 と同様 に 以 下

の よ うに な る ．

　　ヱ）9 （xle
，
　x2e

，
コ‘
8
）＝ h2（κf，

κ豸，
　xg ）9 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）

3．4　 電力会 社 の 目的関数

　各電力需要群 の 電力需要は
， 前節で 述 べ た よ うに電力会 社 の 電気蓄熱式 とガ ス 空調へ の

イ ニ シ ャ ル 補填額 （xle ，
　x2e ） とガ ス 会社 の ガ ス 空 調へ の イ ニ シ ャ ル 補填額 誘 に依存す る．

また 各電 力需 要群 に 対応 す る電気 料金 P 呈は
， 外 生 的 に 与 え られ る とす る ． よ っ て 電 力会

社 の 利益 lle （目的 関数 ）は
， 計 画 期 間 に対 象 と な る ビ ル 群 か ら得 られ る利益 か ら補 填額

を減 じた 現在価値 （割 引率 を r とす る ） とす る． 収入 は ， 各空調機 iに対応す る ビル 電力

需要量 瑳 と電気料金 巧 の 積で あ る ．費用 ぴ は次節で 述 べ る よ うに各需要群 ご との 電力需

要量 ぴ ‘ に よ っ て 決定 され る．
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　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　 　　　　　 ヨ

IJ　e （xle
，
　x2e ，

　xg ）＝ 【Σ （1＋ r ）
一t＋ 1

Σ｛PSDI（Xle ， ぜ ，
　xg ）一ぴ の 詈（Xle ，

　x2e ，
　xg ））｝］

　 　 　 　 　 　 　 　 彦≡1　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ノ
≡1

　　　　　　　　
一ん1コじ1e

− h2x2e 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （8）

3．5　電力会社の 費用 の 推定

　電力 会杜 の 各費用 に つ い て は 過去 5 年間の 東 京電力 の 有価証 券報告書 の デ ー タ よ り推定

した．有 価証券報告 書 で は
， 費用 をセ グメ ン ト別 に燃 料費 ， 発電 ， 送 電 ， 変電 ， 配電 ， 販

売 ，

一
般管 理費 ，事業税等 に 分 けて 示 され て い る． こ こで は 表 1 の よ うに ，4 つ の 機 能別

コ ス トプー ル に ま とめ ， そ れ ぞ れ の 費用発 生 要因 を設 定 した （活動基準原価計算 （ABC ）

の 考 え方 を参考 に し た）．具体 的 に は
， 設 備 に 関連す る費用 に つ い て は

，
ピー ク時の 必要

能力 （需要） と し ， 販 売 関連 費用 は契約 口 数が費用発 生要 因 と した ．

　　　　　　　　　　　　 表 1 費用 の 分類 と費用発生要因

費用項 目 （Y ＝ Y1十 Y2十 Y3十 Y4） 費用発生 要因

燃料費 （y 亘） 販 売電力量 （光 ）　 （百万 kWh ）

発電 費
・
送電 費 ・

変電 費 ・配 電 費 （Y2） ピー
ク時 電力量 （x2）　 （千 kWh ）

販売費 ・一
般 管理 費 （脇 ） 契約 口 数 （x3 ）　 （千 口 ）

事業 税 （Y ，） 売上げ高 （魚 ）　 （百万 円）

　各 コ ス トプール ご と に ， 費用発生 要因を説明変数 とする 費用関数を線形 回帰 に よ り推定

した ．推定は
， 電力会社 の 場合 ， 過去数年は コ ン ス タ ン トに 需要の 増加 に応 じて設 備投資

を行 っ て い る の で
， 過去 6 年聞 の 実績 を元 に して 求 め た （図 4

， 図 5）． 定数項が マ イナス

に な る場合 もある が ， 本分 析の 範囲で は影響が な い と考 えた ． た だ し ， 燃料費 と事業税 に

つ い て は
，

一定比 率を乗 じた ．将来 の 費用 関数 を過去 の 実績 か ら推 定す る こ と はや や粗 い

方法 で あ る が ， 電 力 は ほ ぼ技術 が 確 立 された サ
ー ビス で あ る の で

， 今後 ， 大 幅 に費用 関数

が 変わ る とは考えに くい の で ， こ れ を利用す る こ とに した ．
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　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Y2 ＝ 48 ．806 × 2 −350962
発 電

・
送 電

・
変 電

・
配 電 配 電 費用

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2

　　　百 万 円　　　　　　　　　　　　 R ＝ O．8862

　　 4
，
000

，
000

　　 3 ，500 ，000

　　 3
，
000

，
000

　　 2
，
500 ，000

　 　 　 　 　 　 50 ，000 　　55 ， 000 　　60 ， 000 　　 65 ， 000 　 70 ， 000

　　　　　　　　　　　　 ピ ー ク 電 力 （千 KW ）

「
−

1

図 4　発電 ・送電 ・変 電 ・配電費用の推定

　 販 売 ・一
般 管 理 費用

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Y3 ＝ 32．39×3−150981

百 万 円　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 R2 ＝ O ．8397
800

，
000

750
，
000

700
，
000

650
，
000

600 ，000

550
，
000

500 ，000

　　　 20 ，000 　 22 ，000　　24 ，
000 　　26 ，

000 　　28
，
000 　 30

，
000

　　　　　　　　　　　契約 口 数 （千 口 ）

　　　　　　　　　　　　　図 5　販 売 ・一般管理 費用の推定

　　Y1 ＝ 3．OXI 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）

　　Y2 ＝ 48．8×2 ＋ 35000 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）

　　Y3 ＝ 32 ．4×3
− 15000 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）

　　Y4 ＝ 0．15×4　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（12）

そ の 結果 ， 電力会社 の 費用 関数 Y は ，

　　y （百 万円）＝ 　3．OX1 ＋ 48．8×2 ＋ 32．4×3＋ 0．15×4＋ 200000 　　　　　　　　　　 （13）

と推 定 され た ． こ の 式 か ら，電気 蓄熱式 や ガス 空 調 の よ うに ，年 間 の 電 力負荷 に 対 して ピ

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 11

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管 理 会計 学 第 7 巻 第 1・2 合 併 号

一 ク時電力量 （X2）が 小 さい 需要群 は ， 1件 あた りの 電 力 会社 の 費用 を減 少 させ る 効 果が

ある ．

3 ．6　 ガ ス 会社 の 目的 関数

ガ ス 空調需 要は
，

電 力 空 調需 要 と同 じ く電 力会社 の イ ニ シ ャ ル 補 填額 （Xle ，
　x2e ） とガ ス 会

社 の イ ニ シ ャ ル 補 填額 κ
9 に依存 す る ． ガ ス 空調 需 要 は 1件あ た りの 年間販 売量 g ，年間稼

働率 ， 季節備 蓄量等の 負 荷 フ ァ ク タ ー と料 金単 価 1）9 は
， 同

一 と考える ．ガ ス 会社 の 利益

ffg （目的関数） は
， 計画期 間内 の ガ ス 冷房 ビ ル 群 か ら得る利益 か ら補填 額 を減 じた現在

価値 とす る ．収入 は
，

ガ ス 空 調需要量 D9 と ガス 料金 P9 の 積 で あ る ． また
， 費用 C9 は ガ

ス 空調 需 要 に よ っ て 決 定す る ． ガ ス 料金 は
， 外生 的 に与 え られ る とす る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 2o

llg（Xle
，
　x2e

，
　xg ）＝ ［Σ （1＋ r）

− t＋ 1
　｛P 　9D9 （xle

，
　x2e

，
　xg ）− cg（D9 （Xle ，

　x2e
，
　xg ））｝1− k2　xg 　（14）

　 　 　 　 　 　 　 　 t＝ 1

3．7　ガス 会社 の 費用 関数の 推定

　 ガ ス 会 社 に つ い て も ， 有価 証券報 告書か ら燃料 費 ， 製造 費 ， 供給 費 ， 販売 費 と コ ス トプ

ー ル に分 け ， そ れ ぞ れ 表 2 の よ うな費用発 生 要 因 を設定 した ．

　　　　　　　　　　　　　 表 2　費用分類 と費用発 生要因

費用項 目 （Y ＝ Y1十Y2十 Y3十 Y4） 費用発 生 要 因

燃 料 費 （Y ・） ガ ス 販 売量 （X1）　 （百万埠
3
）

製造 費 （跣 ） ガス 販売量 （X1）　 （百万 m3 ）

季 節変動量 （X2 ）　 （百万 m3 ）

ピー ク流量 （X ，〉　 （百 万 m3 ）

供給 費 （賄 ） ピ ー
ク流量 （x ，）　 （百万 m3 ）

販 売費等 （ぬ ） 件数 （盈 ）　 （千件 ）

　各 コ ス トプー
ル ご と に 費用発 生 要 因 を説 明変数 とす る 費用 関数 を推 定 した ． ガ ス 会社 の

場 合 ， 電力 会祉 と異 な り約 10 年 間 隔で 設備 投 資 を行 うの で
， 電力 会 社の よ うに過 去 の 経

年 デ
ー

タ か ら推 定 す る の は 適 当で は ない ． そ こ で ，平成 7 年 の 実績 か ら各費用 発 生 要 因あ

た りの 原 単位 を算 出 した．供給費 と販 売費が 有価証券報告書 上で は供給販 売費 とな り， 分

かれ て い ない ． そ こ で ， 製造設備 と供給設備の 資産比 か ら供給 費 を推 定 し，残 りを販 売費

と した ．
一
般 管理 費 は 各費用 項 目 ご と に 比例 配賦 した ． また

， 製造費 に つ い て は
， 季 節備

蓄 タ ン ク 等 の 季節 変動 量 を説 明変 数 とす る 比率 を 60％
， 気化 設備 等の ピー

ク時流量 を説明

変数 とす る 比 率 を 20％
， 受 け入 れ設 備等 の 年 間 ガ ス 販売 量 を説 明 変数 とす る比 率 を 20 ％
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と仮定 した．

　 Yl ＝ 16Xl

　　Y2 ＝2Xl ＋ 55×2　｛
−7×3

　　Y3 ＝ 85× 3

　　Y4 ＝ 35×4

　そ の 結果 ，
ガス 会社 の 費用関数 Y は

，

　　Y （百 万 円）＝18× 1 ＋ 55× 2 ＋ 92× 3＋ 35×4

と推定 され た ．

（15）

（16）

（17）

（18）

（19）

4． 現状 の 規制 下 で の 電力会社 とガ ス 会社 の 競争

4．1　電力会社 ・ガス 会社 が独立に利益 を最 大化 するモデル （ナッシュ 均 衡 モ デル ）

　 まず現状 の 枠組み の 下 で 分析 を進め る．電力会社 は電気蓄熱式に の み イ ニ シ ャ ル 補填 を ，

ガ ス 会社 は ガ ス 空 調 に の み イ ニ シ ャ ル 補填 を行 う． こ こ で 電力会社 は
，

ガ ス 会社 の ガ ス 空

調 へ の イ ニ シ ャ ル 補 填Wt　x9 に対 して 自分 の 利益 を最 大 化す る Xle を選 ぶ もの とす る． そ の

よ うな xle は x9 の 関数 で あ り，電力会祉 の 最 適応 答 関数 が v
（x9 ）は，

　　R ・N
（。 ・）−

a「gmax
π

・

（。 、

・

， 。，

・

，。
・
）　 。，　t，． x 、

・ 一・ 　 　 　 　 （2・）
　　　　　　　　 Xle

と艤 で きる ． （
a 「g

警 プω は f（x ）を最大 に す る x を左辺 の 値 とす 臆 味）．

　また
，

ガ ス 会 社 につ い て も同様 に電 力会社 の 電気蓄熱式ヘ イ ニ シ ャ ル 補填額 SCIe に 対 し

て 自分 の 利益 を最大化する x9 を選ぶ もの とす る ． ガ ス 会社 の 最適応答関数 R8 （κ f）は
，

　 　 　 　 　 　 　 a 「gmax
　　RgN （xle ）＝　　　　　　　　　　　 ∬19 （Xle ， コじ2

θ

，
　x　

9
）　　　　　8 ， 彦，

　x2e ＝ 0　　　　　　　　　　　　　　　　（21）
　 　 　 　 　 　 　 　 xg

と定義 で きる ．

　そ れ ぞ れ 電 力会社 が 蓄熱 式空調 に ， ガス 会社 が ガ ス 空 調 に 補 填 し独 立 に 利益 最大化 を は

か れ ば
，

ゲ ー ム 理 論 に お け る ナ ッ シ ュ 均 衡解 に 相 当す る ． こ の 均衡 補填 額 婿
N

，
xgN を数

式 で 表す と以下 の よ うで ある ．

　　rv1＞（xg ）＝XleN 　　　　　　s ．　t．　x2e ＝ 0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）

　　R9 ム厂

（xle
ハア

）冪 xe
「g
　　　　　s．　t．　ec2e ； 0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）

こ れ を 図で み て み る と
，

Xle と x9 は上 記 の 最適応咎 関数 上 を動 くの で ，そ の 交 点 が 均衡解

とな る こ とが わ か る （図 7） （付 録 2 参照），
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xg

鐸
9L

XgN

　 　 e

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Xl
　 　 　 　 　 　 　 eA 「　　　　 eL

　 　 　 　 　 　 XI 　　　 Xl

図 7　電 力会社 とガ ス会社 の 最適応答関数

4 ．2　独立 に利益最大化 を図 る場合 の 最適補填額の 計算結果

　 そ こ で ， 首都 圏 に電力 とガ ス をそ れ ぞれ 供給 す る東 京電力 と東京 ガ ス に対 し ， 本 モ デ ル

を適用 し試 算 を行 っ た （前提 条件 は付 録 3 参照 〉． また ， 首都圏 の ビ ル の 半分 が 都市 ガス

供給可 能 と した （残 り半分は ガ ス 冷房は 導入 され な い ）．本論文で は ビル オ ーナー
の 機器

選 択 に多項 ロ ジ ッ トモ デ ル を適 用 した た め ，解析的 に上 記 の 均衡解 を求め る こ とは 難 し い

の で
，

シ ミ ュ レ
ー

シ ョ ン に よ り解析 す る ．具体 的 に は
， 各社 の イ ニ シ ャ ル 補 填額 をそ れ ぞ

れ ゼ ロ か ら 100 万 円刻 み で 増加 させ ，各利益 を計算 して ， 表 3 を作 成 した ． 自分 が 戦略 を

変 える こ とに よ り， 相 手 が戦 略 を変 え， 自分 の 利益 が下 が らな い 均 衡点 （表 3 の 太枠部分 ）

を探索 した．

　 各社 が 独 自に 利益 を最 大 に す る行動 を採 る と ，ある程 度 の シ ェ ア を取 り合 うナ ッ シ ュ 均

衡 が存在 した ．そ の 結果 を表 3 に示す ．縦軸 は ガ ス 会社 の ガ ス 空調 へ の 補 填額 怎
8

， 横 軸 は

電力会社 の 電気蓄熱 式 へ の 補填額 κ 1
ε

で あ る ．使用期間 中の 利益の 現在価値 は表 中 に 3 段

で 示 した もの で
， それ ぞ れ上 段 が ガ ス 会社 ， 中段 が 電力会社 ， 下段 が その 和 を示 して い る ．

電 力会祉 に と っ て
， 300万 円 の 補 填 を行 う戦 略が ，

200 万 円の 補填 を行 う戦略 や 400 万 円

の 補填 を行 う戦 略 よ り も利益 が 高 い ．
一

方 ，
ガ ス 会 社 に と っ て も ， 100 万 円の 補 填が 200

万 円の 補填 を行 う戦 略や 補填 を行わ な い よ りも利益 が 高 くな っ て い る ． こ の 試算で は ，電

力 会社が 電 気蓄熱式 に 対 し 300 万 円 の 補填 （現在価値 607 億 円）， ガ ス 会杜が ガス 空 調 に

対 し 100 万 円の 補填 （現在価値 16 億 円）す る場 合が 均衡 点 とな っ た ．
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表 3　各戦略 （補填額）での 各社の 利益 （現在価値）の試算

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位 ：百万円）

電気蓄熱へ の 補填額 x
已

ガス 空調へ の 補廉ぴ
一

一

＿
200 万 円 300万円 400万円

0円

　　　　　1

ガ ス 会 社

電力会社

　 計

1，99357

，69659

，689

1，55059

，
41160

，
961

1，13458

，38459

，
517

100万 円

i　 ガ ス 会社

　　電力会 社

　　　 計

1
，
98359

β5061

β33

1，57260

，
69462

，266

1，17259

，
38360

，
556

200万 円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

1β9561

，52362

，
918

1
♪
33662

，45963

，
595

　 87060

β2261

，
692

5． 規制緩和後の 電力会社 とガス 会社の 競争

5．1 電 力会社 が ガ ス 会社 の 戦略 を予測 して利 益最大化 を図 る モ デ ル

　電力 会社 は 1 章で 述 べ た よ うに
， 電気蓄熱 式 と 同様に ガ ス 空 調が 導入 され て も負荷平準

化 を図 る こ とが で きる． よ っ て
，

ガ ス 空 調 に イ ニ シ ャ ル 補填 を行 うこ とに よ っ て 電 力需要

の ピー
ク を下 げ る こ とが で きれ ば

， 電力会社 に利益 を もた らす可 能性が あ る ，そ こ で 規 制

緩和 に よ り電 力会社 が ガ ス 空調 に 対 して もイ ニ シ ャ ル 補填 を行 うこ とが 許 され る場 合 に つ

い て ， 電力会杜が 利益 最 大化を図 る場合 を検討す る．電 力会社 は先 手で
，

ガ ス 会社 の 行動

を予 測 して 自分 の 利益 が 最大 に な る よ う電 気蓄熱 式 とガ ス 空調 に 対 して の イ ニ シ ャ ル 補填

額 を表明 す る ．
一

方 ，
ガ ス 会社 は 後手 で 電 力会社 の 各 イ ニ シ ャ ル 補 填額 を考慮 して

， 利益

最 大 に な る よ うガ ス 空調 へ の イ ニ シ ャ ル 補填額 を決定 す る ．

先手く 電力会社 〉

  電 気蓄熱式 へ の イ

ニ シ ャ ル 補 充額

  ガ ス 空調 へ の イ ニ

シ ャ ル 補充 額

⇒
後手 く ガ ス 会社 〉

ガ ス 空調へ の 補充 額

図 7　各社 の 戦略

まず ガ ス 会社 が 電 力会 社 の 電気 蓄熱式 と ガ ス 空 調へ の イ ニ シ ャ ル 補填額 （Xle ，
　 xi ）対 し
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て， 自分 の 利益 を最大化す る f を選 ぶ 最適応答 関数 Rgs （xle ，
　x2e）は ，

　　Rgs （・・

e

・ ・2e）
・・

　
a 「

讐  ・
（x ・

e

・ x2e … ）　 　 　 　 　 （24）

と定 義 で きる．

　次 に電力会社が ガ ス 会社の 最適応答関数 R98 （xle
，
　x2e ）に対 して 自分 の 利益 を最大化 す る

（xle ，
　x2e） を選 ぶ 最適反応 関数をRgs （SCIe，　x2e ）は ，

　　R ・s （Rgs （x
、

・

，
・x

、

e

））一 鴨
m

竪 π・
（x 、

e

，
・x 、

e

，
　R ・s

（x 、

e

，
・x、

e

））　 　 　 　 （25）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Xl

，
コC2

と定義 で きる ．

　 こ の 競争は ，電力 会社 が リー ダ ー
で ， ガ ス 会社 が フ ォ ロ ワ

ー とす る ゲ ー ム 理論 の シ ュ タ

ッ ケ ル ベ ル グ均衡 に相 当す る ． こ の 均衡補填額 κ1eS，　x2eS ，　xgs は以下 の 関係式 を満たす ．

　　Rgs （Xle
，
　x2e ）＝＝x 　gs 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）

　　Re8 （xgs ）＝（XleS
，
　x2eS ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）

　 eX2

R85 （…
召

… 2e）

f

　　　　　　　　　　　図 8　電力会社 が リーダーの場合の均 衡解

　図で み て み る と，電 力会社 の イ ニ シ ャ ル 補 填額 （Xle ，
　x2e ） に 対 して ， ガ ス 会社 の 最適 イ

ニ シ ャ ル 補填額 x9 は， 3 次元 空間上 の 一
つ の 曲面 とな る ．均衡解 は そ の 曲面 Rgs （Xle ，

　x2e ）

上 で 電 力会社 の 利益 Ileの 最大 に な る点 で あ る （図 8）．

5．2　電力 会社 が リー ダー で 利益 最 大 化 を 図 る場合 の 最適補填額 の 計算結 果

　各社 の 最適戦 略 （イ ニ シ ャ ル 補填額）は 以下 の 手順 で 試算 した 。 まず，電力会社 の ガ ス

空調 へ の 分 飆率， つ ま り電 力 会社 の ガ ス 空 調 へ の イ ニ シ ャ ル 補 填額 x2e と
， 電力 会社 とガ

ス 会社 の ガ ス 空 調 へ の 補填額 の 和 （x2e ＋x9 ） との 比 h を決 め る ．
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　　h　 ・ x2e ／（x2e ＋xg ）　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （28）

　つ ぎに ， 各分 担率 ご と に電 力会社 が ガス 会社 の 戦略 を予 測 して 先手 で 戦 略 を決定 す る ．

さ ら に各分担率ご と に ， ナ ッ シ ュ 均衡解の 探索 と同 じ よ うに ， 各補填額 ご とに 両杜 の 利益

を計 算 し， 均衡点を見 つ け た （表 4 の 太枠の 戦 略 の 組合 わ せ ），そ う して
， 各均 衡 点 の 中

で 電力会社 の 利 得の 最大 の もの を選択 した ． そ の 結果 を表 4−1 か ら表 4−3 に示 す．表の 見

方 は前章 と同 じで
， 縦軸 は ガ ス 空調 へ の 補 填額 （上 段 ガ ス 会社 分 ， 中段 電力会社分 ， 下段

そ の 合計）， 横軸 は電 気蓄熱式 へ の 電力会社 の 補填額 で あ る ．利益 （現在価値 ） は上 段 が

ガ ス 会社 ， 中段 が 電力 会 社 ， 下段 が そ の 和 を 示 して い る ．電 力会社 が ガ ス 空調 に 対 して
，

そ の 509・ を分 担 す る と電 力会社 の 利益 は ，40％ 分 担 す る場 合 や 60％ 分 担 す る場合 よ りも

利益 が 高い （表 4 − 2）． こ の と き ， 電 力会杜 は 電気 蓄熱 式 に対 し300万 円の 補填 ，
ガス 空

調 に対 し 150 万 円の 補填 を す る （現在価値 622 億 円 ）． ガ ス 会社 は ガ ス 空調 に 対 し 150 万

円の 補填 を行 う （現在価 値 24 億 円）． こ れ は
， 電 力会 社 ，

ガ ス 会社 と も4．3節 で 求 め た

ナ ッ シ ュ 均 衡解 よ りも共 に利益 が増 加す る （ガ ス 会社 9 億 円
，

電 力会社 15 億 円増 加）．

　　 表 4−1　分担率 40％ の 場合の 各戦 略で の 各社の 利益 （現在価値）

電 力会 社 の ガ ス 空調 補填額 分担 率　　　　　　　　　　　　　　　40％ （単位 ：百万 円）

電気蓄熱 へ の 補填額 」じ
、

ε

ガ ス 空調 へ の 補填額   ＋ ぜ 200万 円 300万 円 400万 円

60万 円

40万 円

100万 円

ガ ス 会社

電 力会社

　 計

2
，
38858

，94561

β33

1
，
89460

，37262266

1
，
41259

，14360

，
566

120万円

80 万円

200万円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

2，56360

，
35562

，
918

2，08761

，
50763

，
595

1，59860

，
09461

，
692

200万 円

200万円

300万円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

2β0161

，
72264

，
023

1，93662

，
67864

，
614

　 1，53561

，
162

626 ，966
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表 4・2　分担率 50％ の 場合の各戦略での各社 の 利益 （現在価値）

電力会社 の ガス 空調補填 額分担率　　　　　　　　　　　　　　50％ （単位 ：百万円）

電気蓄熱 へ の補填額 怎 1
ε

ガ ス 空調 へ の 補填額 ザ ＋κ2e 200万 円 300万 円 400 万円

100万 円

100万円

200 万 円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

2β5560

，06362

，
918

2
，
32561

，26963

｝595

1，78159

，
91161

，692
150万円

150万 円

300万円

ガ ス 会社

電力会杜

　 計

2，89961

，
12464

，023

2，43962

，
17564

，
614

1
，
93360

，76362

，696
200万 円

200万円

400万 円

ガス 会社

電力 会社

　 計

2
，
44261

，74864

，190

2
，
13062

，
76764

，896

1
，75861

，
44563

，
203

表 4B 　分担率 60％ の 場合 の各戦略での各社 の 利益 （現在価値）

電 力会社の ガ ス 空調補填額 分担 率　　　　　　　　　　　　　　60％ （単位 ：百万円）

電気蓄熱へ の 補 填額 κノ
ガ ス 空調 へ の 補填額 κ

8
鰭 2e 200万 円 300万 円　　　　400 万円

120万 円

180 万 円

300万円

ガ ス 会社

電 力会社

　 計

3，49760

，
52664

，023

2
，
94261

，67264

，
614

2
，
33260

β6462

，696
160万 円

240万 円

400万 円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

3
，
46560

，
72564

，
190

3，02261

，
87564

，896

2
，
49560

，70863

，
203

200万 円

300万 円

500万 円

ガ ス 会社

電力会社

　 計

2
，
95060

，18263

，
132

　2
，
66361

，42064

，083

2 ，29660

，51862

，813

6．　 ま とめ
ー

　公 益 事業で あ る 電力 と ガ ス に つ い て ，民生 ビル の 空調需要 に対 す る 競合 関係 を非協 力 ゲ

ー
ム と し て 定式化 し ， 利 用 者 の 購 入機 器 へ の 補助 金 を利 用 した負荷 平準化 に よる利益 管理

を検討 した ．

　1）既存 の 規 制 の 枠組み で 電 力会 社 は 電気蓄熱式 に
，

ガス 会社は ガ ス 空調 機 に対 しイ ニ

　　　シ ャ ル 補填 を行 う場合

　2）規 制緩和 後に電力 会社 が ガ ス 空調機へ もイ ニ シ ャ ル 補填す る場 合

をモ デ ル 化 し，比較検討 した ．東京 電力 と東 京ガ ス に つ い て コ ス ト分 析 を行い
， 現実 の デ

ー
タ をあ て は め て み た ．規制緩和 を前提 と して ，電 力会社が ガ ス 空調 機 に対 して もイ ニ シ
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ヤ ル 補填 を行 う場合．現実 に は 両者が 熾烈な競争 を して い る事実に 反 し ， 電力会社 が ガ ス

空調 に対 して もイ ニ シ ャ ル 補填す る こ とが 可能に なれ ば ， 蓄熱式 空調 の み に補填す る よ り

も両 者 とも利益 を上 げ られ る こ と を定量 的 に示 した ．

　設備能 力費 （発 電費 ， 送電費 ， 配電費） と ピー
ク電力量 の 関係 ，

ガ ス 製造費 と ピー
ク流

量 との 関係 は，供 給会社 が 長期 的 な生 産能力計 画 に 基づ い て 準備 した生 産 能力 の 範囲内に ，

ピ ー
ク時 消費量 が お さ まる こ とを前提 と して い る こ とは本稿 の 限界で ある ． ピ ーク量 が計

画能力 を超えた 時 の 機 会原価 は ゲ
ーム に お い て 考慮 され て い な い ． こ れ らの 機会原価 を考

慮す れ ば
， 均衡解 は 電 力会社 が もっ と積極 的 に ガ ス 空調 に 補助金 を出す よ うに シ フ トす る

だ ろ う．

　 ゲ ー
ム の 手法 自体は 目新 し くない が ， 以下 の 点 で よ り現実 的 な利 益 管理 の 政 策提案 が で

きた ．

　 1）費 用 関数の 分析 に 管理会計 の 手法 を参考に し，
よ り現実 的 な試 算 を行 っ た ．

　 2 ） ゲ ー ム の 戦 略 を イ ニ シ ャ ル 補填 と し需要 家 の 選 択 に多項 u ジ ッ トモ デ ル を導入 す る

　 　 こ と に よ り3種 類の 空調機 か ら選択 す る状況 を扱 っ た 。

　 3）従 来電 力会社 の み で 検討 して い た 負荷平 準 化政策 を ガ ス 会社 を含め た形 まで 拡張 す

　　 る こ とで
，

よ り効 果の ある 平準化策 を提 案 した ．

　 英 国や 米国等で は電 力産業の 発 電 ・送 電 ・
販売 の 分離 が 実際 施行 され て い る ．本 稿 で は

需要面 に 視点 をお い た が
， 今後 は供給 面 に 視 点 をお き ，

エ ネル ギ
ー

産 業 の 規制 緩和 後 の 利

益 管理 に つ い て 検討 して い きた い ．

付 　録

1． 多項 ロ ジ ッ トモ デ ル に つ い て

　本論文 で 適 用 し た多項 ロ ジ ッ トモ デ ル は ，マ
ー

ケ テ ィ ン グ の 分 野 で，消費者 の 製晶選択 の モ デ ル で よ く利用 さ

れ る もの で あ る （参考文献 ［6】）．こ れ は 回帰分析 で一
般 的 な、2 項選択 モ デ ル に お い て 分布関数 に ロ ジ ス テ ィ ク

分布 を仮定 した ロ ジ ッ トモ デ ル と は 異 なる ．本論文 の 多項 ロ ジ ッ トモ デ ル で は
， 各選択肢 （製品）j の 選択確率

Pjは ，効 ra　Ujと 誤 差 Ejをもち い て ，以 下 の よ うに 定義 さ れ る．

　 ρj
＝Prob 〔防＋6

ノ
≧ σ距

＋ 9 陶，∀h≠ ノ｝

　誤差 r、
に 関 して ，互 い に独 立 に以 下 の よ うな 二 重指数分布に従 うと仮定す る．

　 Prob （Ej ＜ 0）＝exp 卜 exp （
− t）1
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こ の とき，選択肢ノの 選択確率Pjは ，計算に よ り以 下 の 式 の よ うに な る．

　 　 　 　 　 　 　 j

　　Pj ＝・xpUj ／Σ・xpLl 」

　 　 　 　 　 　 　 ゴ
≡1

本論文で は こ の 多項 ロ ジ ッ トモ デ ル を適用 した．

2． ナ ッ シ ュ 均衡解 の 存在 に つ い て

　各社 の 目的関数 が凸関数 で あ れ ば，ナ シ ェ 均衡解の 存在性 の 定 理 に よ り，ナ シ ュ 均衡解 の 存在 が 示せ る．しか

し，本論文 の 目的関数 は，空調機器 の 選択確率に多項 ロ ジ ッ トモ デ ル を適用 した た め
， 凸関数 で は ない ．よ っ て

こ こ で は 以 下 の 手順 で ナ シ ュ 均衡解の 存在 を証明する．こ こ で は証明 の概略を示す．まず，電力会社の 目的関数

が
，

あ る ガ ス 会社 の 補槙額 x9 に 対 して
， 最大点 （内点） を．．

つ 持 つ こ と を 示す．こ れ に よ り，
ガ ス 会社 の 補填

額 xg に 対 す る 電力会社 の 最 適応答 関 数 ReN （x9 ）は，最大点 をつ な い だ包絡 線 を満 た す （x9 ，
　Xle ） の 集 合 で あ る、

同様 の こ と が ガ ス 会社 に も言 え る．さ ら に こ れ ら の 関数が図 7 の よ うな 形 で あ り，（xgL ，
　XleL ） の 上 限 を もち交

わ る こ とが 示せ る の で ，こ の交点が ナ ッ シ ュ 均衡解で あ る ．

3． 適用 事例の 前提条件

1＞需　要

　　 競争対 称 ビ ル 件数 　10
，
000 件 （内 ガ ス 供 給 圏 は 5

，
000 件）

年 間電 力 量 420
，
000kWh ／年

うち空調比 率 40 ％

蓄熱式空調夜 間比率 70 ％

ガ ス 空調 ガ ス 使用 量
　 　 　 　 3
75

，
000m

ガ ス 空調 ピー
ク時 倍 率 （＊ 1） 5000

季節備蓄率 8％

（＊ 1　 ピー
ク時倍率 ＝ 年間使用 量／ ピー

ク時使用量 ）

電 気蓄熱式 ガ ス 冷房 従 来型 電 気

電力 ピーク時倍率 4
，
000 3

，
500 2

，
700

2） コ ス ト

電 気 蓄熱式 ガ ス 冷房 従来型電 気

イ ニ シ ャ ル コ ス ト　（万 円） 2 ，400 2 ，000 1，700

ラ ン ニ ン グ コ ス ト （万 円 ／ 年） 198 338 370
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     A  Profit  Control  in the  Public-Service
Corporation  by  Stabilizing the  Service-Load

-  A  Non-Cooperative Game  Theoretic Approach  to

         the Deregulated Power  Company  -

Hiroshi Kashie*, and  Noboru  OguraS

Abstract

  A  profit control  in the public-service corporatien  is different from that in other

industries in seme  respects.

  1) Stabilizing the service-load  directly contributes  to reducing  the cost,  increas-

ing  the profit, and  decreasing  the service  priee.

  2) Inflexible regulated  service  price (User's Cost of  Service) ahd  high  exit  bartrier

of  the service  users  because  of  the expensive  initial equipment  cost.

 3) Conflict between service  pri¢ e  and  social  service  cost.

  In this  paper  we  analyze  the  profit control  in a  power  cgmpany  by  taking  advan-

tage  ef  disnibuted peak  load hours  between  the company  tind a  ga$ company.  We

propose  that a  power  company  should  subsidize  the  gas-air-conditioner  to stabilize

the  air-collditioried  load for commereial  buildings whose  regulated  rate  is cheaper

than  its marginal  service  cost.

  This paper  introduces a  non-cooperative  game  theoretic approach  to model  and

design the subsidy  system.  We  found that a  power  compqny  could  achieve  larger

petential profit if they  subsidize  the  gas-air-conditienod equipment.

Key  Words

Profit eontrol,  Public Service, Load  management,  Game  theory, Price strategy
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諭 　文

レ バ レ ッ ジ ド ・ リ
ー ス 取 引の 測定方 法 に つ い て

一
　FASB 　No ．13の 4方法 に関連 して 一

山田　恵
一 ＊

〈 論文 要 旨 〉

　本論文の 研 究 目的は ，フ ァ イ ナ ン ス ・リース 取引 と し て の レバ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取 引

の 測定に つ い て
，

レ サ
ー

の 観点か ら
， 特に FASB 　No ユ3 にお い て提示され て い る

， 「通常

の 金融 リ
ー

ス 法」，「三当事者間金融 リ
ー

ス 法」，「別個 の 面 を持 っ た投資法」，お よび 「統

合的投資法」 の 4 方法 の 会計理論上 の 妥当性 を検討す る こ と で ある ．ま た
， 本論文で は

，

ノ ン リ コ
ー

ス ・デ ッ トは
，

レ サ
ー

に と っ て 「償還請求権の 行使 を受け な い 債務」で ある

とい う，
FASB 　No ．13 と同

一
の 前提 にた っ て 考察する．

　 「通常の 金 融 リース 法」 は
，

レ バ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引が 「レサ ー」， 「レ シ ー」， およ

び 「金 融機関」 の 三 当事者 ，
リース 財産 を販売す る 「メ ーカ ー等」，

な らび に 取引全体を

企画 し， 遂行 を調整す る 「リ
ース 会社」 に よ り行わ れ る諸取 引を不可分 一一一体 と して 遂行

され て い る と い う実態 を写像 せ ず，さ らに ノ ン リ コ ース ・
デ ッ トに つ い て は，レ サ

ー
に

と っ て 「償還 請求権の 行使を受けない 債務」で ある に もか か わ らず ，
こ れ を負債 と して

認識 して い る ．したが っ て
， 「通常の 金融 リ

ース 法」 は
， 会計 理論上妥当 とは い えない ．

　 「三当事者 間金融 リ
ース 法」は，ノ ン リ コ

ース ・
デ ッ トを負債として認識せ ず，超過回

収資金の 運用 に よ り得 られ る と予想され る利益 をリ
ース 利益 に含めず，税金 の 繰延効果 を

考慮 しない ．こ の 方法は ， 自己資金のみ が レ サ
ー

に よ っ て 利益 を獲得する た め の 真の 投資

額を意味 し，現実の キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ーを基礎 に して の レ サ

ー
の 純投資額を算定 し，そ れ に

対する利益率が均
一

に なる ように リ
ー

ス 利益 を配分する とい う経済的実質を適切 に写像 し

て い る． したが っ て 「三 当事者間金融 り
一ス 法」 は ，妥当な測定方法で ある とい え る．

　 「別個の 面を持 っ た投資法」 は，「三 当事者間金融 リ
ー

ス 法」の 特性 に，さ らに レ サ
ー

の 純投 資額 の 計算過程 に 税金の 繰 延効果 とい うマ イナ ス の キ ャ ッ シ ュ
・ア ウ ト ・フ ロ ー

を プ ラ ス の キ ャ ッ シ ュ
・イ ン ・フ ロ ーとす る とい う仮定 を追加 した方法で あ る．レ サ ー

は リ
ー

ス 期間前 半に発生 す る課税 所得 額以 上 の 利益を レバ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引以外 の

本来 の 業務で計上 で きる こ とが仮 定 とされ て お り， 本来の 業 務で 充分 な利益 を計上で き

な くな っ た場合 には ，税金 の 繰延効果 は得 われ な い ． したが っ て ，「別個 の 面 を持 っ た投

資法」 は，会計理論 上妥当とは い えな い ．

　　「統合的投資法」は
， 「別個の 面 を持 っ た投資法」の 特性 に

， さら に超過回収資金 の 運用 に

よ り得られ る と予想 され る利益 を リ
ース 利益 に含 め ，その 金額分だ け過大に リ

ース 利益 を

計上 す る方法で ある．こ の こ とか ら
， 「統合的投 資法」は会計理論上妥 当 とは い えない ．

〈 キーワー ド〉

レ バ レ ッ ジ ド
・

リ
ー

ス 取引，フ ァ イナ ン ス ・リ
ー

ス 取引，レ サ
ー

，FASB 　No．13，税金 の

繰延効果

1998年 10月 受付

1999 年 8 月 受理
＊
東 京 理 科大 学 大学 院 工 学研究科博士 後期課程経営 「二学専攻
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1． は じめ に

　フ ァ イ ナ ン ス ・リ ース 取引 と して の レバ レ ッ ジ ド ・リー
ス 取 引 に つ い て

， 米 国の 財 務会

計基準 審議 会 （Financial　Accon七ing　Standards　Board ；FASB ）は
， リース 財 産の 貸手

（レサ
ー

）の 観点か ら そ の 代替的測 定 方法 と して 「通常 の 金融 リ
ース 法 （The 　ordinary

financing　lease　method ）」， 「三 当事者 間金 融 リ
ー

ス 法 （The 　three −party　financing　lease

method ）」，厂別個 の 面 を持 っ た投 資法 （The 　investment 　separate 　phases 　method ）」，お

よ び 厂統合 的投資法 （The　integral　investment　method ）」， の 4 方法 を提示 し，そ の うち

「別個 の 面 を持 っ た投資法」 を妥当な 測定方法 として い る （1）． また嶺 ［7］に お い て も，

こ れ ら 4 方法が検討 され
，
FASB 　No ．13 と同

一一
の 見解が 示 され て い る ．

一
方 ，

わが 国にお

い て は 「リース 取引 に係 る 会計基準 に 関す る意見書」 （以 下 ， 「リース 会計基 準」 とい う．）

が公 表 され ， リ
ー

ス 取 引は
，

フ ァ イ ナ ン ス ・リ
ー

ス 取引 とオペ レ
ー

テ ィ ン グ ・iJ　一ス 取引

とに 分類 され て い るが ， レ バ レ ッ ジ ド ・リ ース 取 引 に つ い て は ， 特 に 別段 の 基準 を置い て

い な い の で
，

こ れ が 形式 的 に フ ァ イ ナ ン ス ・リース 取引の 条件 を満た す限 り，
フ ァ イ ナ ン

ス ・リース 取引 に属 す る もの と して み な して い る と考 えざる を えな い ． しか し， リース 会

計 基準 で は
，

フ ァ イナ ン ス ・リ
ー

ス 取引 の 取 り扱 い に つ い て は
， その 名 称 に も関 わ らず ，

「原則 と して通 常 の 売買取 引 に係 る方法 に準 じて 会計処 理 を行 う．」 と して い る の で ，
レ バ

レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取 引 は
， 金融取引 で は な く， 売買取 引 と して 取 り扱われ る こ と に な っ て

い る ． レバ レ ッ ジ ド ・｝」　一ス 取引 に つ い て は ，FASB が 示す よ うに ， またわが 国 の り一ス

会計基準 が フ ァ イ ナ ン ス ・リー
ス 取 引 とい うその 名称 が 示 す よ うに ，そ れ を金 融取引 とみ

なす場 合 の 測 定方法を検討 してお く必 要が あ る と思 わ れ る ．

　 レ バ レ ッ ジ ド ・リ
ース 取 引の 測定方法 を吟味する た め に は， レ サ ー の 債務 が ノ ン リ コ

ー

ス ・デ ッ トで あ る こ と を前提 とす る か 否 か を 定 め る 必 要 が あ る が
， 本論 文 で は FASB

No ．13 と同
一

の 前提 に た っ て ，そ れ を ノ ン リ コ ース ・デ ッ トと して検討 を行 うこ とにす

る．

　 また
，
FASB 　No ．13 が 示 す 4 方法 は

， 複雑 な計算 手続 を要す る が ，
こ れ まで

一
般化 され

て 示 され た こ とは なか っ た とい え よ う．4 方法 を的確に捉 え る ため に は
，

こ れ らを
一

般式

に よ り示す こ とが必 要で あ る と思 わ れ る．

　 そ こ で ， 本論文で は ， フ ァ イ ナ ン ス ・リース 取引 と して の レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取 引 の

測定 に つ い て ， レ サ ーの 観点か ら ， FASB 　No ．13 が 示す 4 方法 を
一

般式 に よ り示 し
，

こ れ

らの 会計理論 上 の 妥 当性 を検討す る こ と を 目的 と して い る ．そ の た め に
， 次節 で は

，
レ バ

レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引 の 意義 と特性 を明 らか に し ， 第 3 節 で は
，
FASB 　No ．13 が 示 す 4 方
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レバ レ ッ ジ ド
・

リ
ース 取引 の 測 定 方法 に つ い て

法 を吟味 す る こ とに よ り，そ れ らの
一

般式 を誘 導 し， さ らに数値モ デ ル に それ ら を適用す

る こ とに よ り特 性 を検討 し， 第 4 節 で は
，
4 方法 の 理論的検 討 を行 う．

2． レ バ レ ッ ジ ド ・ リー ス 取引 の 意義と特性

　本節 に お い て は ，まず レバ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引 の 意義 を明 らか に し， つ ぎに そ の 特性

を述べ る こ とに す る ．

　 レ バ レ ッ ジ ド ・リ ー ス 取 引 と は ， リ ← ス 財 産の 法律 h の 所 有者 で あ る貸手 （レサ ー），

リー
ス 財 産 の 使 用 者で リ ー

ス 料 を支払 う借 手 （レ シ ー），
リ

ー
ス 財 産 を購入 す る た め の 資

金 を融 資す る金融 機関 で あ る銀行 （長期資金提 供者 と言わ れ る場 合 もあ る ）， リ 「 ス 財 産

を販売 す る メ
ー

カ
ー等 ，

な らび に 取引全体 を企 画 ・設計 し， 遂行 を調 整 す る こ とに よ り手

数料 を得 る リース 会社 が 当事者で あ り，
こ の 取引を構成 す る レ サ ー とメ

ー カ ー等 との リー

ス 財産 の 売買 契約 ， 金融機 関 と レ サ
ー との 金銭 消費貸借 契約 ，

レサ
ー と レ シ

ー
の 賃貸借 契

約 ， な ら び に リ ース 会社 と他 の 当事者 との 諸契 約 は
，

契約 条項 上 ， あ るい は 実質的 に連動

して 同時 に 効 力が 生 ず る よ うに な っ て い る 取引 で あ る ． レ サ ーは ， リ
ー

ス 財産 の 購 入資金

総 額の 比 較的小 さい 割合 （20 〜 40％ 程度）の 自己 資金 と ， 金 融機 関 か ら の 借 入 れ た 資金

と に よ り，
メ ー

カ
ー等か ら リ

ース 財 産 を購 入する ． レサ
ー と レ シ

ー とは
，

こ の リ
ース 財 産

に つ い て
， リ

ー
ス 料 ， リ

ー
ス 期間等を定め る 賃貸借 （リ

ー
ス ）契約 を結ぶ こ とに よ りレ バ

レ ッ ジ ド ・リース 取引 は 開始 され る．

　つ ぎに ， 以下 に お い て レ バ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引 の 特 性 を述 べ る ．

　 まず， レ バ レ ッ ジ ド ・リー
ス 取 引 は ，そ れ を構 成す る リー

ス 契約 に お い て ， リー
ス 期 問

中の 解約が条項上
， あ る い は 実質的 に 禁止 され て お り，

か つ
，

レサ
ー

が負担す る リー ス 財

産の 購 入 原価 ， 支払利息 ， 固定資産税 ， 損 害保険料その 他付随費用 な らび に リ ース 利 益 の

合 計額が リ
ー

ス 期 間中 に レ シ
ーが 支払 う り

一
ス 料 総額 に よ り，

お お む ね回収 され る よ うに

設定 され る こ とに よ り ， フ ァ イナ ン ス ・リ ース 取 引 に 属す る もの と され て い る ，

　 つ ぎに
， 本論 文 で 検討す る FASB 　No ．13 に お い て 示す 4 方法が測 定対象 とす る レ バ レ ッ

ジ ド ・リ
ー

ス 取引 の 特性 と して
，

レサ
ー

の 金 融機 関 に対 す る 債務が 「ノ ン リ コ
ー

ス ・デ ッ

ト （nenre −course 　debt＞」で ある こ とにつ い て述 べ る こ とにす る ． レ サ ー は リース 財 産 を

メ
ー

カ
ー

等 か ら購 入す る た め に 金 融機 関か ら資金 を調達 し債務 を負 い
， 1ノ シ

ーか ら リ
ース

料 を収受 して その 債務 の 元利 の 返 済 に 充 当す る ． も しレ シ
ーが 支払能 力 を喪失 して リース

料 を支払 うこ とが で きな くな っ た場合 に
， 通常 は

，
レサ ーは 金融機 関 に その 債 務 の 元 本 と

利子 を支払 うこ とが 不 自∫能 とな る ． こ の 場合 に ，
レサ

ー
は 金 融機 関 に 対 して 返 済不能 とな

る が ，
レ シ ー に対す る レサ ーの リース 料債権の 金融機関へ の 譲渡 ， り一 ス 財 産 に よ る代物
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弁済 ， リース 財 産に設定 した抵 当権等の 実行 ， 保証機関 に よ る代位 弁済等 に よ り， 金融機

関は レサ ー
に 対 して それ 以上 に 償還請 求権 を行使 しな い こ とが レバ レ ッ ジ ド ・リ

ース 取 引

に おい て は あ らか じめ 定め られて い る ． した が っ て
，

レ サ
ー

か ら見 る と金融機 関か らそ れ

以 上 の 債務 の 弁 済 に つ い て 償還 請 求権 の 行使 を免 れ る こ と に な る ． レサ ーが 金 融機 関か ら

負 うこ の よ うな独特な タ イ プの 債務は ， 特 に， ノ ン リコ ース ・デ ッ トと呼ばれ て い る． ノ

ン リ コ
ース ・デ ッ トは

，
レ サ ー

に と っ て 「償 還請 求権 の 行使 を受け ない 債務」 で あ る か ら

「実質的に リス クの ない 債務」 と言わ れ る 場合が あ る
（2）

．

　本論 文 で は ，FASB 　No ．13 の フ レ
ーム ワ

ー
ク に お い て 4 方 法 の 測定 対象 とす る レ バ レ ッ

ジ ド ・リース 取引 に議 論の 対 象を限定す るか ら ，
レサ

ー
が金 融機関か ら負 う債務は

， 上 述

の ノ ン リ コ
ー

ス ・デ ッ トで あ る こ とを前提 と して 議論 を行 う こ とに す る ．

　 さ らに つ ぎに ，
レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取引の 特性 と して

，
レ サ ーに と っ て 減価償却費 と

支 払利 息が 計上 さ れ る の で 節税効 果 な い し税金 の 繰延 効 果 似 下 ， 「税 金 の 繰 延効 果」 と

い う）が あ る と言 わ れ る こ と に つ い て 述 べ る こ とにす る
（3）

． レ バ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引

は レサ ー
に と っ て 税金 の 繰延効 果が あ り， レ シ

ーに と っ て は金 融効果 があ る と され て い る

が ゆ えに ，
こ の 取引 に参画 され る と言 われ て い る ．FASB 　No．13 は

， 後述 の ご とくレ バ レ

ッ ジ ド ・リース 取引 の こ の 税金の 繰延効果 を重 視 して い る の で
，

こ こ で 若干述 べ て お く必

要が あ る ． まず ， 税金 の 繰延効 果 に つ い て は
， 広 く事 実が 誤解 され て い る こ とを指摘 して

お く必 要が あ る ．か つ て 米 国 に見 られ た よ うに，投資税 額控除や 2 倍加 速度償却 の よ うに

優遇税 制が レ バ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取 引 に適 用 され た場 合 に は
， 明 らか に税 金の 繰延効果が

ある とい え るが ，現在 は ，税務上 ， フ ァ イ ナ ン ス ・リース 取引 と して の 会計処 理 を行 っ た

場 合 に は全 く税金 の 繰延効 果 は な く， また オペ レ
ー

テ ィ ン グ ・リ
ー

ス 取 引 と して の 会 計処

理 が認 め ら れ た場 合に お い て は ，本来 ，支払利息 と減価 償却費 は 適法 に損 金性が 認 め られ

て い るの で あ っ て ， レ バ レ ッ ジ ド ・
リ

ース 取 引 に 特 に 税 金 の 繰 延効 果 が あ る と は い えず ，

そ の よ うな主 張 は単 に リー ス 会 社 の 営業 上 の 宣 伝 に す ぎな い こ と を認識 す べ きで あ ろ う．

自己資金 の 割合 に対 して 負債が 多 い 場合に は レバ レ ッ ジ ド効果が あ る こ とは ，経営財務論

上 広 く知 られ て い る とこ ろ で あ る ．

3． 考察 の 前 提 と数値 モ デ ル

　本節 で は ， レ バ レ ッ ジ ド ・リ ー
ス 取 引 の 測 定 に 関す る 前述 の 4 方法 の 特性 を明 らか にす

る た め に
， そ れ ぞれ の 測定 方法 の

一
般 式 を示 し ， 以下 の 数値 モ デ ル に それ ら を適用 し検討

す る ．
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レバ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取 引 の 測 定方 法 に つ い て

［数値モ デ ル 1

　大手 リース 会社 X に よ っ て 企 画設 計 され た レバ レ ッ ジ ド ・リース 取引 に 参画す る た め に

レ サ ー と して の 「一般 の 企 業」で あ る 12 の 会社 は
，
6000 百万 円の 航 空機 を購入す る た め

に ， 自己資金 割合 を 20 ％ と定め ， 1200 百万 円を均分 に各会社 100 百万 円つ つ 拠 出 し ， さ

ら に 借 入金 総額 4800 百 万 円 を同様 に 均分 に 400 百 万 円つ つ 負担 して 航空 機製造 会 社か ら

航空機 を購入 し ， 航空貨物会社 に リース す る こ とに した ． リ ース 財 産 の 購 入価額 ， リース

期 間 ， リ
ース 料等 の 条 件 は 以下 の 通 りで あ る ．

リース 財 産 （航空機）購入 価額 ：Co＝6000 百万 円

り
一

ス 期 間 ： N ＝ 12 年

リース 開始か らの 経過年数 ：n （n ＝1
，
2

，

…
，
N ）

リ
ース 料 （年額 ） ：RL ＝ 720百万 円

リ
ー

ス の 終了時の 見積残存価値 ：SN ＝700 百万 円

レサ ーが 支 払 う固定資 産税 ， 保 険料 等の 付随費用 （年額 ） ： EL ・＝ 5 百 万円

レサ ー
の 自己資金割合 ：α

＝0，2

レサ
ー

の 自己資金 ：α Co ＝ 02 × 6000 　・ 1200 百万 円

，レサ ーの 債務 （借入 金）総額 ： （1一α ）Co ＝ （1− 02 ）× 6000 　・：4800 百万 円

レサ ー
の 金融機 関 へ の借 入金 返済に 関す る年利 ： i＝ o．08

レサ ーの 金融機関へ の 元 利均等払返 済の 年額 ：

　　　　　　　　　　　　　EcR − （・
一・・r）・… 2・）・

・
，1睾当 一 636・94・6 莇 円

（1）通常の 金融 リ ース 法 （第 1法 ）

　第 1 法で は
，

レバ レ ッ ジ ド ・リ ース 取引が
，

少 な くと もレ サ ー
， レ シ ーお よ び金融機関

に よる 三 当事者 間の 連動 した取 引 で ある とみ な さず ，
した が っ て

，
レ サ

ー
の 債務 を

，
レ バ

レ ッ ジ ド ・リース 取引 と は 独 立 の 資金調 達取 引 か ら生 じた借 入 金 と して 扱 い
， さ らに ， 金

融機 関か らの レ サ
ー

の 債務 が ノ ン リ コ
ー ス ・デ ッ トで ある こ とを考慮 して い な い ．

　第 1法 を実施 す る た め に は
， 表 1 を完成 す る 必 要が あ る ．そ こ で 第 1法 に よる リ

ー
ス 期

間 中の 第 n 年度の 正 昧キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー M ユ （n ）は ，初 期投資額 Co，毎期 一・定額受け取 る

リ
ース 料 収益 RL

，
レ サ ーが 支払 う付 随費用 EL

，
リ

ース 期 間終了時 に リ
ー

ス 財 産 の 売却 に

よ っ て 実現 す る 見 積残存 価値 SN を考慮 して
， 各年 の キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ーは
， 次の 式 に よ り

計算 さ れ る （た だ し ，
こ の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ーは

， 現在価値 で な い こ と に 注意 を要す る 。）．

　　M1 （n ）＝
− Co 十 RL− EL ＋ SN　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （1）

　なお ， Co は ゼ ロ 年 に ，
　 SN は N 年 にそ れ ぞ れ発 生 す る ． （1）式 を例 えば 第 1 年 度 に適 用
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す る と
， 次の よ うに計算 され る ．

　M1 （1）＝ O＋ 720 − 5＋ 0 ＝ 715

　表 1 の 正 味 キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー M1 （11） の 累計額 3280 面万 円 は， 第 1 法 にお け る リ ース

利 益 の 総 額 で あ る ． こ の 値 は ，各年 度均 等 額 で あ る 正 味 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー 715 百 万 円

（720百万 円 一5 百万 円）の リース 期間の 総額 8580 百万 円 と リース の 終 r時 の 見積残 存価

値 SN の 700 百 万 円 との 合計 額 9280 百 万 円 に よ り ， 航 空機の 購入価 額 6000 百万 円 を リ ー

ス 期 間 12年 で 均
一

の 投 資利益 率で 回 収 して い る とみ な しうる か ら
， 第 1法 に お け る 投資

利益 率 は ，次の 式 を成 立 させ る r1 と して 求め られ る ．

　　 （RL− EL）　　 （RL − EL）　　（RL − EL ）　　　　　 （RL − EL ）　　　 SN
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

− Co＝0　　　（2）
　　 （・・ ，、）

＋

（・・ 。
、）

・
＋

（・． 。、）
・

＋ ”°＋

（・． 。、）
・

＋7i． 。
、）

・

（2）式 に数値モ デ ル を適用 す る と，次の よ うに な る ．

　 　 　 715 　　　　　　715 　　　　　　715 　　　　　　　　　　715 　　　　　 700

　　（・・ 。、）
＋

（・・ 。、）
・

＋

（・・ 。 、）
・

＋
”曹

＋

（・・ 。 、）
・2

＋

（・． 。
、）

・2

　 （2）
’

式 よ り， 投資利益率 r1 ＝ 0．0697 を得 る こ とが で きる ．
』

一6000 ＝0　　　（2）
’

　次 に初期投資額か ら投資の 元本の 回収額部分 を差 し引い た もの を純投資額 と して
， 表 1

の 第 n 年 度の 純投 資額 11N （n ）， 第 n 年 度 の 投 資 回収額 11p（n ），
お よ び 第 n 年度 の リ

ー
ス 利

益 配 分額 π 1 （n ）の 各欄 の 値 を計算す る．第 1年度 の 純投 資額 IIN （1）＝Co に 第 1法 に よる 投

資利益 率 r1 を掛 ける こ とに よ っ て 第 1年 度 の リ
ー

ス 利益 配分額 π 1 （1） 謹 CDr1が 求め られ ，

第 1 年度の 正味 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー M1 （1）＝RL − EL か ら第 1年度の リース 利益 配分額 π 1

（1） ＝ Cor1 を差 し引 くこ と に よ っ て
， 第 1年 度 の 投 資の 回収額 （元本部分）が 11N（1） ；M1

（1）℃ 。r1
； （RL　

− EL ）
− Cor1と求 め られ る． 第 2 年度の 純投資額 11N（2）は第 1 年度の 純投

資額 11（1）＝Co か ら投資 の 回収額 11p（1） ＝ （RL − EL ）− Cor1 を差 し引 くこ とに よ っ て
，
11N

（2）＝ Co （1＋ r1 ）一（RL ＋ EL ）と求め られ る ．以 後 ， 同様 な計算 を行い
，

一
般式 を求 め る と

任 意の 第 n 年度 の 純投資額 11N（n ）は，次 の よ うに表 され る．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 け

1
・N （1）− C・（1＋ ・・）

n −1 −
（R ・

− E ・）Σ（1＋ ・・）
t’2

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t＝2

（3）式 を第 2 年度 に 適用す る と
， 次 の よ うに 計算 され る ．

11N（2）＝ 6eoo× （1＋ 0．0697 ）
2− 1−

（720 − 5）x （1＋ 0．0697 ）
2− 2＝57032

（3）
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レ バ レ ッ ジ ド・
リ
ース 取 引 の 測定 方法 に つ い て

表 1． 第 1 法に関する投資の回収 とリ
ー

ス 利益配分額 （単位 ：百万円）

　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　（単位 ：百 万 円）

n C 。 臨 SN ELM1 （n ） 1、N （n ） ト 1、P （n ）
1

兀 ・ （n ） π 1 ω ／12

06000 一6000 1　　　　　 1

1 720 5 715 6000．0 296．84182 34．85

2 720 5 715 5702．0 317，53975 33．125

3 720 5 715　 15385．7
一

339．61375 ，4 31．2833

4 720 5 715　 　1　 5046．1　　　　　1
36331 　 351．7 29．30833

5 720 5 715 4682 ．8 388．6326 ．4 27，2

6 720 5 715 42942 415．7299 ．3 24．94166

7 720　　　卜 5 715 3878 ．5 444，7270 ．3 22，525

8 720 5 715 3433 ．8 475 ．7239 ，3 19 ．94166

9 720 5 715 2958．1 508，8206 ．2 17．1833

10 720 5 715 2449．3 544．3 07 14225

11 720 5 715 1905．0 588．2132 ．8 11．066

12 720700 51415 1322 ．81322 ．8 992 82 ．666

計 60008640700603280 0 6000 ．03280 ．0273 ．333

計 11250072058 ．35 273．33 0 500．0273 ．33

　第 n 年度 の リ
ー

ス 利益 配分 額 π 1（n ）は
， 同様 に して 第 n 年 度の 純投資 額 11N（11）に 投資利

益率 r1 を掛 けた もの で あ る か ら
， 次の よ うに計 算 され る．

　π 1（n ）＝ r111N （n ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （4）

　 （4）式 を第 1年度 に適用 す る と
， 次の よ うに計算 され る ．

　 π 1 （1） ＝ ＝O．0697 × 6000 ＝＝ 418 ．2

　同様 に して 第 11 年度 の 投 資回収額 llp（n ）は，次の よ うに 計算 さ れ る ．

　11p（n ）＝ （RL− EL ＋ SN ）
一

π 1（n ）＝ （RL − EL ＋SN）
− r111N （n ）　　　　　　　　　　　　　　　（5）

　 （5）式 を第 1年度に適用 す る と
， 次の よ うに計算 され る．

　 11p（1）＝ （720 − 5）− 4182 ＝ 296 ．8

　 第 1法 で は ，航空 機 は レ シ ー の 資産 と して 認識 され ， レ サ ーは そ の 代 わ り レ シ ー に対 す

る リ
ー

ス 債 権を獲得 す る ． リ
ース 開始時 の 各 レサ ー

の 仕訳 は次の ご と くとな る （以下 ，仕

訳 に おい て 単位 は 百万 円 とす る ．）．

リース 開始時　　　　　 現 　金 　　　　　400 　　　　 借 入金 　　　　　 400

　　　　　　　　　　　 航空 機 　　　　　 500 　　　　 現 　金　　　　　 500

　 リ
ース 開始 時 に お い て ， ノ ン リ コ

ース ・デ ッ トを レ バ レ ッ ジ ド ・リ ース 取引 と は別 の 資

金調 達取 引 か ら生 じた負債 と して 扱 うた め に 借 入 金 400 百万円が 計一ヒされ る ．

　 レサ ーは リ
ー

ス した 資産 を航空機 勘定 か ら外 し
，

こ れ を リ
ー

ス 純投資 と して ， そ の 内訳
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項 目 （リ ース 債権 ， 見積残存価値お よ び繰延利益 ）に分解 して 計上 す る ．

　　　　　　　見積残存価値　　 58．33　　　　航 空機 　　　　　 500

　　　　　　　 リ
ー

ス 債権　 　 715　 　 　 繰 延利益 　　 　 　　273 ．33

　 こ こ で 繰延 利益 の 金額 は リ
ー

ス 期 間 に お け る 正味 キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

の 合計額で あ り， 表

1 に お け る π 1 （n ）112欄 の 合計 よ り273 ．33 百万 円で ある ． リース 債権の 値 は
， 表 1 にお け

る RL 欄 の リ
ー

ス 料 の 総額 8640 百万 円か ら，
　 EL欄 にお ける 支払手数料の 総額 60百万 円 を

差 し引い た 8580 百万 円 を 12 分 の 1 に した 715 百 万円 で ある． （表 1 の Ml （n ）欄 の 715 百万

円 とは異 なる もの で あ る こ とに 注意 を要す る ．）

　 次 に リ ース 料受取 時等の 仕訳 は ， 12 人分 の キ ャ ッ シ ュ
・イ ン ・フ ロ ーが 720 百万 円で

あ る か ら，各 レ サ
ー

に つ い て は ，次 の よ うにな る ，

リ ース 料受取時 　　 現 金　 　　　60　　　　 リ
ース 債権　　60

付随費用 の 支払 　　 支払 手数料　 0．4166 　　現金 　　　　　 0．4166

リース 利益 の 認 識 　 繰 延利益 　 　34．85　 　 リース 利益 　 　34．85

　 リ
ー

ス 債 権 は ，
レ シ

ー
か らリ

ー
ス 料 を受 け取 っ た金 額だ け減少 させ る ． また ， リース 利

益 を認 識 した 時 に ，繰延 利益 273 ．333 百万 円 を リ
ー

ス 利益配 分額 34．85 百 万 円 だ け減 少 さ

せ る ， リース 利益 34．85 百 万円 は表 1 の π 1 （n ）／12 欄の 第 1 年度の 値 か ら得 られ る ．各 レ サ

ー
の 借 入 金 返 済 の 仕訳 は

，
次 の よ うにな る．

金融機 関 へ の 支払 　 借入 金 　 　 21．075 　 　 現 金 　 　 　 　 53．075

　　　　　　　　　 支払利 息　　 32

　 なお ， 借 入金 と支払利 息 の 金額は そ れ ぞ れ 表 3 の Lゴ （n ）／12 欄 とEB （n ）／12 欄の 第 1年

度 を参照 され た い ．

（2）三 当 事者 間 金 融 リ
ース 法 （第 2 法）

　 第 2 法 は ，第 1 法に 類 似 す るが ， ノ ン リ コ ース ・
デ ッ トを負債 と して 計上 せ ず ， レ サ ー

は 自己資金 の み を危険 に さ らす点 に 注 目 した 方法 で あ り ， 以 下 の 過程 を経 て 行 わ れ る ． 第

2 法を実施す る た め に は
， 表 2 を完成 す る 必 要が あ る ．そ こ で

， 第 1 法 との 違い は ，
レ サ

ー
，

レ シ ーお よ び金 融機 関 に よ る 3者 間の 連動 した取引 で あ る こ と を考慮 して ， 金融機関

へ の 元利均 等払 返 済の 年額 ECR を キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー M2 （n ）の 計算 に 含 め る点 で あ る ．そ

の 結 果 ， レサ ーの 初期 投資額 は Co か ら， レ サ ー
の 自己資金 割合 α を考慮 した α Co に な る ．

第 2 法 に よ る リース 期間 中の 第 n 年度 の 正味 キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

　M2 （n ）は
， 次 の 式 に よ り計

算 され る ．

　　 M2 （n ）＝ 一
αCo＋RL− EcR − EI．＋ SN　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）

　 なお
， α Co は ゼ ロ 年 に ，

　SN は N 年 に そ れ ぞ れ 発生 す る．（6）式 を第 1 年度 に適用 す る と，
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次の よ うに計算 さ れ る ．

　M2 （1）＝＝ O＋ 720 − 636 ．9 − 5＋ 0＝78．1

　第 1法 と同様 な方 法 に よ っ て 投 資利益 率 r2 ＝・O．0368 を求 め
， 表 2 の 各 年 度 の 純 投 資額

12N （n ），各年度の 投 資回収額 12p（n ），お よび各年度 の リ ース 利益配分 額 π 2 （n ）の 各欄 を第

1法 と同様 な過程 を経 て 作 成す る ．第 n 年度 の 純投資額 12N（n ）は
， 次 の よ うに表 される ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 n

　I・N （・・）＝ α C・ （1＋ r・）
n
− 1−

（RL− EcR − EL ＋ SN）Σ（1＋ r・）
t−−2

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t＝2

（7）式を第 1年度に 適用する と， 次の よ うに計算 され る，

12N （1）＝ 02x6000 ×（1＋ 0．0368 ）
1− 1

＝ 1200

ag　n 年度 の リース 利 益配分額 π 2 （n ）は ，次の よ うに計算 さ れ る ．　
L

π 2 （n ） ＝ r212N （n ）

（8）式 を第 1 年度 に適用 す る と ， 次の よ うに 計算 され る．

π 2 （1）＝ O．0368 × 1200 ＝ ＝ 44．16

第 n 年度 の 投 資回収 額 12p （n ）は
， 次 の よ うに計算 さ れ る ．

12P（n ）＝ （RL − EcR − EL ＋ SN）一
π 2 （n ）＝ （RL − EcR − EL ＋ SN ）

−
r212N （n ）

（9）式 を第 1年度 に適用 する と ， 次の よ うに計算 され る ．

12P（1）＝ （720 − 636．9− 5）− r212N （1）＝ （720 − 636．9− 5）− 44．16 ＝ 33 ．94

（7）

（8）

（9）

表 2． 第 2 法に 関する 投資の 回収 と リース 利益配分額 （単位 ：百万 円）

n α C 。 RLSNECRE1M2 （n ）11珈 （n ） 12P（n ） π 2 （n ） 12P（n ）／12 π 2（n ）112

01200 一1200

720 6365 78．11200 ．033 ．944 ．22 ．825 3，68331
　
　

9一 720 6365 78．11166 ．135 ．143 ．0 2．925 3，5833

3 720 6365 78．11131 ．036 ．441 ．7 3．03333 3．475

4i 720 636578 ．11094 ．637 ．840 ．3 3．15 3．3583

5 720 636578 ．11056 ．839 ，238 ．9 3．26666 32416

6 720 6365 78．11017 ．640 ．637 ．51 一墅 333 3．125
　　　　　　　｝｝

7 720 6365 78．1977 ．042 ユ 36．0
・ピト
　　　　　3．50833

　　　13 ．63333

3．002

．8758 720 6365 78．1934 ．943 ．634 ．5

720 6365 78、1891 ．345 ．332 ．8 3．775 2 ．733910

720 6365 78．1846 ．046 ．931 。2 3．90833 2．6

11 720 636 ｝ 5 、 781i799 ．148 ．729 ．4 4．05833 2．45

12 1　 720700636 　i　5　i　778．1　　750．5

斗
750，427 ．762 ．53333 2．30833

計 120 　186401700

寸

7640　i60 　1　437．2　　　　α0120 α 0437 ．2100 ．00 36．43333
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第 2 法に よる リ ース 開始時の 各レ サ ーの 仕訳 は ， 表 2 の デ ー タ よ り， 次 の ご と くとなる ．

リ
ー

ス 開始 時 航 空機 500

見 積残存価 値　　58 ．333

リース 債権　　　78ユ

借 入金 　　 　 　 400

現 金　　　　100

借 入金 　　 　400

航空機 　　　50G

繰延利益　　 36．433

　第 2 法 にお い て
， 金融機関 か らの 借入 金 は ノ ン リ コ

ー
ス ・デ ッ トで あ る か ら負債 と して

計 上 しな い ．　 繰延 利益 の 金 額 は表 2 の π 2（n ）112 の 合計 の 欄 の 値か ら得 られ る． ノ ン リ コ

ース ・デ ッ トを考慮する結果 ， リー ス 債権の 金額 も第 1法に お ける 金額 よ りも小 さ くな る ．

次 に各 レ サ
ー

の リ
ー

ス 料受 け取 り時 の 仕 訳 は
， 次 の ご と くとな る ．

リ
ース 料受取時 現金

付随 費用 の 支払 　　　支払手数料

金 融機関 へ の 支払　 　 預 り金

リ ース 利益 の 認識 　　繰延利益

60

0．4166

53．075

3．6833

リース 債権

預 り金

現金

現金

リ
ース 利 益

6，925

53．075

0．4166

53．075

3．6833

　リース 利益 3．6833 百万 円は
， 表 2 の T2 （n ）112の 第 1 年度 の 欄 の 値 か ら得 られ る ． レ サ

ー
の ノ ン リ コ

ー
ス ・デ ッ トは

，
レ シ

ー
の 金融 機関 か らの 惜 入金 と見 な され る が ， レ シ

ーが

返済 す る に あ た り， レ サ ーは リース 料 の
一

部 と して い っ た ん レ シ
ー

か らの 元 利返 済相 当額

を預 か る の で
， 預 り金勘定 で 処 理す る ．

（3）別個の 面 を持 っ た投資法 （第 3 法 ）

　第 3 法 で は
，

ノ ン リ コ
ー

ス ・デ ッ トを負債 と して 認識せ ず， さ らに 税金 の 繰延効 果 の キ

ャ ッ シ ュ フ n 一 を考慮す る．税金 の 繰延効果 の キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

を考慮 した 結果 ， リ
ー

ス

期 間の 早 期 の 段 階で 正 味 キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

の 累計額 （数値 モ デ ル の 例 で は 6 年度 まで の 正

味キ ャ ッ シ ュ フ ロ ーの 累計 額が 1554 ．7 百万 円）が レサ ー
の 自己資 金 （1200 百万 円） を超

え
， 自己資 金 の 投資額 の 超 過 回 収状 態 が 生 じ， こ の 期 間 を負 の 純 投 資 の 期 間 とい う．

FASB は ，第 3 法が ，純投 資額 が 正 で あ る期 問 と リース 利益 との 適正 な対応 が 可 能で あ る

と と もに ，負 の 純投 資の 期間 とい う経済 的効果 を も適切 に示 され る と主張 し ，
こ の 方法 を

採択 して い る ．

　 レサ
ー

の 純投 資額 は
， リ

ー
ス 期 間の 前 半 に お い て は 減少 し

，
リ

ー
ス 期 間の 後半 に お い て

は 増加す る． こ の こ と は FASB ・No ．13 の 第 42 項 で 定義 され
，

こ れ は 別個 の 面 と呼ば れ る ，

　 第 3 法 を実施す る た め に は ， 表 4 を完成 す る必要が あ る ．そ の た め に は
， まず表 3 を作

成す る こ とを要 する ．
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　リ
ー

ス 財 産 の 減価 償 却費 （表 3 第 3欄 Dep ．） に つ い て は
， 法定耐 用 年 数 を nT 漏10年 ，

定率法 に よ る償却率を dD ＝O．206 と して 計算 され た 減価償却費 dDCo （1 − dD）
n − 1

の 各年度の

値 が 示 され て い る ． また
， 金 融機 関へ の 借 入 金返 済 に つ い て は

， 年利 は i＝ o．08 で あ り，

返 済期 間は 12 年 とす る と，元 利均等払返 済の 年額が ECR − 636 ．9 百万 円で あ る か ら， そ の

元本 返済部 分 L1
−

（n ）と
， 支払利 息部分 EB （n ）との 毎 年の 金額 は

一一tg．一
一
．
・
に決 ま りt そ の 結 果

は 表 3 に示 され て い る ．

　表 3 に お ける レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取引 に 関す る 損益 PL （n ）は
， 次 の

一
般式 に よ り計 算

され る ．

　 PL（n ）＝ ・RL − dDCo（1− dD）
nml − EB （n ）

− EL　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）

　 （10）式 を第 1 年度 に 適用す る と
， 次 の よ うに 計算 され る ．

　PL（1）＝ 720 − O．206 × 6000 × （1− 0206 ）
1−1 − 384 − 5 ＝ 　 − 905

　 こ こ で
，

レ サ ーの 法人 所得税 の 実効 税率 を τ ＝ 0．5 とす る ． （10）式の 損益 の 金額 に マ イ

ナ ス の 実効 税率 τ を掛 け る こ と に よ り， 税金 の 繰延効 果 TD （n ）の
一

般式 は
， 次の ご と く示

され る ．

　TD（n ）＝PL（n ）
・
（
−

T ）＝｛RL −
〔1DCo（1− dD）

n 一1− EB （n ）
− EL｝・← T ）

（11）式 を第 1年度に 適用する と
， 次の よ うに計算 され る ．

TD （1）＝ pL （1）・（− O．5）＝ （− 905）× （− O．5）＝ 452 ．5

表 3　 レバ レ ジ ッ ド ・リ
ー

ス に 関する 損益 （単位 ：百万 円）

（11）

nRL Dep ． E σR 　　L1
｝

（n ） EB （n ） ELPL （n ） TD〔n ） h
−

〔n ）ノ12EB （n ）／12

17201236 ．0 636 ．9　 　 252 ．9384 ・Oi5 一905．0452 ．521 ．07532 ．00

2720981 ．4 636．9273 ．1363 ．8　 i
　 5 一6302 315．122 ．75830 ，316

3720779 ．2 636．9295 ．0
　 　 　 　 　 　 1

341．95 一406．1203 ．124 ．58328 ．491

4720618 ．7636 ．9318 ．6318 ．35 一222．0111 ．026 ．55 26．525

57204912 636．9344 ．1292 ．85 一69．0 34．528 ．67524 ．4

6720390 ．16369371 ．6265 ．35 59．6 一29，83096622 ，108

7720309 ．7636 ．9401 ．3235 ．65169 ．7 一84．833 ．44119 ．633

8720245 ．9 636．9433 。5203 ，45265 ．7 一132，836 ．12516 ．95

97201952 636．9468 ユ 168，85351 ．0 一175．539 ．00814 ．066

10720152 ．6 636．9505 ．6131 ，35431 ，1 一215 ．642 ．13310 ．941

11720 0．0 636．9546 ．0909 5624 ．2 一312．145 ，5 7．575

12720 0．0 636．9589 ．7147 ．2
樊

一383，949 ．141 坦 33

計 86405400 ．0　 17642．84799 ．5　 2843 ．360 　 1　 436，7　　　−218．4399 ．9　 　　 236，9
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　以 上 に よ り ， 表 3 を完成す る こ とが で きる．次 に ， 表 4 の 完成 の ため に は 以下 の 計算が

必 要で あ る 。

　 （6）式 と （11）式 の 各年度 の 金 額 の 和が 第 3法 に よ る に よ る キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー M3 （n ）

で あ り， 任意 の re　n 年度 の M3 （n ）は
， 次 の よ うに 表 さ れ る ．

　　M3 （n ）＝（
一

α Co ＋ RL − EcR − EL ＋ SN）＋ ｛RL − dDCo（1− dD）
n
−1 − EB（n ）

− EL｝・（− T ）　 （12）

　 （12）式 を表 4 の 第 1年 度 に適用 す る と
， 次の よ うに 計算 され る ．

　 ］M3 （1）＝＝ M2 （1）＋ TD （1）＝＝ 78．1＋ 452 ．5　＝530．6

　表 4 の M3 （n ）欄 の 合計 の 金額 218 ．9 百万 円は 税引後 の 正 味 キ ャ ッ シ ュ フ w 一
で あ る ．

　M3 （n ）を純投資額の 回収部 分 13p（n ）と リース 利益 配分額 π 3 （n ）とに分ける ．そ の ため に

は ，投資利益率 r3 を求 め る必 要が あ る ．投 資利益 率 r3 を求 め る方法 に つ い て は 後述す る こ

と と し
， 試行錯 誤 に よる 数値計算 に よ り，

r3 ；0。072 が 求め られ る ．

　表 4 の 各年度の 純投資額 13N（n ）， 各年度 の 投資 回収 an　13p（n ），
お よ び各年度 の リース 利

益 配分 額 π 3（n ）の 各欄 は，以 下 の 方法 に よ り完成 され る ．

　 第 1法 で は ， 毎年 度の キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー M1 （n ）が 定額 で あ っ た の に 対 し，第 3 法 で は，

キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー M3 （n ）が 毎年度異 な る点 を考慮 して ， リ ース 期間前半の 正 の 純投資の 期

間に お け る 第 n 年 度の 純投 資額 13N（n ）は
， 次 の よ うに 表 され る．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 n

　　I・N （皿）一 ・C ・ （1＋ ・・）
n ’1 一

ΣM ・（t
− 1）（1＋ ・

・）
n ’t

　 　 　 　 　 　 （13）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t＝−2

　 （13）式 を第 2 年度に適用 す る と ， 次 の よ うに計算 され る．

　13N（2）＝＝ O．2× 6000× （1＋O．072）2
− i− M3 （1）（1＋ O．072 ）

2−2
＝ 1286 ．4 − 530 ．6 ・＝ 755 ．8

　リース 期間前半の 正の 純投資 の 期 間に おけ る 第 n 年度 の リ
ー

ス 利益 配分 額 π 3 （n ）は
， 次

の よ うに 計算 さ れ る ．

　　π 3 （n ）
＝

「313N （n ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （14 ）

　 （14）式を第 1年度 に 適用す る と，次の よ うに 計算 され る ．

　π 3 （1）＝ 0．072 × 13N（1）＝ 0．072 × 1200 ＝ 86．4

　こ こ で 第 3 法 に お け る π 3 （n ）は
， 税 引後 の リー

ス 利益 を表す ． π 3 （n ）を求 め る の に 税金

の 繰 延効 果 の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー TD （n ）を用 い て い る が ，
　 TD （n ）は 実行 税率 τ を掛 け て 求 め

て い る の で
， 実行税率 τ で 割 る こ と に よ っ て

， 第 11 年度 の 税引前 の リ
ー

ス 利益 π 3 （n ）／τ は
，

次の よ うに計算 さ れ る ．

　　 π 3 （n ）h ＝ 　r313N （n ）ノT　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（15）

　 （15）式 を第 1年度 に 適用 す る と，次の よ うに 計算 され る ．

　 π 3 （n ）1T＝ 86．4 ÷ 0．5 ＝ 172．8
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　第 3 法 の 重要 な特性 は
，

正 の 純投 資の 期間 に の み リー ス 利益の 配分 を行 うとい うこ とを

仮定 して い る こ とで あ る．

　リ
ー

ス 期 間前半 の 正 の 純投資の 期 間に お け る 第 n 年度 の 投資回収 額 13p（n ）は
， 次の よ う

に計算 され る．

　　13p（n ）・ ・ M3 （n ）
一

π 3 （n ）＝ M3 （n ）
− r313N （n ）　　　　　　　　　　　　　　　　 （16）

　 （16）式 を第 1年度 に適用 する と
， 次の よ うに計算 され る．

　13p（1）＝ M3 （1）− O．072× 1200 ＝ 530 ．6− 86．4 ＝ 4442

　n 　＝x 年 に お い て ， 純投資額 13N（n ）の 値が 負 に な る とす る と， 第 3 法に お い て は
， 負 の

純投 資の 期 間 に な る と リー
ス 利益 の 配分 を行 わ な い と い う仮 定が あ る の で ，

　　π 3 （n ）＝＝O　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（17）

となる ．負 の 純投 資の 期 間の キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー M3 （n ）は全 額 ， 投 資額 の 元本 の 回収 部分

と仮定 して 計算 され るの で
，

　　13p（n ）・・ M3 （n ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （18）

とな る ．負の 純投 資の 期 間 の 第 n 年度 の 純投資額 13N（n ）は
， 元 本の 回収 部分 13p（n ）だけ

減額す る こ とに よ っ て ，次 の よ うに 表 さ れ る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　 n

I・N （n ， x ）＝＝
αC・（1＋ r

・）
x ”1−一

　2M ・ （t− 1）（1＋ r
・）

x ”‘ 一
ΣM ・（t− 1）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t ＝2 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t ＝x ＋ 1
（19 ）

x ；5 年 にお い て 純投資額 13N（n ，
　x ）の 値 が負 とな り， （19）式 を負 の 純投 資の 期 間で あ る

第 6 年度 に適 用す る と，次 の よ うに 計算 され る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 5　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　 6
1
・N （6 ・

5）一゜・2×6°°°× （1＋°・°72）
5−1 一

聖 ・（t− 1）（1・ °・°72）
5−tr

期 旧 ）

＝＝O．2× 6000 × （1＋ 0．072 ）
5− 1− M3 （1）× （1＋ 0．072 ）

5一2− M3 （2）× （1＋ 0．072 ）
5−3

　 − M3 （3）× （1＋ 0．072 ）
5−4− M3 （4）× （1＋ 0．072 ）

5−5− M3 （5）

＝1200 × （1 ＋ O．072 ）
4 − 530 ．6 × （1 ＋ O．072 ）

3− 393 ．2 × （1 ＋ 0．072 ）
2 − 281 ．2 ×

　 （1＋ 0，072 ）
1 − 189．1× （1＋ 0．072）

o− 112．6　＝ − 123．9

　リース 期 間後半 にお い て は ，税 金 の 繰延効果 の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー TD （n ）を考慮 した結 果 ，

第 3 法 の キ ャ ッ シ ュ フ m − M3 （n ）が 負 の 値 と な り ， 第 3 法 に お い て は ， 新 た に投資 を して

い る と考 える の で ， M3 （n ）が 負 の 値の 時， そ の 金額分 だ け 純投資額が増 加す る と仮定 され

る．そ の 結 果，純投資額 は 再び正 の 純投資の 期 間 とな り， リース 利 益 の 配分 が行 わ れ る．

　n ・・ y 年 に お い て
， 純 投資 額 13N （n ）の 値 が 正 とな る とす る と

，
リ

ー
ス 期 問後半 の 正 の 純

投 資の 期 間 にお ける 第 n 年度 の 純投資額 13N（n ）は
， 次 の よ うに 表 され る ．
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1、N （n ，　x ，　y）一
αC 。（1＋ r

、）
n − （y

− x ）−1一
ΣM ，（t− 1）（1＋ r ・）

n − （y
− x ）T’t

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t ＝ 2

　 　 　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n

　　
一
ΣM

、（七一1）（1＋ ・
・）

n − y一
ΣM

・（t− 1）（1＋ ・
・）

n 一七

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t ＝y＋ 1　 　 t ；x ＋ 1
（20）

　 y ＝ 11 年に お い て 純投資額 13N （n ，
　x

，
　y）の 値が 再び 正 とな り， （20）式 を正 の 純投資の 期

間で あ る
， 第 12 年度に 適 用す る と

， 次 の よ うに 計算 され る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 5

1
・N （・2・

・… ）一 ・・2 ・ 6・・°・ （1… °72）
12− （11胴 一

警 ・（七
一1）・ （1・ °・・72）

12− 〔11“5）
− t

　 11　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　　　 　　　 12

謁誓・ （・
− 1）・ （1・ °・°72）

12『’1

著糟
宀1）x （1・ °・°72）

12−t

一1200x （1＋ O．072）
5− M3 （1）× （1＋0．072）

4 − M3 （2）× （1＋ O．072）
3− M3 （3）× （1＋0．072）

2

　 − M3 （4）× （1＋ 0．072）− M3 （5）x （1＋0．072）
− M3 （6）x （1＋O．072）　− M3 （7）x （1＋  。072）

　 − M3 （8）× （1＋0．072）− M3 （9）× （1＋0．072）− M3 （10）x （1＋0．072）− M3 （11）× （1＋O．072）
o

　＝ 1200 × （1＋0．072）
5− 530，6× （1＋ 0．072）

4− 393．2x （1＋ 0．072）
3− 281，2× （1．＋ 0．072）2

　
− 189．1× （1＋ 0．072）− 112．6× （1＋ O．072）− 48．3× （1＋ 0．072）＋6．7× （1＋0．072）

　 ＋5．47× （1＋ 0．072）＋ 97．4 × （1＋ 0．072）＋ 137．5× （1＋ O．072）＋ 234＝367．2

　り 一ス 期 間後 半 の 正 の 純投 資 の 期 間 に お け る 第 n 年度 の リ
ー

ス 利 益配 分 額 π 3 （n ）は
，

（14） 式お よび （15）式 と同 じ よ うに 計算 され る ．

　ま た
，

リー
ス 期 間後 半 の 正 の 純投 資の 期 間 に お け る第 n 年度 の 投 資 回収 額 13p（n ）は ，

（16）式 の よ うに計算 さ れ る ．

　次 に
， 第 3 法 の 投 資利益率 r3 を求 め る過程 に つ い て 述 べ る ．

第 1 法お よ び 第 2 法 に お い て は毎 年度 の 正 味 キ ャ ッ シ ュ フ m 一が 一
定 額で あ る の に 対 し

，

第 3 法で は ，税金 の 繰延効果 を考慮す る た め に毎 年度異 な っ た金 額の 正 味 キ ャ ッ シ ュ フ ロ

ー と な る ．第 1 法お よび 第 2 法で は投 資利益 率 r1 お よび r2 を求め る の に 内部収益 率法 をそ

の ま ま用 い る こ とが で きる ． 内部収益率法で は ， 再投資利益率に つ い て 暗黙 の うち に ， 割

引計 算が 適用 され る利益 率で 再投 資 され る こ とが仮 定 され て い る が
， 第 3 法 で は

， 純投 資

額 が 負 の 期 間に は リ
ー

ス 利益 の 配 分 を行 わ な い の で
， その 期 間は適 用 され る 利益 率 で 再投

資 さ れ な い こ と に なる ． したが っ て
， 第 3 法 にお い て は

， 投資 利益率 r3 を求め る た め に 内

部収益率法 をそ の まま用 い る こ とは で きない ．投資利益率が 決 ま らない と負の 純投資 の 期

間が 始 ま る年度 が 分 か らな い た め ， ある 投資利 益 率の 値 を仮 定 して ， （20）式の 値で あ る
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レバ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引 の 測 定方 法 に つ い て

純投資 額 を ， リ
ー

ス 期 間終 了時 （n ＝ 13）に お い て 0 とす る こ と に よ り得 られ る
， 次の

一

般 式を用 い て 試行錯誤 に よ り，投資利益率 r3　＝ O．072 が 求め られ る
（4）

．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 x

I
，N （n − 13

，
・

，
　y）一 α C

。（1＋ ・
，）

13rm
　
c’− x ’

　
”1 一

Σ．
M

、（t− 1）（1＋ ・
、）

13 − （y− x ）　’t

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t ＝2

　 　 　 y 　　　　　　　　　　　　　　　　 13

　　
一
ΣM

、（t
− 1）（1＋ ・

、）
13−y一

ΣM ・ （t− 1）（1＋ ・
、）

’3−−t
，． O　　　　　　　　　　 （21）

　 　 t ＝x ＋ 1　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t ＝y ＋ 1

第 3 法 に よる リ
ース 開始時の 各 レ サ ー

の 仕 訳 は ，表 4 の デ
ー タ よ り， 次の ご と くと な る ．

リース 開始時 航空機 500

見積残存 価値　　 58．333

リース 債権 　　　 78ユ

借 入金　 　　　　400

　　現金　 　 100

　借 入 金 　　 400

　航空機 　　 500

繰延利益 　　　36．433

金融機関か らの 借入 金 は ノ ン リ コ ース ・
デ ッ トで ある の で 計 ．ヒしない ．繰延 利益 の 金額

は表 4 の ｛π 2 （n ）ノτ ｝112 の 合計 の 欄 の 値 か ら得 られ る ． こ の 金 額 は 第 2 法 の 繰延利益 の 金

額 と同 じに な る．次 に リース 料受取時等の 仕訳 は ，次の ご と く とな る．

リ
ー

ス 料受 取時　 　 現 金　 　 　 　 　 60 　 　 　 　 　 　 リ
ー

ス 債 権　 　 　 6．925

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 預 り金 　 　 53．075

付随費用 の 支払　　 支 払 手数料　　　　0 ．4166 　　　　　　 現金 　　　 0．4166

金融機関 へ の 支払 　 預 り金 　 　 　　 53．075 　 　　 　 　　 現金 　 　 53．075

リ
ー

ス 利益 の 認識 　 繰 延利益 　 　 　 　14．4　 　 　 　 　 リ
ー ス 利益 　 　 14．4

　 リース 利益 14．4 百 万 円 は表 4 の ｛cr2 （n ）／r ｝112 の 第 1年度 の 欄 の 値 か ら得 られ る ． こ の 金

額 は 第 2法の リース 利益 の 金額 3．6833 百万 円 よ り大 きい ． つ ま り両 者の リ ース 利益 の 総 額

は ， 同 じで あ る が ， 税 金 の 繰延効 果 を考慮 する た め独 特 の キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー とな り，

リー

ス 利益 の 期間配 分 が 異 な る ． こ の 結果，第 3 法で は ，数値モ デ ル を適用 す る と第 5年度 か

ら第 IO 年度 まで 全 くリ
ース 利益 の 配分 が 行 わ れ な い こ とに なる ．
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表 4． 第 3法 に 関す る 正味智”ユフ匚トと リ
ー

ス 利益配分額 （単位 ：百万 円）

nM2 （n ） TD（n ） M3 （n ） 13N（n ） 13P（n ） π 3（n ） 蝋 h）1τ　 陣 （n ）〆τ｝112

0 一1200 一1200

1 78．1452 ．5 530．61200 4442 86．4 1728 14．4

2 78．1315 ．1 3932 755．8 338．8 54．4 108．8 9．0666

3 78．1203 ．1 2812 417．0 2512 30．0 60．0 5．0

4 78．1111 ．0　　 　 189．1 165．8 1772 11．9 23．8 1．9833

5 78ユ 34，5　　　 112．6 一1L3 112．6 0．0 0．0 0．0

6 78．1 一29．8 48．3 一123，9 48。2 0．0 0．0 0．0

7 78 ユ 一84．8 一6，7 一172．1 一6．7 0．0 0．0 0，0

8 78．1 一132．8 一54，7 一165．4 一54．7 α 〇一 0。0 0．0

9 78．1 一175 ．5 一97．4 一110．7 一97，4 0，0 0．0 0．0

10 78．1 一215．6 一137．5 一13β
一137 ．5 0．0 0．0 0．0

11 78．1 一312．1 一234．0 124．21 −243．0 9．0 18．0 1．5

12 778 ．1 一383．9 3942 3672 　 　 　 3672 26．9 53．8 4，4833

計 437．2 一218．3 218．9 0．000 　　1200 218．6 437．2 36．4333

（4）統合 的投 資法 （第 4 法 ）

　第 4 法 で は ，第 3 法 と 同様 に ノ ン リ コ ー ス ・デ ッ トと税 金 の 繰延 効果 を会計処 理 上 に反

映 させ る だ け で は な く， さ ら に超 過 回 収資金 の 運用 に よ り得 られ る と予想 され る 利益 を
，

レ バ レ ッ ジ ド ・リ
ース 取引の リース 利益 と認識する ． こ れ は レ サ ーが レ バ レ ッ ジ ド ・リ ー

ス 取 引 を投 資対象 と して 評価 す るの に
， リ

ー
ス 利益 と負の 純投 資の 期 間 か ら生 ま れ る超過

回収資金 の 運 用 に よ り得 られ る と予 想 され る利益 を も考慮 に入 れ て い る と考 える か らで あ

る ． 第 4 法 は
， 表 5 の デ

ー
タ に 基 づ い て 実施 さ れ る ．第 4 法 の キ ャ ッ シ ュ フp 一は

， （12）

式の 第 3 法 と全 く同 じに な り， リース 利益 配分額 を求 め る 過程 は （15 ）式 まで 同 じで あ り，

さ ら に （15）式に よ っ て 求め られ る π 3 （n ）／τ に超過 回収資金 の 運用 に よ り得 られ る と予想

され る 利益 の 配 分th　7TA （n ）を加算 す る ．次 に負の 純投 資 の 期 間か ら生 じた超 過 回収資金

IEは 純投 資額 の 累計額 が 初期投 資額 α Co を超 えて 回収 さ れ て い る期 間 ， す な わ ち 負の 純投

資の 期 問 に お け る純 投資額の 合計額 に 等 しい の で ，次の 式 で 表 され る ． な お ，数値モ デ ル

に お ける 負 の 純投資 の 期 間は n ＝ x 年 か ら y
− 1年で あ る か ら， （21）式 に よ り，第 5 年度 か

ら第 10 年 度 まで と なる ．

　 y− 1　　　　　　 10

1・
＝
潯｛・・ （t）r潯1・N （t）　＝ 　11・°＋ 123・6＋ 171・8 ＋ 165 ＋ 11°2 ＋ 12・8 ＝ 5944 ≒ 5％ （22）

再投資案 の 予想利 益率 を rA ＝ 0．03 と仮定 して ，　 IEを再投 資す る こ と に よ っ て 得 られ る利
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レバ レ ッ ジ ド
・

リ
ース 取引の 測定方法 1こつ い て

益 の 金額 を 孤 とす る と
， πA は次 の 式で 表 され る。

　　7TA 　
・＝ rA ・IE ＝ 0．03x595 ＝ 17r85　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）

　π A を リー ス 利益 の
．一
部 と考 え 2 次的 に リ

ーズ利益 と して 配分す る ． リ
ー

ス 利益の 総額

は 第 3 法 の 利益 総額 に π A を加算 した もの で あ る． した が っ て ， 77
・
A を正 の 純投資の 期 間の

各年度に り一ス 利益 として 配分す る． リース 利益 の 配分 の 方法は 正 の 純投資の 期 間の 純投

資額 に
一

定 の 利 子率 を掛 け た値 とす るの で
，

正 の 純投資 の 期 間の 純投 資額 の 合計 額 3031 ．7

百 万 円で 超過 回収資金 の 運 用 に よ り得 られ る と予 想 され る利益 π A の 総額 17．85百万 円 を

割 れ ば
， リ

ー
ス 利益 を 2 次 的 に 配分 する 時の 投資利益 率 r4 ＝ O．005887 が 求め られ る ．

　第 3 法 にお い て ， （13）式お よ び （20 ）式で 求め た正 の 純投資額に投資利益 率 r4 をか け

る こ とに よ っ て
， 正の 純投 資の 期 間 にお け る

， 任 意の 第 11 年度 の 超過 回収資金 の 運用 に よ

り得 られ る と予 想 され る 利 益 の
一

般式 は
， 次 の よ うに表 され る ．

　　π A （n ）； 「4
’13N（n ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）

　 （24）式 を第 1年度 に適用 す る と， 次 の よ うに計算 さ れ る ．

　 7TA （1）＝0．005887 × 1200 ＝ 7．0644

　 したが っ て
， 第 4 法の リ

ー
ス 利益 配分額 に つ い て は

， 次の （28 ）式で 表 され ， 表 5 の

π A （n ）， π 4 （n ）の 各欄 の 値 を得 る ．

　　 π 4 （n ）＝ π 3 （n ）1丁 ＋ 7；
’
A （n ）＝＝r3 ・13N（n ）h ＋ r4

・13N（n ）　 　 　 　 　 　 　 　 （25）

（25）式 を 第 1年度 に 適用 す る と，次 の よ うに計 算 され る ，

　 π 4（1）＝ 172 ．8・＋ 7．064 ； 179 ．864

　 第 4 法 に よ る リース 開始時 の 各 レ サ ー
の 仕訳 は

， 表 5 の デ
ー タ よ り， 次の ご と くとな る．

リ
ー

ス 開始 時 航 空機

借 入金

見積残存 価値

リース 債権

借 入金

500

400

58．33333

79．58733

400

現金

航空機

繰延利益

100

500

37．92066

第 4 法 にお い て も，金融機関 か らの 借 入金 は ノ ン リ コ
ー ス ・デ ッ トで あ る の で 計 一L しな

い ．繰延利 益 の 金 額は 表 5 の π 4 （n ）／12の 合計 の 欄 の 値 か ら得 られ る ．負の 純投資の 期 間

か ら得 られ る 超過 回収 資金 の 運 用 に よ り得 られ る と予想 され る利益 を考慮す る た め に ， 第

3 法 よ り も大 き くな る． そ の 結果 ， リース 債権の 金 額 も第 3 法 にお け る 金額 78．1百 万 円 よ

りも大 き くな る ．次 に リース 料 受取 時等 の 仕訳 は次 の ご と くとな る ．

リース 料 受取 時　　　 現金 　　　 　　 60　 　　　 　　 リ
ー

ス 債 権　 　 6．925

　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　　 　 　 預 り金　　　　　　　53．075
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付随費用 の 支払 　　　　支払 手数料 　　　　0．4166 　　　 現金　　　　　 0，4166

金融機 関 へ の 支払　　　預 り金 　　　　　53．075 　　　　 現金　　　　 53075

リース 利益 の 認識 　　　繰延 利益　　　　 14．4　　　　　 リ
ー

ス 利益 　　14．4

　 リース 利益 14．4 百万 円 は表 4 の ｛π 3 （n ）／丁 ｝／12 の 第 1年度 の欄 の 値か ら得 られ る ． こ の 金

額 は 第 3 法 と同 じで あ る ．超 過 回収資金の 運用 に よ り得 られ る と予想 さ れ る に利益 が 実現

した 時の 仕訳 お よ び リ
ー

ス 利益 の 認 識 の 仕訳 は 次の ご と く とな る．

再投 資案 の 利益 の 実現 　現金　 　 　 　 　 　 O．58866　 　 　 リ
ー

ス 債権　 　 O，58866

リ
ー

ス 利益 の 認識 　 　 繰延利益 　 　 　 　 O．58866 　 　 　 リース 利益 　 　 0，58866

　 り
一ス 債権お よび リ

ース 利益 の 金額 は 表 5 の π A （n ）／12 の 第 1年度 の 欄 の 値か ら得 られ

る ．

　　　　　　　　表 5． 第 4 法に 関す る リー
ス 利益 配分額 （単位 ：百万円）

n π 3 （n ）／τ　　　 兀 A （n ） π 4 （n ） π A （11）／12 π 4 （n ）112

1 172．817 ．064 179．864 0．58866 14988666

2 1°蝉 45 ° 113250 0．37083 9，4375

3 60．0 2．456 62．456 0，20466 5，204666

4 23．8 0．978 24．778 0．0815 2．064833

5 0 。0 0．0000 0 ，0000 0，00000 0．00000

6 0．0 0．0000 0．0000 0．00000 0．00000

7 0．0 0．0000 0．0000 0．00000 0．00000

0．0 0 ．0000 　 ｝　　 0．0000 0．00000　　　　　　　　冂 0．000008
　　
9 0，0

　 　　　 　　 　 十

〇，oooo 　 l0 ．00GO 0．00000 0．00000

10 0．0 0．0000 0．0000 0．00000 0．00000

11 18 ．0 0．734 0．1873 0．06116 1．561166

12 53．8 2．165 0，5596
　 　 　 　 　 　 　 　 　†

0．18041 　　　　　　　　4．66375

計 437217 ．848 4，5504　　　　　　　　 i

　 　 　 　 　 　 　 　 　 1
1．48733 　　　　　　　37920666

4． レバ レ ッ ジ ド ・リ ー ス 取 引の 代替的測定方法の 理 論的検討

　 本 論 文 で は ，
レ サ ー の 債 務 が ノ ン リ コ ー ス ・

デ ッ トで あ る こ と ， す な わ ち ， FASB

No ．13 の 認 識 と同
一 の 立 場 に立 つ こ と を前提 と して 「償 還 請求権 の 行使 を受け な い 債 務」

と して 取 扱 い ， レ バ レ ッ ジ ド ・リー
ス 取引 の 測定 に つ い て

，
FASB 　No ．13 が示 す 4 方法 の

会計理論 上 の 妥 当性 に つ い て 数値 モ デ ル を用 い て 検討 を行 っ て きた ． レ バ レ ッ ジ ド ・リー

ス 取 引の 現 実の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー と して は
， リ ース 開始時点 にお い て は

， 金融機関か らの

借入 金総 額 （1一α ）Co の キ ャ ッ シ ュ
・イ ン ・フ ロ

ー
，お よ び 借 入金総額 （1一α ）Co と レ サ ー

の 自己 資金 α Co とで ， リース 財 産購i入 価額 Co の キ ャ ッ シ ュ ・ア ウ ト ・フ ロ ーが 生 じ， リ

40

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

レバ レ ッ ジ ド
・

リ
ー

ス 取引の 測 定 方法 に つ い て

一ス 期 間 中の 各年度 に つ い て は
， 受取 リ ー ス 料 RL の キ ャ ッ シ ュ

・イ ン ・
フ ロ ー

，
レ サ ー

が 支払 う固定 資産 税 ， 保 険料等 の 付随費用 EL
， お よ び 金融 機 関 へ の 元 利均等払 返 済の 年

額 EcR の キ ャ ッ シ ュ
・ア ウ ト ・フ m 一が生 じ ， さ らに ， リ

ー
ス 終了時点 にお い て は ， リー

ス 財産 の 見積残存価値 SN の キ ャ ッ シ ュ
・イ ン ・フ ロ

ーが 生 じる ．　 FASB 　No ．13 が 示す 4 方

法の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー は ， レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取引 の 現 実 の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
に どの よ

うな計算上 の 前提や 仮定を 加 えて い る の か を考慮 し，
レ バ レ ッ ジ ド ・リ

ース 取 引 に関す る

従 来 の 主 要 な研 究 で あ る FASB の 見解 を示 しなが ら
， 以下 に レ バ レ ジ ッ ド ・リ ース 取引の

代替的測定方法の 理 論 的検討 を行 う．

（1） 通常 の 金 融 リ
ー

ス 法 （第 1法 ）

　第 1法は
，

レ サ ー と金 融機 関 との 金銭 消費貸 借 契約 を レ バ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引 とは 別

の 資金 調 達取引 とみ な して い る ．金融機関 と レサ ー との 金銭消費貸借契約 は 通常 レ バ レ ッ

ジ ド ・リース 取 引 と連 動 して 同 時 に 効 力が 生 じ
， 不可 欠

．
体 の もの で あ る の に

， そ の 事実

を表 して い ない ． さ らに
， 第 1 法 は

，
ノ ン リ コ

ー
ス ・デ ッ トが レサ ー に と っ て 通 常 の 負債

で ある借 入 金 と して 認識 され るが ，
こ れ は上 記 の 前提 と整合 しな い ．こ れ らの 理 由 に よ り，

第 1法 は妥当で ある とは い えな い ．

　 FASB に よ る と
，

ノ ン リ コ
ー

ス ・デ ッ トが レ サ ー に と っ て通 常 の 負債 と して 認識 され て

い る こ と，お よび レ バ レ ジ ッ ド ・リ
ー

ス 取 引 の 別個 の 面 に つ い て は 何 の 認識 もさ れ て い な

い こ とか ら ， 第 1法 は妥 当で あ る とは い えない 。

（2）三 当事者 間金融 リ
ース 法 （第 2 法）

　 第 2 法に よ る と
，

キ ャ ッ シ ュ フ ロ ーは ， レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取引の 現実の キ ャ ッ シ ュ

フ ロ ーそ の もの を表示 して お り，他 の 測定 方法の よ うに 変更 を加 え て い な い ．

　 第 2 法 で は
，

ノ ン リ コ
ー

ス ・デ ッ トを負債 と して 認識せ ず ， 超 過 回収資金 の 運 用 に よ り

得 られ る と予想 され る利益 を リース 利益 に 含 め ず ， 税 金 の 繰 延効果 を考慮 しな い ． 自己資

金 の み が レ サ ー
に よ っ て リー

ス 利益 を獲得 す る ため の 真 の 投資 額 を意味 し， 現 実 の キ ャ ッ

シ ュ フ ロ ー を基礎 に して レサ ーの 純投資額 を算定 し，そ れ に対 す る利益 率が 均
一

に な る よ

うに リ ース 利益 を配分 す る第 2 法は
，

レ バ レ ッ ジ ド ・リ ース 取 引 の 経済 的実 質で あ る金 融

取引 と ノ ン リ コ ース ・デ ッ トの 性格 を適切 に写 像 して お り ， 妥当で あ る とい え る．

　 FASB に よ る と
， 第 2 法で は ，

レ バ レ ッ ジ ド ・
り

一ス 取 引が 別個 の 面 を持 っ て い る とい

う事実 に つ い て は何の 認識 も して お らず， リース の 初期 の 段階 にお ける キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー

に よ っ て レサ ーの 当初 の 自己資金 が 回収 さ れ る こ と を認 識 して い な い と して ， こ の 測定方

法 を不適 当で ある と して い る ．別個 の 面 は 税金 の 繰延効 果 を考 慮 した結 果 生 まれ る が ， 税

金の 繰延効 果 に 対す る 批 判 に つ い て は次 に 述べ る ．

41

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計学 第 7巻 第 1・2 合 併号

（3）別個の 面を持 っ た投資法 （第 3 法）

　第 3 法 は第 2 法 と伺 じ よ うに
，

ノ ン リコ
ー

ス ・デ ッ トを負債 と して 認 識せ ず ， 超 過 回収

資金 の 運用 に よ り得 られ る利益 を リ
ー

ス 利益 に 含め ない ． しか し ， 第 3法 に よ る と
， キ ャ

ッ シ ュ フ m 一
に は

，
レ バ レ ッ ジ ド ・リー

ス 取 引の 現実 の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
に 税金 の 繰延効

果の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー を加え られ て い る ．第 3 法の キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー を基 礎に して ， リー

ス 利益 の 配分 を行 う過程 に お い て は
，

さ らに 様 々 な前提 や 仮 定が 設 け ら れ て い る． 以 下 に

こ れ らの 前 提お よ び仮 定 を挙げなが ら検討 を行 う．

  第 3 法 で は ，各 年度 に つ い て ，受取 リ
ー

ス 料 を収益 と して ， リ
ー

ス 財 産の 減価償却 費，

　お よ び金融機関 か らの ノ ン リ コ ース ・デ ッ トに 関す る支払 利息 を費用 として 処理 す る こ

　 と を ， 課税所得 計算上 採 用す る こ と を前提 と して い る ．

　 こ の こ とは フ ァ イ ナ ン ス ・リ
ー

ス 取引 で あ る レ バ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取 引 を税務上 は オ ペ

　 レ
ー

テ ィ ン グ ・リース 取 引 と して 処 理 す る こ と を前提 に して い る こ と を意味す る． こ の

　 よ うな方 法 は
， わが 国 にお い て は

， 課税 所得 の 計 算 が確 定決算 主義 に 基づ く限 り， 採 用

　 し得 な い し
， 米国 に お い て も特定の 条件 を満た す レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取引の みが 税務

　上 オ ペ レ
ー

テ ィ ン グ ・リー ス 取引 と して 取 り扱 わ れ る に す ぎな い の で
，

一
般 的 に 妥当 な

　測 定方法 とは い えな い 。 また ，純会計理 論 上 も レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取引 をフ ァ イ ナ ン

　 ス ・リ
ー

ス 取引 と見 る こ と を前提 と し なが ら
， 税務 上

，
オ ペ レ

ー
テ ィ ン グ ・リ

ー
ス 取 引

　 と見る こ と とそ の他の 優遇 の 取 り扱い を測定方法に導入す る考え方は妥当とは言 えない ．

  第 3 法で は
，

レ サ ー
の り一 ス 財 産の 減価償 却法に つ い て は

， 定額法で は な く ， 定率法

　 そ の 他 の 加速度 償却 法 を用 い る こ と
， な らび に レ サ ーの 金融機 関か らの 借入金 の 支 払利

　息に つ い て は ，元利 金 等返 済 方式 が 採用 され る こ とが 前提 と され て い るの で
，

リー
ス 期

　 間の 初期 に は相 対 的 に多額 の リ
ー

ス 損失が 計 ヒされ る ．

  企 業の レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取引以外の 業務か ら もた らさ れ る利益 が プラ ス で ある こ

　 と を仮定 した 上 で ， そ の リース 損 失分 だ け その 利益 が 減少 し ， それ に 対応 す る 法 人所得

　 税 も減少 す る か ら ， 企 業の キ ャ ッ シ ュ
・ア ウ ト ・フ ロ ー は そ の 分 だ け 減少す る が ， そ れ

　 を キ ャ ッ シ ュ
・イ ン ・フ ロ ー の 増 加 とみ な す と い う独 特 の 仮 定 を置 い て い る こ と に な

　 る ．

　 こ の よ うな仮定 に もとつ く測定方法は ，会計理論上 妥当で あ る とは い え な い ．

  リース 期 間の 途 中で 正 味 キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー
の 累計額 が レサ

ー
の 自己資金 を超 え ， 投下

　資金 の 超 過 回収状 態 を意味 す る負 の 純投 資 の 期 間 を生 じ る ． こ の 測 定方法 に お い て は
，

　 純 投資額 が 負 で ある 期 間 に は リ
ー

ス 利益 を配分 せ ず ， 純投資額が 正 で あ る期 間 に の み リ

　
ー

ス 利益 を配分す る とい う仮 定 を置 い てい る ．
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レ バ レ ッ ジ ド ・り
一

ス 取 引の 測 定方法に つ い て

  負の 純投資の 期間 にお い て リース 利益 を配分 しな い の で
， 負の 純 投資の 期 間の 各年度

　の 現実の キ ャ ッ シ ュ
・イ ン ・フ m 一は

， 利益 部分 を含 まず ， 全て 投 資の 回収額 とみ なす

　 とい う仮 定 を置 い て い る．一

  第 3法 で は
，

キ ャ ッ シ ュ フ ロ
ー

の 各 年度 の 値 が リ
ー

ス 期 問の 後 半 に お い て
， 負 に 変 わ

　 る と，当然， また 投資を して い る と考 えて ，そ の 金額分 だけ純投資額 を増や す とい う仮

　定 を置い て い る ． その 結果 ． 純 投資額 は再 び 正 で あ る 期 間 とな り， 現実 の キ ャ ッ シ ュ フ

　 ロ ー は再 び利益 を生 み始め た と考え ， リ
ー

ス 利益 の 配分 を行 う．

　 FASB に よる と，正 の 純投 資の 期 間 と リー
ス 利益 との 適正 な対応 が 可能 で あ る と と もに ，

負の 純投資の 期 間に お ける別個 の 面 を持 っ た投資 とい う経済的効果 を も適切 に示 され る こ

とか ら ， 第 3 法 は
，

レ バ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引 の 正 しい 測定 方法 で あ る と して い る ．

　 しか し ， ヒ記 に示 した よ うに ， 第 3 法で は
，

レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取引の 現実の キ ャ ッ

シ ュ フ ロ
ー

に
，

さ ら に 非 現実 的 な様 々 な前提 や 仮定 を設 け て い る ． さ ら に
， 第 3 法 で は

，

企 業 の 他 の 業務 の 業績 に依 存す る不 確実 な税 金の 繰延効果 を レバ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引 の

キ ャ ッ シ ュ フ ロ ー と して 扱 い
， それ を基 に リー

ス 利益 の 配分 を行 っ て い る ．法 人所得税 額

（税金 の 繰延効果 を含む）は ，
レサ ーの 経済活動全体か ら決 ま り，

こ れ を経済活動の 1 つ で

あ る レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取 引の リース 利益 の 認識 ・測定 に取 り入 れ る こ とに は問題 が あ

る ．従 っ て
， 第 3 法 は妥 当で ある とは い えな い ．

（4）統 合的投資法 （第 4 法）

　 第 4 法 で は ， リ
ー

ス 利益 の 配 分 の 基礎 と な る キ ャ ッ シ ュ フ ロ ーの 捉 え方 は ， 第 3 法 と全

く同 じで ある． た だ し，
こ の 第 4 法で は， さ ら に 超過 回収資金の 運用 に よ り得 られ る と予

想 され る 利益 を リ
ー

ス 利益 に 含 め る こ とを前提 と して い る ． した が っ て
， リ

ー
ス 利益 の 総

額 は，負 の 純投 資の 期間か ら生 じる超過 回収資金 を再投 資す る こ とに よ っ て 得 られ る と予

想 され る 未実現利 益 を含 ん で い る の で
， そ の 増 加分 だ け過大 に 測定 され て い る こ と に なる

か ら ， 第 4 法 は 妥 当で な い と言わ ざる をえない ． また ，第 3 法 と第 4 法は 日本で は確定決

算主 義 を採 っ て い る た め制度 会計上 実施 す る こ とが 出来 な い 方法で あ る．

　 FASB にお い て も， 超過 回収資 金 に基 づ く利益 は ，そ の 実現 ない し発生 以 前 に認 識 され

る の で 第 4 法 は受け入れ られ な い と して い る．

5． お わ りに

　以 ヒ，FASB 　No ．13 が 提示 す る フ ァ イ ナ ン ス ・り一 ス 取 引 と して の レ バ レ ッ ジ ド ・リ ー

ス 取引 の 測 定の た め の 4 方法の 意義 と特性 を述 べ
， そ れ ら の

一
般式 を提 示 し ， 数値モ デ ル

を適用 して ，そ れ ら の 会計理 論 上 の 妥当性 に つ い て 検討 して きた ．
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　 レ バ レ ジ ッ ド ・リ
ー

ス 取引 の 測 定 の た め の 4 方法 の 検 討 を行 う場 合 ， 次の 項 目に 関 して

考察す る必 要が あ る．

  FASB 　No ．13 と 同
一

の 前 提 に た っ て ， レ サ ーの 金 融機関 に対す る債 務 が ノ ン リ コ ー

　ス ・デ ッ トで あ る場合に は
， 「償 還 請求権 の 行使 を受け な い 債 務」 で あ る か ら， 負債 と

　 し て の 要 件 を満 た さず ，
レ バ レ ッ ジ ド ・リ

ー
ス 取引の 測定か ら ，

こ れ を除 く必 要 が あ

　 る．

  レサ
ー と金融機 関 との 金銭消 費貸借契約 ，

レサ ー とメ
ー

カー等 との 売 買契約 ， レサ ー

　 と レ シ ー との 賃貸借契 約 ，
な らび に リ

ー
ス 会社 と他の 当事 者 との 諸契約 は

， 契 約条項上 ，

　 あ る い は 実質的 に 連動 して 同時に効力が生 ずる よ うに な っ て い る とい う取引の 実態 を測

　 定方法は 写像す る必 要が あ る．

  超過 回収資金 の 運用 に よ り得 られ る と予 想 さ れ る 利益 は 未 実現利益 で あ る か ら， こ れ

　 を リース 利益 に含 め る よ うな測 定方法 を採用す べ きで は な い ．

  現在 は
， 税務 上 ，

フ ァ イ ナ ン ス ・リース 取引 と して の 会計処 理 を行 っ た場合 に は全 く

　税 金 の 繰延効果は な く， また オ ペ レ ー
テ ィ ン グ ・リ ース 取引 と して の 会計処理 が 認 め ら

　 れ た場 合 に お い て は
， 本来 ， 支払利 息 と減価償 却費 は適法 に損 金性 が 認 め られ て い る の

　 で あ っ て ， レバ レ ッ ジ ド ・リー ス 取 引 に 特 に税 金 の 繰延効果 が ある とは い えな い ，

　以 上 の 項 目に つ い て検討す る と
， 「三 当事者 間金 融 り

一
ス 法」 が ，

フ ァ イナ ン ス ・リ ご

ス 取引 と して の レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取引の 測定 に つ い て 妥当で ある とい える ．

　 以 上 検 討 して きた よ うに
，

ア メ リカ に お い て は FASB 　No ．13 が 4 方 法 を提 示 し ， 「別個

の 面 を持 っ た 投資法」 を妥当で あ る と して い るが ， こ れ に対 して ，わ が 国 にお い て は レバ

レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取 引 に つ い て の 明確 な基 準 は 存在 して い な い ． リ
ー

ス 会計 基準 に お い て

は
，

フ ァ イナ ン ス ・ワース 取引 の 取 り扱い に つ い て
， 厂原 則 と して 通 常 の 売買取引 に係 る

方法に準 じて 会計処理 を行 う．」 と して お り
，

よ り具 体 的 に 「リース 取引 の 会計 処理 及 び

表示 に 関 す る実務 指針」 に お い て 示 され て い る ．そ の 中で
， 所有権 移転外 フ ァ イナ ン ス ・

リース 取 引 に つ い て は
， 原 則 的 に売買処理 が 適用 され ， リース 期 問 中の リー ス 料総 額 を売

上 高 とみ て ， リ
ー

ス 料総額の うち元本 部分 と利益 部分 を分 離 して
， 元本部 分 を売上 原価 と

し，毎年度 の リ ース 料 を融資の 元利 均 等返 済方式 に よる元 本部分 と利 息部 分 とみ る． つ ま

り ， 「通常 の 売買 取 引」 とみ な し な が ら
，

レサ
ー

に と っ て 販売益 が 時 間の 経過 と と もに逓

減 す る よ うに 取 り扱 わ れ て い る ． した が っ て
，

こ の 方法 は
， FASB 　No．13 が示 す 4 方法 と

は別 個 の 方法で あ る ．

　 リ
ー

ス 会計基準 に よ る こ の よ うな 方法 は，特 に レバ レ ッ ジ ド ・リース 取 引 に 関す る基準

を置 かず ，
レ バ レ ッ ジ ド ・リース 取 引 を フ ァ イナ ン ス ・リ ース 取引 とみ な しなが ら ， 通常 ，
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レ バ レ ッ ジ ド・iJ　
一

ス 取 引 の 測 定 方法・に つ い て

売買取引 と して 扱 うこ とに妥当性 を欠い て お り， したが っ て ，い わ ゆ る金 融取引 と して の

レ バ レ ッ ジ ド ・リ
ー

ス 取引の 測定 に つ い て検討す る こ とは有意義で あ る と思 わ れ る ．

注

（1）FASB ，　Statement 　of 　Financial　Accounting 　Standards 　No ．13 ：Accounting 　for　Leases，

　　 November 　1976 ．［4］paras ．108−114．を参照。

（2）FASB
，
　Statement 　of 　Financial　AccouIlting　Standards 　No ．13 ： Accounting 　for　Leases ，

　　 November 　1976 ．［4］ para．42．c．， お よび嶺 ［7］ を参照 ．

（3） FASB ，　 S七atement 　 of 　Financial　 Accounting 　 Standards 　 No ，13 ：Accounting 　 for

　　 Leases ，November 　1976 ．匚4〕para ．111．，嶺 ［7］，お よび太田 昭和 （編） ［9］p228 を参照．

（4）（21）式 を用 い て ，試行錯誤 に よ り，具体 的 に
， 正の 純投 資 の 始 まる 年 度 x ＝5 ， お よび 負の 純

　　投資の 始 ま る 年度 y＝11 が 求 め ら れ る ．

　　α Co （1＋ r3 ）
6− M3 （1）（1 ＋ r3 ）

5− M3 （2）（1＋ r3）  M3 （3）（1＋ r3）
3 − M3 （4）（1＋ r3 ）

2

　　
− M3 （5）（1＋ r3 ）

2− M3   （1＋ r3）
2− M3 （7）（1＋ r3 ）

2 − M3 （8）（1＋ r3 ）
2− M3 （9）（1＋ r3）

2

　　
− M3 （10）（1＋ r3 ）

2 − M3 （11）（1＋ r3）
2− M3 （12）＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （26）

　 （26 ）式に 数値 モ デ ル を適用す る と
， 次の よ うに な る ．

O．2× 6000 × （1＋ r3 ）
6− 530 ．6x （1十 r3 ）

5− 393．2 × （1＋ r3 ）
4 − 281 ．2 × （1十 r3）

3

　 − 189．1× （1十r3 ）
2− 112．6x （1十r3 ）

2 − 48．33 （1十 r3 ）
2
＋ 6．7 （1＋ r3 ）

2

　　＋ 54．73 （1十 r3）
2
十97．43 （1十r3）

2
十 137．5× （1十r3）

2
十234 × （1十r3 ）

− 394．2＝＝O　　　　　　　　　　　　（27 ）

　 （27）式 を整理す る と，次の ように なる ．

1200 × （1十 r3 ）
6 − 530 ．6 × （1十 r3 ）

5− 393 ．2 × （1十 r3 ）
4− 281 ．2 × （1 ＋ r3 ）

3− 53．7 × （1十 r3 ）
2
十 234 ×　（1＋ r3 ）

　　
− 394．2＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）

　 （28 ）式 よ り ， 投資利益率 r3 ＝0，072 を得 る こ とが で きる．
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The  Study  on  the  Measurement  of  Leveraged
   Lease  Transactions  : in Relation to Four

               Methods  of  FASB  No.13

Keiichi Yamada"

Abstract

 The  purpese  of  this  paper  is to examine  the validity  of  four methods  of  measuTing

transactions of  Leveraged  lease as  the financing lease,from the standpoint  of  the

lessor,described in FASB  No.13,assuming  that  the  loan  is nonrecourse-debt  ta the

lessor. Leveraged  lease transaction invelves at  least three  parties:lessors,a lessee

and  a  leng-term creditor.

 
"Tha

 ordinary  financing lease method"  makes  no  distinction between a  leveraged

lease and  an  ordinary  two-party  financing lease. This method  deesn't reeognize

that  contracts  of  Leveraged lease transaction  and  nonrecourse-debt  connectedly

are  valid  at  the same  time.Therefbre  this methed  is rejected.

  
"The

 three-party financing lease method"  does reflect  the three-par"ty nature  of

the transaction in that the lessor's investment  is tecorded  net  of  the  nonrecourse

debt.Because  this method  closely  fo11ows the cash  flow of  the  transaction,this

method  shows  a  gradually declining investment  balance  throughout  the years ef  the

lease, with  income  recognized  at  a  level rate  of  return  on  the  declining balance.

Accordingly,this method  is apprropriate  method  for measuring  for leveraged  leases.

  
"The

 investment  with  separate  phases  method"  includes deferred taxes  in the

determination of the lessior's unrecovered  investment.There  is uncertainty  involved

in the  deferred tax, thereby  changing  the  lessor's net  investment  and  the  pattern of

imcome  recognitien  contemplated  by the  investment with  this method.  Therefore

this method  is rejected.

  
"The

 integral investment  method"  looks upon  the  earnings  from  the  use  of

temporarily  held funds as  constituting  an  integral part  of  the  lease income.

Because  this method  involves estimation  of  the secondary  earnings  and  recognition

of  a  substantial  portion of  them  in advance  of  their occurrence,  this method  is

rejected.

                           Keywords

Leveraged  lease  transactions,financing  lease  transactions,lessor,FASB

No.13,deferred taxes

 Submitted  Oetober  1998.

 Aeeepted  August  1999.
"
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論 　 文

損益分岐分析の 離散型動的モ デ ル へ の 拡張

後藤　晃範
＊

〈 論文要 旨〉

　短期利益計画 設定 目的 の ため の 伝統的損益 分岐分析 は 、 多品種 CVP 分析 、 非線形 CVP

分析、不確実性 下 の CVP 分析 な ど、こ れ まで 様 々 な拡張や展 開が なされ て きたが、それ

ら い ずれ の タイ プ の CVP 分析 も対象期 間内の 経過 時間の概念 を導入 して い ない と い う意

味 で静 的モ デ ル で あ り、費用 と収益が 時間の 経過 を追 っ て どの よ うに変動するか に つ い

て は 、と りあげ られ て い な か っ た 。 そ こ で 、動的損益分 岐分析が 提案 され た が、これ は

線形の 費用関数 と収益 関数を前提 とした い わ ばプ ロ トタ イプで あ り、 実用的 とは い えな

い e

　そ こ で 、
こ の 論文 の 目的 は 、 伝統的 な損益分 岐分 析に そ の 対象期間内の 経 過時間を離

散変数 と して 導入 し 、動的損益分岐分析の プ ロ ト タ イ プ モ デ ル を離散型動的モ デ ル へ と

拡張す る こ と に よ り、 時 間の 変化 を考慮 した損益構造 を分析 しうる 方法 を提 案 し、さら

に離散型動的損益 分岐分析 モ デ ル を、時間 、 売上 高、費用 ・収益 の 3 軸か らな る 3 次元

空 間に よ り、 企 業 の 収益構造 を図示す る方法 を提案す る こ と で ある 。

　提案する モ デ ル は、1事業年度を対 象とする分析で あ り、本モ デ ル にお ける時間は 、 1

事業年度 を構成す る週 、月お よび 四半期末 とい っ た単位期 間末 ご とに分 析す る 離散的 な

状 況 を扱 うこと とす る。

　 各単位期間末で の 収益関 数は線形関数 と し て 、 また 、費用 関数は 区分線形関数 と し て

取 り扱 われ て お り、
こ れ を 3次元空聞 に図示す る こ とで 、1事業年度 を通 して の 収益 関数

お よ び費用 関数 は 、各単位 期 間末で折 れ 曲が る 区分 曲面 として 表され る。また 、 伝統的

な損益分岐分析 に お ける損益分岐点 は 、 3 次元空間で は 、 費用面 と収益 面 の 交差す る損益

分岐線 として表 され る 。

　 本 モ デ ル に よ り、短期利益計画設定、例 えば 、予算 の 編成 に お い て 時間の 経過 を とも

な っ た損益分 岐分析 をお こ なうこ とで 、そ の 補助 的手段 とす る こ とが で きる。

〈キ ー ワ ー ド〉

損益分岐分 析、離散型動的モ デ ル 、費用 曲面 、 収益 曲面 、動的損益分 岐線

1999 年 2 月 受付
1999年 5 月 受 理

＊
東 京 理 科 大 学 大 学 院 工 学研 究 科 博 上後 期 課 程
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1． は じ め に

　伝統的な損益分 岐分析 は，現実 に は非常 に 複雑で あ る企 業 の 経 済活動 を単純化 し ， 損益

分 岐分 析 図が端 的 に表現 す る よ うに そ の 損益構造 を単純 な線形費用関数 と線形収益 関数 に

よ っ て 表す こ と に よ り， 短期利益計 画設定 目的 や 経営分析 目的等の た め の 補助 的手段 と し

て
， 概 略 的 で は あ る が 非常に 有用 な情報 を提 供す る 技 法 と して 広 く知 られ て い る ． しか し

な が ら
，

企 業の 複雑な 経済活動 を単純化す る た め に 設定 され て い る い くつ か の 仮定 は
，

こ

の 分析 を実際 に用 い る場 合 に問題 点 や 限界 とな る こ とが 多い とい える ．そ の た め に ， 伝統

的 な損益分 岐分析 は
，

こ れ まで 古 くは
，
Jaedicke ［6］，

　 Chanes
，
　 Cooper ＆ Ij　iri ［1］等

に よる多 品種 CVP 分析 ，
　 Jaedicke＆ Robichek ［7］，

　 Hilliard＆ Leitch ［4］， 片岡等［10］

に よ る不確 実性 下 の CVP 分析 ，
　 Goggans ［2］，

　 Givens ［3］等 に よ る非線形 CVP 分析 か

ら
， さ らに Manes ［12］， 井岡 ［5］ 等 に よ る 投資 問題 へ の CVP 分析 へ の 適用 ，

　 Morse ＆

Posey ［13］，山下 ［15］等 に よ り展 開 され た租税 関数の CVP 分析 へ の 導 入等 に 至 る まで ，

種 々 の タ イ プの CVP 分析 に改善 され 拡 張 され て きた． しか し ， 片岡 ［11］は
， そ れ らの

い ずれ の タ イ プの CVP 分析 も対象期 間内の 経過時間の 概念 を導入 して い ない とい う意味

で
， 静 的モ デ ル で あ る と して

， 費用 と収益 が 時 間の 経 過 を お っ て どの よ うに 変化 す る か を

取 り扱 うこ とが で きる動 的損益分 岐分析 の プ ロ トタ イ プ モ デ ル を提案 した ．しか しな が ら，

こ の プ ロ トタ イ プモ デ ル は
， 線形 の 費用 関数 と収益 関数 を前 提 と して い る の で

， 現 実 に は

か な り限 られ た場合に しか用 い る こ とが で きない とい える ．

　 そ こ で
，

こ の 論文 で は
， 複 雑 な企 業活動 を対象 とす る短期 利益計画設定 に動的損益 分岐

分析 を用い る ため に，そ の 予算期間内 の 経過 時 間を離散変数 と して 導入 す る こ とに よ っ て ，

その プ ロ トタ イ プモ デ ル を離散 型モ デ ル へ 拡張 し
， 時 間の 経過 を考慮 した費用 関数 ， 収益

関数 ， お よび 利益 関 数 を導 き ， 動 的損益分 岐線 を求 め る こ と を前提 とす る企 業の 動 的損益

構造 を分析す る新 しい 方法 と，そ れ を 図形情報化す る方法を提案す る ．

　 そ の た め に
， 第 2 節 に お い て 動的損 益分 岐分析 の プ ロ トタ イ プモ デ ル の 構造 を述べ

， 次

に
， 第 3 節 に おい て 離 散 型動 的損益 分 岐分析 モ デ ル を構 築 し ， さ らに ， 第 4 節 にお い て 数

値モ デ ル に こ の モ デ ル を適用 して そ の 特性 を示 し ， 最後に 第 5 節 に お い て 結論を述べ る ．

2． 動 的 損益 分 岐分 析 の プ ロ トタイ プモ デ ル の 概 要

　従 来 の 損益分 岐分析 で は
，

企 業 の 経 済活動 を記 述す る 活 動量が 本来 は多 くの 変数 に よ っ

て 表現 し うる もの で あ る に もか か わ らず ， 単 純化 の ため に 単
一

の 活動 量 の 尺度 （本論文に

お い て は 「売 上 高 S」 に 限定す る ．） に よ っ て 収 益 関数 と費用 関数 が 決 定 され る こ とが 仮
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定 され て い る。動的損益 分岐分析で は ， 伝統的 な損益分 岐分析 に新 たに 「時間 t」 を原 因

変数 として導入する こ とに よ り， 時間の 経過 を考慮 した損益 分岐分析 を行 う方法 で ある ．

　 まず ， 収益 R は
， 売上 高 S と営 業外 収益 RN とか ら成 る とす る と

，

　　　R ＝＝S ＋ RN 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2 − 1）

と表 され； 次の 売 上 高 S と時 間七と を原 因変 数 とす る 収益関数 に よ っ て 与 えられ る ．

　　　R ＝R（S ，
t）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2 − 2）

　営業外 収益 RN が 時 間 t の 経過 に 応 じて
一一

定 の 増加率 γ で 増加す る と仮定 す る と，収益 関

数は次の 様 に表 され る ．

　　R （S ，
t）＝S＋ γ 七　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2 − 3＞

　 次に
， 費用 E は

， 売 上原価 ， 販売費 ・一
般管理 費お よび 営業外費用 か らなる もの とす る

が ， 変動費 V と固定費 F と に
一

律 に 区分 さ れ る もの と し，次 の 様 に ，売上 高 S と時 間 t と

を原 因変 数 とす る費用 関 数 に よ っ て決定 され る．

　　　 E ； E （S ，
t）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2 − 4）

　 さ ら に 売上 高 S に 対 す る 変動費 V の 変化率 を v と し ， 固定費 F の 時間 t の 経過 に応 じた

増加 率を βとす る と
， 費用 関数は

， 次の 様 に表 され る ．

　　　E （S ，
t）＝＝ v ・S 十 β

・t　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2− 5）

　 利 益 （本論 文 で は 「経常利 益」を 指す） は ， （2 − 3）式 の 収益 関数 か ら （2 − 5）式 に よ る

費用 関数 の 差 として 次 の 利益 関数 に よ っ て決定 さ れ る ．

　　π
＝

π （S，
七）＝R （S，

t ）
− E（S ，

t ）＝（1− v ）S＋ （γ
一
β）t

したが っ て
， 利 益 π を得 る た め の 売上 高 は

， 次 の 式 に よ り計算 さ れ る ．

　　S ＝　　
7「
　＋

β
『

γ
t

　 　 　 1− v　 　 　 　 　 　 　 1− v

また，損益分岐点の 軌跡 （損益 分岐直線）は ，次の 様 に 計算 され る ．

　　　　 β
一

γ
　　SBE ＝　 　 　 　 　 　 　 t
　 　 　 　 1− v

（2 − 6）

（2 − 7）

（2 − 8）

　次 に
，

プ ロ トタ イ プモ デ ル の 構 造 に つ い て 図 2 − 1 と図 2 − 2 の 損益 分岐 図 を用 い て 説明

をお こ な うこ とにす る ．

　 これ らの 図 は，伝統的 な損益 分岐分 析 で用 い られ て い る ，横軸 に 「活動 量」を と り，縦 軸

に 「収益 ・費用」 を とる 2次元 の 図 に， さ らに 時間軸 を加 え ， 3 次元 の 損益構造 図 と して 動

的損益分 岐分析 を示 した もの で あ る．すな わ ち
， 動 的損益分岐 図は

， 底平面 を構成す る売上

高軸 （以 下 ， 「S 軸」 と い う） と時 間軸 （以 下 ， 「t 軸」 とい う）， な らび に 垂直 軸 で あ る収

益 ・費用軸 （以下 ， 「R 軸」 とい う） よ り構成 され て い る 3次元 空間 （以 下 ， 「ト S − R 空 間」
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とい う） に損益 構造 を表現す る ．

　図 2 − 1 と図 2− 2 は， プロ トタ イ プモ デ ル をそ れ ぞ れ別 の 角度か ら見 た もの で ある ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 R

面

圃 平

図 2 − 1． 動的 CVP 分析に お ける プロ トタ イ プ （視点 1）

濃 用 平面

　　　　　　　　図 2 − 2． 動的 CVP 分析にお ける プロ トタ イプ （視点 2）

　す なわ ち ， 動的損益 分 岐分析で は
， 「t 軸」， 「S 軸」お よ び 「R 軸」か ら構成 され て い る 3

次元 の 「t− S − R3 次元 空 間」 に お け る損益構造 に よ っ て 企 業 の 経 済活動 が 写像 され る ， ま

た
，

こ の よ うに 3 次元 空 間 に 表 され て い る損益構造 は ，そ の ま まで は必 ず し も明解で ある

とは い えな い の で
， 損益 構造 を

， 底面 で あ る 「時 間 一売 上高平面」 似 下 ， 「t− S 平 面 」 と
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い う）， 「時間一収益 ・費用 平面」 （以 下 ， 「t− R 平面 」 とい う）お よび 「売上高
一

収益 ・費

用 平面」 （以 下 ， 「S− R 平 面」 と い う）に投影 して 表す こ と に よ り，
よ り直接 的 ， か つ 具体

的 に扱 うこ とが で きる ．

　収益 関数 で あ る （2 − 3）式 は
， 「t− S − R3 次 元 空間」 に お ける 収益 平面 を表 す ． こ の 収

益平面 を期末 時点 で 切 断す る こ と に よ っ て 描か れ る 直線 を S − R 平面 へ 投影す る と，伝統

的な損益分 岐分析 の 場合 と同様 の
一

本 の 収益 直線 として表 され る ．

　費用 関数 で あ る （2 − 5）式 は
， 「t− S − R3 次元 空 間」 に お け る期首か ら の 経 過 時間 七と

売上 高 S と を原 因変数 とす る 費用 平面 を表 して い る ．

　 「t− S − R3 次元 空 間」 に お い て （2− 3）式 に よ っ て 定 義 され る収益平面 と， （2 − 5）式 に

よ っ て定義 され る費用平面 とが 与え られ る と， こ れ らの 2 つ の 平面 の 交差 に よ り，損益分

岐直線が 描か れ る ． さ ら に収益平面 か ら費用平面 まで の 問の 垂直距離 は
， 利益 π を表す ．

　以上 で 動的損益 分岐分析 の 基本的構造 とそ れ を表す い くつ か の 基本的 な公式 を示 して き

た ．本 節 で 示 した動 的損益 分 岐分析 の プ ロ トタ イ プ モ デ ル は ，線形 の 損益 構造 を売 ヒ高 S

と時 間 七との 2 つ の 原 因変 数 で 記述 す る非常 に 単純 な もの で あ る ． こ の プロ トタ イ プモ デ

ル を基礎 と して ， こ れ に 単位 期 間 の 概 念 を 導入 し ，
1予 算 期 間 を週 ，月 ， 四 半期 な どの 単

位期 間に よ り構成 され る もの とみ な し， 各単位期間中の す べ て の 発生 額が そ の 単位期間末

に発 生 した もの とみ なす 離散型 動 的損益分 岐分析 モ デ ル の 構築 を試み る ．

3． 離散型動的損益分岐分 析 モ デ ル の 構築

　前節で取 り扱 っ た プ ロ トタイ プモ デ ル で は ， 変 動 費 と固定費 は経過 時 間 に応 じて 増 加 し

て い く状 況 が 表 され る が
， 変動費率や 固定費率 は時 間の 経過 に 応 じて 変化す る もの と して

取 り扱 わ れ て お らず ， 動 的 モ デ ル の 特徴 が生 か され て い る と は い えない ．そ こ で
， 本 節 で

は ， こ の プ ロ トタ イ プモ デ ル を拡張 す る こ とに よ り，時 間の 経過 に応 じて 変 動費 率や 固定

費率 が 変化す る状 態 を取 り扱 うこ との で きる 離散 型動 的損益 分岐分析 に つ い て 説明す る ．

　離散型動的損益 分岐分析モ デ ル に お い て すべ て の デ
ー タ は，予 算期 間の 期首か らの 累積

額 の デ
ー タで あ り，各単位期 間中の すべ て の 発生 額 を

， 各単位期 間末 に 発 生 した もの とみ

なす． その ため
， 離 散 型動 的損益分 岐分析 図 に お い て は

， 各単位 期 間末の 費用 額を結ん だ

直線 と ， 収益 額 と を結 ん だ 直線 と は ， そ れ ぞ れ増 加 の 傾 向線 を表す ． した が っ て ， そ の 傾

向線の 勾配 は 各単位 期 間あ た りの 費用 も し くは 収益 の 増 加額 を表 して い る ． こ の 単 位期 間

の 大 き さ は，企 業 の 状 況 と分析 の 目的 に よ っ て
， 自由に 設計 す る こ とが 可能 で あ る ．

　 プ ロ トタ イプモ デ ル を現実 に 適用可 能 なモ デ ル に拡 張す る 方法 と して は
，

上 述 の 離散 型

モ デ ル とす る方 法 と
， 時 間 を連続変 数の ままに して 区分線 形 関数 と して 表す方法が あ る ．
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後者 の 方式 は
， 非常 に複雑で あ り， ま た

， 変動 費や 固定 費の デ ー タ を連続的 に 得 る こ とは

事実上 不 可能で あ る こ と を考 える と
， 実用 的で は ない とい える ．

　まず ， 単 位期 間 を 導入 した離 散 型動的損益 分 岐分 析モ デ ル の 基 本 的性 質 を 明 らか に す

る ．

　時 間 tを各単位 期 間末 の み 値 を と る 離散 変数 とす る と
，

1予算期 間 （1 事業年度 ）は
，

丁

個の 単位期間か ら構成 され る と し，予算期 間 の 収益 R と費用 E の そ れ ぞ れの 累積 額は ， 任

意 の 第 t 番 目の 単位 期 間 （t＝ 1
，
2，

…
，T） に発生 した収益 を Rt，お よび 費用 を Et とす る と，

次の 様 に表 され る．

　 　 　 　 T

　　　R 一ΣRt　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （3− 1）
　 　 　 　 t＝ 1

掛
、

T

Σ
卜

　
＝

　

E （3 − 2）

　予 算期 間の 期首 よ り任意の 第 n 番 目の 単位期 間 （t＝ 1
，
2

，

… n
，

…
，
T）の 期末 まで の 収益 累

　 　 n 　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　n

積額 ΣRt と費 用 累積額ΣEt は ，　 n ・ ・tの と き に （3 − 1）式 と （3 − 2）式 の 各式 にそ れ ぞ れ 等
　 　 t・・1　 　　　　　 　　　　　 t＝1

しくなる 。

　収益 の 区分項 目で ある
，

売 上 高 S
，

お よ び営業外収益 RN
， 費用 の 区分 項 目で あ る

， 変動

費 V ， お よび 固定費 F に つ い て も， それ ぞれ 同様 で あ る ．

　そ こ で 次 に ， 変動費は 変動費関数V （S）に よ り決定 され る こ と を示 す ．

　第 n 番 目 （t ＝ n ）の 単位期 間末 の 変動 費 関数 を求 め る ． まず ， k が 1 か ら n ま で の 各単

位期 間 の うち の 任 意 の 単位期 間を示す とする と，すな わ ち， 1≦ k ≦ n で あ る とす る と
， 第

n 番 目 の 単位期間末 の 変動 費関数 で ，第 k 番 目の 単位期 間末 の 売上 高 sk に対応 す る変動費

関数 W は
， 次 の 様 に 表 さ れ る ．

V 卜

　 　 n
− 1　 　 　 　 　 　 　 n

− 1
vns ＋Σvt 　st− vn Σst
　 　 t　・1　　　　　 　 t＝1

　 　 k− 1　 　　 　　 k− 1
vks

九蓍vtst − vn Σ§
t

VIS

　 　 　 　 　 　 n −1

た だ し
，
k ・・n ；Σst＜ S

　 　 　 　 　 　 t＝1

　 　 　 　 　 　 　 k− 1　 　　　　 k
た だ し ・

1＜k＜ ・ ・
、Σ

st＜ Sく

避
t

た だ し，
k＝1； 0〈 Sく S1

（3
− 3）

（3 − 4）

（3 − 5＞
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　第 n 番 目の 単位期間末に お け る 変動費関数は ，
こ の よ うに ， 各単位 期 間ご とに 求め られ

た変動費 を追加 的 に加 える こ とに よ り得 る こ との で きる n 個の 線 分 か らなる 区分 線形 関数

で ある ．

S

　　

図 3 − L 　第 3 番 目の 単位 期間末 までの 変動 費関数

　また
， 第 n 番 目の 単位 期 間末 まで の 固定費 関数 に つ い て も ， 次 の 様 に求め る こ とが で き

る．β
t
は第七番 目の 単位期 間に お け る増加率 を表 す．

　 　 　 n

Fn （t）一評
t

（3− 6）

　 第 n 番 目の 単位期間末 まで の 収益 関数に つ い て は次 の 様 に求 め る こ とが で きる ．寸は第

t番 目の 単 位期 間 に お ける 増加 率 を表す ．

　 　 　 　 　 　 n

Rn（S ，
　t）：＝S ＋ Σyt

　 　 　 　 　 t＝1
（3 − 7）

　以 上 に よ り ， 費用 関数 と収益 関数 を得 る こ とが で き，離散型 動 的損益 分岐分析 を行 うこ

とが 可 能 と な る ． こ の 分析 に お け る
， 第 n 番 目 の 単位 期 間末 に お け る 損 益 分 岐点 売 上高

S槻 は
， 同単位期 間末 に お け る 変動 費 関数 が 区分 線形 で ある こ と に よ り， 場合 分 けが必要

となる た め
， 次 の 様 に 表 され る ．
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竃β
・樹。

・st一竜 も・一對
t＝・1　　 t；］　　　　　 t＝・・1　 　 t＝1

S疂E 　＝＝

　 　 　 　 1− vn

n 　　　 　・−ユ　　　　　　　　ユ　　　　

Σβ
t
＋Σvt　S‘− vk Σst一Σデ

t＝1　　　t＝1　　　　　　　　t＝1　　　t＝1

　 　 　 　 　 　 n − 1

た だ し ， SBE＞ Σst
　 　 　 　 　 　 tL−1

　 　 　 k ・−1　 　 　 　 　 　 　 　 k

た だ し ， Σst＜ SBE ＜Σst；01 ＜ k ＜ n
　 　 　 t＝1　 　 　 　 　　 　 t＝1

た だ し ， 0〈 SBE＜ S1

（3 − 8）

Iill− Nl

1− vl

1− vn
（3− 9）

（3− 10）

　伝統的な損益分岐分析は
， 企 業の 収益構 造 を単純 な損益 分岐図 と して 表す こ とに よ り，

広 く用 い ら れ て きた ．本論文 に お い て も ， 動 的損益分 岐 分析の プ ロ トタ イ プモ デ ル を
，

t

軸 ， S 軸 ，　 R 軸 の 3 つ の 軸 を用 い ， 「t− S − R 空 間」 とい う 3 次元空 間 を用 い て 図形 情報 化

す る 方法 を示 して きた ．離散 型モ デ ル にお い て も， 3 次元 の 図形化 を試 み る．

・w 用 面

S

　 　 　 　 　 　 　 　 　 t

　　　　　　　　　　　　図 3 − 2． 離 散 型 動的 損益分岐 分析 図

　図 3− 2 の 各単 位期 間末 の 費用 関数 と収益 関 数 を， S − R 平 面 へ 投 影す る こ とに よ り ， 従

来の 損益 分 岐分析で み られ る ，横 軸 を活動量 ，縦軸 を収益 ・費用軸 とす る 図 を得 る こ とが

で きる．
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損 益 分岐 分 析の 離 散型 動 的 モ デ ル へ の 拡張

R

　　　　　　　　　図 3 − 3． 離散型 損益分岐 図 の S − R 平面 へ の 投影図

　図 3 − 3 は
， 営業 外 収益 の 増 加率 の 分 だ け ， 収 益 関 数 が上 方 に シ フ ト し ， 費用 関数 に つ

い て も，固定費の 増加 率の 分 だ け ，時 間の 経過 に した が い ， 第 1番 目の 単位 期 間末 ， 第 2

番 目の 単位期 間末 ， 第 3番 目の 単位期 間末 と上 方 ヘ シ フ ト して い る．

　 また
， 利益 は

， 収益 か ら費 用 を引 い た もの で あ り， 離散 型動 的損益 分 岐分析 で は
， 収益

面 と費用 面 との 垂直距 離 で 示 す こ とが で きる ． 「t− S − R3 次 元空 間」 の R 軸 を π 軸 へ 変換

す る こ とで
， 利益 面 を示す こ とが で きる．

T

分 岐線

図 3 − 4． 離散型動 的利益図
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　図 3 − 4 に お け る ，利益 曲面 と t− S 平 面が交 わ る と こ ろ が ， 損 益分 岐区分 曲線 とな っ て

い る こ とがわ か る ．t− S 平面 に描 かれ る 損益分 岐曲線 に よ り， 損益分岐 時間，損益分 岐点

売上 高な どの 情報 を得 る こ とが で きる ．

　以 上 の よ うに ， 動 的損益 分 岐分析 の 図形情報化は
， 経 営者 に

， 時 間の 経過 に 応 じて 変動

する企 業の 収益構 造 を提示す る こ とが で きる 。

4． 数値 モ デ ル

　本節 で は ， 前節で構築 した 離散型 動的損益 分 析 モ デ ル に ，数値例 を導 入 して ，実 際 に ，

動 的損 益 分 岐図 を作成 ， 表示 す る ． なお ，
1 事業 年度 は

，
4 四 半期 で 構成 され て い る もの

とする ，

　　　　　　　　　　　 表 4 − 1． 各単位期間 ご との 数値デ ータ

第1四半期 第2四半期 第3四半期 第4四半期

　　 売上 高S七

変動費vt （変動費率の

100

60 （0．6）

200

100 （0．5）

300

135 （0、45）

250

125 （0．5）

貢献利益 40 100 165 125

　固定費 Ft

営業外収益砥

　経常利益

70

25

− 5

135

50

15

180

75

60

160

63

28

表 4 − 2． 期首 か らの通 算の数値デ ータ

　
第1四 半期 第2四半期 第3四半期

　　　　  
第4四半期

　　　売上高Σst

変動費Σブ （変動費率）

100

60 （0．6）

300

160 （0．53）

600

295 （049 ）

850

420 （0．5）

貢献利益

冖

4G 140 315 430

　固定費ΣFt

営業外収益Σ砥

　 経常利益

70

25

− 5

205

75

10

385

150

70

545

213

98

各四 半期 にお ける損益分岐点売 上 高

　　　F1 − R 蚤 70 − 25
s   E

＝

　　　1 −
。

・
＝

、− 0 ．6
＝112 ・5
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　　　　　　潔
t
・ v1SLv2SL 淬

　　　S2BE＝

　　　　　　　ΣFt九§vtst
一

唱 sし

恥
　　　S3BE＝

　　　　　　　餌 渉雷 勢 Σ。k
　　　S4B

。
−

t＝1
　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　　 　 　 　 　 ＝ 654
　　　　　　　　　　　 1− v4 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1− O．5

　図 4 − 1 と図 4 − 2 は
， それ ぞ れ 「t− S − R3 次 元空 間」 に お け る離散型動 的損 益分 岐分析

図 とな る ．

　　　　　　　　　　 　
1°ql

　 　 、2、3

　　　　　　　　　　 ・・4・

　　　　　　　　　　

2

3

　 　 　 　 　 損益 分 岐分 析 の 離 散 型動 的 モ デ ル へ の 拡 張

　 　 　 　 　 　 　 2

、．v2
　 L 一

董聖押
・

−

3− 1　　　　　 3− 1　　　 3

　　　　　　　　　　　 − 385 ＋ 160 − 300 × 0・45 − 150
− 472 ．7

　　1− v3　　　　　　　　　　　　　　　　 1− O．45

t＝1　　　　　t＝1　　t＿1　　　　 545 ＋ 295 − 600 × 0．5− 213

図 4 − 1． 離散型動的損益分岐分析図 く視点 1）

　 　 　 　 　　 　 　 　 　　59
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52

645 ＼

10 

　　　　　　　　　　 図 4 − 2．離散型 動的損益 分岐分析 図 （視点 2）

　図 4 − 3 は
， 図 4− 1 の 各単位期 問末 の 費用 関数 と収益 関数 をS − R 平面 へ 写 像 した もの で

あ り， こ れ は
， 従来の 損益分岐分析 に おけ る 図 を

， 時間 ご とに 重ね た もの と同 じ もの とな

る ．4 本 の 費用 関数 と 4 本 の 収益 関数お よび
， 損益分岐線が描かれ て い る ．

R

1213

1040

　’　’　3’
疏

…

，”；’　’　’’’

，雪 …

，’　1’’

，租’ 疆 …　 」・i
…

　　　　80 　 100S

113　 280 　　473　　654

図 4 − 3． 離散型動 的損 益分 岐図 の S − R 平 面 へ の投 影 図
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図 4 − 4 は
， 「七一S − R3 次 元空 間」 に お け る図 4− 1の R 軸を利益 π へ 変換 した動 的利益図

となる ．描か れ て い る面 は
， 利益面 で あ り

で ある ．

100

利益 面 と 七一S平 面の 交わ る線が
， 損益分岐線

1213 −1040

図 4 − 4． 離散型動的利益図

　 こ れ らは ，
コ ン ピ ュ

ー タ ソ フ トを用 い て作成 さ れ た もの で あ り， 3 次元 の 図 を どの 方向

か らも，
どの よ うな縮尺 で も見 る こ とが可能で ある ． つ ま り， 動 的損益分 岐分 析 を実用化

する ため に は
，

コ ン ピ ュ
ー タ ソ フ トの 作成が必要 となる ．

5． お わ り に

　本研 究 に お い て
， 伝 統 的 な損 益分 岐分析 に

， 離散 変数 と して の 経 過時 間 を導入 す る こ と

に よ り ， 離散型 の 動的損益分岐分析モ デ ル を提案 した． また
，

こ れ ら を図形情報化する 方

法 も提 案 した ．

　図 形情報化 され た 離散型 動的損益 分 析 図 は ，例 えば，予 算編成 時 に お い て ，有効 に活用

す る こ とが で き る と考 え られ る ．現 実 の 予算 は
， 月別 ， 四 半期 別 な ど，単位期 間 ご と に 見

積貸借対照 表 ， 損益計算書 が編 成 され る こ とが ほ とん ど で あ り，
こ れ らの デ ータ を用 い て

，

離散型動的損益分 岐分析 をお こ な うこ とが で きる． つ ま り，離 散型動的 損益分 岐分析 に よ

っ て
， 編 成 され た予算 が 適切 か ど うか の 分析 を お こ な うこ とが 可能 と なる ．
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An  Extension  to  Discrete Dynamic  Model  of

                   Break-even  Analysis

Akinori Goto*

                                Abstract

 Traditional break-even analysis  for the  purpose  ef  short-term  profit planning  has

been  extended  to many  types of  variations,  such  as  multiproduct  CVP  analysis,

non-1inear  CVP  analysis,  CVP  analysis  under  uncertainty.  These models,  however,

remain  to static  since  the  concept  of  the passage  of  time  is not  introduced in the

observed  accounting  period. Then  the dynamic  break-even  analysis  (prototype) on

the assumption  that revenue  and-  expense  funetions were  linear was  proposed, but

this model  was  not  practical.

  This article  extends  the traditional static  model  to the dynamic  model  of  break-

even  analysis  by introducing the concept  of  time  passage  as  a  discrete variable,

and  proposes  the new  method$  of  analyzing  the str'uctures  of  revenues  and  expens-

es  which  are  dated variables.  And  another  purpose  of  this paper  is proposed  the

method  to illustrate this dynamic  medel  in 3-dimensional  space  which  consist  of

time  variable,  sales  variable,  and  expense-revenue  variable.

  And  a  time  period  in this dynamic  model  is one  year,  so  
-time

 variable  of  this

medel  is treated as  discrete variable  in terms  of  week,  month,  and  quarter  or  etc.

as  unit  period of  time.

  In this dynamic model,  a  revenue  function at  the end  of  each  unit  period  of  time

is linear, and  an  expense  function is a  piecewise  linear function. This  model

expands  revenue  and  expense  straight  lines in the traditional model  to pieeewise
surfaces  of  revenue  and  expense  which  kink at  the end  ofunit  period oftime  in this

dynamic model.  And  a  traditional break-even point is developed as  a  break-even

line which  is the line of  intersection of  the revenue  surface  and  the expense  sur-

face.

  In short-term  profit planning, for example  budgeting, this model  is prac-

tical, beeause  this model  is analyzed  as  time  goes by.

                               Key  words

Break-even  analysis,  Discrete  dynamic  model,  Piecewise  expense  surface,

Piecewise  revenue  surface,  Dynamic  break-even  line
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*
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論 　文

日本 における企業間関係の 構築によるコ ス ト低減 戦略

鈴木　浩 三
＊

〈 論 文要 旨〉

　最近の 日本 の 製造業 にお い て は ，
コ ス ト低減の ため の 戦略的意思 決定 として ， 従 来の

系列や企 業集 団を超 え た合併 ・買収 ，提携が 増加 して い る．既存 の 企業集団 （系列 ・企

業グ ル ープ）内の 再編 ・統合 も進行 して い る ．さ らに，国際規 模で の 合併 ・提携が 増加

して お り， それ らの 大規模化 と い う トレ ン ドもみ られ る．

　そ れ らは，従来の 日本の 製造業に お け る コ ス ト低減 の パ ラ ダ イ ム に
， 大 きな変化の 潮

流 を もた ら し て い る 。

　そ こ で 本稿 で は
，
1997 〜 1998 年 に か けて 日本 の 製造業が 関係 した企 業間 関係の 構築

に係る事例研 究を基礎 に ， 次 の（1）〜（3）の 内容 を示す．また ，企 業問 関係が 成立す る背後

に 存在す る企 業，業界 ，政府の 行動様式 に つ い て も触 れ る．それ らを通 じ て
， 現在 日本

の 製造業で進行 しつ つ ある コ ス ト低減に向けた戦略性 の 一
端を描い て い く．

（1）コ ス ト低減 を 目的 とする合併，買収，提携 と い っ た企 業 間関係 （以 下 ，「企 業間関係」

　　とい う）の 構築 に お い て低減 対象 となる コ ス トの 種類 は
， その 産業の 属 す る産業 の

　　ラ イ フ ・サ イ ク ル （induStria1　life　Cycle 　：　ILC ）や
，

主 力製品 の プロ ダク ト・ラ

　　イ フ ・サ イ クル （Product 　life　Cycle　：　PLC ＞に 応 じた もの とな る．

（2） ある産業に お け る企業 間関係 の構築 目的や ，態様 も，その 産業の ILC や PLC と一

　　定の 関係を持 つ ．

（3） 日本特有の 企 業 ・業界 政府の 行動 パ タ
ー

ン が，コ ス ト低減 の た め の 企 業間関係 に も

　　影響 を与 え て い る．

〈キ ー ワ
ー

ド〉

企 業間関係，合併 ， 買収 ， 提携 ，
コ ス ト低減 ， 産業 の ラ イ フ ・サ イ ク ル ，プ ロ ダク ト ・

ラ イ フ ・サ イ ク ル ，戦略 的 コ ス トマ ネジ メ ン ト，競争優位 ，価値連鎖

1999年 4 月 受付

1999 年 6 月 受 埋
＊ 東 京都職 員研 修 所調 査研 究 室　 課長 補佐
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1． は じめ に

L1 本稿の 目的

　世界的規模で の 競争激化の 中で ， 「良い 製品を安 く」生 産す る こ との 重要性 が 高 ま っ て

お り ， 最 近 の 日本 の 製造 業で は
．

コ ス ト低減 の た め の 戦略 的意思決定 と して
， 従 来 の 系 列

や企 業集 団を超 えた合併 ・買収 ， 提携 が 増加 して い る ．そ の
一

方 で
， 従来か らみ られ た既

存の 企 業 集 団 （系 列 ・企 業 グ ル
ープ ）の 再編 ・統合 も盛 ん で ある ． さ ら に ， 国籍 の 異 なる

企 業 どうしや ， 異 なる業種間で の 合併 ・提携 も増加 して い る．

　その 背景 に は
， 競 争 を勝 ち抜 くた め に 不 可欠 な コ ス ト低 減 に 向けた 企業 戦略 にお い て

，

他 社 の 経 営資源の 活用 に よる 迅 速 ・確実 な コ ス ト低 減 へ の 指向が 強 ま っ て い る こ とが 考え

られ る．そ れ は後述 の よ うに ，従来 型 の 企 業 間結合 に 基 づ くコ ス ト低 減 の 限界 が生 じて き

た
一

方 で，新 た な形 式 の 企 業間 関係の 構築 を通 じた コ ス ト低減 の 有効性 とス ピー ドが 強 く

認識 され
， 期待 され て い る か らで ある ． つ ま り ，

21 世 紀 を 目前 に した 現在 ， 従来の 企業

間関係 の パ ラ ダ イム に変化が 生 じて い る の で は ない だ ろ うか ．

　 そ こ で 本稿 で は ，独 立 した 企 業 ど うしの 結合
・協力 関係 間の 構 築，す な わ ち ，合 併 ・買

収 ， 提 携 とい っ た 企 業 間関係 を対 象に しなが ら ， 現代 の 日本 の 製造業 にお ける コ ス ト低減

の た め の 戦 略的 レ ベ ル で の 意思決 定 の 特徴 を示 して い きた い ．

L2 　戦 略的 コ ス ト低減 と価値連鎖

　経 営戦 略 は 「競 争優位 の 獲得 をめ ざ して
， 自杜 が どん な事 業 を営 む か に 関 して

， 環境 適

応 的 に 行 う，

一連 の 基 本 的 な 意思 決定 と行 動 」（柴 田
’

中橋 ［1997 ］P ， 106 ）で あ り， 事

業戦略 ， 実行戦略 ，全社戦 略に 大別 され る ．こ の うちの 実行戦略 は 「競争優位 を獲得で きる

製 品や サ ー ビス を生み 出す価 値 連鎖 の 構築 に 関す る 基本 的 な意思決定 と行動」で あ る （柴

田　 中橋 ［1997 ］P119）一
方 ，戦 略的 コ ス トマ ネジ メ ン トは 「戦略的 要素が ます ます意識

さ れ
， 明確 に され

， 公 式化 さ れ た
， 広 い 意味 で の コ ス ト分 析」 で あ り， そ こ で は

，
コ ス ト

デ ー タ を用 い た 戦略立 案が行 わ れ れ （Shank 　and 　GoVindaragan ［1993 ］訳書 P
，
3）， 価

値連鎖 分析 ， 戦略 的 ポ ジ シ ョ ニ ン グ分 析 ，
コ ス トドラ イバ ー分析 の 3 つ の 会計 分析手法か

ら成 り立 つ とされ る （Shank 　and 　Govindaraga血 ［1993］訳書 P，　10）．

　 つ ま り，
こ こ で い う， 「コ ス ト低減 の た め の 戦 略的 レ ベ ル で の 意思 決定」の 中心 的 プ ロ

セ ス は戦略的 コ ス ト低減 で あ る が
，

そ れ は
，

戦 略 的 コ ス トマ ネ ジ メ ン トの 具体 的手段 の
一

つ と し て ，経営 戦略 の
一

環 と して 位 置づ け られ る．
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日本 に お け る 企業問関係 の 構築 に よる コ ス ト低減戦略

　
一

方 ，
ポ ー タ ー

の 戦 略類型 論 に よれ ば
， 競争優位 の タ イ プは低 コ ス トと差別化 の 2 つ に

大別さ れ ， そ れ を達成する ため の 3 つ の 基本戦 略 （  コ ス ト ・リ
ー

ダ
ー

シ ッ プ ，   差 別化 ，

  集 中 ［コ ス ト集 中 と差別化 集 中］）が識 別 され て い る （Porter ［1998 ］訳書 PP ．15−17）．

コ ス ト優位 の 源泉 と して は ， 規 模の 経 済性の 追 求 ， 独 自技術 に よ る もの
， 他社 よ り有利 な

原材料 確保 な ど多様で あ り， 業 界 の 構造 に よ っ て 異 な る と され て い る ． た だ し ， 低 コ ス ト

と差 別化 は 択
一

的な関 係 に あ る もの で は な く， 低 コ ス ト戦略 を とる 場 合 で も， 製 品が他 社

よ りも優 れ て い な い と評価 され れ ば競争 優位 の 確保 は 困難 とな る ．差別化戦 略を と る場合

も， 他社 よ りも コ ス ト地位 が 著 し く劣 る の で あ れ ば，差別化 に よ っ て もた らされ る プ レ ミ

ア ム の 幅が 減少する こ とに もな る ． また
， 効率的な工 程管理 や ， 技術革新 な どに よ っ て 差

別 化 を追求 しなが ら コ ス ト低減 に 成功す る こ と もある （Por七er ［1998 ］訳書 PP ．16 −25 ）．

例 えば，製 品に含 まれ る部品 の 大幅な コ ス ト改善 と機能 向上 が ，技術 革新 に よ っ て 同時 に

達成 され る 場合 が あ る ．最 先端 技術 の 追究 に よ り， 業 界 を リ
ー

ドす る 技 術 力 を獲 得 す る

（差別化 ）
一

方 で ， そ の 技術 を低価格 品 に応用 す る こ とで ，規模拡 大 な ど に よ る コ ス ト低

減を実 現で きる
，

可 能性 もある ．

　 つ ま り ， 競 争優位 の 獲得 の た め に は
， 低 コ ス ト戦 略 で あれ差 別 化戦 略 で あれ ，

コ ス ト低

減 の 対象分野 や 目的 は別 に して も， コ ス トマ ネ ジ メ ン トへ の 視点 を欠か す こ とはで きな い ．

　
一

方 ， 西 口 に よ れ ば ， そ うした競争 に係 る戦 略 と は別 に ， 組織 ど うしの 相互 作用 の 中 に

は
， 単な る競争や 調 整で は ない 新た な価値の 創造 を指向す る もの が含 まれて お り， それ が

組織 間 関係 の 「共 進化」で あ る と さ れて い る （西 田敏宏 ［1998］P．199 ）．そ こ に コ ス トマ

ネ ジ メ ン トの 領域 が 含 まれ る とす れ ば ，企 業 間関係 を軸 と した コ ス ト低減 の た め の 新 た な

戦略の 展 開 も考 え られ る ．

　 本稿で 企業間関係に 着 目 した理 由は
， 合併の 場合で は 外部経営資源 の 直接的な獲得，提

携 で は内部 成長 戦略 と合併 ・買収 の 中間的方 法が と られ る （若杉 ［1989 ］PP ．4 −7） よ う

に ，そ うした ケ ース で は
， 他社 との 関係構築 を契機に ，通常 は外部 に は見え に くい 内部的

な コ ス ト低 減戦略や企 業経営上 の 最 高 レ ベ ル の 戦 略性 が
， 外部 に 表 わ れ る 機 会が多 い か ら

で あ る。 ま た ， 企 業間 関 係 の 構築 の 中 に ， そ れ ぞ れ の 企 業の もつ 価 値連 鎖 の 統合作用 を具

体的 に 観察する こ とが で きるか らで あ る。

　 しか も，あ る 業界 に 属す る企 業 の 価値連鎖 は，企 業 の 歴 史や
， 企業 の 発 展段 階や 製 品の 性

格 に よ っ て 異 なる が ， そ うした価値連鎖 の 相違 は競 争相手 に対す る競争 優位 の 差異 にな り得

る ．そ れ故 ， 企業 問 関係 の 構築 に よ っ て
， 同業種 ， 異業種 の 別 な く， 他社 の 価値連鎖 を自社に

取 り込 ん だ り （合併 ・買 収）， お互 い の 価値 連鎖 を調 整 した り同
…

化 して （提携），自社の 価値

連 鎖 の 幅 を効 果 的 に広 げ る こ とに よ っ て ，薪 た な競争優位 を獲得 す る こ と も可 能 とな る
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（Porter ［1985］訳書 PP ．47−49）．

　以 上 の よ うな前提の もとに
， 戦略的な コ ス ト低減を実現する企 業間結合 を模索す る には

， 自

企業 と相手企業それ ぞれ の 発展段階 に応 じて 形成 され る 「性格」を的確に把握 する必要が 生 じる．

こ の こ とは
， 自社 と相手企 業の 価値連鎖の 調整 や同一化の 対象部分 を絞 り込む こ とで ある ，

　本稿 で は
，

こ の 「性 格」の 把握 に資す る た め に
， あ る企 業 が属 す る 産 業の ラ イ フ ・サ イ

ク ル （ILC ） （森川英正 ［1995 ］訳書 PP ．14−17．Vernon ［1966 ］P．199）や 主力 製 品の プ

ロ ダ ク ト ・ラ イ フ
・サ イ クル （PLC ） （村 田 眼次 ［1987 ］訳 書 PP 。262 −266）の 状 態 と，

企 業 間 関係 の 結合 形態や 目的 ， 企 業 間関係構築 を通 じた コ ス ト低 減 の 対 象項 目との 問に 存

在 す る と考 え られ る
一

定の 相互 関係 を検討す る， そ して
，

そ れ らの 結果 を
， 効果的な コ ス

ト低 減 を 目的 とす る企 業 間関係 を模索 す る 際 の
， 相手企 業 を選択 す る ため の 指針 と して 示

す もの で あ る ．そ こ には ，競争優位 をめ ざす 中で
， 自社 と他社 それ ぞ れ の 価値連 鎖 の ど こ

の 部分 を調整す れ ば効果 的な コ ス ト低減 に結 び くの か とい う問題 意識が あ る．

　なお
， 本稿 で い うプ ロ ダ ク ト ・

ラ イ フ ・サ イ ク ル （PLC ） とは
， 新製品 には

， 導入 期 ・

成 長期 ・
成熟期 ・衰退期 とい う 4 つ の 段 階が あ る こ と を指す． そ して ， PLC の 段階に 応 じ

た 形で 価値 連鎖 の 形態 も特色 を帯 び ，あ る い は，競争条 件 や コ ス ト条件 な ど もそ れ ぞ れ の

段 階 に よ っ て 影響 を受 け る もの と考 え られ る ．

　
一
方 ， 産 業 の ラ イ フ ・サ イ ク ル （ILC ）は ，ヴ ァ

ー ノ ン の 「プ ロ ダ ク ト ・サ イ ク ル 論 」

や 赤松 要の 「雁 行形 態論 」 と い っ た 個 々 の 産 業の 発 展 ・衰退 を説 明す る 理 論 に 基づ い

て い る ． しか し ，
ポ ー

タ
ー

は
， ラ イ フ サ イ ク ル 初期 に お い て は製 品革 新 に 主 力 が 注が

れ ， 業 界 の 成 熟 に 従 っ て 技 術 変 化 の 主 役 が 製 品革 新 か ら製 法 革新 に 移行 し ， 製 品 の 規

格化 に よ る コ ス ト削 減 が 主 目 的 に な り ， 成 熟末 期 に な る と あ ら ゆ る 革 新 が 減 速 す る
，

とい うプ ロ ダ ク ト ・サ イ ク ル 論 に対 して
， すべ て の 業 界 に こ の 技 術 発 展 パ タ ー ン が 該

当す る もの で は な く， 技 術 進化 の 様 子 も業 界 に よ っ て 多様で あ り，技術 進化 の パ タ ー

ン は 業 界 の 特性 の 結 果で あ り ， 総 体 的業界構造 の 進 化 の 一
環 と し て 理解 すべ きで あ る

と述 べ て い る （Por七er ［1985 ］訳書 PP ．240 −241 ）．

　 しか し，企 業間 関係 の 構築に よ る コ ス ト低減戦 略 を考 え る 場合 ， 個々 の 企 業の さ ま ざ ま

な レ ベ ル の 価値連 鎖 を考 察す る 必 要が ある の と同様 ， そ の 業 界に特有 な環境 条件 ・
競 争条

件 を
，
ILC を フ ィ ルタ

ー
に 用 い なが ら把握 してお くこ とは ， 自社 と相手企 業の 価 値連 鎖 の

調整 や 同
一

化 ， 結合 に よ る コ ス ト条件 へ の 影響 を検討す る上 で 有益 と な ろ う．

こ の よ うに本 稿 で は
， 日本 の 製 造 業 に お け る企 業 間関係 を大観 し

， そ こ で の 戦 略的 コ ス

ト低減 に 関す る基調 を明 らか に す る こ と を重視 した ． その た め
，

デ ー タ の 収集 ，処 理 ，検

証方法 な ど に 関 して 未解決 の 部分 が 多 い 点 や ， 具体的 な コ ス トデ ー タ を用 い た 分析 を行 う
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もの で は ない こ とは認識 しつ つ も
， そ れ ら は今後の 研究課題 と して い きた い と考える ．

　例 えば ， 合併 ・買収の 母集団 サ イズ と提携の 母集団サ イ ズ が異 な る点 に 関する考え方の

整理や ， 化学産 業 な ど事 例数 の 少 な い もの の 処 理方法 ，垂直 型 ・水平型 の 企 業 間結合 の 扱

い ，業種 ・業態別 の コ ス ト低減領域 へ の 影響， コ ス トの 分類方法な どに 関 して は ，企業 間

関係の 態様 との 関係 な ど も含 め て さ らな る検 討 が必要で あ る ．

　 しか し ， 日本の 製造業を取 り巻 く経済環境や競争条件が 劇的 な変化を遂 げて い る 中で
， 従来

型 の 企 業間関係の パ ラ ダイム に変化が生 じて い る とすれ ば
， 本稿の 仮説 に 関す る厳密 な検証作

業は引 き続 き行 うと して も，そ の 全体像 の デ ッ サ ン を予 め示す こ とは意味を持つ とい える．

　そ の よ うな観点 に立 つ の は
， 企業 間関係 の 構築 を通 じた コ ス ト低滅 に つ い て の 現時点 に お

け る姿 を素描す る こ とや ， その 作業 の 迅速性が
， 今 後の コ ス ト低減に 向けた企 業間関係 の パ

ラ ダ イム を考察 して い くた め の 視座 を定め る 上 で 有益 で あ る と考 え られ る か らで あ る ．

2． 日本 の 製造業 に お け る企業間関係

　 日本 の 製 造業で は ， 明治以 降の 工 業化 ， 戦 後の 復興 ， 高度経済成長 な ど を経 て ， 多様 な

業種が 育 っ て きた ．半導体産業の よ うに成 長 中の 産業が あ る
一

方で ， か つ て は 花形 産業で

あ っ て も現在 は 沈滞 し て い る鉄鋼 業や 製紙 業 な ども並存す る ． つ ま り， 製造 業全 体 で は

様 々 な ILC や PLC に 対応 す る 業種 が分散 して い る ．そ れ が
， 日本 の 製造 業が 構 築 す る 企

業間関係 にお い て ， ILC や PLC の 段 階 に 応 じた 多様 な形 が み られ る こ と に つ な が っ て い

る ．

　 しか し ， 企 業間関係 の 態様や ，
コ ス ト低減，研究 開発， 市場対応 とい っ た 目的をパ タ ー

ン 化 して 整 理す る と
， 論 文要 旨の （1）及 び （2）で 掲 げた 一

定 の 法 則性 （図 1）が 浮 か び

上 が る ． また ，そ こ に は ， コ ス ト低減に関 す る企 業，業界，政 府の 相互 関係 もある ．

　 そ こ で
， 次 の よ うな パ タ

ー ン 化 を行 い な が ら （表 1）， 企 業 間結 合の 際 に み られ る コ ス ト

低滅の た め の 戦略的意思 決定 を規定す る 要 因 に つ い て 述べ て い くこ とに す る ．
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成　 長

競 　争

性

力

← 成長分 野

　 　 　 一 強

非成長分野 →

弱 →

産 業 分 野 半導体 ・ハイテク産業　 自動車　　 化 学 鉄鋼サ繊維，精糖，セ メ ン ト

脊 併 一・…

能形 ’幽、 　　 　　　　 　 買 収
提 携 　　　　　一一一…一一一

．r−．

一
研 究 開 発 一 ……・

目 的 コ ス ト低 減
．．P．「．

市 場 対 応

国 際 間　　　　　　 一．一・・

　 　 　 グ ル
ー

プ外結 合 相 手
幽・一一．ヤ 囚7−

．一一幽i．……・・一
グ ル ープ内

薪規 投資 の 圧縮
一 …・…・

研 究 開発費

　 　 　 　 生 産 コ ス トコ ス ト低減の内容
・一 販売 ， 管理 ，　 物流 コ ス ト

設備統合 ・圧縮一 ．．・一一一・
「
−”．尼’

図 1　企業間関係の 形態 ・目的 ・結合相手

表 1 企 業間関係の類型項 目

項　　目 内　　　　　　　容

態　　様   合併，   買収 ，   提携

目　 　 的   コ ス ト低減，  研究開発，  市場対応

コ ス ト低減の

対象

  新規投資，  研究 ・開発費，  生産 コ ス ト，  販売 ・管理 ・物 流 コ ス ト，

  設備 の 統合 ・圧縮 ・整理

　以 上 の 根拠 とな るデ
ー タは ， 1996 年 1 月

〜 1997 年 12 月上 旬 まで の 日本経済新聞の 記 事

に よ る ．新聞 記事 を用 い た理 由 は
， そ れ らが 企 業 間関係 の 構 築 の 事 実 と と もに

， その 目

的 ・背景等 に 言及 する 場合が 多 く， そ の 中で 戦略的 な コ ス ト削減戦略 に触れ る ケ ー ス が散

見 され る か らで あ る ， ま た
， 企 業 間関係 の 最 新 デ

ー タ を得 る に は
， 新 聞報道が 最 も網羅 的

で あ り，事実 関係 の 把握 につ い て は
一

定の 客観性 を備 えて い る か らで あ る ．

　 また
，

1996 〜 1997 年 を対象 と した こ と に つ い て は，外 部経営資源 の 利用 を 目的 とす る

合併 ， 買 収 ， 提 携 に よ っ て
， 競 争優位 を速 や か に 獲得 し よ う とす る動 きが 日本 企 業 に お い

て 本格化 しは じめ たの が ，こ の 時期以 降 に 顕著 化 して きた とい う点 に 着 目 した こ と に よ る．

例 えば ，経 済企 画庁の 「平成 9 年企 業行 動 ア ン ケ ー ト調査」 に よ れ ば
， 新規事 業進 出 に際

して は既存 資源 の み な らず外 部資源 を も利 用 しよ うとす る企 業の 割合が 増加 して い る （経

済企 画庁 ［1997 ］PP ．139 −143）．外部資源 の 導 入 に 関する過去 5 年間 と今後 5 年 間 の 利用

割合 は
， 製造 業全体 で み た場 合 ， 業務提 携 が 39．8％ か ら 50 ．3％ に ，合併

・
買収 が 11．390

か ら 19．0％ へ と増 加 して お り （経 済企画庁 ［1997 ］PP ．23 −24 ．PP ．194 −197），
企 業 間関係
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凵本 に お け る 企 業 間関 係 の 構築 に よ る コ ス ト低 減 戦 略

に関す る
一

定の トレ ン ドの 変化 を観察す る こ とが で きる．

　ただ し ， 新 聞記事に は記者 や 新聞社 の 主観的要素が 多かれ 少 なかれ介 入す る 点や ， 提 携

に つ い て は報道 され な い ケ
ー

ス が 相 当数 あ る こ とは念頭 に置 い て お く必 要が あろ う．また
，

2次 資料 で あ る新聞記事 を直接 の 材料 と して 用 い る こ と に つ い て の 批判 も考 え られ る ．

　 しか し，新 聞記事 に は ，  企 業再 編の 最新動向や そ こ で の コ ス ト削減戦 略 を象徴 す る事

例 が取 り上 げ られ る機 会が 多い
，   特 に提携 の 場合 は

， その 目的 ・態様 ・コ ス ト低 減の 対

象 と な る コ ス トの 種類 な ど に 関す る網羅的なデ ー タ ベ ース が他 に ほ と ん ど無い
，   新聞報

道 に よ る こ とで ，企 業 間関係 の 構 築 に よ っ て 調整 され る 価値 連鎖 の 具体 的部分 に つ い て の

イ メ
ー ジ をつ か むこ とが で きる ， とい っ た 特徴が ある こ とか ら，本稿で は ，新聞報道 を基

礎 にす る もの で あ る ．

　 な お ，
こ こ で 分析対象 と した 記事 は

， 製造業及 び そ の 周辺企 業に 関す る コ ス ト低 減 に 直

接 的に 関係 す る もの に 限定 した ． した が っ て
， 投資 目的 で の 買収 ・合併や ， 監督官庁 で あ

る 大蔵省 主導の も とに行 わ れ る金融機 関の 救済合併の よ うな ケ ー ス は対象か ら除外 した．

　 また ，企 業 間関係 の 構築 に は ， コ ス ト低 減 目的以外 に も多様 な もの が あ るが ， 本稿 で は
，

コ ス ト低減戦略に 関係 の ある と考 え られ る企 業間関係 に つ い て 事例 と して 収 集 して い る ．

た だ し
， 先 端技術 を取 得 して 競 争優位 を築 くた め に

，
企 業 間で 合併や 技術提携 ， 資本参加

な どが 行 わ れ る が ， そ れ らに つ い て も，研 究開発 コ ス トの 低 減 が 目的 の ．・
部 に な っ て い る

ケ ース が 散 見 され る 点 に は留 意 す る 必 要 が あ る ． そ う した ケ
ー

ス に つ い て は
， 本稿 で は

，

コ ス ト低減 の 側 面 をク ロ ーズ ア ッ プす る とい う観点 か ら ， 考察 の 対 象 と して い る ．

3． 企業間関係の考察に あ た っ て の 視点

こ の 考察 にお い て は， コ ス ト低減の た めの 企業 間関係 に 関する 次の よ うな認識 を前提 とする 、

3．1　各 時代 を通 じ た企 業再編 に よ る コ ス ト低 減努 力 の 継続

　第 1 に
， 日本 の 製造 業 で は コ ス ト低減の ため の 合併や 提携が 戦後一貫 して み られ る ．そ

こ で は 同
一

業種 ・
同

一
企 業 グ ル

ー プ内の 再編 が 多い ．そ の 場 合の コ ス ト低 減の 主流 は
，

ス

ケ ー
ル メ リ ッ ト追及 に よ る製造 コ ス トの 圧縮や ， 物流 ・販売 ・管理経費の 削減な どで あ る．

　 もち ろ ん
， 生 産 ， 販 売 ， 管理 ， 物流 ， 研 究 開発 な どの 各種 の コ ス トご とに ，そ の コ ス ト

管理 の 手 法 は 異 なる もの で あ り， 企 業問関係 の 構 築の 態様 も
，

コ ス トの 種類 の 違 い や 業

種 ・業態 に よ っ て 影響 を受 ける もの で あ る ． そ う した影響 の 識別 ・検証作 業 は
， 今後 の 研

究 の 展 開 に よ っ て 明 らか に して い くこ とが 必 要で ある ．

　 しか しなが ら
， 戦後復 興期 ， 高度経 済成長期 ， 石 油危機 を経て ，

バ ブ ル 経済が 崩壊 した
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現 在 に 至 る まで 形 態 に は変化は ある が
， 各企 業 は 主体的か つ 積極的に コ ス ト低減に 取 り組

んで きた とい う点や
，

そ の 集合 体 で ある 企 業 グル
ー プや 業界が

， 内部の 企業 ど うしの 利害

対 立 をか か えなが ら も，全体 と して は協調性 を保ち なが ら， コ ス ト低減の 努力を行 っ て き

た とい う点 に つ い て は
， 事実 と して 認 識 され よ う．

　そ こ で は
， 業界別 集団や 企 業 グル ー プ内部 に お ける合併 ・買収 ， 提携や ， 生 産調整 ， 労働 の

企 業間 移動等 を通 じた コ ス ト低 減努力 が絶 えず行 わ れて きた．また
，

コ ス ト低減 に は直結 しな

い が ， 株式 持 ち合い の 発 達 な どは
，
戦 後の

，
わが 国にお け る企 業 間関係の 特徴 の

一
つ で あ る．

3，2　国や 業界団体 の 関与に よ る業界全体の コ ス ト低減の 存在

　第 2 に は
， 政府 の 関与 に よ る 業 界 や企 業集 団の 再編 （合併 ）や生 産調整 ， 参入規 制 な ど

に よ る 業 界の 生 産効 率追求 もみ られ ， それ が 業界金体 の コ ス ト低減に影響 を及 ぼ して きた ．

　 中で も，戦後復 興 か ら高度 経済成 長期 に か け て は，基幹産業 や 構 造不況 業種 は もと よ り，

機械工 業振 興臨時措置 法な ど に よ り中小 企 業 へ の 政 府の は た ら きか けが 強 力 に 行わ れ た ．

　 しか し ， 政 府の 意図 と各企業や 業界 の 利害 は個 々 の 場 合 に 必ず しも一致 した わ けで はな

い ．政 府の 思惑 に反する結果や ， か え っ て 競争が激化 し ， 競争を通 じた コ ス ト低減努力を

各企 業 が 繰 り広 げ る こ と に よ っ て ，そ れ ぞ れが 成長 を続 け る とい っ た場合 もみ られ た ．

　 つ ま り， 日本企 業 の コ ス ト削減努 力 は ，個 々 の 企 業が 主体的 に行 う側 面 と，業界全 体 あ

る い は政府 の 関与 に よる コ ス ト低減 とい う両面 か ら実現 され て きた の で あ る ．

3．3　「近 来型 」企 業闇 関係 の 顕在化

　第 3 に ，
以 上 の 「従 来 型j の 企 業 間関係 に対 して

， 最近顕 著化 して い る 「近来型」 の 企

業 間 関係 の 構築 に よ る コ ス ト低 減が み られ る 、 そ れ は ， 外 部 の 経営 資源の 活用 に よ り短期

間で 効果 の 高 い コ ス ト低 減 を 目指 す もの で あ り， 研究 開発 費の 圧 縮 ， 業 界標準形 成 に よ る

市場支配 ， 製 品 ・部品の 供給 シ ス テ ム の 構築 な どが 指向 さ乳て い る ．そ こ に は ，経済の グ

ロ ーバ ル 化 の 中で の 国際競争 の 激 化 ， 先端技術 の 進 歩の ス ピ ー ドア ッ プ
， 製 品の ラ イ フ サ

イ ク ル の 短 縮化 と い っ た企 業 を取 り巻 く環境 の 変化 の 中で は
， 「従来型」 の 企業 間関係 に

よる コ ス ト低 減戦略 に よ っ て は
， 競争 力の 維持 ・拡大 に 不可 欠 な コ ス ト低減 自体が 困難 に

な っ て きた とい う事情が ある ．

3．4　「従 来型 」と 「近来 型」の 企 業間関 係 の 重層 的 な存 在

　第 4 に， 「従来 型 」 と 「近 来 型 」の 企 業 間 関係が 重 な りあ っ て 存在す る ．多様 な 業種 ・

業態の 存在す る 日本 で は ，歴 史的経 過 を経 て 多様 な業種が 育 っ て きて お り， 半導体 産業 の
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日本 に お け る 企 業 間 関係 の 構 築 に よ る コ ス ト低減載略

よ うな成 長産業 もあ れ ば ， 鉄鋼業 ， 製紙業 な どの 斜陽 産業 も並存 し ， 様 々 な ILC や PLC

に該当す る業種が同時にみ られ る か らで あ る ．

　そ して ，成長型 産業 や 国際競 争 力の 高 い 企 業 ほ ど 「近 来型 」の 企 業 間 関 係 を築 き ， 構 造

不 況業種 の企 業 で は 「従 来 型1 の 再 編形態が 中心 に な っ て い る ． 「従 来 型」 の 企 業 再編 で

は，外部経営資源の 直接 的な 獲得 を 目的 とす る 合併 の 比 重が 高 く， 「近 来型」で は 企業 の

内部成長 戦略 と合併 ・買収 の 中間的方法の 一
つ で あ る提 携 の 比 重が 高 い の が 特徴 で あ る ．

　 さ ら に ，
ILC 上 の 位置 も含め

， 特定の 業種が 置か れ て い る 経済環境や 産業構造の 相違に

よ っ て ，競争力 向上 ・
コ ス ト削 減

・
技術 革新の 内容 や 程 度

・
ア ブ U 一チ 方法 な どは異 な っ

て い る ．例 えば
， 低減 すべ き コ ス トは

， 生産 ， 販売 ， 管理 ， 物流 ， 研究開発 な どの 各種 の

コ ス トの ，どれ なの か ，あ る い は どの 部分 を対 象 とせ ざる を得 な い か とい う点 に 関 して は
，

業種 を反映 した もの とな る ．

4 ． 新聞記 事 に み る最近 の 企 業間関係

　 日本経済新聞に掲載 され た企 業 間関係 を扱 っ た記事 を業種別 に み る と （新 聞記事の 個 記

事 例 は次 ペ ージの 表 3 参照 ）， 半導体及び その 周辺分野 を含む 先端産業が 13 件 ， 自動革 12

件 ， 化学 8 件 と続 き， 金属 ・繊 維 ・
精糖

・
製紙

・セ メ ン ト業界 を合わ せ た もの が 6 件 とな

っ て い る （表 2）．

表 2　 企業間関係の発生 割合 （産業別 ・記事取扱件数）

産　　　業 合 併 買 収　 　　　　 提 携　　　　 　　 計

半導体・ハイテク産業
　 0

（0．0）％

　 0

（0．0）％

　 13

（100．0）％

　 13

（100．0）％

自　動　車
　 0

（0．0）％

　 1

（8．3）％

　 11

（91 ．7）％

　 12

（100 ．0）％

化　　　学
　 1

（12．5）％

　 2

（25．0）％

　 5

〔62．5）％

　 　 8

（100，0）％

金属，繊維，精糖，

製紙，セ メ ン ト

　 3

（50．0＞％

　 1

（16．7）％

　 2

（33．3）％

　 　 6

（100．0）％

（資料）日本経済新聞 （1996〜1997 年〉

　半 導体 ・先端 産業 や 自動車産業 は
， 現在 の 日本 の 製造業 にお い て 国 際競 争力 に 優 れ た 成

長 性 の 高 い 分 野 で あ り， ILC 上 の 成長 型 に 属 す る
〔17 ） こ とが 特色 で あ る （森川 英 正

［1995 ］ PP ．12−13）．逆 に ，事例 数 は少な い が ，化学 ，金属 ，繊 維， セ メ ン ト，精糖 の 場

合は ， 高度経 済成長期以 来の 構造不 況業種 で あ り， 装置 型産業 とい う共通性 を持 つ ．

　 こ こ で 金属 ・繊 維 ・精糖 ・製紙 ・セ メ ン ト業 界 を ま とめ て 取 り扱 うの は
， それ らが ILC

上 の 斜 陽型 （18 ） に 属 し （森 川英 正 ［1995］ PP ．11−12）， 現在 は 成熟 な い しは非成 長分野 の
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表 3 企業 間関係の 新聞記 事
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日本 に お け る 企 業 間 関係 の 構 築 に よ る コ ス ト低 減戦 略

産業 で あ る こ と，上 記の 共通性 を持つ こ と，か つ て は 日本経済を リー ドする有力産業で あ

っ た た め で ある ．

　さ らに 記事 に は
， 機 械 情 報通信 ， 商業 そ の 他 もあ るが

，
こ こ で は製造 業 を対象 に す る

た め情報通信分野 や 商業 な どは 除外 した． また ， 機械 に つ い て は 原 子力発 電か ら 自転車に

至 る まで 製品 の 質的 な幅が 大 きく，
ま とめ て 論 じる に は適 さな い た め 対象か らは はず した ．

　そ れ らの 企業間 関 係の 背景 には
，

い ず れ の 業種の 場合 も ， 激 しい 国際競争に さ ら され て

い る こ と
， 早急 な コ ス ト削減 の 必 要 に 追 ら れ て い る こ と

， 技術革新 とそれ を応用 した製 品

開発 の 必 要性 が 高 い とい っ た共 通項 が ある こ と も特徴 の
一

つ で あ る．

　 な お ， こ こ で の 業種 の 分類 で は分野 の 重複 も散 見 され る ．半 導体 と機械 の 中間領域 に属

す る分 野 な どで あ る ．そ れ ら につ い て は ，便宜 的 に ，構築 され た企 業間関係 の 中で 生 産 さ

れ る 製 品 を基準 に 分類 を行 っ た． た とえば
， 自動車 産業が半導体 企業 の 生 産 ノ ウ ハ ウ を導

入 して 半導体生 産 に 進 出す る よ うな場合 は
， 半導体産業に分類 した ．

5　 日本 の 企業間関係 に おけ る コ ス ト低減戦略

5．1 業種及 び製品 の ラ イ フ ・ サ イクル とコ ス ト低 減 戦略

　次 に
，
企 業間関係に お け る コ ス ト低減戦略 と ILC

，
　PLC の 関係で は

， 「コ ス ト低減」を 目的

に企 業 間 関係 が構 築 さ れ る場合 で も
，
そ の 業種 ・企 業が ILC の どの 部 分 に 位置 し

，
い か な

る PLC 上 の 製 品を製造す る か に よ っ て
，

コ ス ト低 減 の 内容 そ の もの が 変わ る の が特徴で あ

る．

新規投資 の 研 究 ・開 発 費の 生 産 コ ス トの 販売費 ， 管理 費 ， 設備統 合 ，

圧縮 低減 低減 物流 コストの 低減 圧縮整理

聰    
半導体

・
ハイ砂 産業        

       　　齟噛
           

自　 動　車
　 　 　 　 　 　 r          

＿＿＿一＿一＿＿一＿に       　　 ［
E　       　　 　　 11　   　　　　［

一

　　  
化　　　学       　　　　 i  

    i

金属，繊維，精糖，

製紙 ，
セ メ ン ト

　　  
1　  

   
 
弓

 

注）各業種 ご とに付 され た数字 は ，表 3 「企 業間関係 の新 聞記事」で付 した番 号と，そ れぞ れ対応 する ．

　 （資料）凵本経済新聞 （1996〜1997年〉

　　　 　　　　　 　　　 図 2　 コ ス ト低減の 内容 （産業別〉

　 こ こ で は
，

コ ス ト低 減の 内容 を 「新規投 資L 「研究 ・開発 費」， 「生 産 コ ス ト」， 「販 売 ・

管理 ・物 流 コ ス ト」， 「設 備の 統合 ・圧 縮 ・整 理」 に分 類 した 上 で
， 日本 の 企 業 間関係 にお
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け る コ ス ト低減戦略 の パ タ
ー

ン 化 を行 うこ とに す る （図 2）．

　 「新規 投 資」 とは新 規投 資 リス ク の 圧 縮 や分 散 ， 「生 産 コ ス ト」 と は製 品供 給 ， 部 晶供

給，共 同生 産，部品 ・仕様の 共通 化や 統合，ス ケ ー ル メ リ ッ ト追及 に よ る生 産効率化 な ど

の
一

般 的 な生 産 コ ス トの 低 減 を示 す ．「設 備の 統 合 ・圧 縮 ・整理 」 は 過剰設 備の 共 同廃棄

や 生 産集約な ど を指す． また
，
2 以 上 の コ ス ト低減 の 対 象を 同時 に 有す る事例 もみ られ る ．

　 図 2 をみ る と
，
ILC と PLC の 段 階 に 従 っ た形 で コ ス ト低 減 の 内容が分 布 して い る お り，

先端 的 ・成長 的分野 ，競 争 力の 高 い 分 野 ほ ど， 「新規投 資」， 「研 究 ・開発 費」 が 多 く現 れ

て い る ． つ ま り， 先端的な 産業分野 と既存の 産 業分野 ，成長分野 と非成 長分野 とで は， コ

ス ト低減努力の 向け られ る対象が 異 な っ て い る ，

5．2　新規 投資 や研 究 ・ 開発 費 を対象 とす る コ ス ト低 減戦 略

　 厂新規投 資」や 「研 究 ・開発費」が 先端 産業 で の コ ス ト低 減対 象 として選択 され る の は
，

半 導体 な どの 先 端分野 で は新規 の 設備投 資の 圧 縮 と投資 リス ク の 分散 が 経営上 の 課題 と な

る た め で ある ．基礎 的分野や 応 用分野の 研究 に よ っ て 培 わ れ た技術 ・ノ ウ ハ ウ を もとに 製

品化 を図 ろ うとす る段 階で
， 巨額 の 設備 投資 を必 要 とす る よ うな場 合 に

， 新規投 資の 圧 縮

が コ ス ト低減 の タ ーゲ ッ トに な る 傾 向が 強 くな る ． しか も ， 半導体 の 記憶媒体 や 医薬 品分

野 な どで は
， 研 究 開発 費 の 額 が 急増 し

， その 設備投 資圧 力 が 経営上 の 大 き な負 担 と な っ て

い る場合 も増 えて い る ．

　パ ソ コ ン 用 記憶媒体 （半導体分 野） の 研究 開発 の 場合 ， 巨額 の 投資が 必 要で あ り
，

そ の

分野 で の 業界標準 の 確立 が以後 の 世界市場 で の 圧倒 的優 越性 を実 現す る 分 野で は
， 研 究 開

発 の 促進 自体 を 目 的 とす る提携 と，研 究 開発 コ ス トの 低 減 を主 眼 とす る提携 が盛 んで あ る。

そ れ らは
， 国 際間 ・ラ イバ ル 企 業 間 を超 え ， 戦 略上 の 必 要性 に 応 じて 行 わ れ る 傾 向 に あ

る．

5 ．3 生 産コ ス トを対象 とす る コ ス ト低減戦略

　 r生 産 コ ス ト」 は 各産業 を通 じた コ ス ト低 減 の 対 象 とな っ て い る 。そ の 理 由 は ，
こ の 部

分 の 効率 化が 製造業 にお け る コ ス ト低減の 根幹 を なす た め で あ る．

　 「生 産 コ ス ト」 を タ ーゲ ッ トに す る コ ス ト低 減 の 件 数 で は ， 自動 車産業 が 最 も多い ．そ

れ は
， 従 来 か ら継続 して い る 自動車産 業 に お ける 生 産 コ ス ト削減努 力の 集積 や ， その 成果

の 上 に わ が 国 の 白動 車産業 の 国際競争 力が 培 わ れ た こ と と無関係で は な い ．

　 日本 の 輸 出の 牽 引車 と もい える 自動 車業 界の 場 合 ， 付 随的 な部 品 だ けで は な くエ ン ジ ン

な どの 基幹部 品 の 共通 化 ・標準 化 ，車台の 統合 ，世 界規模 に わ た る生 産 ・販売の 分 業 な ど
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を媒介 とす る 提携 関係 の 構 築に よ り，
生 産 コ ス トを引 き ドげる努力が 続 い て い る ．

5．4　販 売 ・管理 ・ 物 流 コ ス ト対 象 とす る コ ス ト低 減 戦略

　
一

方 ， 「販 売 ・管理 ・物流 コ ス ト」を低減対象 にす る 業界は
， ILC ・PLC 上で は 非成長

分野 ・斜 陽産業 に 多 い ． 「設備 の 統合 ・圧 縮
・
整 理」 に つ い て も 同様で あ る ． こ こで は ，

管理 経費や 物流 コ ス トの 削減 ， 生産調整 や 生産設 備の 共 同圧縮 を 目的 とす る 企 業間 関係が

主流 で あ る ．

　そ こ に は ， こ れ らの 産業 で は
， 生 産方式 や需 要構造 な どの 劇的 な変化 が 望 み 薄 だ とい う

事情 が あ り， 新規 分野 へ の 参入 も多 くの 場合 で 模索状 態 に あ る ． した が っ て ，事業全 体 の

コ ス ト低減の た め に は，販 売費や 管理 費，物流 コ ス トとい っ た種類の コ ス トを タ ーゲ ッ ト

に す る と と もに
， 設備 の 統合 ・圧 縮 ・整理 な ど に よ る 縮小均衡 を図 る ほ か な い と い っ た事

情が作用 して い る ．

6． 企業問関係 の 形態

　企 業 間関係 の 形態で は圧 倒 的 に 提携 が 多い ．その 中で の 最大 の 特徴 は ，半導体 ・先 端産

業の よ うに ILC の 中で 成長性が高 く， 国際競争力に 優れ て い る分野 ほ ど提携 が 多 く， 逆 に

合併 は
， 化学 ，

金属 な どの 成 熟お よ び非成 長 分野 で 選択 され る場合 が 目立 つ （図 3）．

　半導体 ・先端 産業 の 企 業 間 関係 で はすべ て が 提携 で あ り， 自動車 産業 の 場 合 も同様 の 傾

向 とな っ て い る ．
一

方 ， 化学業界 で は提携 の 件数 が 最 も多い の と同時 に ， 合併 ， 買収 もみ

られ ， 金属 に至 っ て は
， 企 業再編 の 主 た る 態様 が 合併 とい う形 にな っ て い る ．

　つ ま り， ILC の 中で 成 長性 や競争力の 高 く
，
PLC の 中で 成長期か ら成熟期 にか けて の 製

品群 を持 つ 企業 ほ ど
， 提 携 と い う緩や か な企 業 間結 合 を選択 して い る．

　 た だ し，合併 ・買収 と して 報道 され る もの は ，
一

部 上場 企 業 ど うしの ケ ース な ど ， 話題

性に 富 む もの が 多 い ．そ こ で は ，精糖業，製紙 業 ，
セ メ ン トと い っ た よ うに ，構造不 況業

種 に属 す る 装置型産業 で は
， 合併 に よ る再 編 が多い こ と も特 色で ある ．

　 こ の よ うに ，法制上 は 同 じ合併 ・買収 とい う形態 を と っ て も，そ の 背景 に ある 戦略的な

意思決定 の 性格 は 同
一

で は な い ．一
例 を挙 げれ ば

， 限 られ た市場 の 中で の 過 当競 争 を排 除

して 双 方 の 生 き残 りを模索 す る た め の 合併 と
， 世界 市場 の 制覇 を 目指 して 有力企 業 ど う し

が 大同 団結す る た め の 合併 を比 較す る と ， 企 業経 営 の 戦略性 か らみ れ ば対照 的で あ る 、
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産 業　　　　　　合　併 買　収 提 　携

半導体・
ハ背癨 業　

1
         

蕪
       

自　動 　車

         
       

鷹

化　 　　学

   

 
麗
鰓
 

金属 繊紘 精糖 ，

製紙 セ メ ン ト

 

 
 

   
 

注 ）各 業種 ご とに付 され た数 字 は，表3 「企業 間関係 の 新聞記 事」で付 した番号 と．そ れ ぞ れ対 応す る ．
（資料 ）日本経 済新聞 （1996〜1997 年〉

　　　　　　　　　　 図 3 企業間関係 の 形態

7． 企業間関係 の 目的

　企 業 間閧係 の 目的別 の 類型 を行 っ て み る と （図 4）， 「コ ス ト低 減」， 「市場対 応」 は 全体

を通 じて 分布 して い る ． つ ま り， 企 業間 関係 の 構築 に お ける 主要 な 目的 は， コ ス ト低 減 と

市場 対応 で ある こ とが わ か る ．その
一

方で ，半導体 ・先端分野 で は 「研 究開発」 を H 的 と

す る 場合が 多い ． また ，事例 に よ っ て は ，複数 の 目的 を 同時 に持 つ もの もあ る．

産 業 コ ス ト低減 研究開発 市 場 対 応

半導体・ハイテク産業
嚥
瀰
   

     

漁
鏘

鑢
 

 

自　動 　車
瓢
讎
   

     

麗
   

化　　　学
   

麗
   

 

 
   
 

 

金属 繊維，精糖

製紙 セ メ ン ト　 」

   

 

 

 

 
 

注 ）各業 種 ご と に付 され た 数 字 は，表3 「企 業 間 関 係 の 新 聞記 事」で 付 し た番号 と、それ ぞ れ 対応す る，
（資料）口本経 済新 聞 （1996−−1997 年 〉

　　　　　　　 図 4 企業間関係の構築 目的 （産業別）

　 厂市場対応」 の 内容 は
， 現 地市場 へ の シ フ トの ため の 合 弁や 現地生 産 ， 国内 シ ェ ア の 維

持 ・
拡 大 ， 国際市 場 の 維持 ・拡大 ・進 出 の ほ か ，業界標準確 立 に よる 市場支配 力 の 向上 な

どで あ る．成 長分野 で は世界市場 を含め た市場支配 力の 拡大 が 指 向 され る
一

方 で ， 非成長

分 野 で は過 当競 争 の 排 除や 市場 で の 生 き残 りが 指 向 され る ． つ ま り， 「市場対応」 に お け

る経 営 上 の 積極性 は
， ILC と主 力 製晶群 の PLC 上 の 位置 に従 っ た形 とな っ て い る．
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　また ， 「研 究 開発 」の 内容 に は ，技術 開発，技術 供与，技術 の 補完の ほ か ，研 究 開発費

の 縮減，新規分野 へ の 進出 ・多角化の た め の 技術補完 ・持ち寄 り，市場支配 力の 拡大 を狙

っ た 業界標準 の 確立 な ど も含 まれ る。

　 こ れ らを ILC と PLC との 関係で み て み よ う．成長 分野 で は技 術 革新 の テ ン ポの 速 度 が

加速度 的 に増 して お り，先端技術 の 応用 に よる付加価値の 実現
・製品化の 成否が ，企 業の

収益構造 を直接左 右 す る場面 が 増 えて い る． そ こ で 他社 に遅 れ を取 る こ とは
， その 分野 の

市場 を喪失 す る
，

あ るい は参入 に 失敗 す る こ と に つ な が る ．逆 に 成功 すれ ば ， そ の 市場 を

支 配す る 上 で 非常 に 有利 と なる ．それ 故 ， 先端 分野 に属す る 企 業ほ ど研究 開発 に しの ぎ削

り， 激烈 な研 究 開発 競争 を繰 り広 げ る ． また
，

ドラ ス テ ィ ッ ク な企 業間 関係 の 構築 を厭 わ

ない 戦略が み られる ．

8． 企 業間関係構築 の 当事者

　企 業 問 関 係 にお け る 当事者の 組み 合 わせ をパ ター ン 化 して み て み る と （図 5）， 異な る企

業 グ ル
ー プや 系列 に あ る 企 業 ど う しの 結合 が 全体 を通 じて み られ る ．

　 とこ ろが ，国際 間に わ た る結合 は， ILC 上 で は成 長分野 ・競争力に属 し，　 PLC で は成長

期か ら成熟期 に かけて の 製 品 を有す る 業種ほ ど多 く， 市場 の 国際化 の 中で の 外国企 業 との

関係構築が 表れ て い る ．逆に 同
一

グ ル ー プ ・系列内で の 企業再編は 成長分野で は少な く ，

非成 長分 野で 多 い 傾 向 に あ る． 図表 に は表 れ て い な い が
，

こ の 作成 の 基礎 と な っ た 新聞記

事 に は
， 既 存 の 系列や 企 業 グル ー プ を超 えた 再 編 の ほ か ，技術 や 市場 の 持ち寄 りな ど を軸

とす る 異 業種 間の 結合 の 事例 も含 まれ る ．時 に は
，

ラ イバ ル 関係 に あ る 企 業同士 で も ， 利

害関係が
一
致すれ ば

， 積極的に提携 に踏み切 る ケ ース もみ られ る ．そ れ らは ， 成長分野 ほ

ど顕著な もの とな っ て い る．

産　　　業
国 囚 の 企 　間結合

グ ル ープ 内 グ ル ープ 外

国際間 に わ た る

企業間結合

半導体・
ハ 行 ク産業

 

 
 

       

瓢
鑞

自　動 　車

   

 

魏

     

     

化　　　学
   

 
   

   
 

金民 繊維， 精糖 ，

製紙，セ メ ン ト

     

 
 

 

注 ）各 業 種 ご と に付 さ れ た 数 字 は，表 3 「企 業 間 関 係 の 新 聞 記 事」で付 した 番 号 と、そ れ ぞ れ 対 応 す る．

（資 料 ）日本 絳 済 新 聞 （1996
’一’1997年 ）

　 　 　　 　　 　 　 図 5 企業間関係構築の 当事者
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9． 企 業間結合 の 動機

　次 に ， 企 業 間関係 が構築 され る 際の 企 業経 営者 の 動機に つ い て
， 各年 の 公正 取引委員会

年次報告 （公 正 取 引委員会 ［1975 〜 93］） を も とに作 成 した契機別 合併 件数 （表 4）の 時

系列変化 の 中で 注 目で きる 点は
， 「当事者間の 話合 い 」 に よ る 合併の 大 幅増 に対 して

， 「共

通 大株主 等の 方針」 が 減少 し
， 両者の 逆 転現象 が み られ る ．つ ま り ， 契機 別合併件数の 時

系 列比較 に も表 れ て い る よ うに ， 官庁 や 共通大 株主 の 主導 で は ない 企業 の 主体的 な結 合が

増 加 して い る．

　 こ うした 現状 は
， 系列 も含め た 既存の 企 業グ ル ー プ内 の 企業 再編 に と どま っ て い る 限 り，

競 争力 の 向上 が 期待で きな い 状 況 が定着 して い る か らで あ ろ う．

　　　　　　　　　　　　　　　　 表 4 契機別合併件数

年 度
当事者 の

話 し合 い

　　親会社

　　の 方針
閭 『

共通大株主

等 の 方針
取引銀行 の

あ っ せ ん

取引先 の

あ っ せ ん 指　　導

行政庁 の

　　　　　　　艮 啝 1 計
　　　　　　　　　　　　　　　　匚

1975
　　124
（11，5）％

　　370
（34．4）％

　　523

（48 ．6）％

　　12
（1．1）％

一

蔽 匝昌｝。

　　1
〔0、0）％

　 1ρ77
⊂100．0 ）％

1980
　　200
（23 ．0）％

　　363
（41 ，7）％

　　293
（33 ．6） ％

　　1
（0．1） ％

　　1
（0．1｝％

　　8
（09 ） ％

　　871
（100 ．0）％

1985
　　599
（52．0）％

　　307
（27 ．6）％

　　176 　 　　 　　11
（15．8＞％　 （1．0） ％

　　6
（α 5）％
　一 咋
　　8
（0 ．5）％

　　　15
（1．4）％

一一胴
　　　18
（1．0）％

　　5
（0．6） ％
　　　　　1「
　　19
（1．7）

　　36
（2．1）％

・
．儻 ・

1990
　訥

　　796
（45 ．5）％

　　597
（34 ．1） ％
『一

　　282
（16．1） ％
　　

　　14
（0，8）％　　　　　　　1

＿＿一↓一＿＿．＿一＿＿＿−
　　　E 　 1，751

（100 ．0）％

1993

　　　　　　　一
　　866
（45．2）％

　　　　　 
　　637

（332 ）％

　 291

（15．2）％

　　11　 　 　 　 　 10

（0．6） ％ ｛（0．5） ％

　　6
（0．3）％

　　96
（5．0）％

　1ρ17
（100 ．0）％

（資料） ：公正 取引委員会年次報告 （各年度）

10 ． 企 業間関係の 業種別態様

　 こ れ まで 企業 間関係 を機 能別 にパ タ
ー

ン化 した もの か ら
， 冂本企 業 の 企 業間 関係 の 構築

に 際 して の コ ス ト低減 に 向 けた戦 略 的意 思決定 の 方向性 を述べ て きた 。そ こ で 次 に ， それ

ら を具体 的 に 示 して い くた め
， 日本経済新 聞 よ り企業 間関係 の 実 態 を業種別 に み て い くこ

と に し よ う．

10．1　半導体業界の 企 業問 関係

10．L1 概 要

　 まず成 長分 野で
， 国際競争 力 に 優 れ た半導体 分野 の 企業 間関係 を取 り上 げる ．半導体 分
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口本 に お け る 企 業 間関 係 の 構築 に よ る コ ス ト低減戦 1略

野 で は ， 世 界市場 をめ ぐる激 しい シ ェ ア拡大競争や ， 技術革新や研究開発 競争 に各国の 有

力 メ
ー

カ ーが しの ぎを削 っ てい る． そ の ため
， 企業間関係 の 形態 も ドラス テ ィ ッ クで あ る．

　記 事取 扱 件数 は 13 件 の す べ て が提 携 で あ る （表 2）．提 携 の 目的 は ，
コ ス ト低減 9 件

，

研 究 開発 が 8 件 ， 市場対応 が 4 件 とな っ て い る （図 4）．企 業 間関係 の 結合 先 で は
，

グ ル
ー

プ外 3 件，国際間 に わ た る もの が 10 件で ， グル ープ 内の 再編は み られ な い （図 5）．

　 つ ま り， 半導体業 界の 企業 間 関係 の 場合 ，
コ ス ト低 減 は もと よ り， 国際競争 をめ ぐる市

場で の 優位性の 確保の た め の 先端分 野 に か か わ る研 究開発が ， 主要 目的と な らて い る。

　 こ の うち コ ス ト低 減 の 対象 は
， 生産 コ ス トと新規投 資 に次 い で 研究 開発費 とな っ て い る

（図 2）．研 究 開発 で は技術補完 ・
持 ち寄 り，業界 標準確立 が 主 な 内容 で あ る ．市場対 応 で

は 国際市場 の 拡大 ・維持 ， 業界標準 確立 に よ る市場支配力の 確保が 含 まれ る ．

　 こ の よ うに ，半導体業界 の 企 業間関係で は
， 国際市場 で の 競争力 を高め る こ とを念頭 に ，

そ の 基礎 に な る先 端技術 に よる 生 産体制確立 の た め に
，

パ ー トナ
ー

企業か らの 技術導入 や

共 同研 究 を指向す る構図 とな っ て い る ．そ こ で は世 界 的 な業界標 準 の 形 成 を， 自社 を含 む

パ ー
トナ

ー
企業連合 で 主導す る こ と も戦略 の

一
部 とな っ て い る ．

10．1．2　東芝， IBM ， シ ーメ ン ス ， モ トロ ー ラ の 先端 メ モ リー開発提携

　 こ こで 紹 介す る の は
， 東芝 ，

IBM
，

シ ー メ ン ス
，

モ トロ ー ラ の 4 社 が
， 先端 メ モ リ ー

（DRAM ）の 開発提 携 （共同 開発 ）の 基本合 意 に達 し
，

近 く正 式発表 され る とい う新 聞記

事 で あ る （掲 載年 月 日 ： 1996 年 10 月 19 ロ P ．1）．なお
，

こ の 先端 メ モ リ
ー とは

，
2000 年

頃 に登 場す る大容量 メ モ リー 1 ギ ガ （1 ギ ガ ＝ 10 億 ）ビ ッ ト DRAM （記憶保 持作 動 が 必

要 な随時書 き込 み読 み だ しメ モ リ
ー

） で あ る ．提携 の 目的 は
， 1000 〜 2000 億 円 に上 る 開

発 費の 分担 と技術 の 相 互 補完 に あ る ． 日米独 の 大手 4 社 が 1ギ ガ 世代 まで 手 を広 げ た提携

関係 が 築 か れ た こ とで
， 最先端 メ モ リ

ー をめ ぐる 国際提携 が 一
層加速 す る 見 込 み と記 され

て い る ．

　 提携 が 成 立 した 背景 に は
， 東芝 ，

IBM
，

シ
ー

メ ン ス の 3 社 は 1992 年か ら 64 メ ガ ビ ッ

ト
，

256 メ ガ ビ ッ トの DRAM 開発 で 提 携 して い る こ とが あ る ． さ らに ， 世代交代 ご とに

DRAM の 開発 費負担が 増 大 し， 256 メ ガ ビ ッ トで は 数百億 円〜千億 円が か か る とい わ れ
，

既存 3 社 は モ トロ
ー

ラ社 を加 える こ とに よ っ て 投資 リス ク の 軽 減 を図 る こ とが で きる．
一

方 ， DRAM は パ ソ コ ン な ど の 主 記 憶 装 置 と して 需要 が 拡 大 して お り ， 現在 ， 16 メ ガ ビ ッ

トは量 産段 階 ， 64 メ ガ ビ ッ トは サ ン プ ル 出 荷段階， 1 ギ ガ は 2000 年以 降の 生 産 （NEC で

は 98 年 に サ ン プル 出荷 開始の 予 定） とい う状況 に あ る ．そ こ に は ，次 世代 DRAM 開発 に

か か わ る 提携 に 表 れ た 国際間 に わ た る 企 業 グル
ー プ 問の 競 争激化 とい う状 況が あ る ．そ こ

で は
， 国際 提携 に よ り DRAM の 国際標準 を確立 した 企 業 グル

ー プが
， そ の 後 の 国 際競争
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で優位 に立 て る とい う事情 が あ る ．

　こ の 4 社 に よ る 開発 提携 と並 ん で
， NEC ，

　 AT ＆ T （米）， 三 星電子 （韓）3社 の 256メ

ガ ビ ッ トま で の 開発 提携， 日立 製 作所 ， テ キ サ ス
・イ ン ス ツ ル メ ン ト 2 社 に よ る 256 メ ガ

ビ ッ トまで の 提 携 関係が あ る ． また ， 日立製作所 とNEC は 1997年 2 月 に ， 1 ギ ガ 開発に

成功 と発表 して い る ．な お
， 富士 通 ，

三 菱電気 は 開発提携 は結 ん で い ない ．

10．1．3　 トヨ タ 自動車 グル
ー プと ソ ニ

ー の 異 業種 ・企 業 グル ー プ外 提 携

　異業 種で 異 な る企 業 グ ル
ー プ 間 に わ た る 生産 ・販売提 携 の 事例 （掲 載年 月 日 ：1997年

5月 28 日 P．1）を次 に紹介 し よ う． 目的 は ，パ ソ コ ン 向け な どに需 要が 急増 して い る液晶

表示装 置 の 市場に
， 新た な企業連合 を構築 して 参入す る こ と を狙 っ た もの で

， トヨ タ側 が

愛知県内に薪工 場 を建設 し ，
1998 年度後半 に生産 を開始す る 予定 とな っ て い る ．

　内容 は ， ソ ニ
ー

の 液晶表示装 置 （LCD ）製 造技術 と，松 下電器 との 関係 が深 い トヨ タ 自

動車 グ ル
ー

プの 生 産技術 を組 み合 わせ た もの で ， 技術 の 持 ち寄 りの 側 面 が 強 い ．製品 は社

内用 も含 め 両社 が 買取 り販売 す る ． こ の 提携 の 背景 に は，両社 の 利害 の 合致 が あ る ． トヨ

タ側 に は
， 将来 ，

LCD は カ ーナ ビ な どの 情報通信 シ ス テ ム の 中核部品 となる と い う見方

が あ り
，

ソ ニ ーが 同分野 の 先端技術 で先 行 して い る とい う判断が あ っ た ．

　
一

方 ，
ソ ニ

ー
側 で は

， 多 くの 投資案件 （衛星 デ ジ タ ル 放 送 ， 家 電 ・AV 等） を抱 え ， 巨

額 な投 資が 必 要 な LCD 生 産 に は ，資金 力 ，営業力 の あ る トヨ タ 自動 車 グル
ー プ と組 む こ

とで ， 投 資 リス ク を軽減 で きる とい う事情 が あ っ た ． な お ，
こ の 提携 に 関 して ， 日本 経済

新聞の 記事 で は
， 「トヨ タ 自動車 グ ル

ー プ は
， 株式持 ち合 い を背景 に

，
カー オ ー

デ ィ オ や

電気 自動 車 向 け電池 事業 な どで 松 下 と密接 に連 携 して きた．取 引が 少 なか っ た両 グ ル ー プ

の 提携 は既存分野 の 取 引関係 に も影響 を与 え る の は確 実で ，成長分野 を 中心 に 旧 来の 枠組

み を超 えた連携 や 競争が 活発 に な りそ うだ 」 と して い る ．

1〔｝．1．4　富士 写真フ イル ム と米 イ ー ス F マ ン ・コ ダ ッ クの 提携拡大

　 こ の 例 は
， 国籍の 異 な る敵対 関係 に あ る企 業 ど うしが ，敵対 分野 以外 で 提携 関係 を拡 大

す る こ とに よ り，業界標準の 形成 に よ る 国際市場 で の 競争優位 を獲得 し よ うとす る もの で

あ る （掲載 年 月 日 ： 1996 年 9 月 8 日 P．1 ，P．7）．提携 の 対象分野 は デ ジ タ ル カ メ ラ 用 メモ リ

ー カ ー ド等 の デ ジ タル 写真分 野 で あ る ． こ の 提携 を こ こ で 取 り上 げた の は
，

こ の 分野 は化

学 工 業 とい うよ りは ，実態 は む しろ 半導体産 業 に 近 い か らで ある ．

　提 携 の 目的は
， 市場 が急成 長 して い る こ の 分 野で の 提携拡 大 に よ り ， 両社 が

，
メ モ リ

ー

カー ドの 規格標準 化 の 主導権 を把握 す る と と もに ， 競 争力 の ある 商品 の 開発 期 間の 短縮 を

狙 う こ とに あ る ．主 な 内容 は
， 同分 野 で 広範な提携関 係の 構築，デ ジ タル カ メ ラ 用 メ モ リ

ーカ ー ドの 仕様共通 化 ，デ ジ タル 画像 の パ ソ コ ン 処理 方法 の 規格統
一等で あ る ．
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日本 に お け る 企 業 間 関係 の 構 築 に よ る コ ス ト低 減 戦略

　 イー ス トマ ン ・コ ダ ッ ク は 1995 年 ， 日本の フ ィ ル ム ・印画紙市場 が 閉鎖的 だ と して ，

富士 写真 フ イル ム を米通 商法第 301 条に よ り提訴 した． 1996 年 に は米政府が 日本 政府 を

世 界 貿易機構 （WTO ） に 提訴 ，
1997 年の WTO に よ る 日本 側 勝…利 判 定 な ど，紛 争 を繰 り

返 し ， 日米通 商摩擦 の 主要 テ
ー

マ と な っ て い た ． しか し ， 紛争 関係 とは別 に
， 新 た な急成

長市場 で 協 力 ・補完 関係 を築い た方 が 得策 だ とい う両社 の 戦略的な判 断の 前 に， こ の 提携

が 成立 した ．

　なお ， 日米通 商摩擦 の 中か ら
，

トヨ タ 自動車 と GM （自動車分野）， 東芝 とモ トロ ー
ラ ，

日 立製作 所
一

テ キ サ ス ・イ ンス ツ ル メ ン ト （半導体 分野 ） の 合 弁が 生 まれ る な ど，貿易摩

擦 の 解 決 と い う優 れ て 戦略的な 分野で の 企 業間 関係 が あ る こ と も注 目で きる ．

10．2　自動 車産業

10．2．1 概 要

　 自動 車業 界の 場 合 ， 合併 ・
買収が 1件，提 携 関係 が 11 件 と な っ て い る （表 2）． こ の う

ち ， 合併 ・提携 の 1件 は米 フ ォ
ー

ドに よ る マ ツ ダの 経営権 取得 の 事 例 で ある ．

　企 業間 関係が構築 さ れ た 目 的 を み る と ，
コ ス ト低減 8 件 ， 市場 対応 6 件が 中心で あ る ．

こ の うち
，

コ ス ト低減 の 対 象は
，

生 産 コ ス ト
， 砥 究 開発 費 ， 新規投資 の 順 で ある （図 2）．

また ， 市 場対応 で は
， 国 際市場 の 拡大 ・維 持 を狙 っ た もの が 中心 とな っ て い る ．相手企 業

で は ，グ ル ープ外 2 件 が あ る もの の ，国際 間に わ た る もの が 9件 とな っ て い る （図 5）．

　 つ ま り， 自動 車産 業で は ， 国 際市場 で の 競争優 位 を確 保す る ため の コ ス ト低 減戦略 の
一

端 と して の 企 業間 関係 の 構築が み られ る ．その 中の 提携 に つ い て は
， 製 品供給 ，部品供給

な どが 目だ っ て お り， 国籍 の 異 なる 企業 ど う しの 関係 構築 が 7件 と最 も多 くな っ て い る ．

10．2．2　 トヨ タ 自動車 と米デ ーナ 社の 提携

　 国 際 間 に わ た る提 携 関係 で 部 品供 給 を内容 と し ， か つ
， 世界市場 へ の シ フ トと コ ス ト低

減を狙 っ た もの と して ， トヨ タ 自動車が 米国の 部品大手メ ー カ ーで あ る米デ ーナ社 か ら エ

ン ジ ン 基 幹 部品の 納 入 を 開始 した 事例が あ る （掲載年 月 日 ： 1997 年 4 月 12 日 P ．1）．

　 こ れ は ， トg タ 自動車最初 の 外国企業 か らの 基 幹部 品調 達 の ケ ース で あ る ．同社 の 狙 い

は
，

こ の 提 携 に よ り，世界 各地で の 最適 な 調達 ・完 成車の コ ス ト低減 を図 る こ と に あ る．

　 主 な 内容 は
， 排 気 ガ ス 抑制 ・エ ン ジ ン 耐久性 を左右 す る 重 要部晶 で あ る シ リ ン ダー

ラ イ

ナ ーの 購 入か らな り， 完 成車 20 万台 分 に あた る 100 万本程 度 の 供給規模 とな る ． こ の 取引

開始 に よ り， 日系部 品 メ ー カ ーや 日本 か らの 輸 出 に比 べ て 調達 コ ス トの 大 幅引下 げが 可能

とな り， トヨ タ 自動 車 で は ， トヨ タ ・モ ー タ ー ・
マ ニ ュ フ ァ ク チ ャ リ ン グ ・ケ ン タ ッ キ ー

（TMMK ・米 国で の 生 産拠点）で 製造す る普通 自動車の エ ン ジ ン に採用 す る ．デ
ー

ナ社 は
，
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日本 ピス トン リ ン グ （トヨ タの 納 入 会社） と技術 提 携 してお り試作 は 終了 して い る ．

　 こ の 提 携 の 背景 に は
， 現地 生 産 に よ る 完成 車 の コ ス ト低滅 の 必要性 が あ り，

…
方の 日系

部品 メ ーカ ーは ，日本の 自動車メ ー カ ーに対す る基幹部品の 納入 独 占が 崩 れ た こ とに よ り，

戦略 の 見 直 しを追 られ る こ とに なる ．

10．2．3　 トヨ タ 自動車 と， 蘭モ ン テ ル ・ポ リオ レ フ ィ ン の 異業種提携

　 自動車業 界 と異業 種 ，
しか も国際 間の 提携 関係 の 事例 と して は， トヨ タ 自動車 とモ ン テ

ル ・ポ リ オ レ フ ィ ン （オ ラ ン ダ の 世 界最 大の 合成樹脂メ ーカ ー〉の 合成樹脂の 共 同開発 の

事例 が あ る （掲 載年 月 日 ：1997 年 8 月 20 日 P ．1）． こ れ は
， 基幹素材 の 開発 で

， 初 の 日本

の 大手 自動車メ ーカ ー と外 国企 業の 共 同開発の 事例で あ る が
， その 目的は

， 両社で 内外製

品 に 幅広 く使用 で きる 新 し い ポ リ プ ロ ピ レ ン 樹 脂 を開発 し
， 今後 ， 他 の メ

ー カ ー
に も製造

技術 等 を積極 的 に公 開 し， リサ イ クル 可能 な新型樹 脂の 世 界標 準 （グ ロ ーバ ル ス タ ン ダ ー

ド） を作 る こ と にあ る ，

　今 回共 同開発 さ れ た樹脂は ， トヨ タが 1991 年以 降 に実用化 した 数種類の 樹脂 素材 を統

合 した もの を基 礎 に
，

モ ン テ ル と共 同開発 した もの で あ る．新型樹脂 は再利用 して も品 質

劣 化が ほ とん どな く高 い 強度 を持 つ こ とか ら ，
バ ン パ ー

な どの 外 ・内装 を薄 くで きる た め
，

従 来 製品 の 軽量 化 （15％ 程 度）が 可能 とな る．提携 の 背景 に は，廃棄物 削減 ・リサ イ ク ル

向上 へ の 取組 み が 自動車 メ ー カ
ー

の 緊急課 題 だ と い う事 情 が あ り，
ト ヨ タ で は 車両 1台 あ

た りの リサ イク ル 可 能部分 を現在の 85％ か ら 2000 年まで に 90％ 程度 （従量ベ ース 〉に 引

き上 げる た め ， 樹脂 の リサ イ クル を重視 して い た 事情が ある ．

10．3　化学産業

10．3．1 概 要

　以 上 の 成 長分野 の 業種 に 対 して
， 化学業 界 に 触 れ る． 中で も

， 石油化学 業界 は ，重厚 長

大 型の 設 備 産業 で あ り， 国内需 要の 低迷 と外 国の 有力 メ
ー

カ
ー との 厳 しい 国際競争 に直面

して い る ．

　記事 8 件の 企 業 間関係 の 形態は ，合併 1 件，買収 2 件 ，提携 5 件 と，前 に 紹介 した 2 業

種 に 比べ て 合 併 ・買収 の 比重が 高 い （表 2）． こ の 1 件 の 合併 は同
一企 業 グ ル ー プ内の 企 業

再 編で
， 買収 の 2件 は外 国の 有力企 業 に 日本企業 が 買収 され た もの で あ る ．

　そ れ らの 目 的で は ，
コ ス ト低 減 と 市場 対 応 が 中 心で ある （図 4）．一

方 ， 結 合先 で は
， グ

ル
ー

プ内 1件 ， グ ル
ー

プ外 2件 ， 国際 間 に わた る もの 5件 で ， 前 の 2 業種 に比 べ て
， 国 際問

の 関係構築の 比 重 が低 い こ とが 特徴で あ る （図 5）． こ の うち ， コ ス ト低減 の 対象は ，生 産

コ ス トと販 売 ・管理 ・物流 コ ス トが 中心 で ある が
， 研 究開発 費 と設備統合 ・圧 縮 もみ られ る
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（図 2）． つ ま り， 重厚長大 型産業 で あ り， 2業種 に比べ て 国際競争力や 成 長性が劣 る化 学業

界の コ ス ト低減戦略の 方向は
， 既 存の 生産 シ ス テ ム 内で 生 じる コ ス トに向け られ て い る ．

　 市場対応 で は ，国 内企 業 ど う しの 関係構 築 の 場倉 に は 国内及 び 国際市 場で の シ ェ アの 維

持 や生 き残 りが指向 され る ． こ れ に対 して
， 外国企 業 に 買収 され る よ うな場 合 に は

， 相手

企 業 の 世界戦略 の
…

環 に組み 込 まれ た結果 として の もの が 目立つ ．

10．3．2　三 井石 油化学 と三 井東圧化学の 合併

　 1997 年 10 月に 合併 した 三井 石 油化学 と三 井東圧化学の 事例 （掲載年月 日 ： 1996 年 9 月

9 日 P、1，P ．11， 1997 年 5 月 20 ロ P ．13） に は ，構造不 況型 産業 に類 型 され る企 業 間 の コ ス

ト低 減 に 向 けた 戦略的 な意思 決定 の 実際が よ く表 れ て い る ．

　 こ の 合併 は石油化学業界 の 同
一企 業 グ ル

ー プ 問で 行 わ れ た企 業再編 で
，

三 井石 油化学 が

存続会社 とな っ た。合併 に よ り新 会社 は合 成樹 脂 な どの 石 油化 学製 品を中心 に
，

工 業薬品 ，

医農薬原 料 ， 肥料 ， 電子 情報材 料 とい っ た広 範な製 品群 を持 つ 総合化学 メ ー カー
に 生 まれ

変 わ り，連結 の 年間売上 高 は 9100 億 円 （96 年 3 月） と
， 世界 で は 10 数 位の 規模 とな る ．

　 合併の 目的は ，
ス ケ ー ル メ リ ッ トを生 か し ， 海外投 資や 研 究 開発 の 積 極化 と，物流 ・生

産の 効率化 に よ る 国際競争力の 向 L にあ る ．主要事業 で あ る ポ リ プ ロ ピレ ン な どの 重複事

業 で の 生 産効 率化 ， 本社 管理部 門の ス リム 化 ， 物流 コ ス ト削減な どを図 る こ とに 主眼が 置

か れ て い る ．一方，資金力 が拡 大 す る た め ，国 内で の 新規 事業育 成や 東南 ア ジ ア へ の 投資

の 拡大 も意図 され て い る が ， そ れ は 付 随的 ・理 想 上の もの で ある ．

　化学業界で は国内需要の 伸びが 期待で きない
一

方で
， 海外市場 で は 既 に 再編 を終 えた欧

米の 巨大化学 メ
ー カー との 競争が不可避で あ る た め

， 合併や 事業統合 に よ る規模拡大 に よ

り，コ ス ト競争力 と投資余力 をつ ける こ とが 不可 欠 に な っ て い る． しか し
， 土 地 ， 人件 費 ，

電力 コ ス トが 日本 で は割 高 なた め
， 日本 メ ー カ

ー
の 国 際競 争力は脆 弱 で あ る ． ま た， 1994

年の 三 菱化成 と三 菱油 化の 合併 （三 菱化 学 の 成 立 ）で ， ラ イバ ル の 三 菱 グ ル
ー プ の 再編 に

遅 れ を と っ て い た ． さ ら に，各社 の 研 究 開発 ・設 備 の 重複 や 業界の 過 当競争体質 もこ の 合

併 の 条件 と な っ た ．

　 しか し， 1997 年 5 月 20 日付の 新 聞記事で は
， 両社 の 重複事 業 は少 な く， 原料 の ナ フ サ

が値 上 傾 向に ある た め
， 合併 に よ る 合理 化 効果 は 期待 薄で あ り ， 減益傾 向に は 歯止 め は か

か りそ うに な い との 見方 も示 され て い る ．戦 略的 な コ ス ト低減努力 を追及 し て も， そ れ が

収益 向上 に結び付か ない 可 能性 が 高 い とい う， こ の 業界 の 厳 しい 現状 が 読み 取 れ る ．

10．3．3　 出光石 油化学 と大 日本 イ ン キ

　 こ の 事例 は
， 石 油化 学業 界 に お け る 生産 調整 の た め の 提 携 で あ る （掲載年月 日 ： 1997

年 10 月 15 日 P ．111 ． こ こ で は
， 両社合計 で 25

，
000 トン の 生 産能力 を削減 し ， 国内需要 に
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見 合 っ た 設 備 能力 に 再 編 し
， 国 際競 争 力 の あ る 大規 模新 鋭 設 備 を薪 規 に 準 備 した 上 で

，

1999 年 以 降の 両 社 ポ リス チ レ ン 事業の 黒字化 を狙 うもの で ある ．

　出光石 油化学が 1998 年 10 月 まで に
， 徳 山工 場 （山口県 ）の 老朽 化設備 を廃棄す る ．そ

の
一一

方 ， 大 日本 イ ン キ も四 日市工 場 （三 重県）の 設備 を廃棄 し ， 他用途 （他の 樹脂）に転

用 す る とと もに
， 同工 場 に 10 万 トン の 生 産設備 を新設 （45 億 円）す る ． そ して

， 出光石

油化学 に 年 間 50
，
000 トン の ポ リス チ レ ン を供給 す る どい う もの で ある ．

　 こ の 提 携の 背景 に は， シ ェ ア 拡 大 の た め に 生 産能力 の 拡 大競争 を して い た石油化 学 業界

は
， ア ジア を舞台 とす る 本格 的 な競争 に備 え，縮小均衡 に よ る体力強化 を図 る必 要に迫 ら

れ て い る こ とが ある ．そ の た め に は ， 老朽設 備の ス ク ラ ッ プ ・ア ン ド ・ビル ド （S ＆ B ）

に よ り コ ス ト削減 を 図 る必 要が ある ．各社 と も ， 資金や 販売の 面 で 単独 の S ＆ B に は 踏み

切 りに くい が ，提携 や事業統合 に よ る S ＆ B は受け入 れ や す い とい う事情が あ る ．

10．3 ．4　 日本合成 ゴム と三 菱化学 の事業 統 合

　次 に ， 日本合成 ゴ ム と三菱化学 に よ る ABS （ク リ ロ ニ ト リル
・ブ タ ジ エ ン ・ス チ レ ン ）

樹脂 事業 の 統合 と新会社 設立 を紹介 す る （掲載 年月 日 ： 1996 年 3 月 12 日P ．1）．

　 目 的 は ，
ス ケ ー ル メ リ ッ トを生 か し生 産 コ ス ト ・物流 コ ス トの 削減 を図 る こ と ， 国 内 シ

ェ ア の 30％ を握 る と と もに
，
ABS 樹脂 事 業 で 世界 第 4 位 に 浮上 し， 競 争 力強化 を図 ろ う

とす る もの で あ る．両 社 は ， 1996 年 10 月 に事業統合 を実施 し （新会社 の 出 資比 率は 前者

が 60％ ， 後者が 40％）， 経 営権 ， 販 売 ・開発 部 門 は 新会社 に 移行す る ．
一

方 ， 製造 部 門は

両社 に残 し，新会社 か ら生産委託 を受け る とい う内容で ある ．

　 事 業統合 の 背景 は 次 の よ うな もの で あ る ． まず ， 両社 の 主 力生 産 設備 が 三 重 県四 日市市

に あ り，原 料生 産の 補充関係 が 既 に構築 され て い る な ど
，

ス ケ ール メ リ ッ トが 出 しや すい

こ と， また
，
ABS 樹脂 は 自動車 ， 家電製 品 な どで の 需要が 多い が

， 需 要家の 生 産拠点の 海

外移 転 な どで 国内需 要が 減少 して い る こ とや ， 低価 格 の 輸入 品 の 増大 ， 他 の 樹 脂 （ポ リプ

ロ ピ レ ン 等） との 競合激化に よ り，競争力強化が 急務 とな っ て い た ．

　 こ う して み る と
， 同 じ石 油化 学業 界の 企業 間関係 で あ っ て も ， 総花的 な三 井石 油化学 と

三 井東圧化 学の 合併 よ りも ， 目 的が 絞 られ た 日本 合 成 ゴ ム と 三 菱 化学 の 事業統合 の 方が ，

効 果 が 直接 的 に あ らわれ やす い もの と考え られ る．

10．4　金属 ・ 繊維 ・ 精糖 ・ 製紙 ・ セ メ ン ト業界

1｛L4 ．1　概 　要

　最後 に ， 斜 陽 型で あ り設 備 産業 で あ る 業界 に触 れ る ．記事取扱 数 は 6件 と少 な い が ，い
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ずれ も重厚長大型 の 大企業で あ り ， 新聞で も大 き く取 り上 げられ た．

　 まず ， 企 業 間関係の 形 態 をみ る と ， 合併 3件 ， 買 収 1件 ， 提 携 2件 と合 併 の 比 重 が高 い

（表 2）．そ の 目的は ， コ ス ト低減 と市場対 応 と な っ て い る （図 4）． こ の うち ，
コ ス ト低減

の 対 象は
， 販売 ・管理 ・物流 コ ス トが 中心 で

， そ の 傾 向は 化 学業界 よ りも強 い （図 2）．

　 こ の よ うに ，斜 陽型産 業に お け る コ ス ト低 減 の 対 象項 目は ，化学業界以 上 に既存の 生 産

シ ス テ ム に 向け られ て お り， 斜陽型 産業 に特有 な ILC と PLC の 位置 に対 応 した形 とな っ

て い る ．

10．4．2 新 日鉄 と 日新 製鋼の 提携

　 そ こ で ，製鉄業界 の 新 日本 製鉄 と日新製鋼 で 合意 され た 鋼材の 共 同輸送に 関する提携を

紹 介す る （掲載 年 月 日 ：1997年 11 月 7 日P．13）．提 携の 目 的 は
， 両杜 が ， 取扱 量 の 少 な

い 北 陸地 方 向けス テ ン レ ス 鋼材 の 共 同輸送 を行 い ，物流 コ ス トの 削減 を 図 る こ と に あ る ，

こ れ は
， 鉄 鋼 メ

ー
カ

ー
主導 に よ る 共 同輸送 の 初め て の ケ

ー
ス で

， 今 後 ， 輸 出 に つ い て も共

同 化が 検討 され る見 込 で あ る ．新 日鉄 の 光 製鉄所 （山 口 県 光市） と， 日新 製鋼 の 周 南製鉄

所 （山 口県 新南 陽市） で 生 産す る 北 陸向 けス テ ン レ ス 鋼 板 の 計 2000 トン ／ 月 を ， 双方 で

内航船 に積載 し， 鋼材 ヤ ー ドの あ る新潟 まで 共 同輸送 す る もの で あ る ．

　新 日鉄 は
， 単独の 場 合 の 内航 船積載 率 60％ を共 同輸送 に よ り平均 90％ に 高 め る こ とが

で き ，
1 トン あ た り数百 円 の 輸 送 費削減が 実 現 で きる ． 日新製鋼 単独 で は ， 周南 か ら京浜

を 内航船 ，京浜 か ら新 潟 まで を コ ス ト高 の トラ ッ ク で 輸送 して い た が
， それ を切 り捨 て る

こ とが で きる た め ， 1 トン あ た り千円単位 の 輸送 コ ス ト削減 に つ な が る． そ こ で は ，海上

輸送 と陸上 輸送 を合 わせ た コ ス ト削 減な ど
， 総合 的戦略 的判 断が可 能 となる ．

　 こ う した背景 には
， 数年 来 の 合理 化で

， 徹底 した生産 コ ス ト削減 に取 り組 ん で きた鉄鋼

大 手 に と っ て ，物 流 コ ス トの 削減 が
， 採算改 善の 課題 とな っ て い た こ とが あ る．

10 ．4 ．3 秩 父小 野 田 セ メ ン トと 日本 セ メ ン トの 合 併

　 こ れ は ，セ メ ン ト業界 第 1 位の 秩 父小 野 田 セ メ ン トと第 3 位の B 本 セ メ ン トの 対等合併

の 事 例 で 存 続 会 社 は 秩 父 小 野 田 セ メ ン トで あ る （掲 載 年 月 日 ： 1997 年 10 月 3 日

P．1
，
P．3P ．11）．

　 両社 の 目的は
， 規模 拡大 に よ る 物流 コ ス トや 販売 コ ス トの 圧縮 な どの 経営効率化 で あ る ．

両社 は 合 併 に よ り ， 物 流 拠点 の 再 配 置
・機 能 分 担 を行 い

， 物 流 ・販 売 コ ス トを削 減 す る ．

セ メ ン トは重 量物 で輸送 コ ス トが 高い ．秩父小 野 田 セ メ ン トの 物 流費は 年間 300 億 円で 売

上 高の 約 10％ を 占め る．全 国 に 分布す る両社 の 主 要工 場 は 立 地 の 重複 が 少 な く，既 存の

工 場 配置 に 合わ せ て 物 流拠 点 を再 配置 ・機能 分担 で きる ため 合併 の 効 果が 期待 で きる ．

　 ま た
， 過当競争 の 解消 の ほ か

， 廃棄物 の 有 効 活用 な どの 環境事 業 へ の 本 格参入 の た め の
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研究開発 の 集中 や ， 住宅用建材な どの 生 産 とい っ た経営多角化 も図 られ る ．そ して
， 公共

事業 の 削 減に よ り主 要需要家 で あ る建設業界 か らの 価 格 引 き ドげ圧 力が 高 まる と予 想 され

る 中で
， 高 い シ ェ ア を背景 に，価格交渉力の 強化 を図 る とい っ た戦略性 も備えて い る．

11． 結　論

　今 後の コ ス ト低減 戦 略で は
， 効果 の 大 き さ と迅 速 性 が 追 及 され る． そ の た め

， 合併 や 提

携 とい っ た 企業 間結 合が 選択 され る ケ
ー

ス が 増加 す る と考え られ る ．

　 戦略 的 な コ ス ト低 減 を狙 っ た企 業 聞結合 に お い て は ， 自企 業 と相手 企 業 の ILC と PLC

の 位置関係 に応 じた コ ス ト低減の 対象や 目的 を定め た 上 で ， 条件に合 っ た相乎企 業 を選択

す る こ と が効 果 的で あ る ，
一一　，一　ee的 に は

，
　 ILC と PLC 上 の 位置 関係 が 共通 す る 程 ，

企 業 間

結 合 の 効果 は 高い と考 え られ る か らで ある ． しか し ， そ う した 共通性 が 低 い 企 業 ど う しで

も，相手 企 業 と 自 らの ILC や PLC を対 比 す る こ と に よ っ て ，低 減 rt∫能 な コ ス トの 種類 を

特定で きる 。　 　 　　 　 　 　　 　 　　 　
’

　 つ ま り，
ILC や PLC に 着 目する こ と に よ っ て ， 企業間関係の 構築 に よ る 戦略的 な コ ス

ト低減が成功 す る可能性 を高め る られ る の で あ る ．
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Strategic Cost  Reduction  by  Making

Relationships  between  Campanies  in

Japanese  Manufacturing  Industries

Kozo  Suzuki*

                              Abstract

 The  competition  is intensifying by international scale, and  it becomes very  important for compa-

nies  to produce and  supply  good products eheap}y.  So cost  reduction  is always  demanded,

 Therefore, the cases  are  increasing of  constructing  new  type of  relationship  between companies.

It is because swiftness  and  reliable  cost  reduction  can  be realized  by making  use  of  management

resources  of  another  company.

  So, in this paper, it will  be described that is the reality  of  strategic  cost management  in

Japanese manufacturing  industries of  the present ages,  and  is the behavior styles  that are  taken

by companies,  industry and  government over  the combination  between cempanies.

 From thern, it is shown  as  the characteristics  ofdecision  making  by strategic  level for cost  reduc-

tion in Japanese manufacturing  industries,

 [[1ie way  of  approaching  here is as  following; picking up  the relationships  between independent

companies  such  as  merger,  acquisition  and  tie-up, and  thrQugh  them,  cost  reduetien  done by spec-

ified industry as  a  whole  is drawn. And purposes of  them  such  as cost  reductien,  research  and

development, market  correspondence  are  patterned. Those trends are  the following mutual  rela-

tionship,

   (1) In the case  ofrelationship  between companies  for cost  reduction,  the target of  cost  reduc-

      tion is settled  by the position on  the industry's Industrial Life Cycle <ILC) or  Product Life

      Cycle (PLC).

   (2) Terms and  purposes of  re!ated  constructions  between eompanies  in one  industry have a

      fixed tendency  by a  position of  the industry's ILC or  PLC,

   (3) Cest reduction  through  relationship  with  the indlistry group, company  group and  cost

      reduction  strategy  by lessons ef  government  are  shown  in Japan.

 And  cases  taken in this paper are  based on  the articles  about  relationships  between current

Japanese companies  of the newspaper  (The Nihon Keizai Shinbun) in periods of  1996 to 1997.

                             Key  Words
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Industrial Life Cycle <ILC), Product Life Cycle (PLC), Strategie Cost Management,  Value Chain

 Submitted  April 1999.

 Accepted June 1999.
rk
 ChiefAssistant to Section Direetor, Research Offlce, In-Service Training lnstitute,

Tokyo  Metropolitan Government

89

NII-Electronic  Mbrary  



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

日本 管理 会 計学 会誌

管 理会 計 学 1999 年 第 7巻 第 1・2 合 併 lj’

論　文

取引業者 の 最適所要量管理 と サ プ ラ イ チ ェ
ー ン の

　　　　　　　　　全 体最適 に 関す る
一

考察

三 田　洋幸
＊

〈 論 文 要 旨 〉

　サ プ ラ イ チ ェ
ー

ン に 関 わ る さ まざまな非効率 は
， サ プ ラ イチ ェ

ー
ン の 物理 的な制約 ，

す な わ ち ， 需要 の 不確実性 ， 調達 り一 ドタ イ ム の 長 さ ， 計 画サ イク ル の 長 さとい っ た

制約 の 中 で
， 取引業者が そ れ ぞれ に 自己 の 利益 を最 大化 しよ うとし て 決定 した所 要量

（保有在庫 ＋ 調達量）政策 を実行 す る こ と で もた らされ る と考 え られ る ．

　本稿で は，そ の よ うな問題意識 に基づ き，取引業者が 自己の 利益 を最 大化する最適所

要量 を決定する と きの 意思決定 プ ロ セ ス をモ デ ル 化 し， それが小売業者 ， 販社 ，メ ーカ

ー
と い っ たサ プ ラ イチ ェ ・・一ン を構成す る取引業者の 業態に よ っ て 異 な る構造 を持 つ こ と

を示す．さらに ， 最適所要量の 相違が業者 間取引の 需給 バ ラ ン ス に与 える影響 を分析 し，

サ プ ラ イチ ェ
ー ン の 非効率を生 じさせ る 要因を摘出す る ．

　サ プライチ ェ
ー

ン の 非効率 を生 じさせ る 阻害要因 は ，（1）小売需要 の 加法性，（2）市場

成長期 の 需要の 水増効果 ， （3）市場立上げ期 の 需要抑制効果で あ り， さらに ， （4） トレ ー

ド ・プ ロ モ ー
シ ョ ン の 不適切 な運 用は ，これ ら阻害要 因を助 長す る可能性が ある こ とを

指摘 した．

　 さ らに，サ プ ラ イチ ェ
ー

ン の 効率 を高 め る成功 要因を探索 し，（1）地域 内小 売店在庫 の

一元管理 ， （2）小売 店の 選択 と集中，（3）最終需要 ・在庫情報 の 共有，（4）VMI 方式の 導入
，

（5）市場導入直後の トレ
ー

ド ・プ ロ モ
ー

シ ョ ン 強化 ， （6）市場 成熟期の トレ ー ド ・プ ロ モ

ーシ ョ ン の 制 限 の 6 つ を摘 出 した．

〈 キ ーワ ー ド〉

サ プ ラ イチ ェ
ー

ン ・マ ネジ メ ン ト，全 体最 適，最適所要量，収益構造 ，Bullwhip 効果 ，

VMI

1999 年 2 月 受 付

1999 年 4 月 受埋
＊ 中央 ク

ーパ ース ・
ア ン ド・

ラ イブ ラ ン ド　 コ ン サ ル テ ィ ン グ，マ ネジ ン グア ソ シ エ イ ッ 兼 ニ ュ
ーポート大 学助 教授．

91

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会 計学 1999 年 第 7 巻第 1・2 合併号

1． は じめ に

　製品需 要 の 変 化が 著 しい 今 臼の 経営 環境 に お い て
， 原 材料 の 調達 か ら最終顧客 まで の ビジ

ネス ・シ ス テ ム の あ り方が 企 業収益 に イ ン パ ク トを 与える大 きな要因 と して 関心 が 高 ま りつ

つ ある ． こ の よ うな大局 的視点 か ら変革 を しよ う とす る こ とは
， 企 業が単独 で 取 り組 ん だ の

で は 限界が あ り，大 きな 成果 を期待す る こ とが で きな い こ とが 課題 に な っ て い る．製 品 を供

給す る に は
， 原材 料 ・部 品供給 業者 ，メ

ー
カ

ー
，卸業者 ，小 売業者 と い っ た複数 の 取 引業者

を経 由する こ とが 普通 で あ り． そ れ らの 個 別行動 に ゆ だ ね た の で は ，全体最適か らは か な り

隔 た っ た もの に なる か らで ある ．

　 こ の よ うな ， 製 品供給に 関 わ る川 上 か ら川下 まで の ビ ジ ネス ・シ ス テ ム を変革す る技法 と

して
，

サ プ ラ イ チ ェ
ー

ン ・マ ネジ メ ン トが 近年 注 目され て い る 。サ プ ラ イチ ェ
ー ン ・マ ネ ジ

メ ン トは ， 各取引 業者の ビ ジ ネス ・プ ロ セ ス を川 上 か ら川 ドまで 連続 的 に捉 え る こ とで ， 新

しい ビ ジ ネス ・シ ス テ ム を展 開 し ， 同時 に取 引業者 の 役 割分担 を再構築 す る こ とで ，サ プ ラ

イチ ェ
ー ン の 全体最適 を向 E させ よ うとす る試み で あ る ． ビ ジ ネス ・シ ス テ ム を実現する に

当 た っ て は
， 先進 的 な情報技術 ・ロ ジス テ ィ ッ クス 技 術 を フ ル に 活用 す る ．

　サ プ ラ イ チ ェ
ー ン ・マ ネジ メ ン トの 問 題 を複 雑 に して い る 背景に は ，サ プ ラ イチ ェ

ー
ン が

さ ま ざまな要素 に よ っ て 構 成 され る 複雑 な シ ス テ ム で あ り， そ の 特性 を捉 え る こ とが 困難 に

な っ て い る こ とが あげ られ る． 圓 川 ［2］は ， サ プ ラ イ チ ェ
ー ン の 複雑 さ を助 長 す る 要 因 と

して
， （1）需要 の 不確実性 ， （2）サ プ ラ イ チ ェ

ー ン の リー ドタ イ ム
，

お よび （3）各取 引業者の

自主 的 な意思 決定の 3 点 を挙げ てい る ．
一

方 ，H ．L．　Lee ［3］ は
， サ プラ イチ ェ

ー
ン の 非 効

率 を ブ ル ウ ィ ッ プ効果 （Bullwhip 　Effect）と称 して ，そ の 発 生 原 因 と して ，（1）需 要予 測の 多

段 階増 幅 ， （2）バ ッ チ オ
ー

ダ
ー

に よ る 変化 の 増幅 ， （3）価 格変動 に よ る 先 買 い
， （4）品切不 安

に対する水増 し発注の 4 点を挙げて い る ．

　 取引 業者 は マ
ーケ テ ィ ン グ活動 を通 じて 需要 を コ ン ト ロ

ー
ル しよ うとす る が

， それ で も需

要 は 市場の 多様性 に応 じて逐次変化す る． こ の と き，需要変化 に直 ち に対 応 で きれ ば問 題 は

少 な い が ， 現 実 の サ プ ラ イ チ ェ
ー ン に は物理 的な り一 ドタ イ ム が あ る た め ， 変 化へ の 対応 に

遅 れ が 生 じて しま う． そ れ を 回避 し よ うと して ，各取引業者 は ，発 注 在庫管理 ，生 産 管理 ，

チ ャ ネ ル 政 策等に 関 す る さ ま ざま な 意思 決定 を行 うわ けで あ る が， そ れ らが 自己 目的 の た め

に 行 わ れ る 結 果 と して 全体 最適 を阻害す る こ とが 少 な くな い の で あ る ．

　 こ の よ うな問題 意識 に 基づ き
， 本 研 究 は

， 以 下 の 目的 で サ プ ラ イチ ェ
ー ン の マ ネ ジ メ ン

ト ・コ ン トロ
ー

ル の あ り方 を研 究 しよ うとす る もの で あ る ．

　 （1）取引業者 の 収益構造 を精緻 に モ デ ル 化す る こ とで ， 需要 の 不確実性 に対 処 しな が ら，
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ーン の 全 体最 適 に関 す る
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考 察

　 自己 の 経済的利益 を最大化す る た め の 最適所要量 の 構造を分析す る．

（2）そ の よ うな最 適所要量 に 基づ い て 調達 を行 う取引業者 の ビ ヘ イ ビ ア が サ プ ラ イチ ェ
ー

　 ン の 非効 率 を生 じさせ る こ と を考 察 し，サ プ ラ イチ ェ
ー ン の 全体 最 適 を 阻害す る本 質

　 的な要因 を解 明す る ．

2 ． サ プ ラ イチ ェ
ー ン 全体最適の 意味

　サ プ ラ イチ ェ
ー ン を全体最 適の 観点か ら変革 し よ うとす る場合 に

， 単一
製品 を取 り上 げて

そ の 収益性 を分析す る だ けで は 不十分 で あ る 。 なぜ な らば
， 取引業者 は複数 の 製品を扱 っ て

い る こ とが 普通 で あ り
， 取 引業者の 利益 はそ れ らの 製 品間の 取扱量 に よ っ て 大 き く変化す る

か らで あ る．例 え ば
， 小売業 者 は．競合関係 に あ る複数 メ

ー
カ

ー
の 製品 を扱 っ てお り， 自分

の 儲 け を増 や す 回転 の 速 い 製 品 の 取扱 い を優洗 し よ うとす るで あ ろ う．店頭 ス ペ ー
ス 効率 や

仕入予算 に対す る制 約が 大 きい 場合 に は ， 販売効率が低 い 製 品 を店頭 か ら排除 しよ うとす る

で あろ う．

　
一

方 ，
サ プ ラ イチ ェ

ー
ンの 構造変 革 を通 じて

， 全体 と して 超過収益 が 生 じさせ る こ とが で

きる ．そ れ に と もな い ，超 過 収益 を最終顧客 や 取引 業者 とで シ ェ ア す る こ とで 取引拡 大 の 良

循 環 を形 成 す る こ とで が で きる ． もし ， あ る メ
ー

カ
ー

が 自社製 品 の 販 売状 況が 十 分 で な く，

もっ と売れ て 然る べ きと考え る な らば
， そ の 超過収益 を小 売店 に 充当す る こ とに よ っ て

， 当

該製品 の 扱 い を増 や す よ うに仕 向 け る こ と もで きる ．当該製 品の 店頭露 出度 が 高 まれ ば
， 現

行の マ ーケ テ ィ ン グ施 策 も相 乗効 果的 に高 まる 叮能性 もあ る し，そ れ ら に よ っ て ，製 品 需要

が 一
段 と顕在 化 され る 良循環 が 形成 され れ ば

， 取 引業者 は それ ぞ れ 利益 を増 加 させ る こ とが

で きる わ けで あ る．サ プラ イチ ェ
ー ン の 全 体最適 は ，生 産 ・流通 プ ロ セ ス の 変革 を通 じて ，

製 品需 要 を一
段 と顕在化 させ る 良循環 を形 成す る こ とで

， 製 品の 競争力 を高 め る こ と に よ っ

て もた ら さ れ る わ け で あ る ．

　 こ の よ うな視 点 に 立 つ と，サ プ ラ イチ ェ
ー ン の 全 体最 適 を以 下 の よ うに 定義 す る こ とが で

きる ．

　 「取引業者の ビ ジ ネス ・モ デ ル を再構築す る こ とで ，サ プラ イチ ェ
ー ン 全体 として の 超過収

益 を生 じ させ る と とも にサ プ ラ イチ ェ
ー ン に 関与す る各取引業者の 利益 を一

斉 に 向上 させ る．」

3． 取引業者 の 収益構造

取引業者の ビ ヘ イ ビア分 析 に先立 ち，取 引 業 者 の 収益構造 を精緻 に構造 化す る こ とで
， サ

プ ラ イ チ ェ
ー ン の 非効 率 要 因 に よ っ て 取引 業 者の 利 益 が どの よ うに 影響 を受 け る か分 析 す

る ．製品の 販亮 に伴 う売 上高 ，製造 費用 ， 販売費用 とい っ た一
般 的な損益 の み な らず ， 製品
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調 達 の 過 不足 か ら生 じる販 売機会損失 ， 売残 り損失お よ び在庫維持費用 な ど も考慮 す る 必要

が あ る ．

3 ．1　 晶切 れ損失

　製 品の 需 要が 供給量 を上 回 っ た場 合 に は 品切れ が 発 生 す る ．小 売業者 は ， 晶切 れが生 じる

と
， 他の 小売業者 に 売上 を奪 わ れ る と考 え る し

， 販社 の 場合 に は
， 自杜 の 収益 が 減る こ と も

さ る こ とな が ら
，

小 売業者 との 取 引 関係 を悪化 させ る こ とを危惧 す る ． メ
ー

カ
ーは

， 自社製

品の 代 りに競合 会社 の 製品が 購入 され る と考 え る わ けで ある ．品切 れ の 数 量 を明確 に捉 える

こ とは現 実 的に は困難 で はあ るが ，取 引業者は 品切れ が もた らす販売機会損失 をな くそ うと

明確 に意識 して い る．

　い ま
， 販売価 格が p ， 調達変 動費 が v の と きに ， 品切 れ が nu 個 発 生 した と きの 品切損失 U

は
， 次式 で 与 え られ る ．

　　　　　　　　　　　　　　　　σ 一
（ρ

一 v）　nu 　　　　　　　　　　　 （1）

こ こ で
， 調達 変動費 とは

， 小 売業者 や販 社 に と っ て は仕入 lrス トで あ り，
メ ー カ ーに と っ て

は製造変動費で ある ．

3．2　売残 り在庫損失

　製 品の 供 給量 よ りも需要が 下 回 っ た場 合 に は ，売残 り在庫 損失が 発 生 す る ．売残 り在庫損

失 とは ， ある販売サ イ ク ル にお い て
， 通常の 販売価格で 販売 した の で は売残 りが で て しま う

と きに ， それ を処分 す るの に必 要 な コ ス トで あ る．

（1）亮残 り処分 損益

　 製品 を在庫 と して持 ち越 せ な い 場 合 に は ， 売れ 残 りを廃棄す る こ とに伴 う損失が 発 生す る 。

製 品が 売 れ残 っ て し まい そ うな と きに は
，

た だ黙 っ て 見 て い る わ けで は な く， まず値下 げ販

売を しで ， そ れ で も売れ残 っ た製 品 を廃 棄す る とい っ た 手順 を踏 む こ とに なる ． した が っ て
，

売残 り処分損益 は ，値 下 げ販売 に よ っ て 得 た収益 と，売れ残 り品 を廃棄 した損失 と を相殺す

る こ とで 与え られ る ．

　値下 げ販売 は
， 最善の 場合 に は

， 僅 か に 値 下げ を した だ けで 売 り切 る こ と もで きる だ ろ う

し ， 柑 当 な値下 げ を しない と売れ な い こ と もあ る だ ろ う， た だ し， あま り安 くしす ぎる とバ

ーゲ ン 狙 い の 顧 客 が増 えて し ま うの で ，現 実的 に は
， 限界利益 が ゼ ロ に な る販 売価格 を値 引

きの 下限 と仮定す る、する と， 値下 げ販売か ら得 られ る 収益 は
， 最善で も通常 販売時 の 限界

利益 を上 限 と し
， 値 下 げ幅 を大 き くす る に つ れ て 限界利 益 が ゼ ロ に なる まで 低減 してい くの

で
， 平均 的 に は

， 通 常販売 時 に 得 られ る限界利益 の 1／2 程度 と考 えて も大 きくは相違 しな い
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で あ ろ う．値下 げ販 売 を した 数量 を nb とす る と ， 値下 げ販 売の 収益 Eb は次式で 与 え られ

る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

　　　　　　　　　　　　　　　
Eb ＝

i（・　
−

v ）nb 　 　 　 　 　 （2）

　次 に， 完全 に 売 れ 残 っ た 製 品 を廃 棄す る こ との 損失 Ed は
， 調達 変動 es　v と廃 棄 コ ス トd

の 合 計 なの で
， 売残 り廃棄 数量 を nd とす る と， 次式で 与 え られ る ．

　　　　　　　　　　　　　　　 Ed ＝

（ひ ＋ d）nd 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）

　 した が っ て ，売残 り処分損益 E は ，値下 げ販 売の 収益 Eb と売 れ 残 りを廃棄 す る こ との 損

失 Ed とを合計 して ，次式で与 え られ る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

　　　　　　　　　　
E ＝ Ed 　

“
　Eb ＝

（v ＋ d）・nd
−

i（P 　
’

v）nb
　 　 　 （4）

（2）需 要 損失

　売残 り製 品の 値 ドげ販 売 を した 場合 に ，次 期販 売サ イ クル の 需要が 犠 牲 に な る場合 もあ り

得る ． こ の よ うな損失 を需要損失 と呼ぶ こ とにす る．例 えば ， 今 日 トマ トを安 く買 っ た顧 客

は
， 安 売 りが なけ れ ば

，
通 常価格で 翌 ロ トマ トを買 っ た か もしれ な い わ けで あ る ． また

，
モ

デ ル チ ェ ン ジ 目前 に 製 品 を安 く買 っ た顧 客 は
， 新 モ デ ル を再 び購入す る こ とは まず あ り得 な

い で あ ろ う．

　次期販 売サ イ クル の 需 要が犠 牲 に なる こ との 損失 を評価 す る には ， 値下 げ販 売 に よ っ て 販

売 され た 数量の うち， どの くら い が次期販売サ イク ル の 需要 を侵 食す る か推 定す る 必 要が あ

る 。仮 に
， 値 引 き販 売数量 nb の 半分 の 需 要が 失 わ れ る と仮定 す る と ，需 要損失 G は 次 式で

与え られ る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 1

　　　　　　　　　　　　　　　
G ＝

許
『

・）nb
　 　 　 　 　 　 （5）

（3）在庫維持 費用 （在庫 を持 ち越 せ る場 合 ）

　 当期 販売 サ イ ク ル に 売れ 残 っ て も ， 在庫 と して 持 ち越 して 次 期販 売サ イ ク ル に 売 る こ とが

で きる 場合 に は，在庫維持費用 が 発生 す る ．例 えば
， 通 常 の 耐久消 費財 で

， 製 品 ラ イ フ サ イ

ク ル の 途 上 あ る 場 合が そ うで あ る ．在 庫 維持 費用単価 h を ， 在庫 維持 数量 ng を と す る と，

在庫維持費用 は次式 で 与 え られ る ．

　　　　　　　　　　　　　　　　　M ＝hn4 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）
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（4）売残 り在庫損失

　売残 り在庫損失 W は ， 売残 り処分損益 E ，需 要損失 お よび在庫維持 費用 M を加 えて
， 次

式 で 与 えられ る ．

　　　　　　　　　　　vv　・ ・E ＋ G ＋ M −

（v ＋ d）n ・　＋ h　nq 　 　 　 　 　 （7）

　売 残 り数量 の 合計 を nw とお き ， 値 下 げ販 売数 の 比率 を Cb
， 廃棄処 分数 の 比率 を Cd ，在庫

持越数 の 比率 を Cq とす る と，売残 り在 庫損失 鴨 は次式 の よ うに表す こ とが で きる．

砺
＝ nb ＋ nd ＋ η・q ， 　 　 　 nb ＝ Cb ・nw

，　 nd ＝ Cd ・nw
，　 nq ＝ Cq 　n 、V

　　　　 Cb ≧ 0
，
　 Cb ≧ 0

，
　 cう

≧ 0
， 　　 c う ＋ Cd ＋ c

σ
＝ 1

　　　　　　　　　w ・＝ ｛（・ ＋ d）… 圃 nw

3．3　他製品の 販売機会損失

　 取 引 業 者 の 制約 資 源 を複 数 の 製 品 で 共 有 し

て い る 場合 に ， 当該製品を取 り扱 うた め に は

他 製 品 の 取扱 い を犠 牲 にす る必 要 が あ る ． メ

ー カ ー の 場 合 ， 生 産 設 備 が 手 不 足 の と きは
，

あ る 製 品 を増 産 す る に は他 の 連 産 品 を減 産 し

な くて は な ら な くな る ． 小 売 業 者 の 場 合 も ，

店舗 ス ペ ース に 余 り余裕が な い 場 合 は
， 取扱

（8）

（9）

（10）

表 1 相 対 マ
ー

ジナ ル ・ス ル
ー プ ッ ト

当 該製品 　　代 替製品

（の 制約 資源 使 用 量

〔2） ア ウ トプ ッ ト

（3） ス ル
ー

プ ン ト

（4！ 相 対ス ル ー
プ ソ i・

　 1　　 　 　 　　 　 2

　 10 　　 　　 　　 5

10．0　　　　　 2，5
4．o

  限 界利益

（6） 相 対 マ
ー一

ジ ン

4  　 　　 　 　 5Q

O、8

（7、 相 対マ
ージ ナ ル ．

ス ル ー
プ ッ ト 3，2

製 品の 品 目 を限定 しな くて は な ら ない ． こ の と き， 当該製 品が 売 れ 残 っ て しま うほ ど調達 し

た とす る と，制約資 源が 無 駄 に使用 され て い る わ け で あ り，売 れ 残 る ほ ど当該製品 を調達せ

ず に ， 他 製品 を調達 して 販 売 して い た な ら ば， それ に よ る 利益 を得 られ た はずで あ る ， こ の ．

よ うな機会損失 を他製品の 販亮機会損失 と呼ぶ こ と にす る ．

　他 製品 の 販 売機 会損 失 を評価 す る に は ，当該製 品 1 単位 を他製品 に置 き換 えた と きの 限界

利益 の 変化 に着 目す る 必要 が あ る ．それ に は
， 当該 製 晶の 使 用す る制 約資源量 と他 製 晶が使

用 す る制 約 資源 量 に基 づ い て 限界 利益 を等 価換算 す る 必 要が あ る ．例 えば
， 表 1 に 示す よ う

に ， 当該 製 品 が 1．Om2 の 売 場 を 占有 して 1 ヶ 月 10 個 売 れ た とす る ． 一
方 ， 代 替 製 品 は ，

2．Om2 の 売場 を 占有 して 1 ヶ 月 に 5個 しか 売 れ な い とす る ． こ の と き， 制約 資源 1単 位 当 た

りの ア ウ トプ ッ トは ， 当該 製 品が 10 個 で あ り ， 代 替製 品 は 2．5個 に な る ． した が っ て ， 制

約資源 の 使用 量が 同
…・

の 場合 ， 当該 製 品は 4 個 売 れ る問 に ，代替製 品 は 1個 しか 売れ な い こ

とに な る の で
， 数量 ベ ー

ス で は 当該製 品の 方 が 4 倍 の 価 値 が あ る こ と に な る．制約 資源 1単

位 当た りの ア ウ トプ ッ トの 効率 を ス ル
ー プ ッ ト と呼ぶ こ とに し よ う．ス ル

ープ ッ J・　t は ア ウ
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トプ ッ トo と制約資 源使 用量 r を用 い て 次 式で 与えられ る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 o

　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　t　 ・＝
一

　　 　　　　 　　　　 　　　　　 　 （11）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 r

　制約資源使 用量 は
， 当該製 品の 販 売

・生 産を行 うと きに 使用 す る制約 資源 の 量 で あ る．例

えば
， 小 売業 者 に と っ て の 制約 資源 は ，店舗 ス ペ

ー
ス や 仕入 予算 で あ る ． メ

ー
カ

ー
に と っ て

の 制約資源 は，直接作 業者の 人数や 生 産設備 の 使 用時 閲で あ る ．

　 ア ウ トプ ッ トと は
， 単位期 間 に お け る製 品の 産出数量 で ある ．小 売業者 に と っ て の ア ウ ト

プ ッ トは 単位 期 間 の 販 売活動 に伴 う販 売数量 で あ り
，

そ の 大 きさは 製品 の 売 れ 行 きに よ っ て

変化す る ， メ
ー

カ
ー

に と っ て の ア ウ トプ ッ トは単位 期 間の 生産活動 に伴 う産出量 で あ り， そ

の 大 きさ は製造 方法 と設備の 物理 的 な条件で 決 ま る の で
， 小 売業 者の よ うに 売れ 行 きに 応 じ

て変化す る こ とは な く，
ほ ぼ

一
定の 値 をと る．

　 当該製品の ス ル ープ ッ トと代替製品の ス ル ー プ ッ トとの 相対 比 を相 対 ス ル ープ ッ トと呼 ぶ

こ と に し よ う．当該製 品の ス ル
ー プ ッ トを t

， 代替 製品 の ス ル
ー プ ッ トを ta とす る と

， 相対

ス ル ープ ッ ト 彦 は次式 で 与 え られ る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t
　　　　　　　　　　　　　　　　　　4 ＝ 一 　　　　　　　　　　　　　　　　（12）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ta

　 こ の と き
， 代 替製 品 の 販 売価 格 を p 。 ， 調達 変動費 を v

。
とす る と

， 当該製品 1 単位 の 生産

に必 要 な生 産資源 を他製 品 に投 じ る と きに 得 ら れ る代 替 限界利 益 h は ，他 製 品 の 限 界利益

p 。

一
　 Vd に 相対 ス ル

ープ ッ トの 逆数 ］le をか けて
， 次式 で 与 え られ る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Pa
　

Vd
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 k ＝　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　　 　 　　 　 （13）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　彦

　 当該製品 の 限界利益 と代 替 製品 の 限界利益 の 比 を相対 マ
ー ジ ン βとお くと

，
上 式は次の よ

うに 表す こ とが で きる ．

ゐ 識 許 一   
ひ

た だ し， β
＝

P
−

vP

α

一 Va

（14）

　こ こ で
，

上式 の β4 を相対 マ
ー ジ ナ ル ・ス ル

ープ ッ トrmt と呼ぶ こ とに す る ．相 対 マ
ー ジ

ナ ル ・ス ル
ー プ ッ トは

， 製 品の 単位 当た り制約 資源使用 量に対 す る （当 該製品 と他 製品 との ）

限 界利益 の 相対 比 で あ る ，表 1 の 例 で は ，相対 ス ル ー プ ッ トが 4。0 ， 相対 マ ー ジ ン が O．8 な

の で
， 相対 マ

ー ジナ ル ・ス ル ープ ッ トは 3．2 で ある 、
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代替限界 利益 は
， 当該製品 の 限界 利益 を相対 マ

ージ ナ ル ・ス ル ー プ ッ トで 割 る こ と に よ っ

て 与 え られ る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 P
− v

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 h ＝　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （15）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 rmt

た だ ・ ・
一 ・暖 ≡畿

　 とこ ろ で ， 当該製 品 が売れ 残 っ た か ら とい っ て ，他 製 品の 販 売機会損 失 は，常 に顕 在化す

る とは 限 ら な い ，例 えば
， 小 売業者の 店舗 ス ペ ー

ス が 十分 に広 く， 主 要製品 をす べ て 扱 うこ

とがで きる ほ ど予算の 制約 もな い 場合は
， 他製品の 販売機会損失は顕在化 しな い ． メ

ー
カ

ー

の 生 産 設備 が 手余 りの と き は
，

どの 製 品 に つ い て も十分 な数 量 の 生産 を行 うこ とが で きるの

で ， 他 製 品の 販 売機会 損失 は顕在化 しな い ．

　 した が っ て ，他 製 品の 販売 機 会損失 を 生 じさせ た 数量 nk は
， 取引 業者 の 業態 に よ っ て構

造が相 違す る ，小売業者 は
， 売残 りをだ す くらい な らば他の 商品を仕入 れ て 販売する こ とが

で きる と考えて い るの で
，

nle は 当該 製 品の 売残 り数量 に な る ．販社 の 場合 は
， 取扱商 品の 調

達 に 関す る 制約 は あ ま り厳 し くない の で
， 他 製 品の 販売機 会損失 を意識 す る必 要 は ほ とん ど

な い ．メ
ー カー

の 場合 は，生 産 キ ャ パ シ テ ィ が フ ル に 使 用 され て い る と きに
， 他 の 連 産 品の

生産 を抑 制す る こ とで 生 じた キ ャ パ シ テ ィ を流用 して 生 産 した 当該 製 品の 数量 が nk で あ る．

　他 製 品の 販売機会損失K は
， 代替隈界利益 に他 製品 の 販売機 会損失 を生 じさせ た 数量 nfe

をか け て
， 次 式 で 与 え られ る ．

　　　　　　　　　　　　　・ 一

急デ ・ ・
一 罧 ・… 　 　 　 6・

4． 取 引 業者 の 最 適所要 量

　取引業 者 は
， 需要 の 不 確実性 に ど う した ら うま く対処 す る こ とが で きる か重 大 な 関心 を抱

い て い る ．需 要 が 予 想外 に変 動 す る た め に ， 過剰 在庫 を抱 え込 ん だ り， 品切 れ が 発生 した り

す る ため ，取引業者 の 収益 性を低下 させ る 大 きな要 因に な っ て い る か らで あ る 。

4．1　 最 適所 要量 の 算 出

　取引業 者 は
， 需要 の 不 確実性 を意識 し なが ら所要量 を決定 して い る。 つ ま り， あ る 需 要分

布 を想 定 し， その 需 要分 布 の もとで 自己 の 期待利益 注 1 を最 大化 す る所 要量 を 決定 して い る

と仮定 して よい で あ ろ う．
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　あ る 需要分 布の 下 で
， 期待利益 を最大化す る 所要

．
量 は

， 調達総費用の 期待値 1 を求め
，

磊一 ・ とな ・ 髏 量 ・
・ に よ ・ て 与 え られ・ 濡 要分布の 確轄 麒 数 を・ω ， そ の 累積確

率をP（x ），売残 り在庫損失単価 を ω ，他製 品 の 販 売機 会損 失 単価 を h， 品切 れ損 失 車価 を u

とお き ， 取 引業者 の 最 適所要量 ず を求め る こ と に し よ う．

（1）小売業者の 最適所要量

　小売 業者 は
， 当該製品 の 調達 の うち売れ 残 っ た もの が 他製品の 販売機会損失を生 じ させ る

と認識 して い る の で ， 調 達総 費用 は次式 で 与 え られ る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 s　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 s 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 nc

　　　　　　・諭 （・
一

・）・ （x ）・dx ＋ f
。

h（・ − x）・・（・）伽 腫
一

・）P・（・）・dU ・・7・

　　　　　　　　　　　　 　　　u 　　　　　　　　　　　　　 P ｝ v

　　　　　　　P （s
’

）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （18）

　　　　　　　　　　　　u ＋ ・ ・ h ρ … （・ ＋ ・）・・ 鴫 ＋  デ

一 （
P

　
v

P
−

・ ＋ （・ ＋ d）Cd ＋ ゐ・
，

＋ ー
　

　

6

　

　
一

　

p

β

（19）

（2）販社 の 最適所 要 量

　販社 の 場 合に は
， 他製 品の 販 売機 会損

．
失 を考慮 す る 必 要 が な い の で ，調達 総 費 用 は次式

湘

で 与え られ る ．

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 s 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 co

　　　　　　　　　　　　i
− f

，

il（・ − x ）P （sc）dx ＋ ／
。

’

u （x
−

・）P   ぬ 　　　　（20）

　　　　　　　　　　P （・
’
）
一 詣 一

。
． v ＋1論 ）。d ＋ hc

， 　 　 ・…

　　　　　　　　　　　　　　s
’i − P

−
・

（
　 　 　 ρ

一 v

P
−

・ ＋ （・ ＋ d）Cd ． hCg）　　 （22）

い ま，当該製 品の マ
ー

ク ア ・ プ を 一 嘉・ とお くと．．賦 は 以 下 の よ うに 表 す こ とが で

きる ．

注 1
期待 利益 と は ，例 え ば週 次 の 販 売 を 1 回 の 試 行 と見 な して 数 週 間 の 利 益 の 平 均 を と っ た もの と考え る こ とが で きる が ，厳 密 に

い うと，現実 の ビ ジ ネ ス で は 経営 環境 は 逐次 変化 して お り，同 じ条件 で 独 立 した 試行 を繰 り返 す こ と は 不 可能 で あ る ．こ の よ うな

！回 限 りの 試 行 に 対 す 意 思 決 定 理 論 と して ，リ ス ク に対 す る 意 思 決定 者 の 効 用 曲線 を 考慮 す る 方法 が あ る．期 待利 益 を意思 決 定基

準 に 用 い る と い うこ と は，意 思決 定者 の リ ス ク に対 す る 態度 が 中帝で ある と仮 定 し て い る こ とを意味す る．
S／2

こ の 定 式 化 は，薪 聞売 り
’
r一問題 と して も よ く知 られて い る．新 聞 売 り子 問題 は，資 源制 約や 他 製 晶 の 販 売機会損 失 を考慮 しな

い 場 合 の 最 適所 容量 を定 式 化 して い る と考 え る こ とが で きる ．
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　　　　　　　　　　　蝋 岬 ． 穿匣 喜％ ）　　 （23）

上 式 をみ る と
， 3・

，
は 鮠 で き雄 度 ・小 さ… とが 多 い の で 諏 社 の 髄 所 魏 ま注

と して マ
ー ク ア ッ プお よび廃 棄処 分 数量 に 影響 され る こ とが わ か る ．

（3）メ ー カ ーの最 適所 要 量

　 メ
ーカ ー

の 場合 は
，

生 産設備 の 稼働率 が フ ル に な る と， 当該製 品 を増 産す る に は他 の 連 産

品の 生 産キ ャ パ シ テ ィ を流用 しな くて は な ら な くな り，他製品の 販売機会損失が 生 じる よ う

に なる ． 当該製 品 の 生 産 数量 の 上 限 を g ， 在庫数量 を i とす る と
， 当該 製 晶の 所 要量 を確 保

する た め に他 の 連産品の 生 産 を犠牲に した 数量は
， s292i となる の で

，
メ

ー
カ

ー
の 総費用

期待 値 は次 式で 与 え られ る ．

・ ：：1：；；：：：謡
（

∵ll
）

彦＿ ∴ （24）

僕∵：1：障窯：；1：：ご欝
・ （25）

4．2　期待値の 計算

　需要 分 布 に対 して 最適所 要 量 を調達 した と きの 期待利 益 を計算す る た め に は
， 以 下 の 期待

値 を求 め る 必要 が あ る ．

（1）品切 数 量 の 期待 値

　　　　嗣
一騰

一 s
・

）・・（・）・dx
一

鑑 ・

一  言  一
の （・

− P （・
’

）） ・26・

　品切 期待 数量 E （nu ）は
， 最適所 要量 8  需要平均 p ， 標準偏差 σ の 3 つ の パ ラ メ

ー
タ に よ

っ て 求め る こ とが で きる の で ， 関 数化 して お くと計算を行 う上 で 便利 なの で ，本 稿 で は 表計

算 ソ フ トを用 い て 以下 の 関数 を定義 して い る （付属資料参照）．

　　　　　　　　　　　　　 E （初
一Sh ・ rt・ge （・   馬 σ ）　 　 　 　 　 　 （27）
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（2）売残 り数量の期待値

　　　　　・ 叫 ）乖 一
梱 岬

一
岬 ）・ ぜ鑑

・亭 　 ・28・

　売残 り期待数量 も以 下 の よ うに 関数化 す る こ とが で きる ．

　　　　　　　　　　　　　 E （n ・）　
・・
　Uns・ld（・  μ ・σ ）　 　 　 　 　 　 （29）

（3）他 製品販 亮機会 損失数量の 期待値

　小 売業者 の 他 製 品販 売機会損失 数量 の 期待値 は ，売残 り数量 の 期待値 と同 じで あ る． メ ー

カ ー
の 場 合 は， 当該製 品 の 生 産数 量 の 上 限 を γ， 在 庫 数量 iを とす る と

， 当該製 品の 所 要量

を確保す る た め に他 の 連 産品の 生 産 を犠牲 に しな くて は な らない 数量 は ，s
一

γ
一it ・k る ．

（4）期待利 益

　最適所要量 を調達する こ とに よ る期待利益 は次式 で 与 え られ る ．

E （n ・t・m α rgin）
・ ・

（P
− v ）P

− E （u ）
− E （w ）

− E （K ）

4．3　最 適所 要量 の 特 性

　最適所要量 の 構造は
， 取引業者 ご とに 異な っ て お り，そ れ ぞれ に つ い て 分 析す る必 要が あ

る が
， 最適所 要量 に 影響 を与 え る 主要 因は

， 当該製品の マ
ー

ク ア ッ プ
， 在庫廃棄数量 ， 相対

ス ル
ープ ッ ト， 相対 マ

ー
ジ ン お よ び 生 産 キ ャ パ シ テ ィ の 5 つ で あ る。在庫維持費 用が 調達 変

動 費 に 比べ て 無視 で きな い ほ ど大 きい 場合 に は
，

こ れ ら 5 つ の 要因 に 加 えて 在庫 維持費用 も

考慮す る必 要が あ る．

（1）小売業者の 最適所 要量の 特性

　小 売業者 の 最適所要量 は
， 主 として ， 相 対 マ

ー ジ ン ナ ル ・ス ル ー プ ッ トお よび在庫廃 棄数

量 の 2 つ の 要因 の 影響 を受 け る ． い ま
， 製品 の 損 益 構造 を図 1（1）の よ うに 想定 した うえ で

，

こ れ らの 要 因が 変 化 し た と きの 最 適 所 要 量 の 特徴 を分析 して み よ う，需 要 分 布 は平均 が 30 ，

標準偏差が 10 の 正 規 分布を仮定す る ．

　 当該製 品 の 相対 マ
ージ ナ ル ・ス ル

ー プ ッ トを求め る 際 に
，

どん な製 品 を比較対 象 にす る の

が よい で あ ろ うか ．小売業者 は， 商品をい くつ か の カ テ ゴ リー に分類 した うえで ， そ れ ぞ れ

の マ
ーチ ャ ン ダ イ ジ ン グ を考 え る こ とが 普通 で あ る ． こ の と き，製 品の 採算管 理 は ， カ テ ゴ

リ
ー

内の 他 製品 と比較す る こ とが 重要 に な るの で
， 当該 製 品 と比較 すべ き他 製 品は

， 同
一 カ

テ ゴ リ
ー

に属す る 最 も相対 マ
ージ ナ ル ・ス ル

ープ ッ トの 低 い 製品 を選ぶ こ とが適 当で ある ．
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（D最適所要量 の計算例

当該製品 限 界製 品

1
　

2
　

3
　

4
　

5
　

6
　

7

0
　

0
　

0
　

0
　

0
　

0
　

0

◇製品単位 損益

販売樋 格

譌 達変動費

限 界利益

（限 器利 益 刑

在庫維持 コ ス ト

製品廃業 コ ス ト

100．06
σ．040
．D4

｛，％

　 o．5
　 5．（｝

且00．06D
．040
．o

驫

　 ｛胴．5
　 5．｛コ

8
　

9
　

0
　

1

0
　　
0
　　
1
　　
1

◇ 資源 節 約 パ ラ メ
ータ

制 約資 源使 用量

ア ウ トプ ッ ト

ス ル
ープ ッ ト

1、［13
  ．G30
．llLo5

． 
5．〔｝

2
　

3
　

41

　　　　
且　　　　
1

相 対ス ル ープ ッ ト

相対 マ
ー

ジ ン

　 rη雄

6、00Loo6

，00
5
　　
6
　　
71

　　
1　　
L

〈〉小売店 1 店鋪 当 り需要

　需要 平 均

　標準偏 差

30．010
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181920212223

餌

◇ 最適 所 要量 の 計 箕

品切 損失 単価

売残在庫損失単 価

　 C 己

　 C5

　 Cq

他製 品販売機会損失

4  ．ooO
．50

【，．QO
｛，．ool
．GO6
．67

5
　　
62

　　
2P

嚀り

最適所要量 騨

呂4．奪％

　 40．3
7
　　
呂
　　
9
　　
0
　　
1

2
　　
2
　　
2
　　
3
　　
3

◇期待値の 計算

　 品切 期 待 数 量

　売残 り期待数量

　他製品販売機会損失 期待数量

　 販売 期 待 数 量

0．311
，111
，129
，2

3233

訓

売 ヒ高

変 動費

　限界利益

2．921L753

且．且6δ

5
　　
6
　　
73

、
　

3
　　
3

需要平均 の 限界利益

品 切損 失

　1遅界利益

120  

　 321

．166
S
　　
g
　　
O3

　　
3
　　
4

売残 り損失

他製 品販売機会韻失

　 1 艮
1
利

　 74Lo

呂9

（2）在庫 を持 ち越 せ る 場介 の 最適所要量

　 　 　 最適 所 要 量 S ＊

　 　 　 　 　 60．0
需要平均言3D
標準 偏 差 ＝ 10

Cd ＝ 0，00
Cb＝　0．00
Cq≡　1．oo

　
　 相 対 マ ージ ン

　 　＿喞＿＿3．0

：：ゴ£
　

0，01　　　　0」 0　　　　 1．00　　　　10．00　　　100．00

　 　 　 　 　 　 相対ス ル
ープ ツ ｝

　 （3）在 庫 を持 ち越 せ な い 場合の 最適所要量

　 　 　 　 　 最 適 所 要 量 S ＊

　　　　　　　　　　 需要平均＝30

　　　　　　　 60．0　　　　　　　　　　　　標準偏差嵩10

　 　 Cd ＝0．50
　 　 Cb ≡050

　 　 Cq ＝　0．00

　
　 相 対 マ

ージ ン

　 二：ゴ1
一一一一一・・

　

O．01　　　　 0．10　　　　 LOO　　　　10．00　　　 100．00

　 　 　 　 　 　 相 対 ス ル ープ ツ ト

図 1　小 売業者の 最適 所容量 モ デ ル

まず ， 製品在庫 を持 ち 越せ る 場 合 に つ い て は
， 図 1（2）に 示 す よ うに

， 金 体的 に は
， 相対 ス

ル ープ ッ トと相 対 マ
ー ジ ン が大 き くな る ほ ど最 適所要量 は増 加す る ． い ま，相対 マ

ージ ン が

1 で
， 相 対 ス ル

ー
プ ッ トが 1 の と き に は ， 最適 所 要量 は 需 要平均 とほ ぼ等 しい 値 に な っ て い

る．相対 マ
ージ ン が 大 き くな っ て も

， 相対 ス ル ー プ ッ トが大 き くな っ て も，
ど ち らの 場合 も

最適 所 要量 は 大 き ぐな るの で ， こ れ らの 積 で あ る相対 マ
ー ジナ ル ・ス ル

ー プ ッ トが 1 以上 の

場合 に最適 所要量 は 需 要平均 よ りも大 き くな る ．す な わ ち ，需要平均 を上 回 る所要量 を調達

し ， 品 切 れ を嫌 うこ とが 利益 拡大 に貢献す る行動 で あ る こ とが わか る ．

　次 に ，在 庫 を持 ち越 せ ない 場 合 の 最適 所要量 の 特徴 を考察 して み よ う．図 1（3）に示 す よ う

に ， 在庫 を持 ち越せ る 場合 よ り も最適所 要量 は全般 的 に小 さ くな っ て い る ．例 え ば
， 相対 マ
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（1）最適所 要量 の 計算例

当 該 製 品

Ol ◇製晶単位損益

02 販売 価 絡 60、0
03 調達変動 費 40．0
04 限界利益 200

05 〔限 界利益 劇 33％

06 在庫維持 コ ス ト 03

07 製晶廃業 コ ス ト 5、o
08 マ

ー
クア ツ ブ o．50

09 ◇地 域需 要

10 需 要平均 3、“ X〕、0
lI 標 準 偏 差 200、O
12 ◇最適所 要量 の 計算

13 品切損失単価 20．00
14 売残 在庫損失単価 【L33

15c ゴ n．oo
16c6 D、 0
17Cg 1 （晒

且呂
P 旧 り 98．4％

且9 最適所要 量 s 孝 3，426 ．9
21） ◇娚待値の 計算

2］ 品切 期 待数量 1．2
22 売残 り期待 数 量 42富．1
23 販売期待数量 2．9兇 ．曾
24 売 ヒ高 匸79．930
25 変 動 費 匪19 ．953
26 限界 利益 59．977
27 需要半 均の 限 界利益 6匚，．【翼K）

28 品切 損 失 23

29 眠 界 利益 59．977
3G 売 残 り損 失 143

3雪 純 限 界利益 59．834

　   在庫 を持ち越せ る 場合 の 最適所要 量

最適所要量 S ＊

3．600

3．4003

．200

3．000

2．800

2．600

2．400
　 　 〔〕．el 0．10　　　　　　1．00

マ
ー

ク ア ッ プ

需 要 平均＝3．〔〕00

標準偏差＝100

　 Cd ＝ O．OO
　 Cb＝0．00
　Cq ＝　1．00

10．00

（3）在庫 を持ち 越 せ な い 場合 の 最適所要 量

最 適所 要量 s ＊

3・600
　　　

3．4003

．　．200

3．0002

．800

2．600

2．40e
　 　 O．Ol O．10　　　　　　1．00

マ ー
ク ア ッ プ

図 2　販社 の 最適所 容量モ デル

需 要 平均＝3，000
標 準偏 差＝loe

　 Cd ＝　0 ．00
　 Cb ＝　0．00
　Cq ＝ 0．00

1‘｝．00

一 ジ ン が 1 の と きは
， 相対 ス ル ー プ ッ トが 2 を超 えな い 限 り， 最適所 要量 は 需 要平均 よ りも

大 きい 値に は な らな い ．す な わ ち ， 当該製 品の 相対マ ージ ナ ル ・ス ル ー プ ッ トが 1 よ りも僅

か に上 回 っ て い る程 度な らば，所 要量が 需要平均 を よ りも少量 に な る よ うな調 達 を行 い
， 売

残 りを嫌 うこ とが利益拡 大 に 貢献 す る 行動で あ る こ とが わ かる．

（2）販 社 の 最 適所 要 量 の 特性

　販社 の 最適所要 量 は ， 小 売業者 と は異 な り，他 製 品の 販 売機 会損失 を考慮す る必 要が 少 な

い の で ，主 と して マ
ーク ア ッ プお よび在庫 廃棄数 量の 2 要因 の 影響 を受 け る ．

　 い ま，当該 製品 の 損益構 造 を図 2（1）の よ うに想 定 した うえ で
，

マ
ー

ク ア ッ プが 変化 した と

き に 最適所 要量が どの よ うに 変 化す る か 分析 して み よ う．需要 分布は
， 平均 が 3 ，000 ， 標準
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偏差が 200 の 正 規分布 を仮定す る ．

　販社 の 最適所 要量 は
， 図 2（2）お よ び図 2（3）に示す よ うに

， 在庫の 持ち 越 しが で きる か で き

ない か に 関 わ らず ，
マ

ー ク ア ッ プが 大 き くな る と最適所 要量 も大 き くなる ．

　在庫 を持ち越 せ る場合 は ，
マ ーク ア ッ プの 大 きさ に 関わ らず ， 最適所要量 は需 要平均 よ り

も大 き くな っ て い る ． マ
ー

ク ア ッ プが 0．5 の と きの 最適所 要量 は 3，427 で あ り， 需 要平均 よ

りも 14 ％ 増加 して い る ．マ
ー

ク ア ッ プが 2，0 の と きの 最適所要量 は 3
，
528 に な りe 需 要 平均

よ りも 18％ 増加 して い る ，

　 一
方 ，在庫 を持 ち越 せ な い 場合 は， マ

ー ク ア ッ プが 0．5 以 下 の 場 合は ，最適所 要量 は需 要

平均 よ りも少 な くな る ．す なわ ち ， 生鮮卸 問屋 の よ うに在庫 を持 ち越せ ず ， か つ
， 非 常に薄

利 の 商売 を して い る場 合は，所要量 が 需要平 均 をよ りも少量 に な る よ うな調達 を行い ，売れ

残 りを嫌 うこ とが 利益拡 大 に 貢献 す る 行動 で あ る こ とが わ か る ． こ の よ うな所 要量 政策 は小

売業者 の 場合 と類 似 して い る が ，小 売業者の 最適所 要量 は代 替製 品 との 相対 マ
ー ジ ナ ル

・ス

ル
ー

プ ッ トに よ っ て影 響 され る の に対 して
， 販杜 の 場合 は

， 当該製 品の マ
ージ ン の 大 きさに

よ っ て 影響 され る 点が 異な っ て い る ．

（3）メ ー カ
ーの 最適所要量の 特性

　 メ
ーカー

の 最適所要量 の 特性 は，生 産設備 の 操業度が フ ル になる こ とを境 に非連続 に変化する．

　 生 産 設備 の 操業度 が フ ル に な る まで は
， 各 製 品の 生産 を独立 に行 うこ とが で きる た め

， そ

の 場合 は販 社 と同様 に ，最適所 要量 は 主 と して マ
ー ク ア ッ プ お よ び在庫廃棄数量 の 2 要因 の

影響を受 ける ． しか し
，

生 産設備 の 操 業度 が フ ル の と きに は
， 当該製 品の 生 産 を増 や す に は

他の 連産品の 生 産を犠牲 にす る の で
， 他製品 の 販売機会損失 が 生 じる よ うに なる． したが っ

て
， 相揖 マ

ージ ナ ル ・ス ル
ー

プ ッ トの 影響 も考慮 しな くて は な らな くな る ．

　 相対 マ
ージ ナ ル ・ス ル ープ ヅ トを求 め る際 に 比較 対象 とする製 品は ， 当該製 品 と生 産 ラ イ

ン を共 有す る連 産 品で あ る ． こ の と き ， 当該 製 品 と連産 品の ス ル ープ ッ トは 製造 プ ロ セ ス 特

性 で 決定 され る た め ， ラ イ フ サ イ ク ル を通 じて大 き く変化 す る こ とは な い ． しか し ， 販売価

格 は ラ イ フ サ イ ク ル を通 じて 大 き く変 化す る こ とは十分 に考 え られ るの で ， そ れ に 伴 っ て 相

対 マ
ージ ン も変化 す る こ と に なる ． したが っ て

，
メ

ー
カ

ー
の 最 適所 要量 の 特性 は

，
主 と して

相対 マ ージ ン の 相違 に 着眼 して 捉 える と よ い と考 え られ る ．

　 当該製 品 の 損益 構造 を図 3（1）の よ うに想 定 した うえで
， 最適所 要量 の 特性 を分析 して み よ

う．需要 分布 は ，平均 が 3，000 ，標 準偏差 が 200 の 正 規 分 布 を仮 定す る ． 当該製 品 の 生 産
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考 察

（1）最適所要量の 計算例

而 安 十 測

当譲製品　 他製品
最 適所 要量 S ＊

OI ◇製 品単 位損益 3
，
600 標 準 偏 差

02 販売畑格 40．α　　 　　 35．o 侃 ＝
3
　　
40

　

0
調達変動費

限 界利 益

20．0　　　　 15．0
20．0　 　　 　 以 M ，

3400 cδ＝
Cq ＝

05 （限界利益率） 50％　　 　 57％ 　 「一，「．「r“．．‘
06

田

在庫維持 コ ス ト

製品廃業 コ ス ト

0，2　　　　　0，1
5，0　 　　　 　 5．0

3200
　 ，，圏■．r．．P．F

．／『一
齟〆

ン 〆

　ノ
”
卩
　　　，

’
8
　　
90

　　
0

◇資源節約パ ラ メ
ー

タ

制 約資源使用量 3軸D．D　 　　 120．0 3ゆ00 ／
〆

／ 今 ／　　　　’「“ 1一 囚昂 一 一 一 一

i‘｝ アウ トプ ッ ト 3 ρ oo 　　　 毘．ooo 相 対 ス ル
ー

1】 ス ル
ープ ッ ト 6．3　 　　　 8、3 2，800 ＿＿＿＿2

12 根 対ス ル
ープ ッ ト Loo

13 柑 対 マ ージ ン 1．〔，9 ．．．．闇．＿ 1
14r η 雄 1．1卸（， 2，60〔｝

一圏一一＿0
15 〈〉地域 需要

16 需 要平 均 3．000 2，400
17 標準 偏 差 烈〕ρ

18 〈〉最適所要量の 計算
0．IO 1．00 10．00

19 品切 損 失 単価 20 ．00 相対 マ
ージ ン

20 売残在庫損失単仙 0、17
21Cd o，oo
Z
　　
32

　　
2Cbo9

0，（レ 
LO 〔｝

（3）在庫 を持ち越 せ な い 場合 の 最 適所 要
旦

恩 ．
24 他製品販売機公損失 ユD．0｛｝ 最 適所 要 量 S ＊

躑 r 3．OG｛1 需 要平 均 ＝

26 前 期 末保有在庫 o 3，600 標準 偏 差＝
27P 侶り 50 ρ o ％

29 最適所要量s 孝 3，00 ｛卸 3β00
c4 霊

29 ◇期待　の 言
σう＝

3  品切 期待 数 量 79 ．呂 09 ＝

1
　　
2
　　
33

　　
3
　　
3

売残 り期待数量

他 製 品販 売 機会損 失 期待数量

販 売期待数 量

79 ．沼
　 o．oz
．gz ｛1

3，200

3000

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ．．尸「，「
　　　　　　　　．／

’
二冫！

　　　　．／ ・一・鬯”ン 〆

！
’

∠ ≧ご二 ／
’

34 売 ヒ高 116．呂o呂

5
　　．
63

　　
3

変動費

　限界利益

53．404
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ，

’

58・404 　 　　 ／ 2．800
相 対 ス ル

ー

＿＿＿＿2
37 需要平均 の 限界剰益 60．000 ＿＿一．．1
8
　　
93
　　
3

品切攅失

　限界利益

159658

．404
2，600 ＿＿＿＿0

φけ 売残 り損失 13

4凪 他製品販売機会損失 0 2400

42 純阻 界利益 5s・391　　　　   」0 Loo 10，00

（2）在 庫を持 ち越 せ る場合 の 最 適 所要量

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　需 要 平均 ＝ 3，000

O，000
．〔｝OLoo

2．0

O．5

o，〔殉
0．00

005210

　 　　 　　 　 　　 　 　　 　 　　 　　 相 対 マ
ー

ジ ン

図 3　 メ
ー カー

最適所 要量モ デ ル

キ ャ パ シ テ ィ は 3
，
000 まで は 自由に 生 産で きる もの とす る ．

　まず ， 在庫 を持 ち越せ る場 合 は
， 図 3（2）に示 す よ うに ， 当該製品の 相対 マ

ー ジナ ル ・ス ル

ー プ ッ トが 2 以下 で あれ ば
， 最適所要量 は操業度が フ ル に な っ た 時点 の 生 産量 が 最適所 要量

の 上 限 に な る ． 当該製 品 の 相対 マ
ー ジ ナ ル ・ス ル ー プ ッ トが 2 よ．り大 きい 場合 は

， 最適 所要

量 は 需要平均 を上 回 る 数量 に な る の で ，他 の
．
連 産品 の 生 産 を犠牲 に して も当該製 品 の 生産 を

増加 させ た ほ うが 利益拡 大 に 貢献 す る こ と に な る ．
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5． サ プ ラ イチ ェ
ー ン全体最 適 の 阻害要 因

　以 上 の 最適所 要量 モ デ ル に 基づ い て 取引業 者が 行動す る こ と を仮 定す る と
，

サ プ ラ イ チ ェ

ーン の 全体最適 を阻害す る要 因 と して 以 下 の 4 点を指摘す る こ とが で きる．

5．1　小売需要 の加法性 （地域需要 の ポ ー トフ ォ リオ効果）

　い ま ， 小 売業者 が全 部で 100 店舗 あ り， それ ぞ れ の 店舗が独立 して 最適 所要量 を決定 して

い る 状況 を考えて み よ う．個 々 の 小 売店 に して み れ ば
， 自店舗 に対 す る 需要分 布 を想定 した

うえで
， 最適所 要量 を決定す る はず で あ る．小売店舗 に 対 す る需要分布 は ， どの 店舗 に つ い

て も等 しい と仮 定 して も問題 の 本 質を損 な うこ とは な い の で ， そ れ ぞ れ 平均が 30，標 準偏

差が 10 の 正規 分布 に独 立 して 従 うと仮 定す る ． こ の と き， 当該 製 品の 損益構造 が 図 1（1）に

示す 通 りで あ っ た とす る と ， 1 店舗当 りの 最 適所要量 は
， 図 1（2 ）か ら

，
40 ．28 に な る ． した

が っ て
， 地 域全体 と して は

， 小 売店 が 100 店舗 あ るの で ，最適所要量 の 合計 は 4
，
028 とい う

こ とに な る．

　今 度は
， あ る大規 模小売業 者が 1店舗 で 地域 需要 を一

手 に 担 っ て い る 状況 を考 え て み よ う．

こ の 場合 は ． 地域 全 体の 需要分布 に　　　　　　　　　　　　　　　 需 要平M」．3，00Q
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 標準 偏差＝loe
関心 を移 す 必 要 が あ る ．地 域 需要 は
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 Cd ヨo．5o

小 売黯 … 1瀰 の 霰 分 布 蛤 計 　 　 囎露
靭

　 　 ε1：1：8？，
した もの な の で ，独 立 分 布 の 加法性

（ポ ー トフ ォ リ オ効 果） に よ り， 地域

需 要 は平 均が 3
，
000

， 標準 偏差が 100

の 正 規 分布 に従 う こ と に な る ．す る

と，当 該 製 品 の 損益 構 造 は ， 同 じ く

図 1（1）の 通 りとす る と
， 大規 模小 売

店 に と っ て の 最 適 所 要量 は
， 図 4 に

示す通 り，3
，
103 と計算 され る ．

　 さ て ， 100 店 舗 の 小 売業 者 が 独 立

相対マ
ー

ジ ン

　 　 　 3．0

．．．一一鹽＿1．0
−一卩一＿ ．5

0，01　　　　 〔｝、10　　　　 1．00　　　 10．00　　　100． 0

　 　 　 　 　 相 対 ス ル ー
プ ッ ト

図 4 　地域需要に 対す る 大規模小 売店の 最適所要量

して 最適 所 要量 を計 算す る と地域 全体 の 最 適所 要量 は 4
，
028 に な り， 1 つ の 大 型小 売店 が最

適所要量 を計 算 す る と 3
，
108 に なる とい う差 異が 生 じる ．す な わ ち ， 地域 に 複数 の 小 売 店が

存在 し ， そ れぞ れ が 白己 に と っ て 最適 な調達 を行 っ た場 合 に は
， 地域 全体 と して は 最適 な調

達 を行 っ て い る こ とに は な らな い こ とを意味 して い る わ け で あ る．小 売店が多数存在 して い

る 地域 で は
， 地 域 全体 の 最適所要量 を常 に上 回 っ た所 要量 が確保 され て お り

，
そ れ に よ る余
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剰在庫が 市 中 に滞留 して い る わ けで あ る．実際の とこ ろ ，非常 に た くさん の 小売店が存在 し，

それ ぞ れが 独 立 して 最 適所要量 に 基づ い て 調達 を行 うとす る と，地 域全体 の 所 要量 は 限 りな

く大 き くなる こ とを想像 す る こ とは 難 し くな い で あ ろ う．

5．2　市場成長期 の 需要 水増効 果

　製 品が ヒ ッ トした と きの よ うに ，需要が 大 き く拡 大 して い る場合 は，小 売業者 は こ ぞ っ て

そ の 製品 の 仕 入 を増や そ うとす る． なぜ な らば
， 市場 成長期 に は

， 当該製 品 の 相対 ス ル
ー

プ

ッ トが 増加 するの で
， 小 売業者 の 最適所 要量が 大 き くな る か らで ある ．在庫 の 持 ち越 しが可

能な製 品の 場 合 に は
， 最適所要量 は需 要平均 を よ りも大 き くな る た め

， 水増 し需要 が 発 生 す

る わ けで あ る．地 域 需 要 に 対 して 小 売店舗 数が 多い 場 合 に は ，分散の ポ ー トフ ォ リオ効 果 に

よ っ て小 売業者 の 需要変動係数は大 き くなる ため ，需要 の 水増 効果 は
一
層 助 長さ れ る こ とに

な る．段 階的個別取 引の 下 で は
， 小売業 者の 発注量 は販社 に 伝 わ り， 販社 で さ らに 増 幅 され

て メ ー カ ーに 伝わ る ．需要の 水増効 果 は
， 多段 階的 に増幅 され る わ けで ある ．

　 メ
ー カ ーの 生 産 キ ャ パ シ テ ィ を オ ーバ ー

す る よ うな 注文 に ま で 増 幅 さ れ る こ と も あ り得

る ．そ の よ うな相 当大 き く膨 らん だ 注文 に メ
ー

カ
ー

が応 え る に は
， 他製 品 の 生 産資源 を流用

（ラ イ ン の 編成 替 え ，作業者 の 異 動 や他 製 品の た め の 材料 の 転用 な ど） しな くて は な らな く

な る こ と もあ る．取引 業者の 段 階的 な発注 を通 じて 需要が 伝達 さ れ る場 合に は ，川 上 の メ
ー

カー に は最終 需要 の 実 態が 分 か らな い た め
， 無理 を して も注 文 に 応 え ざ る を得 な い 状況 に 追

い 込 まれ る わ けで あ る ．

　 メ
ー カーが 増産 に 着手 した と して も，そ もそ も川下 業者 か らの 注文そ の もの が 実需 と乖離

して大 きく膨 らん だ もの な の で ， そ の 通 りに生 産す る と市 中 に余剰在庫が 滞留 して しま うの

で あ る ． メ
ー

カ
ー

に と っ て は
， 小 売業者 と販社 に よ っ て 増幅 され た 注文 に応える こ とは

， 連

産 品の 生産 を犠牲 に しなが ら当該製 品を過剰 に生産す る とい っ た非効率 を生 じか ね ない ， さ

ら に
， 准庫維持 費用 と他 製 品の 販 売機会損 失 を増大 させ

， 多大 な処分損 が 発生 す る リス ク も

高 まる こ と に な る ．

　 実際 の 最 終需要 を メ
ー

カ
ー

が 知 る こ とが で きた と仮定 しよ う． メ
ー

カ
ー

に お け る 当該製品

の 相対ス ル ープ ッ トは
， 製品の 売れ行 きとは無関係 で あ り， 前述 の 通 り生 産設備 の 物理 条件

に よ っ て
一

定の 値 に 固定 され る ． したが っ て ， メ ー カ ーか らみ る と，販 社 の 最適所要 量 は，

相 当 に 水増 さ れ た もの に 映 る で あ ろ う．そ の よ うな 所要量 に 基 づ い た 注文 に 応 え る こ とは ，

メ
ー

カ
ー

の 利益最 大化 に は つ なが ら な い と い う点 で 不 満が 高 まる で あろ う．

　 こ の よ うに
， 取 引業者 が 相対立 す る 行動 を とる 原 因 は

， 最 適所要量 の 構 造 が異 なる か らで

あ る ．小 売業 者の 場合 は
， 製 品の 売 れ 行 きに応 じて 相対 ス ル

ー
プ ッ トが 変化 し ， そ れ に よ っ
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て 最適所要量が 増 幅 され る ．販社の 場合は ， マ
ー クア ッ プ に よ っ て 最適所 要量の 特性 が決 ま

る ．
一

方 ，
メ

ー カ ー
の 場合 は

， 操 業度が生 産 キ ャ パ シ テ ィ を下 回 っ て い る ときには ， 販社 と

同 じ特 性 を持 ち ， 生産 キ ャ パ シ テ ィ を上 回 る と きに は
， 相対 マ

ー ジ ナ ル ・ス ル
ー プ ッ トの 影

響 を考慮 しな くて は な らな くな る ．需 要が大 き く増 加 に転 じる場合 に は
，

こ れ らの 構造の 相

違が，取 引業者の 最適所要量 に 大きな相違 を もた ら し， 需給 ギ ャ ッ プを生 じさせ るわ けで ある ，

5．3　市 場 立 上 げ期の 需要 抑制効 果

　新 製 晶を市 場 に投 入 した直 後は
，

よ ほ どの ヒ ッ ト商 品で もない か ぎ り当該製 品の 販 売数量

は始 め の うち は緩や か に 増加 し，認 知度 の 向上 と と もに 急速 に成 長す る で あ ろ う．市場投 入

直後の 製品 は ，小売業者 に して み れ ば， い つ で も取扱い を 中止 す る こ との で きる限 界的 な商

品 と して 認 識 されて い る わ けで あ る ．

　こ の と 削 小売業者 に と っ て の 最適所要量 は
， 需要平均 よ りも小 さ くな る と考え られ る．

当 該製 品の 売 れ 行 きが 相対 的 に 少 な い 問 は
， 相対 ス ル

ー プ ッ トは 1 よ りも小 さな値 に な る ．

相対 マ
ー ジ ン は 1前後の こ とが 多い の で ，相 対 マ

ー ジ ナ ル
・ス ル

ープ ッ トは通常 は 1以 下 に

なる か らで あ る ．

　そ の 結果 ， もともと小 さな需要 しか ない に も関わ らず ， 小売業者は 需要平均 よ りもさ らに

少 な い 数量 しか仕入 れ を行 わ ず ， 当該製 品 を店頭で もあ ま り目立 た な い 場所 に 陳列す る 可能

性 が 高 くな る． メ ー カ ー側 で も，販促活動 な ど を十 分 に行わ ず に放 置 して お くと， 当該製 品

の 売れ 行 きは一
向 に 増 えて い か な い こ と も十分 に 考え られ る ．そ の よ うな製品 は

， 小 売の 店

頭 か ら排 除 され る まで に ，そ う時 間は か か ら な い で あ ろ う．す な わ ち ，小売業 者 に と っ て 当

該製 品の 相対 マ
ージ ナル ・ス ル

ープ ッ ト
 
が 1 以 下 の 状 態 とい うこ とは

， 小売業者が 当該製品

の 市場立上 げ を阻害す る よ うに誘導す る効果が あ る と考 えられ る．

　 あ る 新 製 品が気 に 入 っ たの で
， また買 お う と思 っ て い っ て み る と

， 店頭か らな くな っ て い

る こ とが コ ン ビ ニ エ ン ス ・ス トア な どで は 結構多い と聞 く． こ れ は， 品切れ に な っ て い る か

取扱 い を止 め て し ま っ た か の どち らか で あ る が ， 市場 立上 げ期 の 需要抑制効 果 が
一

因 に な っ

て い る と考 えられ る ．

5．4　 トレ ー
ド ・ プロ モ ー シ ョ ンの 弊害

　 トレ ー ド ・プロ モ ー シ ョ ン は ， メ ー カ ーが販社 や 小 売 業者 に 仕入量 に 応 じて 数量 割引 を行

っ た り， リ ベ ー トを支 払 うこ とな ど に よ っ て
， 政策的 に 仕 入量 を コ ン トロ ー

ル し よ うとす る

試 み で あ る ．米 国加 工 食品業界 が 行 っ た ECR の 研 究 ［5］ で は
， トレ

ー
ド ・プ ロ モ ー シ ョ ン

は
， 見 か けの 需要 を創 造す る だ けで 実 質的 な効 果が 不 明瞭で ある と して ， そ の 効果 を疑問視
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して い る．

　 トレ ー ド ・プ ロ モ ー シ ョ ン の 不適切 な運用 は ， 市場成長期 に需要水増効果 を助長 させ る と

考 え られ る． トレ
ー ド ・プ ロ モ

ー
シ ョ ン は

， 当該 製品 の マ
ー ジ ン を実質 的 に 増加 させ る効 果

が あ る の で
，

一
般 的 に ， 小 売業者や 販社 の 最適所要量 を増 加 させ る 効果 をもつ ， した が っ て ，

市場成 長期 に トレ
ー ド ・プ ロ モ

ー
シ ョ ン を野放 図 に 行 うと，小 売業者や 販社 は競 っ て 先買 い

に走 り， 1度 に大 きな発 注 を行 うこ とに な る た め
， 需要水増効果 を助 長す る こ とに な る ．

　こ の よ うな 先 買い を行 っ た結果 ， 市 中に 商品が 溢 れ 始め る と
， 販 売価 格の 下落 に拍車 が か

か り， 結局 は サ プラ イ チ ェ
ー

ン の 収益 低 下 に つ なが る こ と も多い に考え られ る ．小 売業 者 の

販売価 格 が仕 入れ 値 を下 回 っ て しま うよ うな と きは
，

メ
ー

カ
ー

に対 して さ らに リベ ー
トの 支

払 を要求す るで あ ろ うし， メ
ー

カ ーの 収益 を直接的 に低下 させ る こ と に もつ な が る わ け で あ

る．

　 トレ
ー ド ・プ ロ モ

ー
シ ョ ン は

， 市場立 上 げ期 に最 も有効で ある と考 え られ る．市場立上 げ

期 に は ，小 売業者 は仕入 を控 えが ち に な る の で ，広 告宣伝 や 販促 プ ロ グ ラ ム と並行 して トレ

ー ド ・プロ モ ー シ ョ ン を運用 す れ ば ， 小 売業者 の 仕入 を増 や す こ とが で き る の で ．商 品の 露

出度 の 向上 と と もに
， 需要 の 顕在 化 を促 進す る 良循 環 を推 進す る 効果 が あ る と考 え られ る．

逆 に ，
こ の よ うなマ

ーケ テ ィ ン グ を行 わない 製品は
， 需要抑制効果 に よ っ て 市場の 立 ち上 が

りが抑制 され る と考え られ る．

6 ． サ プラ イ チ ェ
ー ンの 全体最適 の ため の 成功要因

　以上 の 阻 害要 因 を排 除 す る こ とが で きれ ば， サ プ ラ イ チ ェ
ー ン の 効 率 を高め る こ とが で き

る と考え られ る の で
，

そ の た め の 成功 要 因 を探 っ て み る こ とに しよ う．

（1）地 域 内小 売 店在庫 の集 中管 理 （地 域 需要 へ の最適化 ）

　地域 内 に 同種 の 小 売店 が 多数存在 すれ ば
， 小 売需要 の 加 法性 に よ り地域 全体 と して は余 剰

在庫が増 加 して しま う．そ の よ うな 商圏 で は ，小 売業者 の 在庫回転率 は相 対 的 に低 下 す る の

で ，延 い て は
，

サ プ ラ イ チ ェ
ー ン の 収益性 を低下 さ せ る ．

　小 売需要 の 加 法性 を抑 制す る に は
， 地域 需要 を把握 す る こ とが 不 可 欠 で あ る ．小 売業 者が

個別 に要求する所要量 を充足 する の で は な く，地 域 需要 に対 す る最適所 要量 を充足 する うえ

で 必要 な供 給 を行 い ，個 々 の 小 売店 の 実 売 に 応 じて 補充す る 方法 を導入す る こ とが 有効 で あ

る と考 え られ る ．そ れ に は
，
POS 情 報 の EDI 化 ， 多頻度少 量 配送が 可 能 な 配送 シ ス テ ム お

よ び地域 デ ポが 必 要 に なる ．地域 デ ポ に関 して は
，

メ
ー

カ
ー

は 自前 の 設備 を保 有 しな くて も，

製 品 の 種類が 少 ない 場 合 に は ，物流 業務 を宅 配業 者 に ア ウ トソ ー ス す る こ とな ど も多頻度 少

量 配送 を効率的 に 実現 する 方法で あ る．
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（2）小 売店 の 選択 と集中

　地 域 商 圏 に お け る大規模店 と小規模店 との ミ ッ クス が 適切 に な る よ うに 小 売店 を選 別 し ，

小 売店舗 数 を最小 限 に 留 め る こ と も有効 で あ る ．大規模店で は ポ ー
トフ ォ リオ効果 に よ っ て ，

安全在庫の 数量は 大 き くな らな い ．小規模店 は
， 顧客が 身近 に 買 い 物が で きる とい う利便 性

が求め られ る場合に は ， 地元 商店街 とか 最寄 り駅周辺 とい っ た所 に店舗 数 を極力限定 して 立

地 す る こ とが 求め られ る ．例 えば
，

ア ッ プ ル コ ン ピ ュ
ー タ は

， 業 績 の 低迷 した 1997 年 に
，

米 国で は取引先 の 小売 業者 をナ シ ョ ナ ル チ ェ
ー

ン と して は CompUSA1 社 に 限定 し
，

リー ジ

ョ ナル ・チ ェ
ー

ン に つ い て は 従来通 りと した ． さら に ， 1998 年 に新 製 品の iMac を導 入 した

際 に も ， 日本で は全 国 に 4
，
000 以上 ある小 売店の 中か ら約 100 店舗 を選択 し ， そ れ ら の 店舗

か らだ け iMac の 販 売 を行 っ た ． こ れ らの 取 り組 み は
， 余剰在庫 の 発 生 を抑 える うえで 効果

が あ る と考 え られ る ．

（3）最終需要 ・ 在庫情報の 共有

　 需 要水増効果 を排 除す る た め に は ， 最終需 要 と流 通 在庫量 の 情報 を取引業者が 共有 す る必

要が あ る， メ
ー

カ
ーは

， そ うす る こ と に よ っ て 過 剰生 産を行 うリス ク を相 当回避 で きる よ う

に なる 。 ただ し
， 最適所要量の 構造が 相違す る ため に ， 取引業者間で 需給ギ ャ ッ プが発生す

る可 能性 は 十分 に 予想 され る．例 えば
，

ヒ ッ ト商 品の 場合 に は
， 小 売業者 の 最適所 要量 は大

き く膨 らむ が ， メ ー カ ーの 最 適所要 量 は生 産キ ャ パ シ テ ィ に 制約 され る ため ，小 売 業者 に よ

っ て 水 増 しさ れ た 需要 に 応 え られ な くな る 事態 も起 こ り得 る ．それ に よ る
，

メ
ー

カ
ー と小売

業者 とで 供給 と調達 を巡 る コ ン フ リク トの 問題が発生す る ．

（4）VMI 方式の 導入

　情 報 共有 の 考 え方 を
一

層進 め た もの が VMI （Vendor　Managed 　Inven七〇ry ）方式で あ り，そ

もそ も ， サ プ ラ イチ ェ
ー ン の ボ トル ネ ッ ク に な っ て い る メ

ー
カ

ー
の 生 産 キ ャ パ シ テ ィ に よ る

制約 を優先 して 供給量 を決 め る方法で あ る． メ ーカ ーが 主体 とな っ て 最終需 要 に 基 づ い た供

給量 の 決定 を行 うこ とに な り，小売業者や販 杜 は発注 機能を原則 的 に 放棄す る こ とに な る．

（5）市場導入 直後の トレ ー ド ・プ ロ モ ー
シ ョ ン 強化

　 市場 立 上 げ期 の 需 要抑制効 果 を排 除す る に は
， 市場 に投入 す る以前に広告宣伝 な ど を通 じ

て 製 品 の 認知度 を十 分 に高め て お くこ とや ， 市場導入 直後は小 売業者の マ
ージ ン を大 き く設

定 す る とい っ た トレ ー ド ・プ ロ モ ーシ ョ ン を用 い て
，

小 売業 者が取 り扱 い に 積極 的 に なる よ

う誘導す る必 要が ある ．

（6）市場成熟期の トレ ー ド ・ プロ モ ー
シ ョ ン の 制限

　 メ
ー カ ーが小 売業 者や 販社 に 支払 う トレ

ー
ド ・プ ロ モ

ー
シ ョ ン の 計算方法は，複雑 怪奇 に

な りが ちで あ る が ， 最 もポ ピ ュ ラ
ー

な方法 は仕入 量 に対す る数 量 割引 で あ る ． しか し，
この
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方 法 は 需 要水 増効 果 を助 長す る の で
， 廃 止 すべ きで あ る ．仕入 量 に 対 す る 数量割 引 の 代 替

案 と して 最 も有 望 な の は
， 最終顧 客 に 対す る実 販売 量 に 応 じて リ ベ ー トを支払 う方法で あ

る． た だ し，小 売業者が 最終顧 客 に売 っ た ふ りを して横流 しをす る 行為 を阻止す る た め に
，

本 当 に 最終顧 客 に 販売 して い る か ど うか を確認 す る こ とが 必 要 に な る ．理 想的 に は
， 市場

立上 げ期 を 除 けば
，

トレ ー ド ・プ ロ モ ー シ ョ ン は廃止 する こ とが 賢明で あ る と考 え られ る

が
， 競 争環境 が そ れ を許 さず ， 大抵 は 囚人の ジ レ ン マ 的状 況 に 陥 っ て い る ． た だ し， 米 国

P＆G 社 の よ うに ，数 量 割 引 を
一

切 廃 lh し， ウ ォ ル マ ー トとVMI 方式 を実施 す る こ とで
，

EDLP （Every　Day 　Low 　Price）の ポ リ シ
ー

を明確 に打 ち出 して い る 事例 もあ る．

7． 結論

　本稿で は ，サ プ ラ イ チ ェ
ー ン に 関与す る取 引業者は ，需 要 の 不 確実 性 の ドで 自己 の 経済

的利 益 を最 大化 しよ う と して 合 埋 的 に行 動 す る と こ と を仮 定 した うえで ，小 売業 者 ， 販 社

お よ び メ
ー カ ー とい っ た 収益 構造 の 異 な る取 引 業者の 最適所要量 を決定す る た め の モ デ ル

構築 を行 っ た ．そ の 上 で
， 取 引業者 が 最適 所要量 に 基 づ い て 取引 す る 場合 に

， 取 引業 者 間

の 需 給関 係 に不 整合 が 発 生 し， そ れ に よ っ て サ プ ラ イ チ ェ
ー ン の 全体 最 適 が 阻 害 され る こ

と を考察 し た．

　サ プ ラ イ チ ェ
ー ン の 非効率 を生 じさせ る 阻害要 因 は

， （1）小 売需 要 の 加 法性 ， （2＞市場 成 長

期の 需 要の 水増 効果 ， （3）制 昜立上 げ期 の 需要抑 制効 果で あ り ， さらに ， （4）トレ
ー

ド ・プ ロ

モ ー シ ョ ン の 不 適切 な運用 は ， こ れ ら阻害要 因 を助長す る こ とを指摘 した．

　 さ ら に
，

サ プ ラ イ チ ェ
ー ン の 効率 を高 め る成功 要 因 を探 索 し

， （1）地域 内小売 店在庫 の 集

中管理 ，（2）小 売店 の 選 択 と集中 ，（3）最終需要
・在庫情報の 共 有，（4）VMI 方式の 導入 ，（5）

市場 導入 直後の ト レ
ー ド ・プ ロ モ ー

シ ョ ン 強化 ， （6）市場 成熟期 の トレ
ー ド ・プ ロ モ

ー
シ ョ

ン の 制限 の 6 つ を摘 出 した．

111

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assooiation 　of 　Management 　Aooounting

管理 会 計学 1999 年 第 7 巻 第 ユ・2 合 併 号

謝 　辞

　本 論 文 を作成 す る に 当 り，

た ． こ こ に 謝意を表す る．

査読 を担 当 さ れ た レ フ リ
ー 2氏 よ り有益 なご 助 言 をい た だ い

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　付録

以 下 は ，Microsof七 Excel　 98　Macintosh 　Edition の Visual　Basic を 用 い て 作 成 した もの で あ る ．

（1＞品切期待数量 の 関 数

Funetion 　Shortage（所要量 ，平均，標準偏差）

　 a ＝標準偏 差 ノ（（2 ＊ Application．Pi（））
AO ．5）

　 p ・・Application．NormDist （所 要量，平均 ， 標準偏差 ，　True ）

　 n ＝（所要量 一
平均）

＾ 21 （2 ＊ 標準偏差
＾ 2）

　 e ＝Exp （−n ）

　 Shortage ≡ a ＊
e ＋ （平均 一所要 量）

＊
（1− p ）

End 　Function

（2）売残 り期待数量 の 関数

Function 　Unsold （所 要 量
，
平 均 ，

標 準 偏 差）

　 a ＝ 標 準偏差 ！（（2 ＊ Application．Pi（））＾ 0．5）

　 p “Application．NormDist （所要 量 ， 平均 ， 標準偏 養 ，
　True ）

　 n ＝（所 要量 一平均 ）
A2 ／（2 ＊ 標準偏 差

A2
）

　 erExp （−n ）

　 Unsold ＝t− （所 要量 一平均 ）＊ p ＋ a ＊ e

End 　Function

（3） メ ーカ ーの 最 適所要量 の 関数

Function 　Mfgrqmt （品切損失 ， 売残 り損 失，他 製品販 売機会損失 ，
　rmt ，γ ，保有在 庫，平均 ，標準偏 差）

　 a 一品切損失 ／（品切損 失 ＋ 売残 り損 失 ）

　 s1 ≡Application．Normlnv （a ，平均，標準偏 差 ）

　 b ≡
γ

十 保有在庫

　 Ifsl ＜ bThen

　 　 s ＝sl

　 Else

　 　 If　rmt ＜ ＝1Then

　 　 　 　 s ＝b
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Elsea

； （品切損 失 一他 製 品販売 機会損 失）ノ（品切損失 ＋ 売残 り損失）

s1 ＝・Application ．Normlnv （a ， 平均，標準偏差 ）

s ≡Application．Max （b，　s1 ）

End 　If

End 　IfMfgrqmt

＝s

End 　Function
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The  Optimum  Order  Requirements  of  Trade

          Partners  and  the  Supply  Chain

                        Optimization

Hiroyuki  Mita  
"

                              Abstract

  Indfficiency of  the  supply  chain  appeqrs  when  trade  partners such  as  retailer,

wholesaler  and  manufacturer  intend  to maximize  their profit and  execute  their

optimum  order  requirements.

  This  paper  describes hew  trade partners' behavior would  create  supply  chain

inefficiency by developing a  model  of  the optimum  order  requirements  where  trade

partners  intend to maximize  their profit, and  anal,yzing  the demand  and  supply

balance  between  trade  partners. Because  the  structure  of  the optimum  order

requirements  differs by trade  partners, the gaps  between  demand  and  supply

appears  to generate  a  supply  chain  ineMciency.

  Four  factors are  identified which  would  inhibit supply  ehain  optimization;  (1)
additivity  of  retail  demand,  (2) over  expansion  of  demand  in market  growth  period,
(3) restraint  ef  demand  in market  introductioll period, and  (4> inappropriate use  of

trade promotion  would  accelerate  these negative  impacts.

  Six key success  factors are  identified which  would  improve supply  chain  epti-

mization;  (1) regional  retail  inventory  management,  (2) focus on  selected  retailers,

<3) demand  and  echelon  inventory information  sharing,  (4) VendoT  Managed

Inventory, (5)reinforcement of  trade promotion  in market  introduction period and

(6) restrietion  of  trade promotion  during  matured  market  period.

                             Key  Words

Supply  Chain  Management,  Optimization,  Optimrim  Order  Requirements,
Profitability Structure, Bullwhip  Effect, VMI
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論 　文

在庫 問題 を考慮 した 多重単位期間最適製 品

　　　ミ ッ ク ス 決 定 に よ る短期予算設定

後藤 　晃範
＊

〈 論 文要 旨 〉

　年次予算は
，

企 業 の 生 産計 画，販売計画 ， 財務 計画 ，
人事計画 ，研 究 開発計画な どの

種々 の 経営計画 を統合す る 期間総合計画で あ り， 現実 には
， 常 に変動す る で あ ろ う諸材

料の 仕入価格 ， 製 品 の 販売価格 ， 需要数量 な ど の 予測 に基 づ い て 月別 また は，四 半期 別

に 編成 され る．したが っ て
， 年次予算の 編成の ため に 与え られ た条件の 下で 最適な製品

ミ ッ ク ス 決定を考慮 しよ うとす る場合 に は
，
1事業年度 を構成す る月 ，

ニ ケ 月 ， ある い は ，

四半期 な どを単位期 間 と し て 設定 し
， 複数の 単位 期間 ， す なわ ち ， 多重単位期 間に つ い

て製品 ミ ッ ク ス の 同 時決定をお こ なう必要が ある．

　 しか し ， 従来か らの 製品 ミ ッ ク ス に関す る研究 は ，単
一一

期間の み対 象 とする もの が ほ

と ん どで あ り，
したが っ て

， 年次予算の 編成 に必ず しも現実的で ある とは い えな い ．

　そ こ で 本研究で は
，

1予算期 間を対象 と して ，使用する 財貨 お よび用役 の購 入価格 ，
生

産 可 能数量 ， 製 品 の 販 売価 格 ， 販 売町能数量 等が 変化する状況 の 下 で
， 単位期間末 にお

け る在庫水準を考慮 し，財政状 態をも直接的 に扱うこ とが可 能で ある，多重単位期間の

最適 製品 ミ ッ ク ス の 同時決定モ デ ル をシ ナ リオ方式 に基づ い て 構築 し， かつ
， それ を包

括する 企業予算モ デ ル を構築する こ とを目的と して い る．

　本研究にお け る ，複数の 単位期間にわ た る製 品 ミ ッ ク ス 決定モ デ ル は ，製品在庫の払

出方法 を
， 先入先出法 と して い る． こ れ に よ り， ある単位期 間に おける販売数量の 中に

，

複数 の 生 産時期の 異 なる ロ ッ トが 混在す る こ と に な り， その ため
， 各期 の 販売数量お よ

び生産数量が 決定 され な い と，その 期の 販売数量 の 中に ，生産時期 の 異 なる ロ ッ トが ど

の よ うに含 まれ るか を把握す る こ とが で きな い ．そこ で ，本 モ デ ル で は ，事前 に ，異 な

る ロ ッ トの 混在す る全 て の パ タ
ー

ン を考 慮 し，こ れ を シ ナ リオ ζし，シナ リオ ご と に 線

形計画法 を用 い て 定 式化 をお こ な う．こ の 各 シ ナ リオ で の 最適値の 内 ， もっ とも大 きい

もの を本 モ デ ル 全体 の 最適値 とす る ．こ れに よ り，各単位期 間の 生産数量お よび販 売数

量 を決定 し，製 品ミ ッ ク ス が 財政 状態 に与える影響 を把握す る ため に，各単位期 間 ご と

の 見積損益計算書お よび見積貸借対照表 を表示 して い る．

〈キ ーワ ー ド 〉

年次予算，製品 ミ ッ ク ス 決定，多重単位期間 モ デ ル ，シ ナ リオ方式，見積貸借対照表，

見積損益計算書

1998 年 10 月 受付

1999年 8月 受理
＊
東 京 理 科 大 学 大 学 院工 学 酬 究 科
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1． は じめに

　企 業の 年次予 算は ，生産計画，販売計 画 ， 財 務計画， 人事計画 ， 研究開発計画等 ， 種 々

の 個別計 画 を統合す る と い う意味 で
， 翌期の 1予 算期 間 を対象 とす る短 期 の 総 合計画 と し

て位置づ け られ る が ， 季節 に よ り， 財貨お よ び 用役の 購入 価格が 変動 し ， 商晶 もし くは 製

品 の 需要数量 と販売価 格 も変動 す る こ とが 多い の で ，現 実の 業務 にお い て は，月別 ，四 半

期別 とい う， 予算期間 を構成す る 各単位期 間の 累計 と して編 成 され る の が通 常で あ る． そ

の 際 に ， 年次 の 生産計 画 と販 売計 画 を た て る に あ た り， 各 月末 や各 四半期 末等 の
， 単位期

間末の 在庫数量 ， 棚卸資産等の 水準 をも考慮 し ， 複数の 単位期間に つ い て
， す なわ ち ， 多

重 単位 期 間 に つ い て 最 適製 品 ミ ッ ク ス を 同時 に 決 定 す る 必要 が あ る ． した が っ て
， 短期

（年 次 ）の 多重単位 期 間の 最適 製晶 ミ ッ クス 決定 モ デ ル を構 築す る た め に は
， 資 産 ， 負 債

等の 財 政状 態を直接 的 に扱 うこ とが で きる 予算 モ デ ル を前提 とする 必要が あ る．

　さ ら に ， 予 算モ デ ル の 基本構造 は ， 見積貸借対照表お よび見 積損益計 算書等の 作成 に有

用で あ り
，

企 業の ビ ヘ イ ヴ ィ ア を直接対象 と しうる行列会計方式に基礎 を置 くの が 有効で

あ る．

　行列 会計 方式 に 基づ く予算 モ デ ル の 既往の 研 究 と して は ，井尻 〔9〕，伏 見
・
中山 〔4〕，

古 川 ・福 川 〔3〕等が 目標計画法 を適用 した モ デ ル 等へ と拡 張 して い る ． また
， 伏見 〔5〕

は
， 複 数の 事業年度 を対象 とする 長期モ デ ル を取 り扱 っ て い る．

　 さ らに ， 門 田 〔16〕 に よ っ て
， 材 料 や製 品の 生産 数量 ， 販 売数量 ， 在庫 数量 を決 定 する

予 算編 成 モ デ ル が提 案 さ れ て お り，浜 田 〔7〕は ，原価 計算 シ ス テ ム を導入 した多期 間製

品 ミ ッ ク ス 決 定 を含 む企 業モ デ ル を構 築 して い る ．

　 しか しなが ら， こ れ らの 研究は い ずれ も，多重単位期間 の 最適製品 ミ ッ ク ス の 同時決定

モ デ ル を含む年次予算 モ デ ル の 構築 を 目的 とす る もの で は な い と い える ．

　 そ こ で 本研 究 で は
， 1 予算期間 を対 象 と して ，使用 す る財貨 お よ び 用役 の 購入 価 格，生

産能力 に よ り規 定 され る生 産可 能数量 ，製 晶の 販売価格 ， 市場 規模 と シ ェ ア に よ り規 定 さ

れ る 販 売可 能数量等が変 化す る 状況 の 下 で
， 単 位期 間末 に お ける 在庫水 準 を考慮 し ， 財 政

状 態 を も直接 的 に 扱 うこ とが 可 能 で あ る
， 多 重単位期 間の 最 適製 品 ミ ッ ク ス の 同時決定 モ

デ ル をシ ナ リ オ方式 に基づ い て構 築 し ， か つ
， そ れ を包括 す る 企 業予 算モ デ ル を行列 会計

方式 に基 づ い て 構築す る こ と を目 的 として い る ．

　 そ の た め に ， 第 2 節 に お い て ， 1 予 算期間 にお け る多重単位 期間最適製 晶 ミ ッ ク ス 同時

決定モ デ ル の 概 要 と構造 を明 らか に し，第 3 節 に お い て ， シ ナ リオ方式 を用 い た 目的関数

に つ い て 説明す る ．第 4 節 で は ， 数値 例 に こ の モ デ ル を適用 す る こ と に よ り， そ の 特 性 を
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在庫 問 題 を 考慮 した 最適 製品 ミ ッ クス 決定 に よ る 短期 多期 間予 算設 定

示 し ， 実際に ， 最適製品 ミ ッ クス 同時決定 に基づ く見積貸借対照 表 と損益 計算書 を導 く方

法を提示 し， 最後 に結論 を述べ る ．

2． 短 期多重 単位 期 間 最 適 製 品 ミッ ク ス 同時 決 定 モ デ ル の 概 要

　本研 究にお け る モ デ ル は ，予 算編成が 種々 の 個別計画を統合す る とい う観点 か ら大 き く，

短期多重単位期 間最適 製 品 ミ ッ ク ス 同時決 定 モ デ ル （以 下 ， 「製 品 ミ ッ ク ス 決 定モ デ ル 」

とい う）の 部分 と見積貸借対照 表お よ び損益計算書 を作成す る予算モ デ ル の 部分 と に分 け

て 検討 す る こ とが で きる ．

　以 下 で は
， 製 品 ミ ッ ク ス 決定モ デ ル の 部分 につ い て 説明す る．

　 まず ， 製品 ミ ッ クス 決定 モ デ ル の 仮 定 を述べ
， 次 に ， 予算 期 間 を通 じて 製品 の 販 売価格

お よ び単位あ た り変動費が 一定の 場合の 目的関数お よ び製品 ミ ッ ク ス 決 定に 関する制 約 に

つ い て 概要 を述べ る ．

　製 品 ミ ッ クス 決定 モ デ ル を支 え る 以下 の 仮定 を示す こ とにす る ．

　（1）モ デ ル の 対象期 間 は ， 1予算期 間 （翌 1事 業年度 ） とす る ．

　（2）1予 算期 間 は ，
こ れ を構成 す る単位期 間 （四 半期 ， 月 ， 旬等） を導入 する こ とに よ

　　　り
， 多重単位期間 と して 表 され る．

　（3）棚卸資 産原価 の 決定 は
， 先入 先出法 とす る．

　（4）各製品 の 単位 あ た り変動 費 は ，予算 期 間 を通 じて 変化 す る が
， 各単位期 間内で は 一一

　 　 定 とす る ．

　（5）生 産能力は ，各単位期聞 ご とに 異 なる もの とす る ．

　（6）各製 品の 販売価 格 は
， 予算期 間 を通 じて 変化 す るが ， 各単位期 間内で は

一
定 とす る．’

　（7）各製 品の 販売 可能数量 （需要数 量 の 上 限〉 は
， 各単位期 間ご と に 異 なる もの とす る．

　（8）各 製 品の 単位 あ た り作業 時間は
， 予 算期 間 を通 じて 変化 す る もの と して 取 り扱 う こ

　　　とが で きるが ，各単位期 間内で は 一定 とする ．

（9）予 算期 間 を通 じて
， 倉庫 の 収容 能力 は一

定 とす る ．

（10）予 算期間 を通 じて変動する在庫水準 は ，各単位期間末につ い て だ け考慮する ．

（11）在庫費用 は固定費 に 属す る もの とす る ．

、（12）原 価計算 方法 と して は
， 直接 原価 計算 を用 い る．

（13） 目的関 数 は
， 予 算期 間を通 じて の 貢献利益 総額の 最大化 を図 る もの とす る．

　 以 下 にお い て ，上 に述 べ た 仮定 と関 連 して ，本研 究 の モ デ ル の 基 本 的 特性 を述 べ る ．

　 本 モ デ ル は ，予算 期 間内の 時 間の 経過 を考慮 し たモ デ ル で ある が ， よ りオ ペ レ
ー

シ ョ ナ

ル に す る た め に
， 単位 期 間の 概念 を 導入 して 構築 され て い る ． した が っ て

， 本 モ デ ル は，
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単位期間 と して どの よ うな 時 間 的長 さ
，

す な わ ち
，

四 半期 ，
2 ヶ 月 ，

1 ヶ 月 ， 旬等 の 内
，

い ず れ を選択 す る か に よ り ，
モ デ ル の 複 雑性 ， 操 作性 ， 実用性 が影響 を受 ける とい う特性

を有す る ．

　本モ デ ル で は
， あ る単位 期 間内 で 販 売 された製 品が ， 同

一
の 単位期 間内 で 生産 され た も

の とは 限 らず ， 過去 の 数単位期 間に 渡 っ て そ れ ぞ れ異 な る製品単位あた りの 変動費で 生 産

され た場 合 も考 慮 す る の で
， 極 め て 複 雑 な状 況 を扱 うこ と に な り，

シ ナ リオ方 式 に よ らざ

る を得 ない ． こ の シ ナ リ オ方式に つ い て は， 第 3 節 に お い て 明 らか にす る ．

　従来の 最適製 品 ミ ッ ク ス 決定モ デ ル に お い て は
， 通常 ， 生産数量 と販売 数量 とが等 しい

と仮定 され る 場合が 多い が
， 本モ デ ル に お い て ， 単位期間末の 在庫水準 を取 り扱 うこ とが

で きる の は
， 基本的特性で ある とい える ．現実 の 企業 の 年次予算の 編成 に お い て は

， 季節

変動 や 景 気 の 動 向な ど を考慮 し，四 半期別 や 月別 とい っ た ， 1 事業年度 を構成す る各単位

期 間別 に お こ なう売 上高予測 や 材料 な どの 仕入 価格 の 予 測 を反映 させ る た め ，製品 ミ ッ ク

ス 決定 に お い て は ， 各単位期間別 に 製 品の 生 産数量 ， 販 売数量 ， 在庫数量 を決定 しな け れ

ば な らな い ．特 に
， 本モ デ ル に お い て は 月別や 四半期別 な ど

， 短 い 期問 を対象 とする 際 に

は
， 製 品の 在庫数量 が

，
生 産数量 や 販売数量 に対 す る割合 も大 き くな り， 無視 す る こ と は

不 可能 で あ る ．

　 仮定 （11）が 示 す よ うに 在庫費用 が 固定費で あ る とい うこ とは ， 倉敷料 ， 減価償却費 ，

倉庫管理 者 の 人件費等が ， 在 庫量 の 大 き さに応 じて 変化 しな い とい う意味 で あ り， したが

っ て
， 倉憧 の 収容能力 を変更 させ ない 限 り ， 本モ デ ル におい て は

， 埋没原 価 と して 扱 うこ

とを意味 す る ．

　 本来，予 算モ デ ル の 目的 関数は，経常利益 あ る い は 税引前利益 の 最 大化 を図 る こ と を目

的 とす る の が 通 常で あ る が
， 本 モ デ ル で は

， 特 に
， 最適製品 ミ ッ ク ス 決定を 目的 とする こ

とを重視 して い る の で
， 貢献利益 総 額H の 最大化 を図る こ と を目的 と して い る ．

　 貢献利 益総 額 は，任意 の 単位期 間 tに お け る任意 の 製品k ご との 貢献利益 額 嘘 の 和 とし

て 次 の よ うに示 され る ．

　　H 一
霽 ・ k 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （2− 1）

　貢 献利益 額 は ，意思 決定変数で あ る単 位期間 tに お け る製 品k の 販 売数量 Q鬣，パ ラ メ

ー タ で あ る 単位 期 間 t に お け る製 品 k の 販 売価 格 祿 ， 単 位期 間 t に お け る製 品 k の 単位 あ

た り変動 費 vk に よ っ て 決 定 さ れ る ．ま た
， 単位期 間 t に お ける製 品 k の 期 首在庫数量 Q猛 ，

生産 数量 Q塾k ， 販売 数量 Q観， お よ び期末在庫 数量 Q搬の 関係 は次 の よ うに 表 され る ．

　　Qkk＋ Q蚤k ＝ Qもk ＋Q畳k　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2− 2）
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在庫 問題 を考慮 し た 最適 製 品 ミ ッ ク ス 決 定 に よ る 短 期 多期 問予 算設 定

　また ， t＋ 1期 にお ける期首在庫数量は ，
　 t期 にお ける 期末在庫数量 と等 しい ．

　　Q もk ＝ Q紘
1
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （2− 3＞

　式 （2− 3）を ， 式 （2 − 2） に代入 す る こ とに よ り， 以 下 の 式 を導 くこ とが で きる ．

　　Qもk＋Q｝k ＝ Q§k ＋ Q窒　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2 − 4）

　本モ デ ル に お い て
， 予 算 期 間の 期 首製 品在庫 数量 は

， 外生 変数 と して の パ ラ メ
ー

タ とす

る ． こ れ と式 （2 − 4） よ り，単位 期 間 t に お け る製 品 k の 生 産数量 と販 売数量 を意思 決定

変数 とする こ とが で きる ．

　本 モ デ ル で は
， 単位あ た り変動費 と販 売価格が

， 各単位期間 に よ っ て 異な る こ とを前提

と して い る が ， も し単位 あた り変動費 と販売価格が ， 予 算期間の 期首在庫 も含め て
， 常 に

一
定 だ っ た場合 に は，単位期 間 t に お ける 製 品 k の 貢献利益 額 は ，次 の よ うに表 され る ．

　　π k＝（pk
− v農）Q§k　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2− 5）

　なお
， 単位 あ た り変動 費 お よび販 売価 格 が ， 各単 位期 間 ご と に 異 な る 場 合 の 単位 期 間 t

にお ける 製品 k の 貢献利益 額に つ い て の 一般式 は
， 次節で 明 らか に する ．

　制約 に つ い て は
， 本 来 ， 実際 の 生 産状 況 を考慮 し

，
こ れ を モ デ ル 化す る こ とが 必要 で あ

る ． しか し ， 個 々 の 企 業や 工場 ，
工 程等 に お い て は そ れ らの 状 況 は 異 な り，

こ れ らの 状 況

をすべ て 反 映す る こ と は 不可能 で あ る ．そ こ で
， 本研 究 で は

， 代 表 的で あ り， 必要最小 限

の 制約 を用 い る こ と とす る．

　 第 1 の 制約 は
，

工程 制 約で あ る ．工 程 制約 は
，

こ こ で は
， 製 品 k の 単位 あた り作業時間

琉 に生 産数量 を乗 じ， こ れが 工 程 の 延 べ 作業時間で あ る 単位 期 間 t にお ける 最大作業可 能

時間 H ‘

MAX 以 内で な けれ ば な らな い とす る 制約 で あ る ． こ の 制 約 に お い て
，

生 産数量 の 上

限 が 与え られ る．

　　マhLQ 塾・ ≦ H 瀛 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　（2 − 6）

　第 2 の 制 約 は
． 最小 在 庫数 量制約 で あ る ．最小 在庫 数 量制約 は

， 単 位期 間 t に お け る 製

品 k の 期末在庫数量が 一 定以 上 な け れ ばな らな い とす る在庫切 れ に対 する備 えの た め の 制

約 で あ り， 単位 期 間 t に お け る 製 品 k の 期末在 庫 数量 Q 搬，mi 、
を下 限 とす る ． こ の 制 約 に

よ り， 在庫数量 の 下 限が 与え られ る ．

　　Q卦k ≧ E瓦 m 、n 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （2− 7）

　第 3 の 制 約 は ， 最大在庫 数量 制 約 で あ る ．最大在庫 数量 制 約 は ， 倉 庫の 収容能力を …定

とす る仮 定 か ら
，

以 下 の よ うに モ デ ル 化 す る こ とが で きる 。単位期 間 t の 期末 に お け る最

大在庫数 量 は
， Q 量

，

　mx とす る． こ の 制約 に よ り，在庫数 量 の 上 限が 決定 され る．
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釜Q覧・≦ 鮠 眺 （2− 8）

　第 4 の 制約は
， 販売市場制約で あ る．単位期間 七に お け る 製 品 k の 販 売可能数量 Q鼠 MAX

を越 えて
， 販売 す る こ とはで きな い とす る 制 約で あ る ． こ の 制約に よ っ て

， 販 売数量 の 上

限 が 決定 され る．

　　Q急k ≦ Q鼠MAX 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （2− 9）

　な お ，す べ て の 変 数 に 非負条件が 必 要で ある ．

　式 （2 − 5） を用 い た 目的関数 と 4 つ の 制約 は
， 線型計画法 を用 い る こ とで 解 くこ とが 可

能で あ る ．た だ し
，

・式 （2 − 5）を用 い た 目的関数 は
， 各製 品の 単位 あた り変動 費 と販 売価

格が ， 予算期 間 を通 じて
一

定 の 場合 で あ る ． また
， 単位期 間 に よ っ て 異 な る と きは

， 次節

で 定式化 す る 目的関数 を用 い る ．

　以 上 ， 製 品 ミ ッ ク ス 決定モ デ ル 部分 の 概 要を述 べ て きた ．

3． 目的関数 の 設定 （単位 あたり変動 費と販売価格 が ， 単位期間に より異なるとき）

　前節 で 示 した 目的関数 は
， 製 品 ご と に 単位 あた り貢献利益 が ，予 算期 間 を通 じて

一
定 で

あ る と して お り ， 在庫の 払 出 な どは考慮 す る必 要 の な い 状況 で あ っ た ．本節で は ， 各製 品

ご との 単位あ た り変動 費 と販売価格が ， 各単位期間 に よ り異な る と きの 目的関数 を導 く．

　 こ の 状況 に お い て 問題 とな る の は
， 変動売 上原 価 の 計 算で あ る ．本 モ デ ル で は

， 前節 に

お ける仮 定 （4） と （6） に 示 した ご と く， 同
一

単位期 間 に販 売 され た製 品の 販 売価格 は 同

一
で あ り， 同

一
単位期 間 に生 産 され た 製 品 の 単位 あた り変動費 は 同

一
で あ るが ， 同

一
単位

期 間 に販 売 され た製 品で あ っ て も
，

生 産 され た単位期 間が 異な る 場合が あ る ． つ ま り， 同

じ販 売価 格 で 売 られた 製 品で あ っ て も ， その 単位 あ た り変動 費は生産 された単位 期間の ロ

ッ トご と に異 な る はずで あ る． こ の 状 況 を考慮 して ，製品在庫の 払出 に つ い て は先入先 出

法 を適用 して
， 目的 関数の 定式化 をお こ な う．

　在庫 を考慮 す る こ とで
，

い つ 生 産 され た 在 庫 が ， 製 品倉庫 に どれ だ け残 っ て い る か を把

握 す る 必 要が あ る ．例 えば
， 第 2 単位期 間に つ い て い えば

， 製 品倉庫 に は
， 予 算期 間の 期

首か らの 在庫分 ， 第 1単位 期間 に 生 産 され た在庫分 ，第 2単位期 間に生 産 され た 在庫分が

存 して い る 可能性 が あ り ， 第 1単 位 期 問 ま で に どれ だ け の 製 品が 販 売 され た か に よ っ て ，

製 品倉庫の 状況 お よ び
， 第 2 単 位期 間 に お ける 貢献利益額 が異 な る ． つ ま り， 第 1単位 期

間 に お い て
， 予算期 間の 期 首 か らの 在庫 分 を全 て 販売す る こ とが で きなけれ ば

， 製 品倉庫

に は
， 期 首 か らの 在庫 分 と第 1 単位 期 間の 生 産分が 残 っ て お り，第 2 単位期間 に は こ れ ら
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に加 え， 第2単位期 間に生 産 され た製晶 も販売可 能 となる ． もし ， 第 1単位 期間に お い て ，

第 1 単位期 間の 生産 分の すべ て を販売 して い ない の で ある な らば
， 第 2単位期 間 に は

， 第

1単位 期 間の 生産分 の 残 りと第 2 単位 期 間 の 生 産分 を販 売す る こ と に な る． こ の よ うな場

合分 け をすべ て の 単位期 間 に対 して お こ な うこ とに よ り， 目的関数 を定式化 す る こ とが で

きる． こ の 場合 分け をシ ナ リ オ と呼ぶ ．そ こ で ， 1 予算期間 にお け る すべ て の 単位期 間 に

つ い て ，上 の よ うな場合分 けを考慮 し， そ れぞ れ 通 し番号 jをつ け ， 任意の シ ナ リ オjの 貢

献利益 総額 H ｝を新 た に定義する ．

　ま た ，例 え ば，第 2 単位 期 間 に お い て ，予 算期 間 の 期 首か ら の 在庫 分 ， 第 1単位 期 間の

生産分 ， 第 2 単位期 間の 生産分 を販売する な ら ば，販 売価格 は 同 じで も，単位あた り変動

費 は 3 種類 とな る ． つ ま り， 製 品の 単位 あ た り貢献利益 の 異 なる ロ ッ トが 3種類 販売 さ れ

る こ と に なる ． しか し ， 第 2 単位期間 に お い て ， 第 1単位期 間の 生 産分 と第 2 単位期 間の

生 産分 を販売 す る の な らば
， 製 品単 位 あた り貢 献利益 の 異 な る ロ ッ トは 2 種類 に な る ． こ

の よ うに ， 製 品単位 あた り貢献利益 の 異 な る ロ ッ トが ，何種類含 まれ て い る か を考慮 しな

けれ ば な ら な い た め ， さ らに
，

シ ナ リ オjに お い て 単位 あた り貢献利益 の 異 なる m 種 の ロ

ッ トか らな る ， 単位 期間 tにお け る製品 k の 貢献利益額 π 鼠 jを定義する．

　以 上 に よ り， 本モ デ ル にお ける 目的関数 は次 の よ うに 定義 で きる。

　MAXHj
　 　 j

　　た だ し苅 噸 黶霤 ・ 崗 　 　 　 　 　 　 　 　 （3− 1）

　次 に ，
シ ナ リオjに お い て 単位あ た り貢献利 益の 異な る m 種の ロ ッ トか らなる ， 単位期

間 t にお け る 製 品 k の 貢献利益 額の 定式化 に つ い て考 え る ．簡 単の ため ，予算期 間は 2単

位期 間の み で 構 成 され る もの とす る ．

　今 ， 第 1 単位 期 間 の 製 品 k の 貢 献利益 額 を 定式化す る と き ， 図 3 − 1 お よび 図 3 − 2 の よ

うな 2 通 りの シ ナ リ オ の 分岐が 考 え られ る ． 図 3 − 1 お よ び 図 3 − 2 と もに
， 下 方軸 は 時 間

を ， 右方軸は製 品 k の 生産数量 お よ び販売数量 を ， 上方軸 は変動費 V お よ び 売上 高 S をそ

れ ぞ れ 表 して い る ．
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vk 　Sk

Q§、 Q争、

vk　sk

当
Q急、Qおk

t＝ 1

t； 2

、 Q塾、

Pk（t）

図 3・1 時 間 と生 産数 量 ・販 売数量

　　 　　と変動費 ・売上高 との 関係

　　　　 （シナ リオ 1 〜 3）

七＝ 1

t ・＝ 2

t

、 Q塾k

　QPk（t）

図 3・2　時 閤 と生産 数量 ・販売 数量

　　　　と変動費 ・売上高 との 関係

　 　　 　 （シナ リオ 4 〜 5）

　図 3 − 1 お よ び 図 3 − 2 は
， そ れ ぞれ 第 4 象限 （図の 下 方部分）に お い て

， 単位期 間 t に お

ける 製 品 k の 生 産数量 Q 飯 ・販 売数量 Q§k と時間 t との 関係 を示 して い る．原点 か ら始 ま

る右下 方向へ の 曲線 が ， 販売 数量 と時間 との 関係 QSk＝ QSk（七）を示 し ， 右 方軸 に Q §k の 点

か ら右下 方 向へ の 曲線 が 生 産数 量 と時 間 との 関係 QPk　・ Q　Pk （t）を示す． こ の 販 売数量 曲線

と生 産数量 曲線 との 水平距 離が ， そ の 時 点 に お け る 在庫 数 量 を示 して い る ．時 問 0 で の 2

曲線 間の 水平距離は ，予 算期問 の 初 期在庫 を示 して い る．
一

方 ， 第 1象限 （図 の 上 方部分）

は
， 生産数 量 ・販 売数量 と変動 費 ・売 上 高 との 関係 を示 して い る。第 4 象 限か ら得 られ た

各単位 期 間 ご との 生 産数量 お よ び販 売数量 に
， それ ぞ れ の 単 位 あた り変動費 お よび販 売価

格を乗 じ て ， 変動費お よ び売上 高 を得 る こ とが で きる ．貢献利益 額は
， 第 1 象 限 の 変動費

線 と売上 高線の 垂 直距 離で 表 され て い る．

　図 3 − 1 は ，第 1単位期 間の 販 売分 を初 期在庫の み で まか な っ て い る の に対 して ，図 3− 2

は
， 初期在 庫分 と第 1単位 期 間の 生 産分 とを販売 して い る ． つ ま り，図 3− 1 に お ける状況

の 第 1単位 期 間 に お け る 貢献利益 額 は
， 式 （3 − 2）で 示す よ うに

， 製 品単位 あ た り貢献利

益 が 1種 類 の ロ ッ トか らな っ て い る の に対 して
， 図 3 − 2 の 状況 は

， 式 （3− 3） で 示 す よ う
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に 2種類 の ロ ッ トか らな っ て い る こ とが わか る．

　　π 鉱广 （P美一ve ）Q惷， 　　　　　　　　　　　ただ し ，　Q猷≦ Q鼓　　　　（3 − 2）

　　7T＞k，j
＝（P畫一vft ）Qbk＋ （Pk − vk ）（Q§k − Q監）　 た だ し，　Q§k ＞ Qもk 　　　　（3 − 3）

　　なお
， 第 1単 位期 間 に お ける シ ナ リオ の 分 岐 の 条件 は

， 第 1単位期 間の 販売数量 と初

期在庫数量 の どち らが 大 きい か とい うこ とで あ る ．

　次 に ， 第 2 単位期 間 に お ける 貢献 利益額 を考える が ，
こ の と き， 図 3 − 1が 示す よ うな状

況 な の か ， 図 3 − 2 が 示す よ うな 状況 な の か で
， 目的関数 は 変化 す る こ と に な る ． 図 3 − 1

が 示 す よ うな状況 か ら は更 に
，

シ ナ リオ は 3 通 りに 分 岐す る こ とに な る ．予算 期 間 は 2 つ

の 単位期 間で 構成 され るの で ， こ こ で ， シ ナ リオ に 通 し番号 を つ け る こ とに す る． 図 3 − 3

が示 す状 況 をシ ナ リオ 1 と し，図 3− 4 をシナ リオ 2， 図 3 − 5 をシナ リ オ 3 とする ．

vk　Sk

t＝ 1

t＝ 2

Q 。

Q塾。

（七）

図 3 −3 　シナ リオ 1 に お け る 時間 と

　　　 生産 数 量 ・販売 数量 と変動

　　　 費 ・売上高 との 関係

vk 　Sk

t＝1

t＝ 2

Q急kQ 塾k
Q玉kII 帳 …Q多k 、

t

　　　　　　　　　　I　　　　　II　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　F
Sk

P

Q§、

1

t

冂

略
r … 『T… “匿丁．

　　　　　QSk＝ QSk（t）QPk壽 Q

tQ
｝k

図 3・4 　 シナ リオ 2 に お け る時 間 と

　 　 　 生産 数量 ・販 売数量 と変動

　　　 費 ・ 売上高 との 関係
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v毳　Sk

　　　 I
Pk2　　

．

　、
v萇

Vk 　 i
1

Q§。 Q塾。

Qも、

t＝ 1

t＝ 2

・い 準・i 、k、 Q録

t

、鼓 ＼
　　，←＿一　 ヨ．．．．．．i．．．
　

『『．．．．．．ト11t’．．．．．『冂’
（
”
g
’

1
　 　 　 　 　 QPk＝QPk（t）QSk＝ QSk（t）

図 3・5　 シナ リオ 3 に お け る 時間 と

　　 　　生産 数量 ・販 売数 量 と変動

　　　　費 ・売上高 との 関係

　　π 鉦1
＝ （

　 2 　 　 0
Pk − Vk ）Q §k 　　た だ し， Q善k ≧ Q§k ＋ Q翫　　　　　　　　　　 （3 − 4）

　　颪 、
一（P鬟一v £）（Qk、

− Qき、 ）＋ （PZ
− vl ）（Qkk＋ Q9，

− Qb、）

　　　　　　　　　　　　　　た だ し
， Q藍く Q藪＋ Q§k ≦ Q薑＋ Q｝k　　　　　 （3− 5）

　　π 蹇瓦 3
＝（

　 2 　 　0
Pk

− Vk ）（Qもk − Q§， ）＋（p監一v 畫）Q｝k ＋（p萇一v 蠶）（Qもk＋ Q§k − Qもk − Q｝k ）

　　　　　　　　　　　　　　た だ し
， Qも， ＋ Q｝k く Q献＋ Q急≦ Qもk ＋ Q琵＋ Qるk 　（3 − 6）

　図 3 − 2 が示す状況 か らは
，

シ ナ リオ は 2 通 りに 分岐 す る こ と に な る． それ ぞれ
， 図 3 − 6

が 示す状 況 を シ ナ リオ 4，図 3− 7 が 示す状況 をシ ナ 1丿オ 5 とする．
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v晝s霆

　　　　　　　　　　　Q急kQ 塾、

QtT　i 畔、　 Q毳
　　　　　　　　　　　 Q急、 Qうk

v

t＝1

t＝ 2

k
＝QPk（t）

t＝ 1

t＝ 2

Qも、Q多、

kQ 塾k

QPk（t）

　　図 3・6 　シナ リオ 4 に お け る 時間 と　 　 　 図 3・7 シナ リオ 5 に お ける時間 と生

　　　　　 生 産数量 ・販売数量 と変動　　　　　　　　産 数 量 ・ 販 売 数 量 と 変 動

　　　　　 費 ・売上高 との 関係 　　　　　　　　　　　 費 ・売上高 との 関係

　　π ？k ，　4 ＝ （
　 2 　 　 0
Pk

−
Vk ）Qきk 　　 た だ し，Q　kkく Q §k ＋ Q巷k ≦ Q　Ek＋ Q　bk　　　　　（3 − 7）

　　π 莠ゆ
＝（p監一v 晝）（Q　bk＋ Q｝k − Q 惷k ）＋ （P畏一v 監）（Qgk＋ Q§、 − Q豈、

− QY ，）

　　　　　　　　　　　　　　た だ し， Q　｝， ＋ Q　1、k ＜ Q蕊＋ Q患≦ Q ｝k＋ Q　）k＋ Q盤 （3 − 8）

　以上 の よ うに ， 製 品が 1種 類 で あ り ，
1 予算 期 間が ，

2 つ の 単位 期 間 で 構 成 さ れ る よ う

な単純 な場合 に は
，

シナ リ オ の 数 は ，5 つ で あ る ．製 品が 2 種類 で あ れ ば ，例 え ば，製 品

1 に対 して は シ ナ リ オ 3 の 状 況 ， 製品 2 に対 して は シ ナ リオ 4 の 状況 とい うよ うに
， 製 品 1

の シ ナ リオ に 製品 2 の シ ナ リ オ の 分 岐が 加わ る こ とに よ り， シ ナ リ オ の 数は 2 乗倍 され 25

となる ．製品が ，
k 種類で あれば

，
シ ナ リ オの 数 は k 乗倍 され る ．

　こ れ ら を踏 まえて ， シ ナ リ オjにお ける 製品 単位あた り貢献利益 が 異 な る m 種 の m ッ ト

か らな る
， 単位期 間 t に お ける製 品 k の 貢献利益 額 の

一
般 化 を試み る ．
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vk 　Sk

Q急、Q多、

Qも、 Q｝、　 Q塾、
Q｝k 　 Q莓

1
Q罫亙

1Q

茗、

　　　　 図 跚 　各単位期間に お け る生産数量 と販売数量 と対応す る変動費の 関係

　図 3 − 8 は ，任意 の 第T 単位期間 末まで に，第 τ 単位 期間の 生 産分 の
一

部まで を販売 して

い る 状 況 を示 して い る ． なお
，
T と τ は

， そ れ ぞ れ 予算 期 間 の 任 意 の 単位 期 間 を表 し
，
0

≦ τ く T で ある ． た だ し ， τ
＝ 0 と は ， 予 算期 間の 期首を表す ．

　こ の 第 T 単位 期間末 の 製 品在庫数量 は
， 第 τ 単位 期 間の 生 産分 に 第 丁 単位 期 間の 生 産分

まで を加え た値で あ る ．第T 単位期 間にお い て は
， 第 τ 単位期間の 生 産分 だけ を販売す る

シ ナ リオか ら
， 第 τ 単位 期 間の 生産分 か ら第 丁 単位期 間の 生 産分 まで を販売す る シ ナ リオ

まで ， （T 一
τ ＋ 1）通 りの 分 岐が 考 えられ る ．つ ま り ，

こ の と き ， 製 品 単位 あ た り貢献利

益 の 異 なる ロ ッ トの 種類 で あ る m は
，
1 か ら （T − r ＋ 1） まで の 値 を と る ．

　 こ れ か ら，
シ ナ リオjにお い て 製 品単位 あ た り貢献利益 の 異 な る m 種 の U ッ トに つ い て

，

皿 ＝ 1 の と き， m ＝ 2 の と き，お よ び m ≧ 3 の と きの 3 ケ ー
ス に わ けて

， 単位期 間 七に お け

る製 品 k の 貢献利益 額の
一

般式 を示 す．

　 m … 1 の と き

π 哉 广 （
　 T 　 　 T

Pk
− Vk ）Q 恩K

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 T　 　　　　　 　　　　　 T

　　　　　　　　　　　　　　た だ し
・ 嵩Q §・≦ Q も・ ＋

，9QP・ 　 　 　 （3 − 9）
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m ＝ 2 の と き

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 r 　　　 　 T− 1　 　　　　　 　　　　　 　　　 T　　 　　　　　 　　　 T

　π 鼠 j− （p雀一v 診（Qもk＋ ΣQ齦一ΣQ §k ）＋ （p置一vr1 ）（ΣQきk − Q 並一ΣQ 塾k ）
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t＝‘1　　　　　t＝＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　t＝1　　　　　　　　　　　　t＝1

　　　　　　　　　　　　た だ ・，・鴫 ・b、＜灘§、 ≦ Qi、
＋熱纛 　（・一

・・）

m ≧ 3の とき

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 T 　　　　 T − 1　　 　 m − 1

　π 監 j− （p霊一vD （Qkk＋ΣQbk一ΣQ§k ）＋Σ（p畏一vrn
冖1

）Q 昆
n
− 1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t＝1　　　　t＝1　　　　　n ＝2

　　． （，N
＋

皿

一
・

）（
T　　 　　　　　 　 T ＋ m −2

ΣQ急k − Qk、
一ΣQP、 ）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 t＝1　　 　 　 　 　 　　 　 t＝1

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 T ＋ m −2　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 T　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 7 ＋ m − 1

　　　　　　　　　　　　 た だ し，Qbk＋ΣQ髭く ΣQ急k ≦ Q壱k ＋ΣQ 焦
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 t＝1　　　　　t＝1　　　　　　　　　　 t＝1

（3 − 11）

　式 （3 − 9 ）， （3 − 10 ）お よ び （3 − 11 ）で 示 され る
，

シ ナ リ オ jに お け る 製品単位 あた り

の 貢献利益 の 異 な る m 種 の w ッ トか らな る ，単 位期 間 t にお け る 製品 k の 貢 献利益額 を ，

シ ナ リオ の 分岐 にそ っ て
， 各製 品 ， 各単位期 閧 ご とに合計 して

， 目的 関 数 を定式化 す る 必

要 が あ る ． つ ま り ， シ ナ リオ の 数 だ け 目的関数 を定 式化 す る必要 が あ る ． こ れ に よ り，複

数の 線型計画法 問題 か ら なる
， 多重線型計画法問題 とな り， それ ぞれ の 最大値 を求め

， 全

て の シ ナ リオの 中 の 最 大値の 最大値が 本モ デ ル の 最適解 とな る ．

　 なお ， 制約 は
， 前節 で 述べ た とお りで あ る ．

　 また ， 本 モ デ ル で は ， 現実 の 状況 を近似的 に 表す もの と して 先 入先 出法 を用 い たが
， 後

入 先 出法 を適用す る 場合 に つ い て も容易 に修正 す る こ とが で きる ．そ の た め に は ， 第 1 単

位期間 か ら シ ナ リ オ を分岐 させ る の で な く，最終単位期間か らシ ナ リオ を分岐 させ て い け

ば よ い ．た だ し ， 最 終 単位期 間 に販 売 され る 製 品が ， 最 終単位期 間 に生 産 さ れ る 製 品の み

で あ っ た場合 に は，両 者の 値 は等 しい とす る 条件が 必 要 とな る ，

4． 数値 モ デ ル に よ る 検討

　前節で は ，短期多重単位期間最適製品 ミ ッ ク ス 同時決 定モ デ ル の 構築を試 み て きた が ，

本節 で は ， そ の モ デ ル を予算モ デ ル に 組み 込 み ，簡単 な数値 例 を用 い て ， 実際 に ，見積 貸

借 対照 表お よび見積損 益計算 書 の 作 成 を試 み る ．
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　あ る企 業 は， 2 種類 の 製 品 を生 産 し
， 単位期 間 を四 半期 と して い る ． こ の と き

， 次 の 資

料 に基 づ き ， 各単位期 間の 貢献利益 額の 和 を最大に す る各製品の
， 各単位 期間の 生産数量 ，

販売数量 ，各単位期間末 の 製品在塵数量 の 決定 を目的 とす る，短期 多重単位 期間最 適製 品

ミ ッ クス 同時決 定モ デ ル を予 算モ デ ル に組み込 ん だ ， 数値例 を示す．

　各製 品の 各単位期間 の 販売価格 と変動費 は表 4 − 1 に 示す通 りで あ る ．

　 ま た
， 制 約 は 次 の 通 りで あ る ． （1 ） 各製 品 の 1個 あ た りの 作 業 時 間は 決 定 し て お り

（表 4 − 2），最大作 業 時 間 は各期 800 時 間で あ る ． こ れ を工 程 制約 とす る ． （∬）在 庫 は 製

品の 品切 れ を防 ぐた め の 最小 在庫数量 の 制約 （表 4 − 3） を設 け る． また ， （皿）期末の 在

庫数量 の 最 大収容 量 は
，
2 種類 の 製品 を合 わせ て 800 個 で ある ． こ れ を最 犬在庫数量 の 制

約 とする ． （IV＞各期各製品の 販売可能数量 は 決定 して い る （表 4 − 4）． こ れ を販売市場制

約 とする ．

　前 年度 （前予 算期間）か らの 製 品 1 の 在庫数量 は ， 50 個 で あ り，単位 あ た り変動費 は，

3，800 円 ， 製 品 2 の 在庫 数量 は ， 48 個 で あ り， 単位 あた り変動費 は
，

1
，750円で あ る ．

　 また
， 固定原 価は

， 各期 に 現預金 で 支払わ れ る もの が
，
2

，
000

，
000 円 ， 減価償却費 は

，

200
，
000 円 と見積 もられ る．

　 また ，材料 な どの 購入 と製 品の 販売は ，すべ て 掛けで お こ な わ れ ， そ れ らの 決 済は ， 翌

四半 期 に すべ て お こ なわ れ る もの とす る ．

　 な お ，予 算期間 の 期首 の 財政 状 態の 予測 は ， 表 4 − 5 の 通 りで ある．

表 4・1 各製品 の 各期の 単位 あた り販 売価 格 と変動費 （単位 ：円／個）

第 1四半期 第 2四半期 第3四半期
1

第4四半期

製品 1販売価格

　　　変動費

10
，
000 10

，
000 10

，
500 10

，
000

3
，
800 4

，
500 4

，
800 3

，
500

7
，
500 7

，
500 8

，
000 7

，
500製品 2販売価格

　　　変動費 2 ，0001　　 1，500 2，500 2，10G

表 42 単位あ たりの 作業時間 （各期共通）

1個 あた り作業時間

製品 1 1．5時間／個

製品 2 α7時間／ 個
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表 4・3　最小在庫数量 （各期共通）

最小 在庫数量

製 品 1 50個

製 品2 45個

表 4−4 販売 市場制約

第 1四半期 第2四半期 第3四 半期 第4四半期

製品 1 250個 280個 550個 350個

製品2 310個 320個 600個 350個

表 4−5　予算期間期首の 貸借対照表

現預 金 2，308，800 買掛債務 1，262，800

売掛 債権 1β81
，
200 資本金 10

，
790

，
000

棚卸資産 274
，
000

固定資産 7
，
588

，
800

　以 上 の 資料 に 基 づ き，本予算 モ デ ル を適用 す る と，次 の よ うに 最適製 品 ミ ッ ク ス を決 定

す る こ とが で きる ． なお
，

シ ナ リオ数 は
，

196 で あ る ．

　　　　　　　　　　　 表 46 　製品 1の最適 生産 数量 と販 売数量

第 1四半期

の 販売 数量

第 2四半期

の 販売数量

第 3四半期

の 販 売数量

第 4四半期

の 販売数量

生産数

量 合計

初期在庫

数 　　量

50 冖 『 50

第 1四半期

の 生 産数量

147．4 242 ．67 ｝ 一 390 ．07

第2四半期

の 生 産数量

『 37．333 66．667 104

第3四 半期

の 生 産数量

一 483．33 50 533 ，3

第4四 半期

の 生 産数量

  300 350

販売数量

合 　　計

197．4 280．003 549．997 350
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表 4・7　製品 2 の 最適生産数量 と販 売数量

第1四半期　 第2四半期

の 販売数量 1 の 販売数量

第3四半期

の 販売数量

第 4四 半期

の 販売 数量

生 産数

量合計

初期在庫

数　　量

48 宀 『 48

第1四 半期

の生産数量

262 45 一
　　 π

307

第2四 半期

の 生産数量

『 275 600 45 920

第3四 半期

の 生産数量

一 0 0

第4四 半期

の 生産数量

一 一 305 350

販 売数 量

合 　 　計

310 320 600 350

　 な お ，本 モ デ ル に お い て
， 先 入先 出法 を用 い る こ とに よ る特性 と して 表 4 − 6 お よび 表

4 − 7 の 各セ ル に値が 存在 しない 場合 に は ， 「− 」が 記入 され て い る．

　また
， 予算期 間 を単 純 に 4 単 位期 間 か ら構成 さ れ る もの と して 本モ デ ル の 多重線形計画

問題 の 解 を求 め る と
， 最終単位 期 間 末に お い て は ，必 ず在庫制約通 りの 最小在庫 数 量 とな

る．

　 した が っ て ， 対 象 と して い る予算期間以 後に 大 量 に 販 売可能 で あ る 場合 に は
， 予 算期 間

末の 在庫制約 を大 き く設定す る こ とに よ り， 対応す る こ とがで きる．

　 また
， 複 数予算 期 間 を通 じて ，利益 の 最大化 を図る た め に は

， 必要 に応 じて 当該予算期

間 を越 え る多重単位期 間に つ い て ，本 モ デ ル を適用 す る こ と も可能で あ る．

表 48 　予算期間末 の 見積貸借対照表 （単位 ：円）

現預 金 　　　 8，496 ，
778 　 買掛債務 1

，
960

，
000

売掛債権
i
　 6

，
125

，
000 資本 金 10

，
790

，
000

棚卸資産 269 ，500 当期 純利益 8，930 ，078

固定資産 6
，
788

，
800

表 4・9　予算期間末 の 見積損益計 算書 （単位 ：円）

売　上　高 26
，
198

，
684

変　動 　費 8
，
468

，
606

貢 献 利 益 17
，
730

，
078

固　 定　費 8β00ρ00

当期 純利益 8
，
930

，
078
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　各単位期間ご とに 最適製 品 ミ ッ ク ス を決定 した 結果 を単純 に 合計す る こ と に よ っ て は 達

成 す る こ とが不可 能で あ り， 予 算期 間の 貢献利益総額 を最大 にする た め に は
， 各単位期間

に つ い て 生 産数量 お よ び販 売数量 とそれ らの 累計額 を考慮 しつ つ
， 多重単位 期 間 に つ い て

同時 に 最 適製 晶 ミ ッ ク ス 決定 をす る必要 が あ る ．財 貨お よ び用役の 購 入 価格 と ， 製品の 販

売価格が 時の 経過 に応 じて 変化 す る本数値モ デ ル にお い て
， 各単位期 間 に つ い て そ れぞ れ

独 立 に最 適 製品 ミ ッ クス の 解 を求め ， こ れ ら を単純 に合計 して ，予 算期 間 の 貢献利益総額

を得 るた め に ， 単
一

の 線形計 画法 問題 と して 解 くと
， 貢献利益 総額 は

，
15

，
634

，
100 円で あ

り，本研 究 で 提 案す る短期多重単位期 間最適製 品 ミ ッ クス 同時 決定モ デ ル を 多重 線形計 画

法問題 として最適 解 を求 め る と 17，730，078円 とな る 。

　本研 究 で 構築 した モ デ ル は ，多数の シ ナ リ オで 構成 され た い わ ゆ る多重線形計画 モ デ ル

で あ り， 製 品数 ，
お よ び

，
1 予算期 間を構 成す る 単位期 間の 数 が 大 き くなれ ば

， その シ ナ

リ オ数 は ，膨 大な もの とな り，実 際 に ，そ の 計 算時 間は計 り知 れ な い ．そ こ で ， シ ナ リ オ

の 数 を減 らす ため の 検 討 が 必要 で あ る が ，
こ れ に つ い て は 付 録 にお い て 述べ る こ とに す

る ．

5． お わ り に

　以上 ， 本研 究で は
， 年次予 算 に お い て

， 使 用す る 財貨お よ び用役 の 購入 価格 ， 生 産可 能

数量 ，製 品の 販 売価 格 ，販売 可能数 量等が 変化 す る状況 の 下 で ，単位 期 間末 に お け る 在庫

水準 を考慮 し
， 財政 状態 を も直接 的 に扱 うこ とが 可 能で ある

， 多重単位期 間の 最適製品 ミ

ッ クス の 同時決定モ デ ル をシ ナ リオ 方式 に基 づ い て構築 した ． また
，

そ れ を包括す る企 業

予算 モ デ ル を行 列会計方 式 に 基づ い て構 成 し ， 数値 例 に その モ デ ル を適 用す る こ と に よ り，

そ の 特性 を明 らか に して きた ．

　本研究 で は 特 に ， 多重単 位期 間の 最適製 品 ミ ッ クス に つ い て 同 時 に決定 す る 方法 を提 案

す る こ とに焦点 を合わせ て きた の で ，各単位 期 間 末の 在庫高 を含む財 政状 態 を直接扱 うこ

と を可 能 とす る
， 行 列会計方 式 に 基づ く予 算モ デ ル に よ る 方法 の 展 開 を試 み て きた ．

　予算モ デ ル に 多重単位期間最適製 品 ミ ッ ク ス 同時決定モ デ ル を組み込 む こ とに よ り，年

次予 算 を編 成す る に あ た り， そ の 補 助的 な 手段 と して ， 予算期 間 に お ける 各単 位期 間 を対

象 とす る 予算 ， な らび に 予算期 間の 期首 か ら各単位期 間宋 まで の 累積 予算等 の 有用 な情報

を提 供す る方式 を明 らか に して きた ．

　 本研 究 で は ， 製品 単位 あ た りの 変動費は外生 変 数 と して扱 っ て きたが ， 原 価計算シ ス テ

ム を導入す る こ とに よ り， それ を 内生 変 数 とす る， よ り包括的なモ デ ル へ と拡張す る こ と

が で き る ．
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付 録

　シ ナ リ オ は
， 各単位期間 ご と に 分岐す る が

， 最終単位期 間 は
， そ の 分岐 を考慮 し な くて も ， 最適値を求 め る こ

とが可能 で あ る こ とを以 下 で 示す．

表 A ．製品 k の 各単位期間の 生産 ・販売数量

1期販売 2期販 売 3期販売 T−1期販売 T期販売 合 　計

初期在庫 Q蓋＆ Q齦 Q齦 QT認 Q盟 Q当K

1期 生産 Q讖 Q盤 Q讌 QT認 Q量 Q｝。

2期生 産 『 Q蠶 Q鰲 Q慧 Q器 Q｝。

3期 生産 Q罷 Q驪 Q髏 Q飯

レ 1期生 産 一 Q欟
1 QT蠹 Q蛩

t期生 産 『 『 Q蟹 Q銭

合 　計 　
’ QもK Q茎。 Q昌K Q愚 鳳

　．ヒ記 の 表 A の 各要素 は，貢献利益 の 異 な る ロ ッ トの 数量 を 表 して お り，第 t
’

単位 期 間 に 生 産 さ れ，第t 単位期

間 に販 売 され る 製 品 k の 数量 Q疑 と す る．

　先 入 先出法 の もと で は ，製品の 生産数量 お よ び販売数量 が 時間 の 流れ と同調 して お り，そ の 意味で 扱 い は 容易

で あ る ．先 入 先出法は
，
1 番古 く生産 さ れ た 製品 ロ ッ トか ら販売 され

， 無 くな れ ば次 に 古 い ロ ッ トを販 売す る と

い う操 作 を繰返す方法で あ り，
こ れ を表A で 見れば ， 基本的 に 右方向 に 進み ， 行和 が ， 製品 ロ ッ トの 生産数量 に

達す れ ば
， 次 の 製品 ロ ッ トを販売す る た め

， 同 じ列 の 下 の 行 に シ フ トし ， 後 は
， 同 じ よ うに そ の 行和が製品 ロ ッ

トの 数量 に 達す る ま で ，右方 向 に 進む こ と に なる，つ まり，先人先出法 に よ る ならば ，上記 の 表 の 左端 を始点 と

し，右方向 と
．
ド方 向 に しか 進 め ない シ ナ リオ の 作成 と な る．また ，表 A に お い て 意思決定 と 関係 の な い 要素 は，

0 とす る こ とで
， 先入先出法 の 制約 と す る．

　 こ の と き，予算期間 に おけ る 最終 単位期 間 の 1 つ 前 の 単位期間 まで 同 じル
ー

トを た ど り，最終単位期間 で の 分

岐で 違うシ ナ リ オ と な る もの が い くつ か あ る が ，必ず最終単位期間 は ，丁 単位期間 に 生 産 し，T 単位期 間 に 販売

す る ロ ッ ト ま で を 含 む シ ナ リ オ の 目 的関数 の 値 が 最 も 大 き くな る ．つ ま り，最終単位期 間 の 分岐 は 考慮す る必 要

が な い と い え る．こ れ を 以 下 で 説 明 す る ．

　本 モ デ ル に お け る各製 品，各単位期間 に お け る，貢献利 益 の 異な る ロ ッ ト数量 を，列 に 製品種類 ご と に 並 べ ，

行 に 期 間ご と に並 べ 行列と した もの を Qs とす る ．こ の うち，製 品 k に 関 し て と りだ し た 行列を QSk と し，さ ら

に，本 モ デ ル に おけ る 製品 k の すべ て の シ ナ リ オ を考慮 し，最適 とな る解を行列 q 蕊で表す．なお，行列 Q 饑は，

最終単位期 間 に は 初期在庫 の み を販売 し ， 他 の 期 に 生産 された製品 ロ ッ トを販売 しない シ ナ リ オ の 最適値 の 行列

で あ る。行列 Q §丑は，最終単位期間 に お い て ，第 τ 期 生産分 まで を販売す る シ ナ リ オの 最適値 の 行列 で あ る．ま

た ，Qgt，　
t
・
は ，本 モ デ ル に お け る各シ ナ リ オ ご と に 最 適 化 さ れ た 第 t

’
単位期間 に生 産 さ れ，第t単位期 間 に 販売

さ れ る 製品 k の 数量 を表 して い る．

　 以 上 で 述 べ た こ と は，次 の よ うに 式 で 表す こ とが で きる．

鮮 麟詳］・ Q …
一［瀏・

Q 詈kT− o
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在庫 問題 を考
．
慮 した最適 製 品 ミ ッ クス 決 定 に よる短期 多期 間予算 設定

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ＊ ＊　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 や ホ　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 ヰ ホ

MAX 　 n （Qs1，　Qs2，…，Qsk）＝11（Qs1，Qs2，…，Qsk）

　　　≧ H （Q 醍
一1
，Q 畿，…，Q愨）≧

…
≧ n （Q §｝，Q 畿，…，Q 畿）≧ H （Q §曾，Q 畿，…，Q §乱）

（A −1）

tk

急Q診V　一tkP（Σ
ギ

Σ
t

Σ
k

＝9 H

0≧
ポ
kV

　一tkP

しだた （A −2）

（A −3＞

Q量≧ o （A −4＞

0 ≦ tl≦ t ≦ T （A −5＞

　 以 上 の 式 （A −1）は，本 モ デ ル に お け る 目的関数 とそ れ に そ の 解 を 入 れ た と きの 目的 関数 の 値 の 大 小 を表 して

い る ．すべ て の 製 品 に お い て 最適解 とな れ ば
，

モ デ ル に お け る 最適解 と な る ．し か し ， 製品 1 の み が ，「最終単

位 期間 の 第 T 単位期 間 に お い て ，第 T −1 単位期間 の 生 産 分 まで を販売す る シ ナ リオ 」， す な わ ち ， 1第 丁 単位期間

に お け る 生 産分 は販売 し な い と い うシ ナリオ」 よ りも ， 第 丁単位期間 に そ の 期 の 生産分 も販売す る こ とで ， 目的

関数の値は大 きくな る はずで あ る．す な わ ち，第丁一1 単位期間 の 生 産分 まで しか 販売 しない シ ナ リオ は
， 本研 究

の モ デ ル に，Q翌 蕁0 とする等号制約 を加 え る こ と で あ り，よ り多 くの 制約 が あれ ば ，目的関数 の 値が小 さくな

る．また，式 （A −3），（A −4）で 示 さ れ る よ うに 目 的関数 の 係 数，変数 が 各々 正 で あ れ ば，Q 観よ りもQ 盤は
，

い

．つ も目的関数の値が大 き くな る の が 当然で あ る た め ，最終単位期間は シ ナ リ オ の 分岐 を考えず，ee　T −1単位期 間

で 販売 した 製晶 ロ ッ トの 残 りか ら，最終単位期間 に 生産 さ れ た ロ ッ トま で を売 る とい う 1 つ の シ ナ リ オ だ け を考

えれば十分 で あ る ，しか し，こ れ らが成 り立 つ ため に は，式 （A −3），（A −4）が 全 て の k お よ び式 （A −5）を満た

す よ うな t とt
’

に お い て 成立 し な け れ ば な ら な い ．式 （A −4）は，第t
’

単位期間 に 生 産 さ れ ，第t単位期 間 に販

売 され る 製 品 k の 数量 が ，0以 上 で あ る とい う非負条件 で あ る た め，常 に 成 立 す る．式 （A ・3＞は，製 品 k の 販売

価格 が そ の 製品 の 単位 あた り変動費を上 まわ る 価 格 と して 設 定さ れ る こ と を 示 して お り，予定の 段 階 で は ，一
般

に こ の 状況 を満 た さ な い こ とは お こ りえな い で あ ろ う．た だ し，式 （A −3＞が 成立 し ない ときは ，式 （A −1）も成

立 しな い ．しか し， 変動費 を回収 で きな い 販売価格 を設定 し た ロ ッ トば ，販売す る必 要が な く，Q 疑詈o と な る

の で
，

ロ ッ トの
一

部 で 式 （A −3）が成立 しな くて も， 本付録 に 示 されて い る方法を用 い る こ とは で きる．

　 従 っ て
，

1予算期 間が 丁 単位期 間 で 構成 され て い る な らば，本 モ デ ル の シ ナ リ オの 数 は ，改 良前 の T−1期分 の

シ ナ リ オ の 数 で構成 し な お す こ とが で きる ．こ れ に よ り，シ ナ リオ数 を 大幅 に 減 ら す こ とが で き，計算時 問を短

縮す る こ と が で きる．
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Short-term  Budgeting  with  Multi-period

    Optimum  Product-mix  Decision  in

       Consideration  of  the  Inventory

Akinori Goto*

Abstract

  Budgeting is comprehensive  period planning, which  integrates various  planning
such  as  ; production, sales,  finance, personnel, research  and  development. In enter-

prise, sales  quantity, sales  price, and  the purchase  price of  materials  are  estimated

on  monthly  or  quarterly basis. When  a  multi-period  product-mix  decision is han-
dled, all sales  quantities and  produetion  quantities in a  period of  time  must  be
simultaneously  decided and  an  inventorY must  be taken  into consideration.
However  papers  about  product-mix,  rarely  deal with  these problems.

 Thus  the purpose  of  this paper  is te construct  a  model  for proposing  how  to decide
the  eptimal  product-mix,  whieh  includes simultaneous  budgeting of  prodution

quantities, sales  quantities, ending  inventory quantities, in all  periods  of  time

together with  the fluctuation of  purchase  price, sales  price, and  production  materi-

als.

  This  paper  deals with  ending  inventories under  the  assumption  that  these  quan-
tities are  not  equal  to inventory  quantities calculated  at  the beginning  of  a  period.
Costs of  completed  goods  are  determined  by  the  FIFO  method  in this  paper, so  any

lots which  vary  in production  time  are  included  in the same  sales  quantities. This

condition  cannot  be grasped  unless  both  sales  and  production  quantities for all

periods of  time  are  determined.

  {Vhus in this model  all possible patterns are  considered,  and  this is called  
"sce-

nario"  Each  
"scenario"

 searches  for the biggest value  and  the biggest one  among  all

of  thern is then  used  as  the final goal in this model.  As  a  result  of  using  thi$ model,

production, sales  and  ending  inventory quantities in all  periods  of  time  can  be
decided. In turn  produetion,  sales  and  ending  inventory  quantities  will  affbct

account  receivable,  payable  and  inventory assets  and  other  aceounts.  If a  matrix

accounting  system  is intreduced  inte the  above  model,  balance  sheets  and  income

statements  can'be  esfimated.

Key  words

Budgeting, Product-mix, short-term  multi-period  model,  scenario  method,  estimat-

ed  balanee sheet,  estimated  income statement
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総 合報 告

グ ル ー プ企 業 に お け る経営組織 と管理 会計情報

　　　　一 事業部制企業 か らグ ル ー プ 企業 へ 一

木村　幾也
＊

〈 論 文要 旨 〉

　本論文 で は企業 の グル ープ化 に かか る経営 組織 と管理 会計情報の 問題 の 基礎 的視点 に

つ い て 取 り扱 う，

　地球規 模で の 競争 を前提 とした環境変化に対応 して ，近時 ，わが 国にお い て も事業の

多 角化 や 地理 的拡 大 と分散等が 促進 され ，企業 の 経営組織 は 分散 と統合，拡大 と縮小 ，

進 出 と撤退 とい っ た変革を常 とす る よ うに な っ た． しか もこ の よ うな経営組織や 事業 の

変革は 、親会祉の 事業部や 部門等 の 改廃に よ る ば か りで な く， 子会社 ・関連会社 を新設

し，他 杜 を買収 し，他社 に 資本参加 し，他 社 と共同出資を行 い ，ある い は他 社 との 合弁

や 他社 との 技術提携 ・販売提携 ・生産提携 とい っ た各種の 企業結 合 もし くは提携に よ っ

て 行わ れ て い る．

　企 業の グ ル ープ化は 物的流通 や情報流 通 の 発達 に よ っ て も一
層可 能とな り，い わゆ る

分権的統合 （Integrated　Decentralization）の 時代 をもた らす こ と とな っ た．す なわ ち，

経営組織や こ れ に伴 う権限 と責任に つ い て は分権化 ・分散化の 方向をとる が ，経営情報

は必要 に して十分 な もの を親会社又 は中心 となる会社 に集 中させ ，グ ル
ープ企業 とし て

の 経営管理 を推進 する考 え方 もしくは経営管理方式で ある．

各事業と こ れ を遂行す る経営組織が発信す る情報をど の よ うに取 り扱 うか，環境変化の

ス ピ ー
ドに こ れ らを どの よ うに対応 させ て い くか が重 要 な課題 で ある．各事業の もた ら

す管理 会計情報 に 基 づ い て ，事業や 組織の 改善が 行わ れ ね ば な らな い か ら，グ ル
ー

プ企

業の 経 営管理に お い て は ，事業 や組織 の セ グ メ ン テ ーシ ョ ン とその 情報の サ ブ ・コ ン ソ

リデ
ー

シ ョ ン が重要性 を持つ ．

〈キ ー ワ ー ド〉

親会社 ，
グ ル ープ企業 ， 持株会社 ， 子 会社 ， 関連会社 ， 関係会社 ， 連結財務諸表 ，

セ グ メ ン テ
ー

シ ョ ン
， サ ブ ・コ ン ソ リデ

ー
シ ョ ン 、

1999年 2 月 受 f寸
1999 年 4 月 受理

＊ 岡山商科 大学 　商学部 お よ び 大学 院 商学研究 科　 教授
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1． は じめ に

　管理 会計 は 環境 の 変化 に即応 して ， ま た環境 の 変化 を予 測 して
， あ る い は 環境変 化 へ の

働 きか け を目的 と して
， 研 究 され 実践 され発展 して きた ． また 組織 と情報 とは一一

般 に 結 び

つ い て お り， 特 に管理 会計情報が 経営組織 と密接 に して 不 可 分の 関係 に ある こ とは い うま

で もな い ． Cl）

　世 界的規 模で の 競争 を前提 と し，特 に
一

国の 金融不 安が そ の 日の うちに 世界市場 に影響

す る とい っ た環境 変化 の ス ピー ドア ッ プ に 対応 して ，事業の 多角化 や 地理 的拡 大 と分散等

が促進 され ， 企 業の 経営組織は 分散 と統 合 ， 拡大 と縮 小 ， 進出 と撤退 とい っ た変 革 を常 と

す る よ うに な っ た ． しか もこ の よ うな企 業組織の 変革は
， 親会社 の 事業部 や部 門 等の 改廃

に よ る ば か りで な く，子会杜
・
関連 会社 を新 設 し ， 他 社 を買収 し ， 他 杜 に 資本参加 し

， 他

社 と共 同 出資 を行 い
， あ る い は 他社 との 合弁 事業 や 他 社 との 技術提携 ， 販売提携 ， 生産提

携 その 他 の 業務提 携 と い っ た 各種 の 企 業結合 や 共同 行為 に よ っ て 行 わ れ て い る ．

　こ の よ うな企 業の グ ル ープ化 は物流や 情報 ネ ッ トワ
ー

クの 発達 に よ っ て も
．一
層 可 能 とな

り
，

い わ ゆ る分権 的統 合 （ln七egrated 　Decentralization＞の 時代 をもた らす こ と とな っ た ．

す な わ ち，経営 組織 や こ れ に伴 う権限 と責任 に つ い て は 分権化 の 方向 を と る が ， 経営情報

は必 要 に し て 十分 な もの を親 会社 又 は 中心 となる 会社 に 集 中 させ ， グ ル ープ企 業 と して の

経営 管理 を推進す る組 織運 営の 方法 も し くは 経営管理 方式 で あ る ．

　グ ル ープ企 業 を最 も狭義 に 捉 え た場 合 ， その 範囲 は連 結財務諸表に 集約 され る べ き 「企

業集 団」 とな る ．た だ し ， 非 連結の （また は持分法 を適用 しな い ）子会社 ・関連会社 を も

視野 に い れ な け れ ば な らな い ． さ らに 管 理会計 上 の 問題 と して は
， 子会社 ・

関連 会社 に 相

当 しな い 会社 で あ っ て も・
， グ ル

ー
プ企 業の 事業遂 行上 極め て 密接 に 関連 す る 会社が あれ ば，

こ れ を管理 会計の 対象 とせ ず に 経営管理 を実践す る こ とは で きな い とい う問題 が あ る ．

　 グル ー プ企 業 の 会計 に は 幾 つ もの 聞題 が ある が ， と りわ け 2 つ の 大 きな 問題 が あ る と考

え られ る ． 1つ は 会 計情報 開示 に お ける 国際 間 の 比 較可 能性 で あ る ．そ の た め に は
， 為 替

レ ー トの 変動 等 を組 み 込 ん だ 多通 貨会 計の シ ス テ ム 化 が 有効に作動 して い な けれ ば な ら

ず ， 会 計原 則 の 相違 も考慮 に 入 れ
， IAS をい か に 採 り込 ん で 行 くべ きか が 問 題 と な る ．

（既 に IAS が 1989 年 に 「ED 第 32 号」を公 表 し， こ れ に基 づ い て 1993 年 に は IAS の 改 訂が

行 わ れ た ．各国が こ れ を どの よ うに 採 りい れ て 行 くか が 問 題 で あ る．）

　今 1つ は グ ル ー プ企 業の 管 理会計 の 重 要性 で あ る． グ ル ー プ企 業 の 経営 者が 常 に連結 業

績 を念頭 に 置 い て 経営管 理 に あ た る か ら に は
， そ の 内 容 を左右 す る 企 業 群の 管理 会計情報

が ます ます ク ロ ー ズ ア ッ プ され ね ばな らな い こ とは 当然 で ある ． と りわ け 最近 の 傾 向 と し
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て は
，

あ る企 業本 来 の 事業 さえ もROE や ROI の 状 況 に よ っ て は
，

リス トラ ク チ ャ リ ン グ

の 俎 上 に乗せ る こ とが ある な ど ， 事業単位 をプロ フ ィ ッ ト ・セ ン ター として よ りもむ しろ

イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ ー と見 る 考 え方 の 浸 透が ある 。

（2）

　 グ ル ー プ企 業の 具体的存在 と して は ， 先ずい わ ゆ る 「事業持株会社」 を挙げね ば な らな

い ．事業持 株会社 の 管理 会計 に つ い て は
， 従 来 か ら 「関係 会社管理 会計」 と して論 じられ

て きた と こ ろ だ が ， 純粋持 株会社 の 解禁 に よ っ て そ の 管 理 会計が ， 従 来 の 事業持株会社の

管理会計 と比較 して ， どの よ うな特色乃 至独 自性 を持 つ か は
， グル

ー プ企 業の 管理 会計 に

とっ て は重要 な研究課題 で ある ． わが 国 に は戦 前の財 閥本社の 会計事例 が 歴 史 的存在 と し

て ある の み で
， 数少な い 現在の 持株会社 に 関 する研 究は 不充分 で ある ．戦前の 事例 に遡 っ

て こ れ を現代 に 適用す る こ と も考察 しなけれ ば な らな い が ， 何 よ りも
， 現在の 世界経済情

勢 を基 礎 と しな けれ ば な ら な い か ら， まず ，欧米先進 国 の 実 態 を調査研 究す る こ とが
， 問

題 を究 め る 上 で 重要 で あ る．そ こ で 筆者 は ， 1996 年 暮れ か ら 1997 年 に か け て ，面 接 に よ

るパ イ ロ ッ ト ・サ ー ベ イ 5 社 を含 む 「米 国持株 会社 の 経営管理 に関す る 実態 調査」 を行い
，

1997 年 4 月に こ の 集計結果を発 表 し，

（3） 1998 年 2 月にそ の 分析結果を ま とめ た．（4）

　本稿 で は 以 上 の よ うな観点か ら グル ープ企 業 の 経営 管理 組 織 と管理 会計情報 の 問題 点 を

中心 に 若 干の 検討 を行 う もの で あ る ．

2． 管理 会計 上 の 関係会社 につ い て

　わが 国 にお い て ，財務 会計 上の 企 業集団 は
， 管理会計 上 の 関係 会社 集 団 よ りもま さ しく

狭義 の 概 念 で あ っ た ． しか し ，
1997 年 6 月 に企 業 会計 審議 会が 公 表 した 『連結財務 諸表

制度の 見直 し に関す る意 見書 』 （以 ド 「連 結 意見書 」 と略 称 ）で は
， 子 会社 お よ び 関連 会

社 の 範囲 に つ い て 大 きな変 更 を行 っ た ． こ れ に よ っ て ， わ が 国 にお い て も ， 1999 年 4 月 1

日以 降開始す る事業年度か らは ，本格的に 連結財 務諸 表中心 の 時代 が 到 来す る こ と と な つ

た ，そ の 結果 ， 従前 か らの 「財 務 会計上 と管理 会計 上 の 関係 会社」  は
， 第 1表の よ うに

変更 しなけれ ば な らない と考え られ る ．
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第 1 表　財務会計上 と管理会計上 の 関係会社
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　すな わ ち ， 従来は子会社 の 範 囲 と して 持株基準 を採 り発行済株式の 議決権の 過半数 を実

質的に所有 して い る こ と として きた が ，
こ れ に代 えて 支配力基準 を採 り， 「過半数所有 に

加 えて ，議 決権 の 所有 が 50 ％ 以 下 で も，高 い 比率 の 議 決権 を有 して お り，か つ 取 締 役 会

の 構成員の 過 半数を継続 して 占め て い る場合」 （注解 5） を含み ， また ，関連 会社 に つ い て

も ， 従 来の 持 株基準 か ら影響力 基準 （八 非連 結子 会社 及 び 関連 会社 に 対 す る 持分 法の 適

用） を採 る こ と とな っ た ．

　す な わ ち 「関連会社 とは
， 親会社 お よび子 会社 が

， 出資 ， 人事 ， 資金
， 技術 ， 取引 等の

関係 を通 じて ， 子 会社以外 の 他 の 会社 の 財務 お よび営業 の 方針決 定 に対 して重 要 な影響 を

与 える こ とが で きる場合 に お け る 当該他 の 会社 を い う （注解 19＞．

　次の 場合に は ， 子会社以外の 他の 会社の 財 務お よび営業の 方針決定 に重要 な 影響 を与え

る こ とが で きな い こ とが 明 らか に 示 され な い 限 り， 当該他 の 会社 は 関連 会社 に 該 当す る も

の とす る
，

　 （1）子会社以 外 の 他 の 会社 の 議決権 の 百分 の 二 十以 上 を実 質的 に所有 して い る場合 （当

　　 該議決権の 百分 の 二 十以上の 所有が
一
時的で あ る と認め られ る場合を除 く （注解 4）

　 （2）他 の 会社 に対す る議決権の 所有割合が 百分 の 二 十未満で あ っ て も，

一
定の 議決権

　　 を有 して お り，
か つ

， 当該会杜 の 財 務及 び 営 業 の 方針 決定 に 対 して 重 要 な影 響 を与

　　 え る こ とが で きる …
定 の 事実が 認 め られ る場合 ． （注解 20）」 と規 定 して い る．

　 また 1998 年 2 月 に は 『連 結財 務諸 表の 用 語 ， 様式 お よ び作 成方 法 に 関す る規則 の
一

部

を改正 する省令』 （以下 「大蔵省令第 8 号」と略称）が公布 され た が ， そ こ で は セ グ メ ン ト

情報の 充実や リス ク情報の 開示等が謳わ れ て い る ．

　 さ ら に ， 同年 3 月 13 日 に は ，企 業会計審議会が 『連結 キ ャ ッ シ ュ
・

フ ロ ー計算書等の

作 成基準 の 設定 に 関す る 意見 書』 を公 表 し ， 従 来 （1987 年 4 月以 降） 財務 諸表 外 の 情 報

と して 開示 され て きた 「資金 収支表」 は廃止 され る こ と とな っ た ．

　 な お
，

1998 年 9 月 14 日に 企 業 会計審議 会 は 『連結 財務諸 表 制度 に お け る子会 社 お よび

関連会社 の 範囲の 見直 しに係 る具 体的な基 準 （案）』 を公表 し，「子会社 に 関す る支 配力基

準 と関連 会社 に 関す る影響 力基準 に つ い て 」 9 月 25 日 まで に 意見 の 収集 を行 っ た ，そ こ ま

で を考慮 した の が 第 2 表 に示 した 「管理 会計 上 の 関 係会社 」で ある ．意 見収 集 の 結果 は
，

10 月 9 日 の 企 業会計審議会に 諮 られ ，結果 は 10 月 30 日 に公 表さ れ た 。

　 一
方 ， 1997 年 6 月 18 日に は 「私 的独 占の 禁止 お よび 公 正 取引 の 確保 に 関す る法律の

一

部 を改正 す る法律 」 （以 下 「改正 独禁法」 と略称 〉が公 布 さ れ ， 12 月 17 日に 施行 され た ．

こ の よ うに経営組 織 の 選択 肢 に お ける 自由度が 拡 大 した こ と と，そ の 開示すべ き情報が 大

き く改正 され た こ と は 管理 会計 に も大 きな影響 を与 え る もの で あ る ． す な わ ち ， 「管理 会
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管理 会言于
』
学　第 7巻第 1・2 合併≒弓

・

計 にお い て対 象 と して きた 「企 業集 団」 とい う よ りは厳 密 に は 憫 係会 社集 団」の 範囲 も

し くは概 念 は 第 2 表 に 掲 げ る が ご と き もの とな っ た ．即 ち ， 厂連 結財 務諸 表原則 」 に い う

子会社 ・
関連 会社 は ，管理 会計上 の 関係会社 集団に よ り

…
層接近 した もの とな っ た．

3． 戦略計画の ための 事業分野選択 と業績評価 の ための セ グメン テ ー ショ ン

　 グ ル
ー プ企 業が その 組織構造 を常 に 適切 な状 態 に保 っ て 行 くた め に は ，その 行 う事 業の

何 れ を，世 界の どの 国 また は 地域 で ， どの 程度の 投資 を行い 発展 させ て い くか とい う，極

め て 数 多 くの 意思 決定要素 に よ らね ば な らない ．そ の た め に は
， グル

ー プ企業 の 本 社 また

は親会杜 も しくは そ の 本部 は
， 各事業組織 つ ま り子会社 ・関連会社や ， 支店 ・営業所 ・工

場 ・出張所 等か ら ばか りで な く， 協 業
・
共 同 ・提 携 の 相手先 か らの 計画 情報 や 実績 惰報 に

加 えて さ ら に多 くの 環境 情報 を収 集 し ， 加工 し ， 情報 化す る 高度 な能 力 を備 えて い なけれ

ば な らない ．す な わ ち，

　  新規市場 また は新規事業分 野 へ の 進 出 ，

　  既存市場 また は既存事業分野 の 維持 ・発展 ，

　  既存 市場 また は 既存事 業分野 の 縮小 ，

　  既存市場 また は既存事業分野 か らの 撤 退，

の 4 つ の 選択 肢 の そ れ ぞ れ に つ い て
，

　  市場 お よび事業の 規模 ど成長姓 また は 成熟度，

　  当 グ ル
ー プ企業 と競 争企業 の 市場 占有 度 の 推移 ，

　  収 益性 の 現 状 と予 測，

　  キ ャ ッ シ ュ
・フ ロ

ー
の 現 状 と予測 ，

　   競争企 業の 戦 略 また は研究開発の 状況 ，

　  　当グ ル
ー プ企 業 の研 究 開発 の 状 況 ，

　   資源 ・
資 材等の 需要予 測 と調達 可 能性等，

　  国際租税条約 ・関税 障壁等 の 他 稼 得利益 の 処分 また は送金可能性 （6）

　 に つ い て 情 報 を収集 し ， 適 切 な加 工 を施 して 必 要 とす る 部 署 に伝達 す る ．最 終 的 には グ

ル
ー プ企 業 の 戦略計 画 が策定 さ れ る ．

　 こ の よ うに親会社 （純粋持株会社 に あ っ て は 当然，事業持株会社で あ っ て も）の 本社 部

門の 最 も重 要 な機能の 1 つ は グ ル ー プ全体 の 戦 略計画 の 策定 に あ る ．そ の 前提 に は戦 略計

画 策定の た め の セ グメ ン テ
ー

シ ョ ン の 問題 を避 けて 通 る こ とはで きな い ．す な わ ち ，
こ の

プ ロ セ ス の 中で ， 同
一

の セ グ メ ン トに 属 す る 異 な る 組織 と同
一

の 組織 に 関わ る異 な る セ グ

メ ン トの 問題が あ る か らで あ る ．（7）
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　か く して グ ル ー プ企 業の 管理会計 に あ っ て は
，

…個 の 事業 につ い て 複数の 組織 （事業部

で あ っ た り， 独立 の 株式会社 ，
つ ま り管理 会計上 の 関係会社 で あ っ た りす る ）を包摂す る

戦略計画 が 策定 され る ． した が っ て 事業部 制 を採 っ て い る場 合の 事業持株会社 で は ， そ の

サ ブ組織の 如何 にか か わ らず 各事業部 ご との 戦略計画が 重 要 な フ ァ ク タ
ー となる ．職能 部

門制 を採 っ て い る 場合 の 事業持株 会社 で は
， 必 ず し も組織 の 計画値 の 集積 で は な い ．純粋

持株会社 にあ っ て は
， 本社の 担 当役員別か も し くは 直属の サ ブ持株 会社 （わが 国で は統括

会社 と称 す る 場合 が あ る） ご とに 集計 され る ．

　筆者等 が 行 っ た 前述 の 実態調査 の 結 果 で は
，

セ グ メ ン テ
ー

シ ョ ン の 基準 の 第 1位 が 「法

的実体別」 で あ り， 「機 能別」 は 第 6 位 に過 ぎな か っ た ． （第 2 表参照 ）

第 2表 セ グメ ン テ ーシ ョ ン の基準

セ 　 グ　 メ　 ン　 ト Yes　・ NoNa ．

  　法　的 実 態 別 17 9 0

  組織上 の 責任単位別 11 15 0

  産 業 大 分 類 別 8 18 0

  マ
ー ケ ッ ト 別 11 15 0

  　製 　　 品 　　 別 10 16 0

  　地 　　 域 　 　 別 12 14 0
  　機 　　 能 　　 別 9 17 0

  財 務 上 の 関連 性 別　 、　 1 25 0

  会 計 期 間 別　
1
　 2 24 0

  　そ 　　 の 　　 他 　　 　0　 ：　 0
一

0

　か つ て 少な くと もグル
ープ企 業の 管理 会計上 若 し くは 経営管理 上 の 意思 決定や 業績評価

に最 も有効に 作用す る の は ，機能別 セ グ メ ン テ
ー

シ ョ ン で ある と言 わ れ て きた ．

　す な わ ち経営 組織 は
， 事業別 ， 地域 別 等 で あ っ て も， セ グ メ ン トと して 管理 会計上 重 要

な役 割 を担 うの は 「機能 別 セ グ メ ン ト」つ ま り販売 機能 とか
， 製造 機能 ，物流 機 能 ，広 告

宣伝機 能 ，
マ

ー ケ テ ィ ン グ機 能の よ うに
，

グ ル ープ企 業 の 各組織が 果た す機 能別 に セ グ メ

ン ト化する こ とが改善の 意 思 決定 に最 も役立 つ と考 え られ て きた．（8）

　 しか し， 米国持株 会社 の 実態 を調べ て み る と
， 従来 の よ うな組織 とセ グ メ ン トの 不

一
致

を改め て ， 次 第 に業績評価 や 改善の 意思 決定 に適 した セ グ メ ン テ
ー シ ョ ン と経営組 織 を一

致 させ る 努力 が 行 わ れ て 来 た と見 る こ とが で きる ． つ ま り，
セ グ メ ン トご との 組 織化 （具

体 的 に は 会社化 ）が 進ん で お り， 戦 略計 画 か ら業 績評価 まで
， その 組織 に つ い て 行 わ れ る

こ とが 多い の で は ない か と い うの が 筆者 の 推察す る と こ ろ で あ る ．す なわ ち ，
グ ル

ー プ企

業の 構造 そ の もの を 問題 とす る グル ー プ ・レ ベ ル で の 意 思 決定会計で は
，

セ グ メ ン テ ー シ

ョ ン が 法的 実体別 に行わ れ ， そ の 意 思 決定の 単位 ご と の 業績評価が 行 わ れ る． グル ー プ企
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業 の 意思 決 定会 計 ， 特 に グ ル
ー プ企 業 の 構 造 その もの の 変 革 を目指 す場 合 に は 組織 単位

（つ ま り経営責任単位） と情報 とが
…
致する よ うに構築 され て い るの で あ る ．

　 こ の よ うなセ グ メ ン テ
ー

シ ョ ン に つ い て は
，
FASB が 1997 年 6 月 に公 表 した会計基準

書第 131 号 「企業 の セ グ メ ン トお よび 関連情報の 開示」が あ り，
そ こ で は 「経営 者が 経営

意思 決定 に 際 して 有用 とす る セ グ メ ン テ
ー

シ ョ ン 」 を開示情報 に お け る セ グ メ ン テ
ー

シ ョ

ン と して用 い る 「マ ネジ メ ン ト ・
ア プ ロ ーチ」 を提 唱 して い る ．

　い ずれ に して も ，
こ の よ うなセ グ メ ン ト別情報の 有用性 は

， む しろ財務会計 よ りも管理

会計 で 早 くか ら採 り上 げ られ
， 実践 さ れ て きた こ とは 周知 の 通 りで あ る ．基本 的 に は 収益

性 の 改善に 結 び つ くセ グ メ ン テ ー シ ョ ン お よ び その た め に有用 な組織設定に 結 び つ くセ グ

メ ン テ
ー シ ョ ン が 管理 会計上 も望 まれ る の は 当然 で あ る ． こ れ を基礎 と して どの 程度 まで

詳細 に 企 業外 部 に 開示 すべ きか は
， 制 度会 計 の 問題 で あ り， （い わ ゆ る 明瞭性 の 限界 の 問

題） また 財務諸表を 開示 する グル
ー プ企 業側 の 対応 に よる ．

　 またサ ブ ・コ ン ソ リデ
ー

シ ョ ン の 重要性 に つ い て も触 れ ね ば な らない ． た とえば
， 第 7

図 に示 した 「あ る典型 的 なグ ル ープ構造」 を見 る と，戦略単位 として の 事業セ グ メ ン ト別

に 第 1 ラ ン ク の 子 会社 が 統括会社 と な り，
こ れ が サ ブ ・コ ン ソ リデ

ー
シ ョ ン の 中核 とな っ

て い る ． こ の よ うに セ グ メ ン テ
ー

シ ョ ン とサ ブ ・コ ン ソ リデ
ー

シ ョ ン の 間に 組織上 の 一
致

が あ る こ とに よ っ て
， サ ブ ・コ ン ソ リデ

ー
シ ョ ン が容 易 に 行 わ れ ，

か つ 業績評 価 と企 業集

団の 構造 に か か る意思決定 とが容易に 結び つ くとい う利点が ある．

第 3 表 サ ブ ・コ ン ソ リデ ーシ ョ ン の 重要性

回　答　内　容 会社数

1． 全 　 く　 そ　 の 　 通 　 り 14
2． どちらか とい えば その 通 り 7

3． ど ち ら と も 言 え な い 1

4， ど ち ら か と い え ば 違 う 0

5． 全 　　 く　　 違 　　 う　　　 0　 　 r一皿 〒｝一 　 　
回　 　 答 　 　 な　 　 し　 　 　 4

　サ ブ ・コ ン ソ リ デ
ー

シ ョ ン の 重 要性 に つ い て は
， 確 か め る 目的 で 設 問 を行 っ た ．結果 は

当然 なが ら，第 3 表 に あ る よ うに
，

ネ ガ テ ィ ブ な回答 は ゼ ロ で
，
80％ の 企 業が そ の 重要性

を認め て い る ，問題 は セ グ メ ン トの 行 う事業 の 実態 が 環境 の 変化 に追 い つ い て い るか どう

か にあ る ．

　 グル
ー

プ企 業 へ の 関 係会社 の 貢献度に つ い て 何 を重要視す る か は ，そ の 関係 会社 を グ ル

ー プの 一員 と して い る ミ ッ シ ョ ン に よる が ，今 回の 調査 で 最 も高 い 評 価 を受 け た の は 「製

品」で ， 回答 は 「1 （最重要）」， 「2 （重要）」，「3 まあ重要」まで に 26社 中 18社が 集 中 して い る．
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第 4 表　子会社 の 貢献度の 評価基準

項　　目 1　　2 3 4 5NA
受 取 配 当 金 85 4 2 2 5
ロ ヤ ル テ ィ

ー 16 7 4 3 5

価格転換利益 53 7 2 4 5

製　　 　　品 113 4 1 2 5

原　 材 　 料 26 9 0 3 6

その 他 の 用 役 48 7 1 1 5
そ 　 の 　 他 00 0 0 0 26

　すな わち子会社製 品 の 価格 もし くは収益 性が競争企 業の そ れ と比 べ て優位性を持 っ て い

る こ とを重要 視す る企 業が 多い ．貢献度の 第 3 位は 「受取配当金」 で
，
17 の 企 業が （1），

（2）， （3）位に集中 して い る ．

　 「そ の 他 の 用役」 に つ い て は 19 の 企 業が が 第 3 位 まで に 挙 げて い る が
，

こ れ を第 2位 と

した企 業 8社 ， 第 3 位 と した企 業が 7 社 で あ っ た ． 同様 に 「原 材業」 に つ い て も 17 社 が 3

位 まで に 挙 げ て い る． 「価格 転換利 益」 に つ い て は
，
1， 2位 が 少 な く， 「まあ重 要」 に 7

社 とな っ て い る。 国際間 の 振替利益 もしくは企 業内貿易に お ける 「価格転換利益」 を排除

し
，

「独立企 業間価 格」 に よる フ ェ ア ネ ス の 重 要性 が 唱 え られ て い る 現今 に も
， 米 国 の 大

企業 グ ル
ープ 26 社の うち 15社 が 第 3位 まで に こ れ を挙 げて い る こ とは 興 味が あ る ．

　 さ ら に 業績評価 基 準 に つ い て は ，た とえば ，「EPS （1株 当た り利益）」 に つ い て は ， （1）

の （lndispensable） に 20社 ， （2）の lmportantに 4 社 ， （3）の （Slightly　Important）

に 1杜 とい う具合で あ っ た が
，

こ れ ら に ウ エ イ ト付け を行 うこ と に よ っ て 当該項 目の 相対

的重要性 を比 較可能 な もの とす る こ とを試 み た ．そ の 結果が 第5表の 右側 で ある ．

第 5 表　各業績評価基準の 重要 度

単純集計 （社数） ウ エ イ ト付 け後 （ポイント数）
項目 12345 　 NA12345NA 合計

ROE 167200180286000114
ROA 1013110150523200107

ROI 1114000155560000111

EPS 2041001100163000119

P厄 Ratio 81231024048920099
Sales　 Volume 1111300155449000108

Product　Volume512501325481500088
Market　 Sh εロ℃ 41730112068900097
Profits　 on 　Price048653 01624120052

Cash −Flow 1111300155449000108

Gross　 Profit 913200245526000103
Operating 　Income1212100 160483000111

Income　 befbre　 Tax1310100265403000108
Other 000002600000 ， 0 0
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　業績評価基準 と して は ，
一

般 的 に ROE の 重 要性 が認 識 で きる が EPS も依 然 と して 重要

視 されて い る ． EPS は SEC の Regulation−SX で もそ の Rule　5−3 で 損益計 算書 に掲 載すべ

きこ とが 定め られ て い る し
，
PIE　Ratio （株価 収益 率） や Payout 　Ratio （配 当性 向）の 計

算 の 基礎 と な る と こ ろ か ら も重 要視 され て い る もの と考 え られ る ． そ こ で 左側 の 単純集計

に も注 目す る と
，
EPS を 第 1位 に ラ ン クづ けた 企 業が 26 社 中 20 杜 あ り， 第 2位 の 4 社 を

加 える と92．3％ の 企 業が こ の 基準 を必 要不 可 欠 か 重要 と考えて い る ， しか しROE と ROI

に つ い て は 第 1位 と第 2 位 の 企 業 で 92 〜 100％ を 占め て い る ， また
，

マ
ー

ケ ッ ト ・シ ェ ア

ー を観察 して み る と ． 17 社が 第 2 位 に挙げて お り， 第 2 位 に挙げた企 業数の 最 高位 を示 し

て い る ．

　 「価 格 転換 利益 」 と 「子 会 社 の 貢献度」 の 関連性 に つ い て み る と
，

価 格転換利 益 で 11

社が 「重要性 な し」 か 「必 要性 な し」 と した が ，8 社が 「まあ重 要1，4 社 が 「重要」 と し

て い る．第 4 表の 厂子会社 の 貢献度」 と関 連 させ て 観察 す る と 「価 格転換利益」 に 重要性

を認め る企 業 も 「価格転換利益」 は グ ル ー プの 政 策で 決定で きるの で
， 業績評価基準 と し

て は認 め 難 い の で あ ろ う．

　 ま た， マ ーケ ッ ト ・
シ ェ ア

ー につ い て は ， 第 2 位 に挙 げた企 業が 最 も多 く，ROA ，　 ROI

及 び 売上総 利益 が こ れ に続 く． 同様 の 観 察 を行 う と興 味 あ る 結果 に気付 く． すな わ ち第 3

位 だ けに 限 れ ば ， 価格転 換利益 が 第 1位 に ある とい うこ とで あ る．価格転 換利益 と い うと

ア ン フ ェ ア な手段 に よ る国際 的 な租税 回避 と と られ る こ とが 多 くな っ て きた昨今の 状況下

で あ るが ， 国際取引 の ない 企 業で は ，州際取引 に際 して こ の 考え方 を適用 す る余地が あ る

もの と推 察す る こ とが で きる ．

　 金融持株会杜 に 少 し触 れ て み る と ， ROE と EPS を重 視す る企 業が 約 70％ に 及 ん で い る．

ROE を第 1位 に EPS を第 2 位 に した企 業が 1社 ，
　 EPS を第 1 位 に ROE を第 2 位 に した企

業 1社 ， 両方 と も第 1位 に した 金融持株会社 が 6 社で あ る ．両方 と も第 2 位 と した企 業 1

社は ， キ ャ ッ シ ュ ・フ ロ ー
， 売上 総 利益率 ， 営 業利益 の 3 つ を第 1位 に掲 げて い る ．

　 企業集団経営 の成果 が何 に よ っ て確認 され るか とい えば ， 最 終的 に は連結業績 に よる と考 え

て 間違 い は ない ．しか し， 連結業績の 向上の た め に行わ れ る経営管理 の 対象となる の は，必 ずし

も連結対象会社 の み で は な い ．連 結業績に 直接的 に反映す る こ とは ない けれ ども
， 集団業績 に

重 要な 関連性 を持 つ 事業 を行 う会社等を経営管理 の 対象 とせ ねば な らな い こ とは 当然 で ある ．

　 な お
，
ROE に つ い て は

， 利益 額 を一
定 とす れ ば

， 負 債 比率 の 高 い 会社 つ ま り自己 資本

比 率 の 低 い 会社 の 方が 良好 な数値 と なる こ とは 注意 すべ き点 で あ る．

4． 社内資本金制度 と カ ン パ ニ ー 制 の 経営組織 と会計情報
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　事業部の 業績評価 を有効 に行 うた め に 祉 内金 利制度 が い い か 社 内資本金制 度が 優れ て い

る か とい っ た議論 が 戦 わ され た の は
，

1960 年代 の 後半 に な っ て か らで あ る ．現 在 で は社

内資本金 制度 と社 内金利制度は二 者択
一

の 関係 に は な く， 両 制度 を並行 して採用 す る企 業

も多 い ．事業部 制 に 社 内資本 金制 を導入 す る こ とに よ っ て
， 各事業部 の 使 用資本 金 額 や 負

債金 額を明 らか にす る と同時 に ， 各事業部 の 獲得利益 も
一

層 精密 に計算す る こ とが 可 能 と

な る ． つ ま り維持 すべ き資本 額 と獲 得す べ き利益 額 の 両 面 か ら事業部 業績を継続的 に 評価

す る こ とが 可 能 となる ．

　 したが っ て ，事業部長 に 委譲す る 権限 と責任の 範囲や 限度が お の ず か ら明 らか とな る ．

　こ の 制度 を全 社 的 に展開 し ， さ ら に発展 させ た もの が わが 国の 「カ ン パ ニ ー制」で ある ．

す な わ ち ， 本社部 門 の ス リム 化 ， 意思決定階層 の フ ラ ッ ト化 ， 環境 変化 へ の 対応の ス ピー

ドア ッ プ
， 全社資 本金 の 各 カ ン パ ニ

ー
へ の 配分 に よ り維持 すべ き資 本金額 と獲得す べ き利

益 額 の 関連性 の 明確化 ， カ ン パ ニ ーご との 財務諸 表の 作成 ，金利 ば か りで な く配 当金 ・
法

人税 等 お よ び留 保利益 の 計 算 とい っ た 「社 内資 本 金制 を導入 した事 業部 制」 よ りも
一

層 自

立性 （Self　Standing ）お よ び 自律性 （Self　Controlling）の 特性 を持ち
， 独立採算制・自己

完結 性 を進 め た もの で あ る ．　 こ の よ うな 自己完結性 も重 要 だ が
， 研 究 開発 ・マ

ーケ テ ィ

ン グ ・物流 の よ うに ，機能 に よ っ て は各 カ ン パ ニ ー を ク ロ ス す る もの が あ るか ら，機 能別

に 集 中す る こ と もな けれ ば な らな い とい う見方 もあ っ た ．果 た して ソ ニ
ー

は 1995 年 11 月

に は ， 8 つ の カ ン パ ニ ー を横 断 す る 「MD ビ ジ ネ ス セ ン タ ー
」 を設置 し ， さ ら に 1996 年 4

月 に は 8 社 の カ ン パ ニ
ー を 10 社 に 再編 す る と共 に 商品 開発 お よび 営 業部門 を各カ ン パ ニ

ーか ら分離 して 本社部 門へ の 集中 と強化 をは か っ た ．

　 ソ ニ
ー

の カ ン パ ニ
ー

制 に 相 当 し も しくは類似 す る経営 組織 は
， その 後 多 くの 企 業で 採用

され る に至 っ た ． た と えば 「グ ル ー プ制 」 「SBU 業績管理 制 度」 「連 結業績管理 制 度」 の

よ うに
， その 呼称 ， 経営管理組 織 ， 計算 方法 な どは

， それ ぞれ の 事業 の 特殊性 な ど か ら
，

企業 ご と に多少 の 相違 は あ る ． こ の よ うに 「カ ン パ ニ
ー

制」 を標榜 して は い ない が ，基本

的 に は こ れ に類似 の 経 営組織 が あ り， 本 質的 に は各事業単位へ の 総資本 の 分割 と
， 大 幅 な

権 限委譲 ， 単位組織 ご との 財 務 諸表の 作成 ， 本社費 や 金利 ， 配 当金 ， 税額 ， 利 益処 分や 利

益留保等の 計算 を行 うもの で ある と こ ろ に そ の 特質を見な けれ ばな らな い ． また ，
こ れ よ

り以 前 か ら東芝 や 松 下電器 は事業 部制 に 社 内資本 金 制 を導入 して
， 各事業部 ご とに 貸借対

照表 ・損益 計算書 ・キ ャ ッ シ ュ
・フ ロ

ー
計算 書 を作 成す る な ど

，
カ ン パ ニ

ー
制 と同様 の 分

権組織 と会計 情報 を導入 して い る ．

　 筆者 は こ の よ うな 「分権管理 制度」すな わ ち 「社内資本金制 度 を導入 した事業部制」類

似 の ， ま た は こ れ よ り も
一

歩進 ん だ新 しい 社 内会社 （また は社 内分 社 ）組織，つ ま り 「カ
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ン パ ニ
ー

制」 お よび 「カ ン パ ニ
ー

制 に類 似 す る 経営組 織」 を総称 して 「カ ン パ ニ
ー

制 等」

と称す る ．い わば持株会社 に近 い 「擬 似持株会杜」で あ る とい うこ とが で きる ．

　こ の よ うな 「カ ン パ ニ ー
制等」 に 代表 され る 「擬 似持株 会社」 が 「持株 会社」へ の 線上

に あ る と考 え られ る の か
， そ うで は な く， あ くまで 事業部制の 延 長線上 に の み ある もの な

の か は
， 幾 つ か の 条件が 整備 され て か らの 問題 で あ る．

5． 純粋持株会社 と事業持株会社 の 経営組織と情報

　純粋持株会杜 と事業持株会社 もし くは事業兼営持株会社 の 区別 は 「改正 独禁法」 の 施行

に よ っ て （第 9 条 の 2 の 適用 を除 け ば）その 分別 の 意義 を失 っ た ．少 な くと も独 占禁止法

上 は 両 者 を区 別 す る 必 要 は な い ．持株会社 は 自社 の 事業 部 と 子会社 を同 列 に置 い て 経営計

画 も業績 評価 も行 うこ とが 可 能で あ る ． こ の ため セ グ メ ン ト情報 は経 営管理上 の 必 要性 は

勿論 ， 外部の 利害関係者 に と っ て もそ の 開示 の 必要性 を増 した ．た だ純粋持株会社は ， わ

が 国 に お い て 永年に 亙 っ て 禁止 され て い た こ とか ら
， その 管理会計 に つ い て は未開 の 問題

で あ る ．果 た して 事業持 株会社 と純粋持株 会杜の 管理 会計 に い か なる 相 違点 また は 問題 点

が あ る の か ， まず そ こ か ら検討 しな けれ ば な らな い ．

　 「グル
ー

プ企 業 の 構造」 とい う場 合 ， 中心 とな る企 業 （親会社す な わ ち事業持株会社 か

純粋持株 会社 ：以 下 こ の 項 目で 親会社 等 と い う）の 本社内部に お け る 経営組織 と密接 に 関

連 した もの とな る ．親会社等 を含む グ ル
ー プ企業全体の 規模 や業種 ・業態 に もよる が ， 親

会社等が 事業部制 を採 っ て い る場合 に は担当す る事業部 との 関連 か らグ ル ー プ構成企 業 を

編成 した り， 親会社 等 が職 能別部 門 制 を採 用 して い る 場合 は
， 全 グ ル

ー プ企 業 を各職能別

に経営す る こ とが 行わ れ る． グル ー プ企 業 の 経営 を適切 に 行 うた め に は ， 子 会社 ・関連 会

社 ，
工 場 ， 支 店 ， 営業 所 な ど を含 め て 常 に グル ープ全体 の 構造 が 環境 に適 合 した もの とな

っ て い る よ うに，継 続 的 に そ の 構造 の 変 革に 関す る意思 決定 を行 っ て い か ね ば な ら な い ．

そ の 原動 力 とな る管理 会計情報が 個別 の 組織 お よび セ グ メ ン ト別の サ ブ ・コ ン ソ リデ
ー

シ

ョ ン に 基づ く情 報 とな る と考 えな け れ ば な らな い ． したが っ て ， 凡 そ グ ル ープ 企 業の 構 造

はそ の 行 う事業 に よ っ て 決定 さ れ る ． つ ま り各事業が そ れ ぞ れ投資時期 に ある の か ， 成長

時期 にあ る の か ， 成熟 も し くは競争 時期 に あ る の か ，撤収時期 にあ る の か に よ っ て ， 収益

性 ， 流 動 性 ， そ の 他各種の 指標 （生 産性 ，競争 力 ， 競 争企 業 の 状況 ，需要 の 状 態 ， 資 源や

環境 問題 等各種の 意思 決定情 報） を常時 十分 に 収集 しつ つ
， 新設 ・分 社 ・改組 ・廃 業 ・買

収
・
合併

・
統合

・資本参加 ・共 同出資
・
合弁 ・売 却 その 他 の 意思決定 を行 う．こ の よ うに ，

グ ル
ー プ企 業の 構 造 は 常 に 流 動 的で あ り

， また変動 的で な け れ ば な らな い し， グ ル ー プ企

業 の 構造が 適切 に経営 され て 行 くた め に は
， そ の 組織化が重 要 な課題 とな る． ま た ， グ ル
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一プ企 業 の 経営 組織 構造 に つ い て は
， 厳密に 区分 し定義づ ける こ とは 困難な ほ ど多様性に

富ん で い る ． しか し今 まで に行 わ れ た 多 くの 実態 調査 結果に 基づ い て （9）実務 を集約すれ

ば
， おお むね次 の よ うな類型化 を行 うこ とが 出来 る．

第 6 表　関係会社 集団の 経営管理 組織

（1）分 散管理 組 繊

　個 別 の 子 会社 ・関連 会社 を経営 す る 親会社 の 担 当部 門 が 事業 ご と も し くは 職能 ご と に
，

分散 して組織 さ れ て い る場合で ，  ラ イ ン 部 門別 管理 組 織 と  職 能部 門別管理組 織 と に区

分 す る こ とが で きる ．

  ラ イ ン部門別 管理 組織

　 ラ イン 部 門 別管理 組 織 は ， さ ら に，親会社 が 事業部 制 を採 っ て い る場合 の ラ イ ン 部 門

別管理 組織 と親会社 が 職能別 組織 を採 っ て い る 場合 の ラ イ ン 部門 別 管理 組織 に分 類 する

こ とが で きる 。 ラ イ ン 部門別 管理 組織 に は次の よ うな特徴 や 長所 お よ び短所 が あ る ．

本　部　機　構甜
難 、 羹

”砿

葺
　 A事業部 　

罸

。 鋒 蓊
B事業部

．難 驪 灘
A 　　　A
耳 　　　　耳

．社 疉 社
・A 　　B

η

会
’

．社

鏨C

覆
瓮
D

潔
倉
E

潔
毳
F

C事業部 D 事業部 E事業部

團
関
係
会
社
H

関

園
圏
囚 閣豐

関
係
会
社
L

関
係
会
社
M

関
係
会
社
N

関
係
会
社
0

第 1図　親会社 が事業部制 を採 っ て い る 場合の ラ イ ン 部門別管理 組織

a ． ラ イ ン 部 門別管理組織の 特徴

イ ．計画 も執行 も統制 も全 て 担 当部 門の 責任 で 行 うの が 普通で ある ．

　ロ ．親会社 の 本 社機 構 は直接 に は各 関係 会社 の 計 画 ・統 制情報 に は 接触せ ず ， 結果

　　　の 会計情報 を受 ける の み ，管理 は 各部 門等 ラ イ ン 部 門 を通 じて の 間接 的経営管

　　　理 に 留 ま る ．

ハ ． ラ イ ン 部 門 ば か りで な く ，
ス タ ッ フ 部 門 も関係 会社 を担 当す る こ とが あ る ．
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（例　総務部 が 不動 産管理 の 子 会社 を担当す る場 合の よ うに ．）

経理部

関
係
会
社
A

関
係
会
社
B

関
係
会
社
C

本 　部 　機 　構
飜 　、｝

人事部　　　　　物流部　　　　　営業部 製造部
rr　　臣

関
係
会
社
D

関
係
会
社
E

関
係
会
社
F

関
係
会
社
G

関
係
会
社
H

関

堡
蘿
1

潔
毳
J

標
毳
K

櫟
鵞
L

η
　 壅

．関　
｛
関 藪

係　 係
会

篷

会
，社
M 鬢 N

、

　 　 饌

　 関 ．
　 係
　 会
嚢 杜 ．。 社 、
　 0

第 2 図　親会社が 職能別部門制 を採 っ てい る場合 の ラ イ ン部 門別管理組織

b ． ラ イ ン 部 門別管理 組織 の 長所

　イ ． 日常業務の 接触度が 密で あ る た め ，事業遂 行上 好結果 を生 む こ とが 多い ．

　ロ ． 関係 会社の 業務 内容 ばか りで な く， 収益性 ・流動性等の 状 況 ， 人事 的状 況等が

　　　よ く把握 されて い る場合が多い ．

　ハ ． 関係 会社管理 に関す る 責任 が 極 め て 明 白で あ る．

c 。 ラ イ ン 部 門別管理 組織 の 短所

　イ ． 関係会杜 集 団の 見地 か ら の 計画 ・調 整が な い ．

　ロ ．特 定の 関係 会社 が特定の 部門の 利害 と密接 に繋が り易 い ．粉飾 に 繋が る お それ

　　　が あ る ．

　ハ ．資 金 ・経 理 ・税務 ・監査等専 門分野 の 問題 を ど うす る か
，

とい う問題が ある ．

  職能部門別管理 組織

　親会社が 職能別組織 を採 っ て い る企業が そ の 本社 の 職能部門 ご とに 関係会社 を管理 す

る 組織 で あ る。職能部 門別管理 組織 に は次 の よ うな特徴 や 長所 お よび 短所が ある ．

　　 製造部

置

　　 人事部

　　物流 部

本

部

機

構

経理 部

監査部

総 務部

　　　　　　　全て の 関係会社の 製造活動 を管理

｛：璽 ］全 て の 関係会社の 営業活動 を管理

　　　　　　　全て の 関係会社の 人事問題 を管理

　　　　　　　全 て の 関係会社の 物流活動 を管理 （以

　　　　　　　全て の 関係会社の 経理会計 に関与 （

　　　　　　　全 て の 関係会社の 監査 を担当 （

　　　　　　　全 て の 関係会社 の 総務業務 に関与 （

関係会社 A

関係会社 B

関係会社 C

（以 関係会社 D

（ ク 関係会社 E

〃 ） 関係会社 F

（ ク ） 関係会過

第 3 図　親会社 が職能部門別組織 を と っ てい る場合の職能別管理 組織
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a ．職能部 門別管理組織 の 特徴

　イ ．分散管理組織 で あ るが
，
1 つ の 関係 会社 を親会社 の 各部門が そ れ ぞ れ の 職能 に

　　　応 じて 管理す る と こ ろ にそ の 特徴 が あ る ．

b ．職 能部 門別管理 組織 の 長所

　イ ．専門 処理 と い う点で 極 め て 優 れ て い る ．

　ロ ．人材 を分 散 させ る必 要が ない の で
， 人材 の 有効利 用 が で きる ．

ハ ，職能別 に不公 平 に なら な い よ う配慮 す る こ とが で きる ．

c ．職能別管理 組織の 短所

　イ． 1個の 関係 会社の 総合管理が で きな い ．

　ロ ．親会社の 窓口 が多 くなる ．

（2）　 一元 的管 理 組織

　関係会社 経営 の た め の 専門部 門 を設 けて ， 当該 部 門が 関係会社 の 経営管理 を専 門に 集 中

的 に担当す る 組織で あ る ．比較的小 数の 関係会社 を持 つ 場合 に適 して い る と考え られ る ．

本 　部 　機 構
駕　　　r　　　お

鑿，

経理部　　　　　人事部　　　　　 営業部　　　　　 製造部

占訊　　　　ヒげヱ　　エ　　r

関係会社管理部 　
韃韆 購

工 臨
年　　　　σ　　　　「

E　罷

関
係
会
社
A

驪
A 　　A
耳 　　耳

社 社
B 　 C

麗
書
D ．

　

鼕

　 　　　　 　　　　 　　　 第 4 図　
一

元的管理組織

a ．
一

元的管理 組織の 特徴

　イ．分散管理 組織 に 比べ て
， 集 団の 見 地か らの 全 関係 会社群 を見 る こ とが で きる ．

　ロ ．人 材 を当該尊門部 門 に投入す る必 要が あ る．

b ．’一一・
元 的管理 組織 の 長 所

　イ．関係会社 集団の 戦略的見地か らの 計画 ・統制 を行 うこ とが で きる ．

　ロ ．窓 口 が 1 つ な の で ，関係会社 の 側 も対処 し易い ．

c ．一
元 的管理 組 織の 短所

　イ ．関係 会社 の 各事業 ・各機 能 に 精通 した人 を 『関連事業部』等 に集 め な けれ ば な ら

　 　　な い ．

　 ロ ．執行面 も統制面 も 1 部 門 で 見 る こ と に なる ．
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（3）複合 的管理 組織

　関係会社集団 の 経 営管理 方式の 実態調査 に 際 して
，

ラ イ ン 部 門別管理 方式 ， 職能部 門別

管理方式
一一
元 的管理方 式 ， 多元 的管 理 方 式 と区分 を され た の は

， 永野 瑞穂教授 で あ っ た ．

（10）そ の 後筆者等 は
，

こ れ をさ らに  各事業部分 権管理 型 （「組織 ま た は 方式」以 下 同様 ），

  関連事業 部集 中管 理型，   折衷管理 型 ，   複合 管理型 に 区分 して い る ．

　  　折衷管理 組 織

　　関係 会社 管理 の うち ， 執 行面の 指導や 折 衝 は 各事業部 ・部門 な どが 行い
， 計画 の 策

　定 ・業績評価．監査な どは 専門部 門が 行 う。

贓
叢 ＿ ＿ ＿

一 」 略 事業部 ・部・ 一 ・支店等 一 匳蟹 訓
　　 　 第2次管理
　 　 　 　 　 ▼

主 と して計画 ・統制 ・監査等

　　　　　　　　　　　　　第 5 図　折衷管理組織

a ．折 衷管理 組 織 の 特徴

　　 分散 管理組 織及 び 一
元 的管 理組織 の 長所 を助長 し短所 を少 な くす る た め に採 ら

　　　れ る 方式 で
， 第 1次管 理 （オ ペ レ ー シ ョ ナ ル な側 面 ）は各事業部 ・部門 な どが

　　 担 当 し
， 第 2 次 管理 （計 画 ・統制 等 コ ン トm 一

ル の 側面 ） は 当該経営 管理 機能

　　　を持 つ ス タ ッ フ 部 門が 担 当す る ． わ が 国の グ ル ープ企 業で は 最 も多 く採用 され

　 　 　て い る ．

　イ．第 1次管理 は ，執行面 の 経営管理 で あ っ て ， 各関係 会社 と業務 面で 直接 的 に 関

　　　連 す る部 門が担 当す る．

　ロ ．第 2 次 管理 は
， 主 と して 計 画策定 ・経営 統制 ・内部監査等 ， 統 制面 の 経営 管 理

　　　で あ っ て ， 関連事業部等 の 専門 が 担当する ．経理 部 ・資金部 ・財 務部 ・厚生

　　　部
・人 事部等 の 各部 門 も関連事業部 等に協力 して

，
そ の 職 能 ご と に 関係 会社 の

　　　経営管理 に 関連 す る．

b ．折衷管理組 織 の 長所

　イ．最 も関連度 の 強 い 部 門が 関係 会社 の 機 能面 を担 当す る か ら， 担 当業務 に 精通 し

　 　 　 て い る ．

　ロ ．計 画 ・統制 ・監 査 と い う第 2 次管理 を専門部門が 担 当す る か ら ， 集 団の 見 地 か

　　　ら の 調整が 可 能 とな る ．
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　 c ．折 衷管理組織 の 短所

　　イ．第 2 次管理 の 結果 を第 1次管理部 門が利用 す る場 合に ， 何 の 障壁 もな い よ うに

　　　 　 シ ス テ ム を設計 して お く必 要 が あ る 。

　　ロ ． 第 1次管理 部 門が ，第 1次 管理 部 門 と関係 会社 の 取 引等 に つ い て
， 第 2 次管理

　　　　部 門 に管理 され て い る よ うな意 識 を持つ こ とが あ り，そ の こ とが マ イ ナ ス に作

　　　　用 しない よ うに考 える必要が あ る．

  複合管理 組織

　複合管 理 組織 は ， 関係会 社 を分 属会社 （そ の 設立 の 経緯 や 事業 内容 等か ら見 て ，各事

業本 部等 の 所管 に 分属 し得 る 会社 ） と
， 直轄 会社 （分属 が で きず ， 管理 本部 ， 投 資管理

室 ， 関連 事業部等が 直接 管理す る会社） に 大別 し， 直轄会 社 は 関連 事業部 等 で 管理す る

が
， 分属会社 は

， 各事業部 ・部門等で 管理す る 組織で あ る ．

＊ 全 関係会社 をその 設立 の趣 旨や経緯，事業分野 な どか ら各事業部 ・部門等で 管理す る こ

とが適切で ある もの ＝ 分属会社 と
， 関係会社経営管理 の 専門部門が 直接 に経営管理 する こ と

が 適切 な もの ＝直轄会社 に分類する ．

第 6 図　複合 管理 組織

複合 管理 組織 に は次 の よ うな特徴 や長所 お よ び短所 が あ る ．

　 a ．複合管理組織の 特徴

　　 イ ．関係 会社 群 の 機 能別分類 が こ の 組織 の 考 え方 の 基 礎 に あ る 。

　　 ロ ．多角化経 営 の 関係 会社集 団 に は
， 不 向 きと考 え られ る ．

　 b ．複合 管理組織 の 長所

　　 イ． 関係会 社の 経 営管理組 織 と して は
， 戦前 の 旧財 閥系企 業集 団 に も見 られ る伝 統

　　 　　 的関係 会社管 理組織 で あ る ．分属で きな い 関係 会社 は 現実 に は か な りあ る と考

　　　　 え られ る の で
， 現在 で も多 くの 企 業が こ の 組織 を採用 して い る ．

　例 ：金 融業 で な い 企 業 集 団 の 金融 子会 社 ， 不 動 産業 で ない 企 業 集 団 の 不 動 産管 理 会

　　　　社 ．　　 そ の 他
一

般的 には
， 物 流 子 会社 ， 福 利厚生面の 子 会社 な どで あ る ．
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　　　ロ ．機 能別分類 に 基礎 を置 い て
， 分属会社 ・直轄会社の 経営 に何 らか の 工 夫 （た と

　　　　　え ば ， 分属 会社 に 関す る第 2 次管理 を専 門部 門 に 委 ね る場合 な ど〉が あれ ば
，

　 　　 　　折衷管 理組織 に 似 た経営 管理組織 とす る こ とが で きる ．

　
’
C ．複合管理 組織の 短所

　　　イ．分属 会社 と直轄会社 に 分 ける だ けで は
， さ した る意味は ない ．

　　　 ロ ． 多角経営 の グ ル
ー

プ企 業 に は
， 不 向 きで あ る．

　以 上 は あ くまで わが 国 にお け る 多 くの 先 達 が残 して くれ た数多 くの 実態 調査 の 集約に筆

者 の 加筆 した もの で あ る． した が っ て ， こ の 類 型化に 寸分 違 わ ない 経営組 織 もある か も知

れ な い が
， 通 常は何 らか の ヴ ァ リ エ

ー
シ ョ ン が加 えられ る ．現実に存在す る 1 つ の 典型 的

なグ ル
ー

プ を例示すれ ば次の 如 くで あ る （統括会社 ご とに Sub −Consolidation を行 う）．

第 7 図 あ る典型 的 なグル ープ構造

　こ れ を見 る とサ ブ ・コ ン ソ リデ ー シ ョ ン の 単位 が 各 セ グメ ン トで あ る こ と に変わ りは な

い が 各機能別 セ グ メ ン トは統括 会社 とい う法 的実体 （1．egal 　Entity）に よ っ て 括 られ て い

る ． こ の こ とは ， わ が 国 グ ル
ー プ企 業 の 管 理 会計 に つ い て も， そ の 根源 とな る経営組織構

造 の 今後の あ り方 に つ い て も大 きな意味 を伝 えて い る ．
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6． ま とめ

厂現段 階で の 結論」 もし くは
， 「現段 階で の 筆者の 見解」 は次 の 如 くで あ る ．

  主た る財務 諸表 が連 結財務諸 表 で あ る時代 を迎 えて
， 管理 会計 もグル

ープ企業 の 管理

　　会計が
一
層重要視 され る もの と考 え られ る． こ の 場 合， 管理 会計の 対象 と な る グ ル ー

　　プ企 業 は
， 狭義 に は連結財 務諸 表の 内容 を構 成 す る 企業群 で あ る が ， それだ けで は十

　　分で は ない ．管理 会計が グ ル
ー プ企 業の 経営管理 者の 経営意思決 定に 有用 な会計情報

　　 を作成 し提 供す る もの で あ る か ら，企 業 結合 の 要素 つ ま り，資本 結合 ，人 的結合 ，事

　　業結合 の 何 れ か に つ い て
， 経営 管理者 が グ ル

ー
プの 経営 を合理 的 に行 うこ とが で きる

　　 よ うに ，必 要 と され る情報 を適時提供 しな けれ ば な ら ない か らで あ る ．

  組織 の 分化 ・独 立化 に 対 して
， 情報 に つ い て は統合化が 一

層必 要 と され て い る ．

  本社 機能の 重 要性 は
一

層 高い もの とな る 。特 に本社 にお け る戦略計 画立 案能力の 重 要

　　性 は
，

こ れ をサ ポ ー トす る 管理会計情 報 の 品質 を前 提 と して い る ．

  セ グ メ ン テ
ーシ ョ ン とサ ブ ・コ ン ソ リデ

ー
シ ョ ン の 重要性 が 一

層 高 まる ． む しろ ， グ

　　 ル
ー プ企 業の 管理会計 に は必須 の 手段 で あ る こ とを改 め て認識 す る ．セ グ メ ン テ ーシ

　　 ョ ン の 基準 は 財務 会計上 の セ グ メ ン トに よ る ばか りで な く
， 経営管理 者の 必要性 に応

　　 じた多様性 を持 つ もの とな る ．

  企 業 グ ル ー プ内 部取引 ， 特 に企 業 グ ル ー プ 内 国際 取 引 は ，独 立 企 業間価 格 （Arm
’

s

　　Length 　Price）に よる 対外取引 で あ り，
フ ェ ア ネス の 条件整備 が 求 め られ る ．

  各個別会社 又は 各セ グ メ ン トは プ ロ フ ィ ッ トセ ン タ
ー

で あ る よ りは
， イ ン ベ ス トメ ン

　　 トセ ン タ ーで あ る とい う認識 が あ る． こ の 考え方 は ROE の
一

層 の 重視 に 繋が る．

  連 結納税制 度 と税効 果 会計 の 適用 お よ び曾 孫会社 を含め た二 重 課税排 除 は
， 必 須 の 問

　 　 題 で あ る ．

  本 社費の 配賦計算 は不 要 となる が
， 研究 開発費の 妥 当な負担計算 と徴収の 方法 ， 特 に

　　 特許権に な らな い 費用 の 合理 的な負担 を させ る こ とが 必 要で あ る ，

  完成 した 1欄 の 連結財務 諸表 か ら得 られ る 会計情報 で は
， グ ル

ー
プ企業 の 経営管 理 に

　 　 は必 ず し も有用性 を持 た な い ． つ ま り， 適切 なセ グ メ ン テ
ー シ ョ ン とサ ブ ・コ ン ソ リ

　 　 デ
ー

シ ョ ン は 必須 の 経 営管 理 会計情報 で あ る ．

  合併 に は 至 ら な い が
，

企 業 の 協業 もし くは各 種 の 提 携 を含 む ア ラ イ ア ン ス に 関す る管

　　 理 会計 は
， 今後研 究 に 着手 さ れ なけれ ば な らない 問題 で あ る ．特 に企業集 団 の 管理 会

　　 計 とい っ て も ， 他 方に は 「分 権化 ・分 社化の 管理 会計 と協業 ・共同 の 管理 会計 つ ま り

　　 ア ラ イ ア ン ス の 管 理 会計」が な けれ ば な らな い ． こ の 点につ い て は筆者に とっ て もい

155

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計学 第 7 巻第 1・2 合 併 号

わ ば 未知 の 世 界 あ る が ， 最 近 の 事例 を 1 つ あ げれ ば ， 別 々 の 取締役 会 を持 ち な が ら
，

エ ク ソ ン 系の G 石油 と エ ッ ソ が 本杜機 能 の 共有 を 目指 して 目下試運転 中で あ る こ と に

注 目 したい ．（11）

〈注〉

（1）経営管理 組織 と管理 会計情 報 の 密接 な関連性 に つ い て は，伊藤嘉博 「管理会計変革 の トリ ガ ー

　　 として の エ ン パ ワ
ー

メ ン ト」 お よび小 倉 昇「柔構造組織の マ ネ ジ メ ン ト
・

コ ン トロ
ー

ル と管理

　　會 計情報」 『會計 』第 153 巻 ， 第 3 号 に子細 な研究が ある ．

（2）伏見 多美雄 「カ ン パ ニ ー
制 マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ ー

ル と 日本型 事業部制 」 『産 業経理 』

　　 Vol ．54．No ．4 、お よ び伏見 多美 雄 ・渡辺 康夫 「マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン ト n 一ル シ ス テ ム と して の

　　 事業部制 と カ ン パ ニ ー制」，f慶応経 営論集」，第 33 巻第 1号，1995．7．の 考え方 は，当然 の 帰結

　　 と し て 子会社 ・関連 会社 に つ い て の ROE の 重視 を示唆す る もの で あ る ．

（3）KIMURA 　I．，　ISHIZUKA 　H 。，10TAKE 　H ．，　YmmOTO 　K ，　A 　Report　on 　a 　IJTield　Surveor　on

　　 the　Man αgement 　of 　Holding　Comp α nies 　in　the　U ．S ．
，
　 The 　Bulletin　of 　Hiroshima 　Prefectural

　　 University．，　 VoL9 ．No ，1，， 1997，現時点で 入手可能 な最新 デ
ータ として 本稿で もこ の うちご く

　　
一

部 を使用 した ，

（4）木 村幾也 「米国持 株会社の 経 営組織 と管理 会計」広島県立大学論 集第 1巻第 2号 ， pp ．49−65．

（5）管理会計上 の 関係 会社概念 に つ い て 古 くは ，拙稿 「管理 会計 t一の 関係 会社概 念」 中央学 院大学

　　 論叢 ， 第 8 巻第 1号 ，
1973 年 6 月 ， pp．153 −169 ，が あ り，また 拙著 「関係 会社管理会計」 中央経

　　 済社，1995 ，p27 ．が あ るが ，1997 年以降 の 連結財 務諸表規則等の 改 IEに よ っ て 本稿の 第 1 表

　　 の よ うに変化 し て きた．

（6）Dolan
，
　D ．　Kevin 　and 　Walsh 　Michael 　F．

“
Use　of 　Holding　Companies 　in　ln七emational 　Tax

　　 Planing
”

T αxes
．
　Dec ．1995 ．

（7）筆者 は かつ て 1995年 に九州産業大学 で 開催 され た本学会の 第 3 回全 国大会で ，管理 会計 と財務

　　 会計の 統合 は 可能か ， とい う主 旨で 財 務会計上 の セ グ メ ン トと管理会計 上 の セ グ メ ン トに つ い

　　 て 接 点 を見 つ ける べ きで は な い か とい う意見 を述 べ た こ とが ある ．その と きに は
， 「全 く別 の 問

　　 題 で あ る」 と い う意見 もあ っ た が 僅か 2 年後 に FASB が 同様 の 基準書 を公表す る とは思 わ なか

　　 っ た ．

（8）木村幾也 「関 係会社会計の 管理 会計 的諸問 題」， 『會計』， 第 107 巻第 4号、

（9） こ の よ うな関 係 会社集団 の 経営管理 組織 （また は 方式）に つ い て ，最 初 に手掛 け られ た の は

　　 （1961 年）専修大学 の 山田
一

郎教授 で あ っ た （同教授著 「企 業集団経営 論　 ，J （株 ）丸善 ，1971 年

　　 7 月が ある ）が ，「実態調査」 の 集計結 果 は公表 され て い な い ．筆者が 入手 した 関係 会社 に 関す
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　　る実態調査 は 13 編ある が
，

戦後最初 の 研究は
，

永野 瑞穂教授 ［注 （10）］で あ る ．

（10）永野瑞穂 「関係会社 に 関す る実態調査」 （社）企 業経営協会 ，関係会社管理 研究会資料 No ，83．

　　　1969 年 7 月．

（11）今 まで例 を見なか っ たが ， 法律的 に別人格で あ り個 別 に取締役会 を持 つ 2 つ の 会社 が ， 営業部

　　　と経理部お よび総務部 を共有 す る と い う協業 が行 わ れ て い る．
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: From  Divisional Companies  to Group

of  Group

Companies

Ikuya  Kimura*

Abstract

 The purpose  of  tihis paper is to review  some  basic problems in administrative

organization  and  management  accounting  information systems  in recent  group companies.

  Given the s6vere  competition  existing  en  a  worldwide  scale,  we  must  surely  admit  that in

Japan only  few attempts  at  administrative  sciences  have se  far been made.

 However a  close  point when  a  world  scale  premising severe  eompetition,  before turning  to

a close  examination  of  business organizatienal  changes  occuring  recently  throughout the

werld  would  show  the preponderance of  diversification of  business, geo-grapical expahsion

or  spreading  out  as  well  as  integration. It is new  in the  ordinary  ceurse  of  matters  for com-

panies to quickly malce  inroads into er  promptly retreat  fu)m new  businesses or markets  to

keep  their companies  prefitable.

  Changes in business organization  n(yw involves nDt merely  the restructuring  o £  divisiQns

and  departments in a  parent company,  but also include mergers  and  acquisitions  while

estal)lishing  subsidiaries  or  associated  companies.  In additien,  business combinations  or

alliances have been attempted  or  achieved  by capital  participation, joint investments, joint
ventures,  sales  tie-ups, and  technical tie-ups.

   The development of  the seienee  of  logistics or  informatiQn technolegy expedited  the

progress in forming group cornpanies.  Because ofthis  tendency, we  are  new  in the era  of  so-

called  
"imegrated

 decentralizatien." In ether  words,  at tihe same  time that the mat!agement

organiztion  of  greup companies  has moved  toward decentralization of  powers and  responsi-

bilities, management  information in full, on  time and  at  need  has been centralized  in the

main  or  parent eompany,

  The essencial  question is getting information from not  only  operating  units  but also  the

surrounding  market  in order  to catch  up  with  changing  circumstances  ana  to take  the neces-

sary  steps  in response.

  I would  like to focus attention  here oB  the  segmentation  and  sub-conselidatien  of  group
businesses, beeause they are  key  factors in group management  accounting.

Key  Wbrds

Management  aceeunting  information,  Parent company,  group, Holding  company,

Subsidiary,associated company,  Aff7iliated company,  related  company,  Business segments,

Segmentation, Subconsolidation, Consolidated financial statements
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